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『地球規模生物多様性概況第5版』（GBO-5）は、
生物多様性条約のプロセスの成果である。条約の締
約国、その他の政府及びオブザーバー団体は、さま
ざまな会議での貢献やピアレビューのコメントを通
じて、本書の形成を支援してくれた。GBO-5の起
草は、生物多様性条約事務局が、科学技術助言補
助機関会合（SBSTTA）等を通じた締約国による支
援、またGBO-5の準備に時間、エネルギー、専門
知識を惜しみなく提供してくれた多数のパートナー
組織や政府、非政府組織、科学界ネットワークの
方々の緊密な協力に手引きされて行われた。従って、
GBO-5はこうした方々による共同努力の成果である。
非常に多くの団体や個人の方々に貢献していただい
たため、GBO-5に関わったすべての名前を挙げて
お礼を申し上げるのは難しく、書き漏らしてしまう
こともあろうかと思われる。記載漏れがあった方々
には心よりお詫び申し上げる。

GBO-5は、複数の情報源を利用している。締約
国が提出した第6回国別報告書は、GBO-5を起草す
る上で重要な情報源となった。事務局は、GBO-5
の作成に向けた検討に間に合うよう、第6回国別報
告書を提出してくれた各締約国に感謝を申し上げた
い。GBO-5の評価は、愛知目標に向けた進捗状況
の追跡に可能な限り最新の情報を提供する目的で集
まった組織のネットワークである、生物多様性指標

パートナーシップによって提供されるデータと分析
にも基づいている。このパートナーシップは
UNEP-WCMCによって調整されている。メンバー
は、www.bipindicators.net/partnersを参照する
と確認できる。この概況はまた、生物多様性及び生
態系サービスに関する政府間科学－政策プラットフ
ォームの評価、特に生物多様性と生態系サービスに
関する地球規模評価報告書を大いに利用している。
事務局は、IPBESプロセスに関与したすべての人々、
特にその評価書の執筆者に心からの感謝を表明した
い。

事務局はまた、2019年11月18日から2020年1
月6日まで閲覧可能になったGBO-5の初稿、及び
2020年1月22日から2月7日まで査読を受け付けた
追加資料に対し広範な査読コメントを提供した締約
国とオブザーバーにも感謝を捧げる。事務局はまた、
SBSTTAの議長とビューローに貴重な指導と助言を
いただいたことに感謝の意を表する。

GBO-5は、Elizabeth Maruma Mremaの指導の
下、Tim Hirsch、Kieran Mooney、David 
Cooperによって執筆・編集された。制作と管理は、
Kieran Mooney、David Cooper、David 
Ainsworthが担当した。さらに、次に記す事務局の
多くの職員やインターン、コンサルタントが、
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GBO-5の起草や伝達に関し、情報、フィードバッ
ク及びサポートを提供してくれた。

Ide Ahmed, Joseph Appiott, Charlotte 
Aubrac, Kareem Bahlawan, Lijie Cai, Caridad 
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Chiasson, Terry Collins, Odile Conchou, Q”
apaj Conde, Annie Cung, Gianina Del Carpio, 
Nicolas Diallo, Fei Yi Dong, Virginie Dupont-
Shakh, Juliette Gourlay Duplessis, Mohamed 
El Sehemawi, Félix Feider, Cassia Foley, 
Patrick Gannon, Sarat Babu Gidda, Beatriz 
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Regina Kipper, Maha Labib, Markus Lehmann, 
Chuansheng Li, Matthias Massoulier, Jyoti 
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McGregor,  Sean Nauth,  R icardo Pelai , 
Chr i s topher  Pere i ra ,  Mar ina  Nik i t ina 
Perrenoud, Guyonne Proudlock, Nadine Saad, 
John Scott, Alexander Shestakov, Junko 
Shimura, Rachel Speechley, María Adela 
Troitiño, Yibin Xiang, Angela Xuehe Yan, Alice 
Y u e ,  T a t i a n a  Z a v a r z i n a ,  A n n a 
Zaytseva-Langrand

次に記す幅広い外部の専門家から貴重な情報が提
供された。

Ana Paula Dutra Aguiar, John Agard, Vera 
Agostini, Alessandra Alfieri, Natasha Ali, Rob 
Alkemade, Hilary Allison, Rosamunde Almond, 
Ward Appeltans, Almut Arneth, Ashleigh 
Arton, Nevil le Ash, Patricia Balvanera, 
Roswitha Baumung, Julie Belanger, Rike 
Bolam, Anne Branthomme, Kate Brauman, 
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Kobayashi, Marcel Kok, Anne Larigauderie, 
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David Lin, Jianguo Liu, Graham Mair, Philip 
McGowan, Louise McRae, Johan Meijer, Guy 
Midgley ,  Pat r ic ia  Mi los lav ich ,  Günter 
Mitlacher, Zsolt Molnár, Katherine Moul, Hien 
Ngo, David Obura, Anssi Pekkarinen, Laura 
Pereira, Alexander Pfaff, Stephen Polasky, 
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Cristina Romanelli, Toby Roxburgh, Ana Maria 
Salgar, Hanno Seebens, Josef Settele, Suzanne 
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Tugendhat, Tiina Vahanen, Piero Visconti, 
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Robert Watson, Mette Wilkie, Katherine 
Willis, Cynthia Zayas, Mark Zimsky

GBO-5の制作は、カナダ、欧州連合（EU）、日本、
英国（グレートブリテン及び北アイルランド連合王
国）による資金援助によって実現した。
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 昨年、国連加盟国は、
持続可能な開発目標の
達成に向けた進展を加
速するための10年にわ
たる野心的な行動を呼
びかけた。貧困を終わ
らせ、地球を救い、す
べての人々のために平
和な世界を構築すると
いう私たち共通のビジ

ョンを実現するための10年間である。生物多様性
――地球の生きた骨組みであり、人間の生命と繁栄
の基盤――を保護し、再生するための行動の強化は、
この一体的な取組の重要な部分である。

国連生物多様性の10年である2011-2020の間、
各国は生物多様性損失の要因の多くに対処しようと
努力してきた。しかし、こうした努力は不十分で、
2010年に設定された愛知目標の大部分が達成され
ていない。はるかに大きな野心が必要である。

この概況は、2050年生物多様性ビジョンの達成
に至る道へ踏み出すために必要ないくつかの移行を
明らかにしている。自然との共生のためには、生物
多様性が持続可能な開発の不可欠な要素として認識
されるように、私たちの考え方を変える必要がある。

新型コロナウイルスのパンデミックのトラウマ的
な影響は、生物多様性危機への対応に関して重要な
教訓を示している。一方で、このパンデミックは私
たちの生物界の扱い方と人間の病気の出現との関連
を衝撃的に示した。

もう一方では、世界中の政府や人々の反応が、緊
急かつ共通の脅威に直面した場合の大規模な変革、
連帯、多国間努力など、これまで想像もできなかっ
た措置を講じる社会の能力を示した。パンデミック
の当面の影響から抜け出そうとしている今、私たち
はこの概況で示されている移行を取り入れて、
2050年生物多様性ビジョンを達成するために世界
を軌道に乗せるというかつてない機会を手にしてい
る。

この新しいアジェンダの中には、気候変動と生物
多様性の損失という、地球が抱える２つの難題によ
り協調した方法で立ち向かうことを含まなければな
らない。それには、気候変動は生物多様性を保全し
持続的に管理するすべての努力を弱体化させる恐れ
があること、そして温暖化する地球への最悪の影響
を回避する最も効果的な解決策を自然自体が提供し
てくれることへの理解を持って臨まなくてはならな
い。

この概況に収録された詳細な分析は、人類と地球
に対する私たちの広範な目標を支援する中で、自然
との関係を変革するために、この10年間の行動の
中で何ができ、そして何をしなければならないかを
明確に示している。一緒にこの機会を捕らえようで
はないか。

アントニオ・グテーレス
国連事務総長

アントニオ・グテーレス

まえがき
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生物多様性とそれが
提供するサービスは、
人類の健康に不可欠な
ものだが、長年衰退し
てきている。それが、
10年前に国際社会が
生物多様性戦略計画
2011-2020を 採 択 し
た理由である。この計
画の使命と愛知目標は、

生物多様性の損失を食い止め、生態系が引き続き不
可欠なサービスを提供できるようにすることだった。

各国政府と広く社会一般は、生物多様性の危機に
対処するために行動してきた。大きな進歩を遂げた
国もある。しかし、今回の地球規模生物多様性概況
が示すように、生物多様性に関する愛知目標は達成
されていない。私たちは2050年生物多様性ビジョ
ンに向けた軌道に乗っていない。自然が衰えた帰結
が新型コロナウイルスのパンデミックから見られる。

今、私たちは自然に良い結果をもたらすための協
力を加速し、拡大する必要がある――生物多様性を
公正かつ持続可能な方法で保全、再生し、利用する
のだ。そうしなければ、生物多様性は、陸と海の利
用方法の変化、乱獲、気候変動、汚染、侵略的外来
種の負担を支えきれずに崩壊するだろう。これは、
さらに人類の健康、経済及び社会を傷つけ、先住民
や地域社会に特に悪影響を及ぼす。

この概況は、政策立案に情報を提供し、行動のア
ジェンダの道しるべとなる明確な証拠を提供する。
土地や森林の利用、農業や食料供給システムの編成、
漁業の管理、水の利用、都市環境の管理、気候変動

への取組など、自然と共生した社会を生み出すこと
ができる移行について詳しく説明している。

適切な政策がどのように好影響をもたらすかを示
す多くの例が収録されている。例えば、漁業が規制
され報告された場所では、資源量は改善されている。
森林減少を遅らせるために協調的な行動が取られた
場合、生息地の損失は抑制された。生態系の再生は、
効果的に実施され、また地元住民の支援を受けた場
合、数十年にわたる生物多様性の劣化を逆転させた。

国際的な対応を共に作るため国際社会は間もなく
ポスト2020生物多様性枠組を採択する予定である。
この枠組では、自然に好影響を与える世界のために、
野心的で明確な共通の目標が必要である。資金調達、
能力開発、透明性及び説明責任が必要とされる。生
物多様性損失を進めるセクターやグループ――政府、
企業及び金融――からの賛同が必要だ。

私たちは、何をする必要があるか、何が機能する
のか、そしてどのように良い結果を達成できるかを
知っている。すでに達成されたことを土台として―
―新型コロナウイルス回復対策をはじめ――すべて
の政策と決定の中心に生物多様性を置けば、社会と
地球により良い未来を確保できる。この概況は、こ
のビジョンを実現するための重要なツールである。

インガー・アンダーセン
国連事務次長 

国連環境計画事務局長 

R McIntyre / Shutterstock
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生物多様性戦略計画
2011-2020の 採 択 か
ら10年間、各国政府と
社会一般は、生物多様
性の危機に対処するた
めに多くのレベルで重
要な行動をとってきた。
こうした行動は有意義
な影響を及ぼしており、
今回の地球規模生物多

様性概況は、そのような行動がなければ生物多様性
の状況は確実に悪化していたであろうことを示して
いる。しかし、概況も明確に示しているように、愛
知目標は達成されておらず、2050年生物多様性ビ
ジョンに向けた軌道に乗っていない。

今後の数十年にわたる行動の指標となる新しい地
球規模の生物多様性枠組を作成するにあたり、
2010年に名古屋で採択されたビジョンが持続可能
な開発目標に具体化された幅広い願望の範囲内で依
然有効であることを認識し、このビジョンに再び誓
約する必要がある。それは今も達成可能だが、その
ためには必要となる社会変革に関して現在判ってい
る信頼性の高い証拠に対応した場合に限られる。

生物多様性条約が国際社会で採択されてから四半
世紀以上経った今、条約の元々の目的を達成するた
めに各国が取らなければならない行動に関して、こ
の概況から3つの重要な教訓が浮かび上がる。

第一に、各国政府は新しい地球規模の生物多様性
枠組を支援するために国家の野心を拡大し、必要な
資源がすべて動員され、実現する環境が強化される
ことを保証しなくてはならない。第6回国別報告書

を分析すると、世界レベルで愛知目標が合意された
のと同じ範囲と野心をもった国別の目標を達成した
国はほとんどない。

第二に、各国は、生物多様性が政府全体及びすべ
ての経済部門の政策に明確に考慮されている場合に
のみ、自然と自然の寄与を脅かす圧力の緩和が可能
だと認識し、生物多様性を意思決定の主流に組み込
むための努力を倍増する必要がある。

最後に、この概況は、持続可能な開発を達成し、
気候変動を遅らせ、生物多様性の損失を逆転させる
という複数の課題に対処するために自然と共に取り
組むことについて、前向きで説得力のあるメッセー
ジを提供する。また、人々の自然との接点のあらゆ
る側面で必要とされる移行の範囲も示している。世
界各地にこれらの移行が根付き始めた例があるが、
それらをさらに増強し、拡大して、育む必要がある。

新型コロナウイルスの危機から抜け出そうとして
いる今、世界は、健康な生活を支えるために人間社
会が健康な地球を必要としているという衝撃的な事
実に直面して、環境に優しい未来が来ることを期待
している。その環境に優しく持続可能な未来を築く
道を歩み始める機会が、次回の国連生物多様性会議
で私たちが行う決定で提供される。私たちが共有す
るビジョンを実現するために、誓約をし、必要な行
動を取ろうではないか。

エリザベス・マルマ・ムレマ
国連事務総長補佐 

生物多様性条約事務局長

saiko3p / Shutterstock
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概　要
将来の世代に残す遺産をめぐり、人類は分かれ道

に立っている。生物多様性はこれまでにない速さで
失われており、この損失を推し進めている圧力も強
くなっている。完全に達成される愛知目標は１つと
してなく、持続可能な開発目標（SDGs）の達成を
脅かすとともに気候変動対策のための取組を損ねて
いる。新型コロナウイルスのパンデミックによって
人と自然との関係性の重要性がこれまで以上に強調
されただけなく、今なお続く生物多様性の損失及び
生態系の劣化が我々自身の福利及び生存に与える重
大な影響にも我々は気付かされた。

しかしながら、各国政府からの報告やその他の
証拠では進捗の事例も示されており、これらの規
模を拡大すれば、自然との共生という2050年ビ
ジョンの達成に必要な社会変革（transformative 
change）を支えることができる。行動に移されて
いる分野は限られているものの、必要な移行に至る
道筋を指し示す多くの変化がすでに明らかになって
いる。そのような初期的な変化がどのように模倣さ
れ積み重なるかが、自然との共生というビジョンを
短期間で実現するために極めて重要である。

国際社会が生物多様性の損失を止め、最終的に

はその流れを逆転させ、気候変動を抑制するととも
に適応能力を高め、同時に、食料安全保障の向上と
いった他の目標を達成することができる選択肢は複
数存在する。

持続可能な未来に至るためのこれらの道筋は、大
胆かつ相互に依存する行動が必要なことを最前線の
多くの分野にわたって認識できるかにかかっている。
各行動はそれぞれ必要なものであるが、単独では不
十分である。こうした行動の組み合わせには、生物
多様性の保全・再生に係る取組の大幅な強化、生物
多様性への予期せぬさらなる圧力を発生させない程
度に世界の気温上昇を抑制する気候変動対策、生物
多様性に依存すると同時に影響を及ぼす、特に食品
等の生産・消費様式の変革及び財とサービスの取引
が含まれる。

2050年ビジョンにつながるこれらの道筋のかじ
取りには、人と自然との関係のあらゆる側面や私た
ちが自然に見出している重要性を考慮することが必
要となる。解決策のためには、世界の遺伝的多様性、
種及び生態系の保全、人間社会に物質的な便益を
もたらす自然の能力、有形性は低いものの高い価値
が認められている、我々の自我、文化及び信仰の形

tuan-anh-tran / Unsplash
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成を助ける自然とのつながりに同時に対処する統合
的なアプローチを模索する必要がある。

導　入
国連生物多様性の10年の期間において国際的な

行動を導くべく2010年に合意された戦略は、生
物多様性に対する直接的な圧力に影響を及ぼす間
接要因に取り組む必要性を認識した。こうした生
物多様性損失の間接要因への取組の失敗について
は、最初の国際目標が2010年に達成されなかった
要因の１つとして地球規模生物多様性概況第3版
(GBO-3)に示されていた。この分析を基に、戦略計
画2011-2020では５つの戦略目標の下に20の個別
目標を持つ愛知目標が策定され、要因、圧力、生物
多様性の状況、生物多様性からの恩恵、関連政策・
実現条件の実施を改善の基準と定めた。

生物多様性条約を通じて正式に各国政府によって
採択され、他の生物多様性関連条約によって支持さ
れた戦略計画は、社会全体にとっての国際的な枠組
となることが意図されていた。そして、その成否は、
意思決定や行動が生物多様性に影響を与える広範な
セクター及びステークホルダーの間に変化をもたら
すことができるかどうかにかかっていた。

2014年に公表された地球規模生物多様性概況第
4版（GBO-4）で行われた戦略計画2011-2020の
中間評価の結論は、愛知目標の大多数で進捗は明ら
かであるものの、2020年までの達成には不十分と
いうものであった。GBO-4は、各愛知目標において
進展が見られれば戦略計画の戦略目標と愛知目標の
達成につながりうる行動の概要を示した。

生物多様性は、2015年に採択された持続可能な
開発のための2030アジェンダ及び国連気候変動枠
組条約のパリ協定の双方にとって極めて重要である。
例えば、パリ協定の目標達成に必要な温室効果ガス
排出量の純削減量のうち約3分の1は、自然を基盤
とする解決策（nature-based solutions）によっ
てもたらされる可能性がある。愛知目標は、持続可

能な開発目標（SDGs）の多くのターゲットに直接
反映されている。生物多様性は、SDG14（海の豊
さを守ろう）及び15（陸の豊さも守ろう）で明確
に強調されているだけでなく、幅広くSDGsを支え
ている。例えば生物多様性は、食料安全保障と栄養
状態の改善（SDG2）や、安全な水の供給（SDG6）
の達成にとって重要な要素である。また、すべての
食料システムは、受粉、病害虫の防除、土壌肥沃度
などを通じて農業の生産性を支えている生物多様性
や幅広い生態系サービスに依存している。また、健
全な生態系は、水の供給や水質を下支えしているほ
か、水に関わる危機的な自然現象や災害に対する防
御にもなる。このため、生物多様性の保全と持続可
能な利用は、SDGs全体の屋台骨を支えていると見
なすことができる。 

反対に、SDGsの達成も生物多様性の保全と持続
可能な利用に寄与する。例えば、気候変動（SDG 
13）、汚染（SDG 6、12、14）、過剰採取（SDG 
6、12、14、15）といったSDGsは生物多様性の損
失要因に対処する。持続不可能な生産と消費、自然
資源の効率的な利用、食品廃棄物の削減に対応する
SDG12もある。また、SDGsは、必要な制度と人的
資本の構築（SDG3、4、16）、ジェンダー平等の推
進（SDG5）、格差の是正（SDG10）を促進するこ
とで、生物多様性の損失に対処するための基本的な
条件を支援している。生物多様性条約（CBD）の目
的の達成と一部のSDGsの達成の間には潜在的なト
レードオフが存在するが、これらは整合の取れた統
合的な意思決定によって回避・最小化ができる。

生物多様性戦略計画 
2011-2020 実施の進捗状況

愛知目標の進捗状況の地球規模での概要はさま
ざまな指標、研究調査及び評価（特にIPBESの生物
多様性及び生態系サービスに関する地球規模評価
報告書）、並びにCBDの実施に関する各国から提出
された国別報告書に基づいている。国別報告書は生
物多様性の保全、持続可能な利用及び利益の公正



地球規模生物多様性概況第5版12

かつ衡平な配分を支えるべく世界各国で行われた措
置についての優れた情報を提供している。この情報
には生物多様性戦略計画2011-2020の実施や愛知
目標の達成における成功や課題に関する豊富な情報
が含まれている。

世界全体で、20の目標の内、6つの目標（目標
9、11、16、17、19、20）が部分的に達成された
が、完全に達成された目標は無い。愛知目標に関す
る60個の具体的な要素を評価すると、７個の要素
が達成済み、38個の要素が進捗ありとなった。13
個の要素は進捗なし又は目標から後退となり、また
２個の要素については進捗の程度が不明である。後
述の表には20の各愛知目標について進捗の概要が
示されている。

各国の国別報告書を見渡すと、ある程度の進捗が
示されているが、やはり全般的に愛知目標の達成に
は不十分なレベルである。平均して、各国は国別目
標の3分の1以上が達成（34%）又は超過（3%）す
る見込みである、と報告している。残りの半分の国
別目標（51%）は進捗しているが目標を達成でき
る速度ではないとしている。国別目標のわずか11
％が大きな進捗なく、１％が目標から遠ざかる方向
に進んでいる。しかし、国別目標は全般的に、対象
範囲と野心度の点で、愛知目標にはほとんど及ん
でいない。国別目標の4分の1以下（23%）が愛知
目標と十分一致しているに過ぎず、全国別目標の約
10分の1のみが愛知目標と類似し、かつ達成される
見込みである。進捗については、愛知目標1、11、
16、17、19に関する国別目標が最も進んでいると
報告されている。国別報告書の情報からは、各国が
国内で愛知目標に取り組むコミットメントの野心度、
並びにこれらコミットメントに達するための行動の
双方においてギャップがあることが示されている。

国別報告書中の情報は地球規模での指標に基づく
分析とおおむね一致している。生物多様性を支える
政策及び行動に関連する指標（応答）からは圧倒的
に良好な傾向が示されている一方で、生物多様性の
損失要因及び生物多様性の現在の状態に関するほと

んどの指標からは著しい悪化傾向が示されている。

地球規模の愛知目標の達成は限定的であるものの、
本概況には生物多様性戦略計画2011-2020の戦略
目標及び個別目標を支える活動によって成功を収め
た重要な事例が記載されている。この10年間で特
に進捗のあった10分野を強調しておきたい。

生物多様性の損失の根本的な原因に関連す
るもの（戦略目標A）：
•• 100か国近くで生物多様性の価値が国家勘定に

組み込まれた（目標2）。

生物多様性への直接的な圧力に関連するも
の（戦略目標B）：
•• 直前の10年間に比して、世界的な森林減少の速

度が約3分の1に減少した（目標5）。
•• 資源評価、漁獲制限、及び法の執行を含む、良

好な漁業管理政策が導入された場所では、海洋
の漁獲資源が維持または回復した（目標6）。

•• 島嶼からの侵略的外来種の根絶に関する成功事
例が増加し、また今後の外来種の侵入を回避す
るために優先度の高い種と侵入経路の設定事例
が増加した（目標9）。

生物多様性の状態に関連するもの（戦略目
標C）:
•• 保護地域は大きく拡大し、2000-2020年の期

間に陸域で約10%から少なくとも15%に、海域
で3%から少なくとも7%まで増加した。また、
同期間に生物多様性にとって特に重要な地域（生
物多様性重要地域）の保護も29%から44%に増
加した（目標11）。

•• 保護地域、狩猟規制、侵略的外来種の制御、生
息域外保全や再導入を含む、様々な措置を通じ
た、近年の保全活動によって絶滅数が減少した。
こうした活動が無かった場合、過去10年間にお
ける鳥類及び哺乳類の絶滅は２～４倍ほど多か
ったことだろう（目標12）。
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生物多様性戦略計画2011-2020の実施を実
現する措置に関連するもの（戦略目標E）：
•• 遺伝資源の取得の機会及びその利用から生ずる

利益の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議定
書が発効し、現在少なくとも87か国において完
全に運用され国際的にも運用されている（目標
16）。

•• CBDの締約国の85%にあたる170カ国において、
生物多様性戦略計画2011-2020に沿って生物多
様性国家戦略及び行動計画（NBSAP）が更新さ
れた（目標17）。

•• 市民科学の取組等により、市民、研究者及び政
策立案者が利用できる生物多様性に関するデー
タや情報が大きく増加した（目標19）。

•• 国際的なフローを通じた生物多様性のために利
用可能な資金が倍増した（目標20）。

生物多様性戦略計画2011-2020の実施に関する
過去10年間の経験から、より全般的にポスト2020
生物多様性枠組の策定や条約の実施のための教訓
が提示されている。これら教訓には以下が含まれる：

•• 計画や実施に向けた統合的かつ全体的なアプロ
ーチを含む、生物多様性の損失の直接及び間接
要因に対処する取組のさらなる拡大、そして政
府省庁、経済セクター及び社会がさらに相互に
関わることが必要。

•• ジェンダーの統合、先住民及び地域社会の役割、
並びにステークホルダーの関与のさらなる強化
が必要。

•• 政府全体の政策手段として採用する等、生物多

様性国家戦略及び行動計画、並びにそれらに関
連する計画プロセスの強化が必要。

•• 明確で簡潔な文言と定量的な要素を用いて（す
なわち「SMART」の基準に従って）適切に設計
されたゴールとターゲットが必要。

••  生物多様性国家戦略及び行動計画の計画策定と
実施の間の遅延を減らすことと、実施までに避
けられない遅延についての説明が必要。

•• 国のコミットメントへの野心を増加させること、
及び国の活動の定期的かつ効果的な点検が必要。

•• 科学技術協力を促進する努力と、政策措置の有
効性や有効で無い場合の理由を理解する努力の
増加等による、学習及び順応的管理が必要。

•• 実施に対するさらなる注目や国々への持続的か
つ的を絞った支援が必要。

uperjoseph / Shutterstock
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20の愛知目標とその文面中にある要素の進捗の評価1

愛知目標 進捗の評価 進捗の概要

遅くとも2020年までに、生物多様性
の価値（1）及びそれを保全し持続可
能に利用するために取り得る行動を

（2）、人々が認識する。

1 2

進捗状況

生物多様性を聞いたことがある人及びその概
念を理解している人の割合は過去10年で明ら
かに増加。生物多様性についての理解は若者
の間でより急速に高まっている模様。最近の
調査では最も生物多様性に富む国々では国民
の3分の1以上が生物多様性の価値及び生物多
様性の保全と持続可能な利用のために必要な
行動の双方について、高い認識を持っている
ことが示唆されている。本目標は未達成（信
頼性：低）

遅くとも2020年までに、生物多様性
の価値が、国と地方の開発及び貧困削
減のための戦略（1）や計画プロセス

（2）に統合され、適切な場合には国家
勘定（3）や報告制度（4）に組み込ま
れている。

2 3

1 4
進捗状況

多くの国が計画及び開発プロセスへの生物多
様性の組込みに関する様々な事例を報告。国
家勘定や報告制度に生物多様性の価値を組み
込む国は着実に増加傾向にある。他方、開発
や貧困削減のための計画において、目標が定
めるほど生物多様性が真に組み込まれてきた
という証拠は少ない。本目標は未達成（信頼
性：中）

遅くとも2020年までに、条約その他
の国際的義務に整合し調和するかたち
で、国内の社会経済状況を考慮しつつ、
負の影響を最小化又は回避するために、
補助金を含む生物多様性に有害な奨励
措置が廃止され、あるいは段階的に廃
止され、又は改革され（1）、また、生
物多様性の保全及び持続可能な利用の
ための正の奨励措置が策定され、適用
される（2）。

1 2

進捗状況

全体として、生物多様性にとって有害となる
可能性のある補助金や他の奨励措置の廃止や
段階的な廃止または改革、生物多様性の保全
及び持続可能な利用に資する正の奨励措置の
策定については過去10年間ほとんど進捗がな
かった。生物多様性にとって有害な奨励措置
を特定するための措置を講じた国自体、比較
的まれであるほか、漁業や森林減少の管理と
いった分野では有害な補助金が正の奨励措置
をはるかに上回る。本目標は未達成（信頼性：
中）

1.　20の愛知目標とその文面中にある要素の進捗の評価。各要素の進捗状況は表中の半円アイコン内に示
されている。半円を構成する各扇形は要素を示しており、扇形内の数字は、目標文中のカッコ入りの番号
に対応している。青色は目標を超えて達成、緑色はすでに達成もしくは2020年までに達成する見込み、黄
色は進捗したが未達成、赤色は大きな変化が無い、紫色は達成から遠ざかる傾向にあることを示している。
要素の評価ができなかった場合、扇形は灰色である。ある愛知目標が完全に達成された場合、全ての扇形
が青色又は緑色となる。少なくとも一つの要素が達成された場合、その目標は一部達成と評価される。ど
の要素も達成されなかった場合、その愛知目標は未達成と評価される。信頼性の水準は、報告書本体の第
二部にある各目標概要で参照する注記において説明されている。
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愛知目標 進捗の評価 進捗の概要

遅くとも2020年までに、政府、ビジ
ネス及びあらゆるレベルの関係者が、
持続可能な生産及び消費のための計画
を達成するための行動を行い、又はそ
のための計画を実施しており（1）、ま
た自然資源の利用の影響を生態学的限
界の十分安全な範囲内に抑える（2）。

1 2

進捗状況

持続可能な生産及び消費のための計画を策定
している政府及びビジネスは増えているが、
人間による持続不可能な活動が生物多様性に
及ぼす負の影響を取り除く規模では行われて
いない。自然資源はより効率的に利用される
ようになっているが、資源の総需要は増加し
続けているため、自然資源の利用による影響
は安全な生態学的限度をはるかに上回ったま
まである。本目標は未達成（信頼性：高）

2020年までに、森林（1）を含む自然
生息地（2）の損失の速度が少なくと
も半減し、また可能な場合にはゼロに
近づき、また、それらの生息地の劣化
と分断が顕著に減少する（3）。

2

1 3
進捗状況

最近の森林減少のスピードは過去10年間より
減速しているものの、その減速率は3分の１程 
度にすぎないほか、一部の地域では森林減少
が再加速している可能性がある。特に熱帯地
域の最も生物多様性に富む生態系では、森林
や他の生物圏における生息地の損失、劣化及
び分断は依然として高い状態にある。原生地
域及び世界各地の湿地は減少し続けている。
河川の分断も淡水域の生物多様性にとって重
大な脅威となっているままである。本目標は
未達成（信頼性：高）

2020年までに、すべての魚類と無脊
椎動物の資源及び水生植物が持続的か
つ法律に沿ってかつ生態系を基盤とす
るアプローチを適用して管理、収穫さ
れ（1）、それによって過剰漁獲を避け、
枯渇したすべての種に対して回復計画
や対策が実施され （2）、絶滅危惧種や
脆弱な生態系に対する漁業の深刻な影
響をなくし（3）、資源、種、生態系へ
の漁業の影響が生態学的に安全な範囲
内に抑えられる（4）。

2 3

1 4
進捗状況

一部の国や地域で顕著な進捗があったものの、
過剰に漁獲されている海洋漁業資源の割合は
3分の1に達しており、10年前より高くなって
いる。多くの漁業は未だに持続可能でない水
準で非対象種の混獲を引き起こしているほか、
海洋の生息地に損害を与えている。本目標は
未達成（信頼性：高）

2020年 ま で に、 農 業（1）、 養 殖 業
（2）、林業（3）が行われる地域が、生
物多様性の保全を確保するよう持続的
に管理される。

2

1 3
進捗状況

近年の農業従事者主導によるアグロエコロジ
ーのアプローチ等により、持続可能な農業、
林業及び水産養殖業を推進するための努力は
大きく拡大。高い水準ではあるが、肥料及び
農薬の使用は世界的に安定している。こうし
た進捗にもかかわらず、食料や木材の生産景
観における生物多様性は低下し続けており、
食料及び農業生産は引き続き世界的な生物多
様性損失の主要な要因となっている。本目標
は未達成（信頼性：高）
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愛知目標 進捗の評価 進捗の概要

2020年までに、過剰栄養など （2）に
よる汚染（1）が、生態系機能と生物
多様性に有害とならない水準まで抑え
られる。

1 2

進捗状況

過剰栄養、農薬、プラスチック及び他の廃棄
物等による汚染は、引き続き生物多様性損失
の主要な要因となっている。肥料の利用を改
善するための努力の増加にもかかわらず、栄
養レベルは生態系の機能と生物多様性にとっ
て有害な状況が続いている。プラスチック汚
染は海洋に蓄積しており、海洋生態系に深刻
な影響をもたらしているほか、他の生態系に
も蓄積し、その影響はほとんど未知である。
多くの国によるプラスチック廃棄物を最小限
に留めるための行動は、この汚染源の削減に
は不十分であった。本目標は未達成（信頼性：
中）

2020年までに、侵略的外来種 （1）及
びその定着経路（2）が特定され、優
先順位付けられ、優先度の高い種が制
御又は根絶される（3）。また、侵略的
外来種の導入又は定着を防止するため
に、定着経路を管理するための対策が
講じられる（4）。

2 3

1 4
進捗状況

侵略的外来種の特定、また外来種がもたらす
リスク及び管理の実現可能性を鑑み外来種を
優先順位付けするという点において過去10年
間で良い進捗が見られた。特に島嶼での侵略
的な哺乳類をはじめとする侵略的外来種の根
絶事業の成功は在来種に恩恵をもたらした。
ただし、こうした成功がすべての侵略種の発
生事例に占める割合は小さい。外来種の新規
の侵入の件数が減少していることを示す証拠
はない。本目標は部分的に達成（信頼性：中）

2015年までに、気候変動又は海洋酸
性化により影響を受けるサンゴ礁（1）
その他の脆弱な生態系（2）について、
その生態系を悪化させる複合的な人為
的圧力が最小化され、その健全性と機
能が維持される。

1 2

進捗状況

気候変動及び海洋酸性化の影響を受けるサン
ゴ礁及び他の脆弱な生態系は、複数の脅威の
影響を受け続けている。魚の乱獲、富栄養化
及び沿岸域での開発行為が相まって、サンゴ
の白化現象を悪化させる要因となっている。
サンゴは評価されたすべての分類群の中で最
も急速に絶滅リスクが高まっていることが示
された。ハードコラルの被覆面積は一部の地
域で大きく減少したほか、サンゴ礁の多様な
生息環境を支える能力が低い種への遷移も見
られている。他の生態系は、特に山岳地域や
極圏において、他の圧力も含め気候変動の大
きな影響を受けている。本目標は2015年の達
成期限に間に合わなかったほか、2020年まで
にも達成できなかった（信頼性：高）
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愛知目標 進捗の評価 進捗の概要

2020年までに、少なくとも陸域及び
内陸水域の17％（1）、また沿岸域及
び海域の10％（2）、特に、生物多様
性と生態系サービスに特別に重要な地
域（3）が、効果的、衡平に管理され

（4）、かつ生態学的に代表的な（5）良
く連結された保護地域システムやその
他の効果的な地域をベースとする手段
を通じて保全され、また、より広域の
陸上景観や海洋景観に統合される（6）。

1 6

2 5
3 4

進捗状況

保護地域として指定された地球の陸域及び海
域の割合は2020年までの目標を達成する可能
性が高いほか、その他の効果的な地域をベー
スとする保全手段（OECM）や今後の各国に
よるコミットメントを考慮すると目標値を超
える可能性がある。しかし、保護地域が生物
多様性にとって最も重要な地域を保護すること、
生態学的に代表性があること、相互にまたは
より広域の景観とつながること、衡平かつ効
果的に管理されていること、の確保について
の進捗はもっと緩慢である。本目標は部分的
に達成（信頼性：高）

2020年までに、既知の絶滅危惧種の
絶滅が防止され（1）、また、それらの
うち、特に最も減少している種に対す
る保全状況の改善が達成、維持される

（2）。

1 2

進捗状況

平均すると、種は絶滅に近づき続けている。
しかし、過去10年間にわたる保全の行動が無
ければ、鳥類及び哺乳類の絶滅数は少なくと
も2倍から4倍になっていた。生物多様性の
損失要因が劇的に低減されなければ、十分に
評価された分類群については約4分の1近く

（23.7%）の種が、全体では100万と推定され
る種が絶滅の危機にさらされる。野生動物の
個体数は、1970年以降３分の２以上減少し、
2010年以降も減少し続けている。本目標は
未達成（信頼性：高）

2020年までに、社会経済的、文化的
に貴重な種（4）を含む作物 （1）、家
畜（2）及びその野生近縁種（3）の遺
伝子の多様性が維持され、また、その
遺伝資源の浸食を最小化し、遺伝子の
多様性を保護するための戦略が策定さ
れ、実施される（5）。

2 4

1 5

3

進捗状況

作物、家畜、及び野生近縁種の遺伝子の多様
性の浸食が継続している。重要な食用作物の
野生近縁種については、その保全を担保する
手助けとなり、将来の食料安全保障にとって
重要となる生息域外のシードバンクには十分
収蔵されていない。危機にあるか絶滅した家
畜品種の割合は増加しているが、これまでよ
りも増加の速度は低下しており、伝統的な品
種の減少防止において幾分の進捗があったこ
とを示している。家畜化された鳥類及び哺乳
類の野生近縁種は絶滅に近づいている。本目
標は未達成（信頼性：中）



地球規模生物多様性概況第5版18

愛知目標 進捗の評価 進捗の概要

2020年までに、生態系が水に関連す
るものを含む不可欠なサービスを提供
し、人の健康、生活、福利に貢献する
生態系が、回復及び保護され (1)、そ
の際には女性、先住民、地域社会、貧
困層及び弱者のニーズが考慮される 
(2)。

1 2

進捗状況

社会が依存する不可欠なサービスをもたらす
生態系の能力が低下し続けている結果、多く
の生態系サービス（自然の寄与（NCP））が低
下している。一般に、貧しく脆弱なコミュニ
ティや女性はNCPの低下による影響を不釣り
合いに大きく受ける。平均的には、花粉媒介
に役割のある哺乳類及び鳥類の種や、食料及
び医薬品のために利用される種は絶滅に近づ
いている。本目標は未達成（信頼性：中）

2020年までに、劣化した生態系の少
なくとも15％以上の回復を含む（2）
生態系の保全と回復を通じ、生態系の
回復能力及び二酸化炭素の貯蔵に対す
る生物多様性の貢献が強化され（1）、
それが気候変動の緩和と適応及び砂漠
化対処に貢献する。

1 2

進捗状況

2020年までに劣化した生態系の15％を回復
するという目標に向けた進捗は限定的。しか
しながら、多くの地域で意欲的な回復計画が
進行中又は提案されており、生態系の回復能
力及び二酸化炭素の貯蔵を大きく増強させる
可能性がある。本目標は未達成（信頼性：中）

2015年までに、遺伝資源の取得の機
会（アクセス）及びその利用から生ず
る利益の公正かつ衡平な配分に関する
名古屋議定書が施行され(1)、国内法
制度に従って運用される（2）。

1 2

進捗状況

遺伝資源へのアクセス及び利用から生ずる利
益の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議定
書 は2014年10月12日 に 発 効。2020年7月
時点で、生物多様性条約の締約国のうち126
カ国が批准しているほか、87カ国がアクセス
及び利益配分に関する国内措置を講じており、
さらに然るべき国内当局を設置している。議
定書は運用されていると考えられる。本目標
は部分的に達成（信頼性：高）

2015年までに、各締約国が、効果的
で、参加型の改定生物多様性国家戦略
及び行動計画を策定し (1)、政策手段
として採用し(2)、実施している (3)。

2

1 3
進捗状況

本目標の達成期限である2015年12月までに、 
69の締約国が策定もしくは改定、または戦
略計画採択後に更新した生物多様性国家戦
略及び行動計画（NBSAP）を提出した。そ
の後さらに101の締約国がNBSAPを提出し、
2020年7月までに170の締約国が現行戦略計
画に沿った生物多様性国家戦略及び行動計画

（NBSAP）を策定していることになる。これ
は条約の締約国の85％を占める。しかし、こ
れらのNBSAPがどの程度、政策手段として採
用されているか、効果的かつ参加的な形で実
施されているかには差がある。本目標は部分
的に達成（信頼性：高）
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愛知目標 進捗の評価 進捗の概要

2020年までに、生物多様性の保全及
び持続可能な利用に関連する先住民の
社会及び地域社会の伝統的な知識、工
夫、慣行及びこれらの社会の生物資源
の利用慣行が、国内法制度及び関連す
る国際的義務に従って尊重され (1)、
これらの社会の完全かつ効果的な参加
のもとに、あらゆる関連するレベルに
おいて、条約の実施に完全に組み入れ
られ (2)、反映される (3)。

2

1 3
進捗状況

国際的な政策の場や科学コミュニティの双方
において、伝統的知識や持続可能な利用慣行
の価値についての認識は増加した。一部の国
で進捗があったものの、条約の実施に関連す
る国内法令が伝統的知識及び持続可能な利用
慣行を広く尊重したり反映していること、又
は先住民や地域社会がどの程度関連プロセス
に効果的に参加しているかを示す情報は限定
的である。本目標は未達成（信頼性：低）

2020年までに、生物多様性、その価
値や機能、その現状や傾向、その損失
の結果に関連する知識、科学的基盤及
び技術が向上し (1)、広く共有され、
移転され、適用される (2)。

1 2

進捗状況

生物圏についての理解を向上するための新し
い機会を切り開くビッグデータの集約、モデ
リング及び人工知能の進展に伴い、生物多様
性に関する知識及びデータの生成、共有及び
評価は、2010年以降著しく進捗した。しかし
ながら、研究とモニタリングの対象地や注目
される分類群が大きく偏る状況は継続している。
生物多様性の損失が人々にもたらす悪影響に
ついての情報が不足しているほか、意思決定
における生物多様性関連知識の適用も限られ
ている。本目標は部分的に達成（信頼性：中）

遅くとも2020年までに、戦略計画
2011-2020の効果的な実施に向けて、
あらゆる資金源からの、また資源動員
戦略において統合、合意されたプロセ
スに基づく資金動員が、現在のレベル
から顕著に増加すべきである。 (具体
的なターゲット:(1)途上国への国際的
な資金フローを倍増すること; (2) 国内
の優先事項又は開発計画に生物多様性
を含めること; (3) 国内の支出、需要、
ギャップ、優先事項について報告する
こと; (4) 国の財政計画を策定するとと
もに生物多様性の多面的な価値につい
て評価すること;(5) 国内の資金源を動
員すること)

2 4

1 5

3

進捗状況

一部の国において生物多様性のための国内資
源の増加があったが、その他の国の資源は過
去10年間ほぼ一定であった。国際的なフロー
や政府開発援助を通した生物多様性のために
利用可能な資金はほぼ倍増した。しかし、生
物多様性関連資金のすべての財源を考慮した
場合、調達資金の増加は需要に比して十分で
はなかったと考えられる。さらに、生物多様
性にとって有害な活動に対する支援がこれら
の資源をはるかに上回った（愛知目標3参照）。
資金のニーズ、ギャップ及び優先事項の特定
や国の財政計画の策定、及び生物多様性の価
値評価に関する進捗があったのは相対的に少
数の国に限られている（愛知目標2参照）。本
目標は部分的に達成（信頼性：高）
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将来の展望
現状のままであれば、生物多様性及び生物多様性

がもたらすサービスは低下し続け、SDGsの達成が
危うくなる。「今までどおり」のシナリオでは、土
地及び海の利用の変化、過剰採取、気候変動、汚染
及び侵略的外来種による影響の増大によって、この
傾向が2050年までも、それ以降も続く見込みであ
る。これらの圧力は現在の持続不可能な生産及び消
費パターン、人口増加並びに技術の発展によって牽
引されている。予想される生物多様性の低下はすべ
ての人々に影響を与えるが、生物多様性にその福利
を依存する先住民及び地域社会、貧困層や弱者への
有害な影響が特に大きくなる。

2050年に向けたシナリオと道筋
戦略計画2011-2020の達成には失敗したが、入

手可能な根拠となる情報からは、生物多様性の減少
傾向を鈍化・停止させ、やがては反転させることが
遅きに失したわけではないことが示されている。さ
らに、この方向転換（もしくは生物多様性減少の「流
れを変える」）ために必要とされる行動は、2030ア
ジェンダ及びパリ協定の下で設定された目標と完全
に整合しており、さらにこれらの目標の重要な構成
要素となっている。

すなわち、2050年ビジョンの実現は、以下の分
野において、それぞれが必要でありながら単独では
不十分な行動の組み合わせに依存しているといえる：

•• 現地の状況に沿ったアプローチを用いて、生物
多様性を保全・回復するための取組の規模をあ
らゆるレベルで拡大する必要がある。これらの
取組においては、良好につながっている保護地
域及びOECMの面積及び有効性の大幅な向上、
劣化した生息地の大規模な再生、及び、農業景
観や都市景観並びに陸水域、沿岸域、外洋にま
たがる自然の状態の改善を組み合わせる必要が
ある。

•• 生物多様性を支えるその他すべての取組が気候
変動によって損なわれることを防ぐため、気候

変動を産業革命以前の水準からの2度を大きく
下回る1.5度近くにまで抑制するための取組が
必要である。この点で生態系の保全と再生が大
きな役割を果たすことが可能である。そのよう
な「自然を基盤とする解決策」は気候変動への
適応において重要な要素となり得る。

•• 侵略的外来種、汚染及び特に海洋や陸水生態系
における生物多様性の持続不可能な利用といっ
た、その他すべての圧力に対処するための効果
的な措置を講じる必要がある。

•• 変革は財とサービス、特に食料の生産において
達成される必要がある。これには環境への影響
をさらに低減しつつ増加する世界の需要を満た
すことができる農法を採用すること、土地を生
産用に転換しようとする圧力を低減することが
含まれる。

•• 変革はより健康的な食事を取り入れるとともに
食品廃棄を削減することによって食料増産への
需要を抑えるため、また、林業、エネルギー及
び新鮮な水の供給といった生物多様性に影響を
与える他の有形財やサービスの消費を抑えるた
めにも必要である。

これら行動の各分野は、社会のあらゆる規模でセ
クター横断的な形で幅広い主体を巻き込んで短期
間のうちに実施されるそれぞれ非常に本質的な変化
や革新に依存している（後述する「移行」を参照）。
ただし、他の分野と合わせて取り組まない限り、ど
れだけ集中的に個別の分野に取り組んだとしても生
物多様性の損失の「流れを変える」ことはできない。
例えば、生態系を保全及び再生するための手段がど
れだけ野心的であっても、持続可能な形で農業生産
性を向上させながらより持続可能な食生活を取り入
れるために同程度の意欲的な措置が講じられない限
り、生物多様性の損失及び食料安全保障に対処する
ことはできない。他方で、全ての分野における行動
を組み合わせれば、行動間のつながりや相乗効果が
発揮され、各々の行動が達成しやすくなる。

生物多様性に関する2050年ビジョンに向けて、
すべての地域や状況に等しく適用できる単一かつ「理
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想的な」道筋は存在しない。上述した不可欠な変化
のためには、地方の状況や優先事項を反映する別の
アプローチが多くある。例えば、広域な陸地を自然
のためだけに保護することを重視する野心的な保全
手段は陸域の種の存続に最大の効果を発揮する可能
性があるが、一方で、農地及び都市の環境における
よりグリーンな景観を優先する同程度に野心的なア
プローチによって自然の寄与がより大きく改善する

ことも考えられる。国際社会によって採択される枠
組は、生物多様性と人間社会にとっての成果という
観点で、異なるアプローチがもたらす結果を認識し
つつ、同時に多様な条件や価値観を配慮・調整する
ことができる十分柔軟なものであるべきである。

生物多様性の損失を減らし、回復させる行動のポートフォリオ 

生物多様性の傾向（さまざまな指標、左の軸）は衰退しており、「今までどおり」のシナリオ（傾向線）の下で低下
し続けると予測される。さまざまな行動分野が生物多様性の低下を遅らせることが可能で、行動の完全なポートフォ
リオが組み合わされば、低下を止めて逆転させ（流れを変える）、2030年以降には生物多様性の純増加につながる可
能性がある。これらは、下から順に：（1）生態系の保全と回復の強化；（2）気候変動の緩和；（3）汚染、侵略的外来
種及び乱獲に対する行動；（4）財とサービス、特に食品のより持続可能な生産；（5）消費と廃棄物の削減。 ただし、
各行動領域は単独でも、または部分的に組み合わせても、生物多様性の損失の流れを変えることはできない。さらに、
各行動領域の有効性は他の領域によって強化される（議論については報告書本体の第三部を参照）。

消費の
削減

持続可能な
生産

その他の
要因の削減

気候変動
対策

保全・
再生
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持続可能な経路に向けた道筋
2050年ビジョンを達成するために必要な措置の

それぞれには、広範な人間活動にわたって「今まで
どおり」から脱却することが求められる。そうした
社会変革の姿や性質は、限定的ながらカギとなる分
野において進行中の一連の移行を通じてすでに確認
できるようになっている。GBO-5では、組み合わ
さればさらに持続可能な形での自然との共生に向け
て社会を進めることを可能とする相互に依存する以
下の移行について、その将来性、進展及び見通しを
検証する。

それぞれの移行分野で、生物多様性の価値を認
識し、人間の活動があらゆる面において依存する生
態系の機能性を強化・回復すると同時に、人間の活
動が生物多様性に及ぼす悪影響を認識して低減する
ことにより、生物多様性の損失と劣化を低減しなが
ら人間の福利を向上させるという好循環が実現でき
る。これらの移行は広範な規模にわたって相互に依
存する形で進展していく。これら移行は以下の通り：

土地と森林に関する移行：手つか
ずの生態系を保全し、生態系を再
生し、劣化に対処して改善すると
ともに、土地利用の変化を回避・

低減・緩和するよう景観レベルで空間計画を行うこ
と。この移行は、生物多様性の維持と人間に恩恵を
もたらす生態系サービスの供給にとっての、良好に
保全された生息地のきわめて重要な価値と、食料
安全保障の維持と向上において森林や他の生態系
の大規模な転換を伴わない状況に移行する必要性
を認識したもの。

持続可能な淡水に向けた移行：自
然と人間が必要とする水の流れを
確保し、水質を改善し、重要な生
息地を保護し、侵略的な種を防除

し、連続性を守る総合的なアプローチにより、山地
から沿岸までの淡水系の回復を可能にすること。こ
の移行は社会と陸・沿岸・海の環境のつながりを含
む自然のプロセスを支える淡水生態系の様々な役
割を維持するための生物多様性の重要性を認識し
たもの。

持続可能な漁業と海洋への移行：
海洋及び沿岸の生態系を保護・
再生し、漁業を再構築し、水産
養殖業や他の海洋利用を管理す

ることにより、持続可能性を確保するとともに食料
安全保障と生計を向上させること。この移行は水産
食品の供給や海洋に由来する他の便益が、健全な
生態系に長期的に依存することを認識したもの。

持続可能な農業への移行：アグロ
エコロジーや他の革新的なアプロ
ーチを通じて農業システムを設計
し直し、生物多様性への悪影響を

最小限にとどめながら生産性を向上させること。こ
の移行は、土地や水などの資源を有効に活用する、
生産性が高くレジリエントな農業にとっての、花粉
媒介者、生物的防除に用いる生物、土壌の生物多
様性や遺伝的多様性、景観の多様性等の生物多様
性の役割を認識したもの。

最小限にとどめながら生産性を向上させること。こ

ることにより、持続可能性を確保するとともに食料

し、連続性を守る総合的なアプローチにより、山地

低減・緩和するよう景観レベルで空間計画を行うこ
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持続可能な食料システムへの移
行：植物主体で肉と魚の消費を抑
え、食品の多様性をより重視した
健康的な食生活と、食品の供給と

消費にともなう廃棄物の大幅な削減を実現すること。
この移行は、多様な食品及び食料システムから得
られる潜在的な栄養面での便益と、食料安全保障
をあらゆる次元で確保しながら需要主導型の圧力
を世界的に低減させる必要性を認識したもの。

都市とインフラに関する移行：「グ
リーンインフラ」を展開し、人工
的に構築された景観の中に自然の
ための場所を創出することにより、

市民の健康と生活の質を向上させるとともに都市及
びインフラの環境フットプリントを低減すること。
この移行は、人口の大部分が都市に居住している状
況において都市社会が人口を維持するために良好に
機能する生態系に依存していること、都市とその周
辺や遠隔地の生態系とのつながり、都市の拡大や道
路などのインフラが生物多様性に及ぼす悪影響を低
減させるための空間計画の重要性を認識したもの。

持続可能な気候変動対策行動に向
けた移行：化石燃料利用の段階的
かつ速やかな廃止とあわせ、自然
を基盤とする解決策を適用するこ

とにより、生物多様性や他のSDGsに明確なメリッ
トをもたらしながら、気候変動の規模と影響を低
減すること。この移行は、炭素の貯蔵・隔離を通
じて気候変動を緩和する生物圏の能力を推進し強
靱な生態系による適応を可能にすることにおける
生物多様性の役割、また、生物多様性への悪影響
を避けながら再生可能エネルギーを推進する必要
性を認識したもの。

生物多様性を含んだワン・ヘルス
に向けた移行：統合的なアプロー
チによって農業生態系や都市生態
系を含む生態系や野生生物の利用

を管理して、健全な生態系と人間の健康を推進す
ること。この移行は、人間の健康があらゆる側面
において生物多様性と様々な形でつながっている
ことを認識し、生物多様性の損失と疾病リスクや
健康障害に共通する要因に取り組むもの。 

消費にともなう廃棄物の大幅な削減を実現すること。

を管理して、健全な生態系と人間の健康を推進すを管理して、健全な生態系と人間の健康を推進すを管理して、健全な生態系と人間の健康を推進す

とにより、生物多様性や他のSDGsに明確なメリッ

Liubov Ilchuk / Unsplash
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上述のような移行の初期的な事例はすでに数多く
存在し、その規模が拡大し、模倣され、経済全般に
わたる措置によって支援されれば、2050年までに
自然との共生というビジョンを達成するために必要
とされる社会変革を支えることができる。

持続可能性に向けたより広い観点からのアプロー
チには、本GBO-5で述べた移行をもたらすために
不可欠な、制度、ガバナンス、価値観及び行動にお
ける根本的な変化に影響を及ぼすことができる共通
の要素を理解することが含まれる。IPBESの地球規
模評価は優先的にテコ入れすべき８つの事項（レバ
レッジ・ポイント――報告書本体の第三部で詳述）
を、関連する５つの「レバー（テコ）」（奨励措置と
能力構築、セクター横断的な連携と権限の範囲、先
を見越した予防措置、順応的な意思決定、環境法と

実施）と共に特定しており、これらは、より公正で
持続可能な世界に向けた社会変革を引き起こすこと
を目的として、政府、ビジネス、市民社会や学術研
究機関の指導者達が目標にできる。

私たちが自然に見出す様々な価値のすべてに対処
する解決策を見つけることは困難を伴うが、実現し
た場合の見返りは大きい。各国が新型コロナウイル
スのパンデミックからの回復方法に係るオプション
を検討している現在、自然との共生という2050年
ビジョンを達成するために必要とされる社会変革に
着手するまたとない機会がもたらされている。そう
した行動により、生物多様性が回復に向けた軌道に
乗るほか、将来のパンデミックのリスクが低減され、
人間にとっての様々な恩恵がもたらされることにな
る。 
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この千年紀に入ってから3度目の10年を迎える今、
人類は世界の生物多様性の状態、目撃している変化、
未来の世代に残したい遺産に関して、私たちは岐路
に立っている。私たちが手にしている証拠は、現在
の振る舞いと意思決定の道をたどり続けるならば、
人々、文化、経済、気候、自然界に深刻で広範囲に
わたる持続的な結果がもたらされることを示してい
る。

GBO-4の発表以来、各国政府は人間社会の発展
に向けた一連の目標をまとめてきた。それは、人々
の幸福を改善するために私たち全員が共有する願い
と、そのような利益を達成し、将来にわたって維持
することを可能にする環境保護措置を組み合わせた
ものである。生物多様性に関連する問題に直接的ま
たは間接的に対処する多くの国際協定がこの10年
間に発効した1。これには、条約の枠組の下での2つ
の議定書、「生物の多様性に関する条約の遺伝資源
の取得の機会及びその利用から生ずる利益の公正か
つ衡平な配分に関する名古屋議定書」及び「責任及
び救済に関する名古屋・クアラルンプール補足議定
書」が含まれる。 気候変動の問題は、世界の政治
的経済的課題の中で目立つようになり、世界中の市
民の行動と抗議を引き起こした。自然界への私たち
のアプローチを同様の緊急性と優先順位を持ち変化
させ、また人間の福利、気候変動、生物多様性の間
の密接な関係を完全に理解し、それに基づいて行動
するなら、今がその時である。

持続可能な開発を支える生物多様性の重要な役
割は、生物多様性及び生態系サービスに関する政府
間科学－政策プラットフォーム（IPBES）の下で作
成された『生物多様性と生態系サービスに関する地
球規模評価報告書』によって強力に強化された。種
と生態系の状態に関する圧倒的に否定的な傾向は、
人間の福利と経済繁栄を目指す他のすべての目標を
脅かしている。一方、生物多様性の損失すべての直
接的及び間接的な原因に対処する協調した行動は、
依然として損失を遅らせ、最終的には現在の衰退を
逆転させる可能性があり、それによって人類すべて
のためのすべての目標を支援する。

新型コロナウイルスのパンデミックは、人と自然
の関係の重要性をさらに強調している。生物多様性
を破壊して劣化させると、生命の網が損なわれ、野
生生物から人間へ病気が波及するリスクが高まるこ
とに気づかされる。パンデミックへの対応は、国際
社会としての社会変革に類のない機会を提供してい
る。

GBO-5は、現在の愛知目標に向けた進捗状況の
最終評価を提供し、今世紀最初の20年間に学んだ
教訓を利用して、2050年に向けて各国政府によっ
て合意された「自然との共生」というビジョンを実
現するために必要な移行を特定する。

生物多様性戦略計画
2011-2020

2010年 に、 地 球 規 模 生 物 多 様 性 概 況 第3版
（GBO-3）は、今世紀の最初の10年間の終わりま
でに生物多様性の損失を大幅に遅らせるという目標
は達成されていないと結論付けていた。2 GBO-3の
ために実施された分析では、世界各国の行動が重要
な保全措置を実施して、特定の種や生態系に目覚ま
しいプラスの影響を与えた一方で、生物多様性の損
失を推進する主な圧力はすべて依然として増加して
いることが示された。生物多様性の状況と傾向に関
する指標は、絶滅のリスクが様々な分類群で増加し
続けており、種の個体数が減少していることを示し
た。こうした圧力の原因に対処する効果的な手段が
なければ、地球の生態系は多くの閾値や転換点に直
面すると警告されている――そこに含まれるのは、
森林減少、森林火災、気候変動の相互作用によるア
マゾンの広範囲にわたる立ち枯れ、栄養汚染による
淡水湖や内水面生態系の広範囲にわたる富栄養化、
相互作用する国際的及び地域的な圧力の組み合わせ
やそれら数々によるサンゴ礁生態系の崩壊などであ
る。そうしたリスクは、人間社会を支え、私たちが
当たり前と思って享受している自然の能力を深刻に
脅かして危険にさらしている。
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GBO-3は、 歴 史 的 な 生 物 多 様 性 戦 略 計 画
2011-2020に合意する際に各国政府が採用したア
プローチの背景を提供し、複数の最前線の分野でこ
の問題に取り組む必要性を認識して国際社会を団結
させた。3 日本で開催された生物多様性条約（CBD）
第10回締約国会議（COP10）での戦略計画の採択
は、国連生物多様性の10年の始まりを示し、地球
の管理に対するより合理的なアプローチを達成する
ための時宜を得た効果的な行動の緊急性を強調した。

2010年に合意された戦略は、5つの戦略目標と
20個の愛知目標並びに2050年生物多様性ビジョン

「自然との共生」に向けた、効果的かつ緊急の行動
を取ることを目的とした実施、モニタリング、レビ
ューの支援メカニズムで構成されている。この戦略
計画は、生物多様性損失の根本的な要因を削減する
ことに進展がなければ、特に保全に焦点を当てた政
策が、生物多様性損失を推進する圧力を克服する
可能性が低いと認識した。したがって、愛知目標は、
生物多様性自体の状態とそれに影響を与える圧力だ
けでなく、各国の環境省、自然保護機関、保護団体
の担当する範囲をはるかに超えた要因と対応にも焦
点を当てている。この戦略は、経済発展、貧困緩和、
財政的補助金や奨励措置、財とサービスの生産、消
費、取引の方法に関する意思決定の中心に、生物多
様性を位置づけることに依存していた（図0.1）。

2014年、GBO-4は、戦略計画に基づいて設定
された大部分の愛知目標の終了日である2020年に
向けたチェックポイントとなった。4 20個の目標の
それぞれの詳細な評価に基づいて導かれた結論は、
大多数が正しい方向への動きを示している一方で、
10年間の終わりまでに目標を達成するには進捗が
十分ではないということだった。GBO-4は、各愛
知目標において進展が見られれば戦略計画の目標の
達成につながりうる行動の概要を示した。重要なこ
とに、国連生物多様性の10年の中間点での傾向の
先行き予想は、生物多様性の保全と、生物多様性の
持続可能な利用、並びにその利益の衡平な配分を直
接目的とした対応はすべて、2020年までに良好な
進展を示唆したが、根底にある要因、直接的な圧力、

そして生物多様性自体の状態という指標については、
はるかに見通しが悪かった。本GBO-5の第二部で
は、この分析を更新し、愛知目標に向けた進捗状況
の最終評価を提供する。

GBO-4のもう1つの重要なメッセージは、2050
ビジョンの長期的な達成は、当時まだ準備中であっ
た持続可能な開発目標で概説されている人類にとっ
ての優先事項と両立可能であり、実際に重要だとい
うことだった。特に、GBO-4向けに策定されたシ
ナリオとモデルは、国際社会が食料安全保障の達成、
地球の気温上昇の安定化、生物多様性の損失の解
消という3つの目的を達成できるようにする多くの
経路を示している。しかし、その望ましい未来への
すべての可能なルートは、経済活動の主要セクター、
特に食品の生産と消費に関するものの根本的な変化
または変革を伴う。

持続可能な開発のための2030
アジェンダと生物多様性との
つながり

2015年9月、国連総会は、人間、地球及び繁栄
のための包括的行動計画を採択した。「我々の世界
を変革する」と題された持続可能な開発のための
2030アジェンダは、169の具体的なターゲットに
よって支持される17の持続可能な開発目標（SDGs）
で構成されている。5 SDGsは「一体のもので分割で
きない」と見なされている。すなわち、SDGsは相
互を強化する一体として実施されることを目的とし
ている。

愛知目標の大部分は、SDGsや関連する目標によ
く反映されている。6 多くのケースで、愛知目標は、
世界的な生物多様性アジェンダの設定における条約
の役割と戦略計画2011-2020の包括的な性質を反
映して、2030アジェンダの下で対応するターゲッ
トにインスピレーションを与えた。このため、生物多
様性の保全と持続可能な利用は、2030アジェンダ
全体の屋台骨を支えていると見なすことができる。8
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図0.1　生物多様性戦略計画2011-20207

長期目標（ビジョン）: 2050年までに生物多様性が評価され、保全され、回復され、そして賢明に
利用され、そのことによって生態系サービスが保持され、健全な地球が維持され、すべての人々に不可
欠な恩恵が与えられる

短期目標（ミッション）: 2020年までに生態系が回復力を持ち、不可欠なサービスを提供し続ける
ことを保証するために、効果的かつ緊急の行動を実施して、生物多様性の損失を食い止め、それによっ
て地球の多様な生命を確保し、人間の福利と貧困撲滅に貢献する・・・

戦
略

目
標

A

各政府と各社会において生物多様性を主流化することにより、生物多様性の損失の根本原因に対処
する

生物多様性に関する
意識の向上

生物多様性の
価値の統合

奨励措置の改革 持続可能な
生産と消費

戦
略

目
標

B

生物多様性への直接的な圧力を減少させ、持続可能な利用を促進する

生息地損失の
半減又は減少

水生生物資源
の持続可能な
管理

持続可能な
農業、養殖業、
林業

汚染の減少 侵略的な外来種
の防止と制御

気候変動に
脆弱な生態系

戦
略

目
標

C 生態系、種及び遺伝子の多様性を保護することにより、生物多様性の状況を改善する

保護地域 絶滅リスクの減少 遺伝的多様性の保護

戦
略

目
標

D 生物多様性及び生態系サービスから得られるすべての人のための恩恵を強化する

生態系サービス 生態系の回復と回復力
（レジリエンス）

遺伝資源へのアクセスと
遺伝資源から生じる利益の配分

戦
略

目
標

E 参加型計画立案、知識管理及び能力構築を通じて実施を強化する

生物多様性戦略と
行動計画

伝統的知識 情報と知識の共有 資源動員

実施、モニタリング、レビュー、評価
 • 財源の提供 
 • 生物多様性国家戦略と行動、国際目標及び国別目標
 • 関連する全ステークホルダーの参加 
 • 先住民族と地域コミュニティのイニシアチブや活動の
支援と奨励

 • 条約の作業プログラム

支援メカニズム
 • 効果的な国別行動のための能力開発
 • クリアリングハウスメカニズムと技術移転
 • 財源
 • 協力を強化するためのパートナーシップとイ
ニシアチブ

 • 調査、モニタリング、評価のための支援メカ
ニズム
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持続可能な開発目標14と15は、それぞれ水生環
境と陸生環境の生物多様性に直接対処している。こ
れらの他、他の多くの目標の達成は、直接的または
間接的に生物多様性に依存している。この認識は、
関連するセクターへの生物多様性の主流化を支援し、
その保全と持続可能な利用のための動機を与える。
次に挙げるのは、生物多様性が他のSDGsを達成す
るための重要な要素となっている例である。

•• 目標2（飢餓をゼロに）すべての食料システムは、
土壌肥沃度、水質と水の供給などを通じて農業
の生産性を支えている生物多様性や幅広い生態
系サービスに依存している。世界の農作物の少
なくとも3分の1は花粉媒介者に依存している。9 
農業における遺伝的多様性は食料安全保障の重
要な要素であり、変化する環境条件への作物や
家畜の適応を可能にし、特定の病気、害虫、寄
生虫に対する抵抗力を提供する。

•• 目標6（安全な水と衛生）健全な生態系は、水
の供給や水質を下支えしているほか、水に関わ
る危険や災害に対する防御にもなる。例えば、
湿地は、乾季の河川の流れを維持し、雨季の洪
水のリスクを軽減するだけでなく、地表水、地
中水、地下水の貯蔵にも大きな役割を果たす。

多くのSDGsを達成するためには生物多様性の保
全と持続可能な利用が不可欠であり、生物多様性
の継続的な衰退とその結果としての生態系サービス
の低下は、これらのSDGsの達成を危うくする（図
0.2）。10 

生物多様性とSDGsの関係は両方向に作用する。
気 候 変 動（SDG 13）、 汚 染（SDG 6、12、14）、
過剰採取（SDG 6、12、14、15）といったいくつ
かのSDGsは生物多様性の損失要因に対処する。し
たがって、これらの目標を達成することは、生物多
様性の保全に貢献する。さらに、多くの評価は、世
界の人口が増加し、より豊かになるにつれて、生物
多様性への圧力が高まる可能性があることを示して
いる。しかし、強まっているこれらの圧力を回避ま
たは緩和する道筋がある。例えば、目標12（持続

可能な生産と消費）に関連する天然資源の効率的な
使用（目標12.2）や食品廃棄物の削減（目標12.3）
といったターゲットが特定されている。

多くの持続可能な開発目標は、制度と人的資本の
構築（例えば教育を通じて）及び平等と権利の強化
に焦点を当てており、これらは生物多様性の損失の
根本的な要因に関係がある。したがって、そのよう
なSDGsは、生物多様性に影響を与える要因のガバ
ナンス改善につながる環境を提供する。以下にその
例を挙げる。

•• 教育へのアクセス拡大（目標4）は人的資本を
構築し、それによって集団行動を含む効果的な
行動をとることを可能にする。さらに、教育、
特に女性と女児のための教育は出生率を低下さ
せることが証明されているため11、 この目標は、
生物多様性への圧力である人口増加を低下させ
ることにより、生物多様性に間接的な影響を与
える可能性がある。

•• 多くの国でのジェンダー役割は、意思決定に参
加する女性の能力に影響を与え、土地、生物資
源、その他の生産的資産へのアクセスと管理に
影響を与えることにより、生物多様性の利用と
管理に影響を及ぼす。したがって、目標5で求
められているように、女性と女児の平等とエン
パワーメントの増加は、生物多様性の使用にお
いて女性により大きな影響力を与えることにより、
プラスの効果をもたらすだろう。

•• 不平等をなくすこと（目標10）は、持続可能な
開発に向けて有意義な進歩を遂げるために必要
な人的資本の開発に役立つ。さらに、飢餓をゼ
ロに（目標2）やエネルギーをみんなに（目標
7）などの目標の進展は、リソースへのアクセ
スがより公平に分散される場合にのみ、気候変
動対策（目標13）や生物多様性（目標14と15）
の保護と調和させることができる。したがって、
他のSDGsを達成すると同時に生物多様性の目
標を達成するには、国内及び多国間の不平等を
減らすための行動が不可欠である。 
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図0.2　生物多様性、愛知目標、SDGsの間のつながり

SDGs 愛知目標
SDGsに対する
生物多様性の影響

SDGsの生物多様性
への影響

  
   
 

  
 
 
 

 

  
 
 

SDGsは1番左の列にリストされている。2番目の列は、SDGsの目標に要素が反映されている愛知目標を示している
（SDGsに基づく関連ターゲットは、本報告書の第二部にさらに記述がある）。12　3番目の列は、生物多様性が大きく貢献
しているのはどのSDGsか、そして進行中の生物多様性の低下が当該SDGsを達成する可能性を危うくするか低下させる
かどうかということを示している。13　4番目の列は、生物多様性の保全と持続可能な利用に対するSDGの影響の性質を示
している。

生物多様性の保全と持続可能な利用が、当該SDGsの達成に直接貢献する。
生物多様性の保全と持続可能な利用が、当該SDGsの達成を支援する。
生物多様性の低下が当該SDGsの達成を危うくする。
当該SDGsの達成が生物多様性に貢献する。「貢献する」とは、当該SDGsの達成が生物多様性への主要な直接的圧力に直接
対処する関係を指す。
当該SDGsの達成は、生物多様性に取り組むための環境を容易にすることに貢献する。「容易に」とは、当該SDGsの達成によ
り、生物多様性の問題への対処を可能にするための環境が改善される関係を指す。
生物多様性を保護しながら当該SDGsを達成することは、潜在的に制約となる。「制約」とは、当該SDGsと生物多様性の保全
や持続可能な利用を同時に達成するには、潜在的な対立を回避し、トレードオフを最小限に抑えるために特定の道筋を選択
する必要がある関係を指す。14
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条約の目的を達成することと、目標2（食料安全
保障）、7（エネルギー）、8（経済成長）、9（インフラ）
などのSDGsを達成することの間には、いくつかの
潜在的なトレードオフが存在する。しかし、これら
は、一貫性のある統合された意思決定によって回避
または最小化できる。したがって、これらの目標は、
根本的な矛盾を表すのではなく、特定のSDGsを達
成する際に特定の経路の選択を制約するものと見な
すことができる。このような潜在的な悪影響を回避
するために必要なアプローチの多くは、SDGsに関
連するターゲットにすでに述べられている。これは、
生物多様性条約と2030アジェンダの両方の目的に
適合する経路を選択するために注意が必要であるこ
とを意味している。

気候変動、パリ協定、そして
生物多様性とのつながり

気候変動に関するパリ協定も2015年に採択
された。パリ協定は、国連 気 候 変動枠 組条 約

（UNFCCC）の下で、世界の平均気温上昇を産業革
命前のレベルから2°C未満に抑え、気温の上昇を1.5
°C未満に制限する努力を追求するという野心的な行
動を取ることについて、これが気候変動のリスクと
影響を大幅に減らし、それに適応する能力を高める
という認識の下、世界的なコンセンサスを生み出し 
た。15 

気候と生物多様性の問題は複雑に関連しており、
気候変動は生物多様性の損失のますます重要な要因
になると予測されている。気候変動に関する政府間
パネル（IPCC）によって評価された最近の研究では、
地球の気温上昇を1.5°C近くに保つことができるか
どうか、または産業革命前のレベルより2°Cを超え
るかどうかによって、生物多様性の結果に大きな違
いがあることが強調されている。16 生物多様性に対
する他の圧力に対処することは、海洋及び陸域の生
態系が炭素を回収・貯留する能力を高めることによ
って気候変動を緩和し、生態系と農業による生計の
回復力を高めて気候への悪影響への適応を支援する

ことにも役立つ。 

IPBES及び社会変革の必要性
生物多様性の課題と機会の規模は、生物多様性

と生態系サービスに関する政府間科学－政策プラッ
トフォーム（IPBES）によって十分に説明されてお
り、特に2019年に発行された地球規模評価報告書
では、生物多様性と自然の人々への寄与が直面する
憂慮すべき傾向に世界的な注目が集まった。その評
価報告書には、他のIPBESの地域別及びテーマ別評
価報告書と同様に、生物多様性と自然の人々への寄
与に関する専門家の知識とデータが最大規模で蓄積
され統合されている。IPBES地球規模評価報告書の
4つの最も重要なメッセージ17は次のとおり。

•• 自然とその人々への重要な寄与（生物多様性と
生態系の機能やサービスとも表現される）は、
世界的に悪化している。（愛知目標14参照）。

•• 直接的及び間接的な変化の要因が、過去50年間
で増加している。

•• 自然の保全と持続可能な利用、及び持続可能な
社会の実現に向けた目標は、このままでは達成
できない。2030年以降の目標の達成に向けて、
経済、社会、政治、技術すべてにおける変革

（transformative change）が求められる。
•• 自然の保全、再生、持続的可能な利用と世界的

な社会目標は、社会変革に向けた緊急で協調し
た努力によって同時に達成することができる。 

IPBESとIPCCの両方の最近の評価は、変化の根
底にある要因に対処し、現在及びこの10年間の先
までにわたる行動の緊急性を浮き彫りにして変革の
必要性を示している。
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自然と共生した生活への道筋 
今世紀の差し迫った課題としての持続可能な開発

への国際的な焦点は、政治的にも公的にも緊急性の
高い人類存続の問題として気候変動に取り組むこと
が特に注目され、生物多様性を主流化する機会を
作り上げる。貧困への取組、飢餓の削減、気候変動
への取組、将来のパンデミックのリスクの削減に必
要な対策の多くは、生物多様性を支援するためにも
必要な対策であるため、過去には欠けることが多か
った関心と資源を保全と持続可能な使用に対して向
けられるという、強力な共通の課題となる可能性が
ある。一方で、気候変動に取り組むために推進され
たいくつかの行動、及び貧困と飢餓との闘いへのい
くつかのアプローチは、生物多様性に重大な悪影響
を与える可能性がある。さらに、採用されたアプロ
ーチによっては、新型コロナウイルスのパンデミッ
クに対応した経済刺激策は、持続可能な開発に貢
献することもあるが、損なう可能性もある。これら

すべての理由から、より広い持続可能な開発アジェ
ンダに関連する選択において、生物多様性を十分に
考慮に入れることが不可欠である。パンデミックへ
の対応は、持続可能な未来と「新しい日常（new 
normal）」に向けた社会変革、つまりすべての人々
が自然と共生することができる未来に向け、よりグ
リーンな環境を取り戻し、よりよく再構築（build 
back better and greener）する機会と必要性の
両方を提供する。本GBO-5の第三部は、今後数十
年間の人間、自然、気候について共同のニーズに対
処する経路と移行を特定することにより、そのよう
な選択肢を検討する。

mrjn Photography / Unsplash
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愛知目標への進展
第二部　2020年の生物多様性

USGS / Unsplash
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GBO-5のこの部分では、愛知目標に向けた進
捗状況を、目標ごとに評価する。したがって、
GBO-4に含まれていた進捗状況の中間評価に関す
る最新情報を提供する。

大部分の愛知目標は期限が2020年であるため、
GBO-5のこのセクションでは、基本的に、20個の
愛知目標それぞれについて達成までの進捗状況の最
終評価を提供することになる。1

2014年に発表されたGBO-4は、生物多様性条
約（CBD）の第5回国別報告書、指標及び科学文

献で提供された情報に基づいていた。今回の評価
は、第6回国別報告書（Box 0.1）、更新された指標、
IPBES地球規模評価報告書、その他の関連する評価
及び科学文献の情報を利用している。GBO-5はまた、
2つの補足的な報告書、地域生物多様性概況第2版
と植物保全報告書の2020年版を利用している。

それぞれの愛知目標について、以下の情報が提供
される。

•• 目標に向けた全体的な進捗状況と、5段階のス
ケールを使用して個別の要素それぞれに向けた

Box 0.1　各国の生物多様性国家戦略及び行動計画並びに第6回国別報告書

生物多様性国家戦略（NBSAP）は、国家レベルで条約を実施するための主要な手段である。条約は、
各国が国家の生物多様性戦略または同等の手段を作成し、その戦略が、生物多様性にプラスかマイ
ナスかを問わず影響を与える可能性のあるすべてのセクターの計画と活動に主流化されることを保
証することを求めている（詳細については、愛知目標17の評価を参照）。NBSAPは、各国の目標と
コミットメント、並びにそれらを達成するために計画された活動に関する重要な情報を提供する。
GBO-5は、170件のNBSAPから提供される情報を利用している。2

締約国からCBDへの定期的な報告書は、条約の下でなされた公約を実施するために政府によっても
たらされた進捗について、豊富な情報を提供している。第6回国別報告書は2018年末までに提出され、
GBO-5の最終稿を作成中の時期（2020年7月）には、CBD締約国の4分の3以上となる163か国の
報告書が受領されていた。3 国別報告書は、条約の実施のためにとられた措置とこれらの措置の有効
性に関する情報を提供する。4 これにより市民が、生物多様性の直面している危機への対処に自国が
取った行動を詳細に調査することが可能になる。第6回国別報告書は、戦略計画2011-2020の実施と、
関連する国別目標を含む愛知目標に向けた進捗状況のレビューに特に焦点を当てていた。

各国の生物多様性国家戦略及び行動計画、並びに国別報告書は、互いに補完的な情報源である。双
方を組み合わせることで、戦略的計画2011-2020に関連する各国の野心とそれらを実現するために
各国が取った行動の概要を提供している。

条約の実施を支援するために、締約国によって多数の国別指標が開発されたが、それらの使用は不
均一であり、国際的に合意された目標との整合性はさまざまである。平均して、第6回国別報告書で
使用された指標の数は84個で、第5回国別報告書で使用された平均49個から大幅に増加した。第6
回国別報告書では、国際指標と比較して、国別指標が11倍多く使用され、使用された指標の約30％
のみが、条約によって特定された戦略計画2011-2020の実施の進捗状況を追跡するための指標と一
致した。これは、複数の国別報告書の指標情報を分析する際に問題を生じさせる。5
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進捗状況を示す要約チャート。スケールと要素
はGBO-4（Box 0.2）で使用されているものと
同じである。6

•• 締約国が目標を達成するために実施する活動の
種類と、各国が報告する課題の簡単な要約及び
第6回国別報告書で提供された情報に基づくよ
り具体的な各国の行動例。7

•• 各目標のさまざまな要素の傾向に関して、入手
可能な最良の証拠に基づき、入手可能な場合は
指標によって通知される情報。IPBES地球規模
評価報告書の第3章の分析が、分析の基礎とな
り、その後更新された指標データ及び地球規模
評価報告書編集後に公開された調査と評価によ
って補足された。これらの要約に含まれる情報
は、特に2010年に愛知目標が設定された前と後、
とりわけGBO-4のために行われた中間評価以降
の傾向を比較できるデータに焦点を当てている。

傾向が画像で表示される場合、グラフの背景に
2つの異なる色合いを使用し、解釈しやすいよ
うにした。

•• それぞれの愛知目標に最も関連性のあるSDGs
のターゲットが強調表示されている。8 第一部で
述べたように、多くのSDGsの目標は愛知目標
と密接に関連しているため、愛知目標に対する
評価は、対応するSDGsの目標に対する評価に
も役立つだろう。

•• 第6回国別報告書及び 生物多様性国家戦略
（NBSAP）に含まれる情報に基づいて、締約国
によって確立された、国別目標または同様のコ
ミットメントに向けた進捗状況に関する情報（画
像によって補完） （Box 0.3）。

GBO-5を補完するものとして作成された地域生
物多様性概況第2版9は、生物多様性問題に関する

Box 0.2　愛知目標への進展について

20個の愛知目標はいくつかの要素で構成されている。これらの各要素に向けた進捗状況がグラフで
示されている。以下のように、愛知目標の各要素に到達するまでの進捗状況が、分割された半円を
使用して示される。それぞれの部分は要素（GBO-4で使用されている要素と同じ）を表し、色は進
捗状況を表す。青色は目標を超えて達成、緑色はすでに達成もしくは2020年までに達成する見込み、
黄色は進捗したが未達成、赤色は大きな変化が無い、紫色は達成から遠ざかる傾向にあることを示
している。要素の評価ができなかった場合、扇形は灰色である。ある愛知目標が完全に達成された
場合、全ての扇形が青色又は緑色となる。

超過 不明

順調 遠ざかる

進捗あり 変化なし



地球規模生物多様性概況第5版36

先住民族と地域コミュニティの見解、視点、経験を
共有している。これは、世界中の先住民族、コミュ
ニティ、及びコミュニティベースの組織からの情報
と事例研究を、公開されている学術資料及び非学術
資料の情報からまとめたものである。地域生物多様
性概況第2版から得た情報と事例研究は、本GBO-5
を通していくつかの愛知目標達成要約の進捗例に含
まれている。

GBO-5の目標ごとの評価の後に、植物保全報告
書の2020年版を参考にして、植物保全のための世
界植物保全戦略2011-2020の実施における進捗状
況の概要を示すセクションがある。

GBO-5第二部の最終のセクションでは、愛知目
標全体の実施に関する全体的な分析を提供し、戦略
計画2011-2020の実施において過去10年間に学ん
だ教訓を明らかにする。 

国別目標を
超過すると
報告している
締約国の割合

このカテゴリで
愛知目標を超過する
国別目標を持つ
締約国の割合

このカテゴリで
愛知目標と同等の
国別目標を持つ
締約国の割合

このカテゴリで
愛知目標より低い
国別目標を持つ
締約国の割合

このカテゴリで
愛知目標より大幅に低い
国別目標を持つ
締約国の割合

このカテゴリで愛知目標と
明らかなつながりのない
国別目標を持つ
締約国の割合

国別目標を
達成すると
報告している
締約国の割合

進捗はしているが
国別目標は達成できないと

報告している
締約国の割合

国別目標への
進捗がないと
報告している
締約国の割合

国別目標から
遠ざかっていると
報告している
締約国の割合

Geran de Klerk / Unsplash
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Box 0.3　国別目標に向けた進捗状況について

戦略計画2011-2020を採択するにあたり、締約国会議は、各国のニーズと優先順位を考慮しつつ、
地球規模の目標達成への各国の貢献を念頭に置いて、締約国に独自の目標を設定するよう呼びかけ
た。10 締約国の大多数は、国別の目標または同様のコミットメントを生物多様性国家戦略及び行動計
画に反映している（愛知目標17参照）。これら国別目標を分析して、愛知目標とどの程度一致して
いるかを判断した。各国の目標は次の5つのカテゴリのいずれかに分類される。（a）国別目標が愛
知目標の野心の範囲やレベルを超えている、（b）国別目標が愛知目標に見合っている、（c）国別目
標が愛知目標ほど野心的でない、またはすべての要素に対応していない、（d）国別目標が愛知目標
よりも大幅に野心に欠ける、（e）国別目標が、愛知目標と明確に関連していない。

第5回国別報告書と第6回国別報告書を完成させるにあたり、締約国は各国の目標を1つ以上の愛知
目標に関連づけ、次の5つのカテゴリのいずれかを使用して各国の目標に向けた進捗レベルを示すよ
う求められた。（a）目標を超える軌道に乗っている、（b）目標を達成する軌道に乗っている、（c）
目標に向かって進んでいるが、速度が不十分である、（d）大きな変化はない、（e）目標から離れて
いる。次に、これらの国別評価が上記の愛知目標とどの程度釣り合っているかに関する情報と組み
合わされた。これら2つの情報源を組み合わせることにより、分析が行われ、締約国の集合的な野心
と努力が、愛知目標に設定された地球規模の目標とどのように一致したかが評価された。この方法
論に基づいて、進捗状況の定期的な更新が、2010年から条約の会議に提出されている。11 最新の分
析結果（第6回国別報告書に基づく）が、各愛知目標ごとに提示され、以下に示すように棒グラフを
使用して要約されている。

棒の色付きのセグメントは、特定のカテゴリの進捗状況を報告している締約国の割合を示している。
青色は目標を超えて達成、緑色は順調に進んでいる、黄色は目標に向かって進捗したが未達成、赤
色は目標に向けた大きな変化が無い、紫色は目標の達成から遠ざかる傾向にあることを示している。
これは、愛知目標のセグメントの評価に使用されるのと同じ色標示である。

色の濃さは、報告された進捗レベルごとに、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。例
として、すべての締約国が国別目標を超える軌道に乗っており、すべての国別目標が愛知目標の範
囲と野心のレベルを超えている場合、バー全体が濃い青色になる。逆に、すべての締約国が国別目
標を達成することから遠ざかっていて、国別目標のいずれも愛知目標に明確に関連づけされていな
い場合、バー全体が淡い紫色になる。 

国別目標を
超過すると
報告している
締約国の割合

このカテゴリで
愛知目標を超過する
国別目標を持つ
締約国の割合

このカテゴリで
愛知目標と同等の
国別目標を持つ
締約国の割合

このカテゴリで
愛知目標より低い
国別目標を持つ
締約国の割合

このカテゴリで
愛知目標より大幅に低い
国別目標を持つ
締約国の割合

このカテゴリで愛知目標と
明らかなつながりのない
国別目標を持つ
締約国の割合

国別目標を
達成すると
報告している
締約国の割合

進捗はしているが
国別目標は達成できないと

報告している
締約国の割合

国別目標への
進捗がないと
報告している
締約国の割合

国別目標から
遠ざかっていると
報告している
締約国の割合
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生物多様性に関する意識の向上

目標 1

遅くとも2020年までに、生物多様性の価値及びそれを保全し持続可能に利用するため
に取り得る行動を、人々が認識する。

目標達成のまとめ
生物多様性を聞いたことがある人及びその概念を理解している人の割合は過去10年で明らかに増加。
生物多様性についての理解は若者の間でより急速に高まっている模様。最近の調査では最も生物多様
性に富む国々では国民の3分の1以上が生物多様性の価値及び生物多様性の保全と持続可能な利用のた
めに必要な行動の双方について、高い認識を持っていることが示唆されている。本目標は未達成（信頼性：
低）1

2050年生物多様性ビジョンに向けた進捗を支え
るには、生物多様性の価値や、生物多様性を保全し、
持続的に使用するために私たち全員が踏み出すこ
とができるステップを認識するなど、生物多様性
に対する一般の理解を高めることが明らかに重要
である。生物多様性と、それが人々にとっていか
に重要かを伝えるメッセージ、そして話し合いと
情報共有の機会は、テレビドキュメンタリー、ソ
ーシャルメディア、博物館の展示、教育カリキュ
ラムなど、ますます多様な形式とプラットフォー
ムで一般に公開されている。他にも近隣や村のレ
ベルから国内及び国際的なキャンペーンまで、直
接的な公的関与プロジェクトが行われている（Box 
1.1）。

愛知目標1に関連する国別目標を達成するために
国別報告書で一般的に報告されている行動は、ワ
ークショップの開催、ステークホルダー会議、生
物多様性展覧会の開催、フィールドトリップや現
地視察の開催及びその他同様の意識向上に関する
活動である。一部の国別報告書はまた、生物多様
性の価値とそれを保護するために必要な行動に関
する情報を、初等、中等、高等教育レベルの学校
カリキュラムに含めていることに言及している。
他に実施された行動の例には、生物多様性の意識

を高めるためのメディア（ラジオ、テレビ、映画、
ソーシャルメディアプラットフォーム、印刷メディ
アなど）の利用、農業や漁業の従事者、政策決定
者などのステークホルダーへの生物多様性に関す
るトレーニングの提供、 生物多様性情報センターの
創設などがある。しかし、これらの行動をとった
にもかかわらず、多くの報告は、生物多様性とそ
の価値に対する認識は低いままであると述べている。
愛知目標1に関連する国別目標を達成する上で特定
された課題のいくつかは、遠隔地や遠方のコミュ
ニティに住む人々を含むすべての人々に伝えるこ
との難しさ、生物多様性を保全する方法に関する
一般的な知識の欠如や気候変動への取組の必要性
を含む生物多様性と、他の社会的課題との関連へ
の理解不足だった。

生物多様性に対する意識と行動意欲の傾向を示
す世界的に一貫した情報は存在しない。しかし、
倫理的バイトレード連合（UEBT）の生物多様性バ
ロメータは、標準的な質問を使用して、生物多様
性の概念に関する一般の人々の理解をサンプリン
グし、16か国の情報を提供している2。これらのう
ち9か国の比較情報が利用可能であり、そのうち6
か国は生物多様性について聞いたことがある人の
割合とそれを正しく定義できる人の両方の増加を
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1 2目標の要素
1.	生物多様性の価値を認識する
2.	保全に必要な行動を認識する

示している。この増加は16歳から24歳の年齢層で
目立って高く、国によってかなりのばらつきがあ
る3。

2018年に生物多様性が豊かな途上国10か国で
実施された調査によると、回答者の平均3分の1以
上（38％）が、生物多様性の価値と保全及び持続
可能な利用に必要な手順について高いレベルの認
識を示している（表1.1）。この調査では、2009年
以降ドイツで開発し適用された方法と類似の方法
を使用している。その調査は、2009年から2017
年の間に「行動する意欲」の指標（したがって、
全体的な指標）でわずかな上昇傾向を示したが、
一方で他の指標は大きな変化を示さなかった。4

生物多様性への市民の関与を測定する新しいグ
ローバル指標が、ツイッター、オンライン新聞、
グーグル・トレンドから提供された31の言語で22

の関連キーワードに基づいて開発された。長期的
な傾向を経時的に測定することはまだできないが、
この指標は、生物多様性への世間の関心と学業ス
ケジュールが密接な時間的関連をもつなど、重要
な短期的パターンをすでに検出できており、生物
多様性への関わりは主に学問または教育の文脈に
集中していることを示している。5

新型コロナウイルスのパンデミックの間、生物
多様性と、人間の健康や福利の関係についてのメ
ディア報道は注目に値するものであった。 これは、
生物多様性と人間の健康や福利の間の関連性に対
する意識の高まりを示唆しているものの、メッセ
ージとその潜在的な解釈は多様で複雑であり、こ
の目標に向けた進展に対するパンデミックの影響は、
世界的な危機の影響と、それが引き起こした長期
的な変化がより明確になってから初めてわかるこ
とだろう。 

表1.1　生物多様性に関する意識6 

生物多様性への意識指標

全　般 知　識 姿　勢 行　動

ブラジル 18 70 56 38

中　国 34 42 75 84

コロンビア 53 80 71 87

インド 39 50 76 82

インドネシア 31 49 65 82

ケニア 40 55 67 92

メキシコ 48 77 67 85

ペルー 48 75 72 85

南アフリカ 34 54 63 80

ベトナム 37 51 80 81

平均 37 59 68 77
数字は、各指標の基準を満たす回答者の割合（%）を示す

進捗状況
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Nandhu Kumar / Unsplash

関連するSDGsターゲット
ターゲット12.8　2030年までに、人々があ
らゆる場所において、持続可能な開発及び
自然と調和したライフスタイルに関する情
報と意識を持つようにする。

ターゲット4.7　2030年までに、すべての
学習者が持続可能な開発を促進するために
必要な知識スキル及び技能を習得できるよ
うにする……。
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Nandhu Kumar / Unsplash

0% 10%  20%  30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 国別目標に向けた進捗状況について 

NBSAPの大部分（87％）には、愛知目標1に関
連するターゲットが含まれている。国別目標に向
けた進捗状況を評価した締約国のうち、半数は、
達成（49％）または超過（1％）に向けて順調に
進んでいると報告している。残りの半分（46％）
のほとんどは、目標に向かって進捗したが、目標
を達成できる速度ではないと報告している。進捗
がないと報告している締約国はほとんどない（4％）。
しかし、国別目標の約3分の1（32％）しか、愛知

目標1で設定された範囲と野心のレベルに匹敵しな
い。大部分の目標は、生物多様性の認識を高める
ことに焦点を当てているように見受けられる。生
物多様性を保全するために可能な行動を人々に認
識させようとする国別目標はほとんどない。進捗
状況を評価した締約国のうち、愛知目標1と同様の
国別目標を掲げ、かつ達成に向けて順調に進んで
いる締約国は、4分の1未満（23％）である。（棒
グラフ参照）。

Box 1.1　各国の経験と進捗の例

 • ベリーズ：野生生物保護協会とPCIメディア・インパクトの支援を受けて、ラジオドラマシリー
ズとそれに関連する海洋保護区と持続可能な漁業に関する視聴者電話参加番組が制作された。こ
のシリーズの目的は、知識を増やし、責任ある漁業、海洋保護区、禁漁区に関連する態度や行動
を変えることだった。リスナーの調査では、彼らが正しい知識を示し、前向きな姿勢を持ち、持
続可能な漁業行動を実践する可能性が非常に高いことが明らかになった。多くのリスナーはまた、
シリーズから漁業規制、責任ある漁業、海洋保護区及び禁漁区について学んだと報告した7。

 • エクアドル：教育省は、野外教室を通じて子供たちに自然空間へより多くの定期的なアクセスを
提供することにより、環境教育を主流化するプログラムを開発した。これらの教室は、子供や若
者を自然環境と結びつけることを目的として、保護または再生された自然地域に設置されている。
このプログラムは、健康な環境を持つことの価値と重要性、そして持続可能性と農業に関連する
問題についての学習を助ける。2018年以来、6,378の教育機関がそのような教室を設置した。8

 • フィリピン： TAWID先住民知識学習フェスティバルでは、先住民の知識を若い世代に伝えるこ
とを目的として、正式な学校カリキュラムの内外両方において、2019年に学校やコミュニティ
から先住民の教育者を集めた。これには、「スクール・オブ・リビング・トラディション」、伝統
料理と先住民の健康、織物や木彫りといった伝統工芸など、フィリピンでのコミュニティ主導の
イニシアチブの紹介が含まれていた。9
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遅くとも2020年までに、生物多様性の価値が、国と地方の開発及び貧困削減のための
戦略や計画プロセスに統合され、適切な場合には国家勘定や報告制度に組み込まれている。

目標達成のまとめ
多くの国が計画及び開発プロセスへの、生物多様性の組込みに関する様々な事例を報告。国家勘定や
報告制度に生物多様性の価値を組み込む国は着実に増加傾向にある。他方、開発や貧困削減のための
計画において、目標が定めるほど生物多様性が真に組み込まれてきたという証拠は少ない。本目標は
未達成（信頼性：中1）

愛知目標2に関連する国別目標を達成するため
に一般的に報告されている行動は、法律や規制の
修正または採択、生物多様性の価値と考慮を開発、
林業、農業、漁業、エネルギーに関連する政策を
含むセクター別政策に組み込むことである。一部
の締約国からは、意思決定に情報を提供するため
に役立つ生物多様性の状況に関する研究の公表、
自然資本勘定に関連する調査と研究を実施する能
力の開発、天然資源の価値を説明する投資ファン
ドの開発、意思決定において機関を支援するため
のツール、ガイドライン及び方法論の開発、既存
の政策に関する実施の改善といった報告があった

（Box 2.1）。この目標を達成するための課題として
報告された点には、規制の枠組を実施し、それら
を地域及び地方レベルの行動に変換するという課題、
主流化の欠如、生物多様性の損失と環境劣化の経
済的コストの見積もりを他のセクターの財政計画
に組み込むことの難しさなどがあった。

地球規模のイニシアチブにより、国民勘定及び
報告システムへの生物多様性の価値の統合が着実
に増加している（Box 2.2）。環境と経済の情報を
統合するための世界基準は、2012年から環境・
経済統合勘定（SEEA）を通じて利用可能であり、
それ以来、実施する国々は着実に増加している。2

2020年初頭の時点で、91か国がSEEAアカウント

を作成したと推定され、これは国連環境経済勘定
専門家委員会（UNCEEA）が設定した、2020年
までに少なくとも100か国が継続的で十分なリソ
ースを備えたプログラムを、SEEAの枠組内で実施
するという目標に近い（図2.1）。2019年末までに、
24か国が実験的生態系勘定プログラムの下で生態
系勘定を公開した。これはSEEAの枠組の一部で、
2021年までに生態系勘定に関する国連統計基準を
完成させることを目的としている。4 同時に、地球
規模で生物多様性の価値が意思決定の主流に位置
づけられるような方法で、このような勘定が政府
により使用されるようにするには行うべき作業が

生物多様性の価値の統合

目標 2

図2.1　環境・経済統合勘定（SEEA）を導入している国
の数

2020年は暫定値。実線は、UNCEEAが設定した2020年の目
標であるSEEA実施100か国を示している。3

国
の
数

SEEAを導入している国の数 UNCEEAの2020年目標
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目標の要素
1.	生物多様性が戦略に組み込まれる
2.	生物多様性が計画に組み込まれる
3.	生物多様性が国家勘定に組み込まれる
4.	生物多様性が報告制度に組み込まれる

2 3

1 4

まだある。5 国家勘定の国際的な実施は、国連統計部、
欧州委員会、世界銀行（生態系価値評価（WAVES）
パートナーシップ 6を含む）、コンサベーション・
インターナショナルなどを含むいくつかの国際機関
によって推進されてきた。

持続可能な開発目標の実施に関する選択された

国々の自発的国家レビューを見ると、それら報告書
全体で約半数の国々が生物多様性を主流化してい
ることが示されている。SDGs 14と15を別にする
と、これらの報告書のなかで生物多様性は責任あ
る消費と生産（SDG 7）、パートナーシップ（SDG 
17）、食料安全保障（SDG 2）に関連するSDGsに
最も頻繁に関連づけられている。11

Box 2.1　各国の経験と進捗の例

•• コ ロ ン ビ ア： 経 済 社 会 政 策 の た め の 全 国 評 議 会（El Consejo Nacional de Política 
Económica y Social）は、生物多様性の代替利用を奨励する生態系サービス政策（El Plan 
Nacional de Mercados Verdes）の支払いを策定した。環境省はまた、エコツーリズム、有機
農業、医薬品、化粧品など、生態系サービスに依存するセクターのための国家グリーンビジネス
プランを採択した7。

•• リベリア：人口の半分以上は、海岸から65キロメートル以内に住んでいるが、その海岸にはマン
グローブ、森林、葦が点在し、最大40キロメートルの内陸に達することがある。このマングロ
ーブが、食料の供給、暴風雨や洪水からの保護、文化的価値の支援を通じて、人間の福利を支え
ている。生態系と生物多様性の経済学（TEEB）イニシアチブとの共同でリベリアにおいて行わ
れた研究は、これらのマングローブの複数の価値と寄与、マングローブへの圧力をよりよく理解
することを目的としている。プロジェクトの成果は、沿岸マングローブへの圧力と脅威を特定し、
コミュニティベースの沿岸及び海洋管理の利点、代替生計手段の導入、海洋保護区域の設置に関
するエビデンスを提供し、沿岸及び海洋計画政策に情報を知らせることを促進する。8

•• ギニア：生物多様性の価値が、国内各地のセクターや国の意思決定プロセスに統合されることが
増えている。例えば、国の2035年の開発ビジョンに反映されている。同様に、生物多様性の価
値は、国の環境政策、農業投資と食料安全保障計画、経済社会開発計画、304のコミュニティ開
発計画に統合されている。9

•• ナミビア：環境問題に関するセクターの調整と計画を改善するために、ナミビアは統合された地
域の土地利用計画を実施した。これらの計画は、最大の持続可能な利益をもたらす用途への土地
の割り当てを容易にする。土地利用のさまざまな視点、ニーズ、制限を考慮に入れることにより、
部門横断的かつ統合的な意思決定プロセスを可能にし、土地関連の紛争を最小限に抑え、持続可
能な開発の目的を達成するために、社会的及び経済的開発を環境保護と結び付けるのに役立つ。
このアプローチは、戦略的環境アセスメントも統合している。10

進捗状況
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関連するSDGsターゲット
ターゲット15.9　2020年までに、生態系と
生物多様性の価値を、国や地方の計画策定、
開発プロセス及び貧困削減のための戦略及
び会計に組み込む。

生物多様性の貧困削減戦略への組み込みに関して、
戦略計画2011-2020の採択後に生物多様性国家戦
略及び行動計画（NBSAP）を策定、更新、または
改訂した47の締約国は、貧困撲滅やこの目的を自
国の原則、目標、行動に統合することへの関連づ
けを含めている。同様に、40の締約国は、NBSAP

で、生物多様性を自国の開発計画または同等の手
段に統合していることを示唆している16。

144件のNBSAPを分析すると、開発途上国、特
にアフリカでは、先進国よりも、農業、林業、漁
業などの主要な生産部門に対する生物多様性の重

Box 2.2　国民勘定の経験

•• 欧州連合： 地域レベルでの生態系勘定の設計と実施を支援するプロジェクトに関連するいくつか
の研究が2015年から行われている。これには、鳥類、花粉媒介者、海洋環境の実験的説明が含
まれている。さらに、国連統計部、国連環境計画、CBD事務局との欧州連合のパートナーシップ
によって資金提供を受けた自然資本勘定と生態系サービスの評価プロジェクトは、環境・経済統
合勘定の実験版を、ブラジル、中国、インド、メキシコ、南アフリカで試験的に導入することを
目的としている。12

•• グアテマラ：2,553平方キロメートルに及ぶ東部乾燥回廊内の生態系の状態を判定し、木材、非
木材、農業、生物多様性、土壌資産を含む利用可能な自然資本の目録を確立するために分析が実
施された。乾燥回廊については、木材と薪の供給、水の調節と供給、土壌侵食の制御など、生態
系サービスの経済的評価も実施された13。

•• ウガンダ：現在、土地、森林、湿地、観光、土壌、水に関する自然資本勘定プロジェクトがある。
グリーン成長開発戦略は、自然資本を認識し、生物多様性と生態系サービスを国のグリーン経済
戦略に結び付ける。グリーン成長開発戦略の全体的としての目的は、包括的で環境に優しく、競
争力のある低炭素経済への移行とグリーン雇用の創出に貢献することである。さらに、生態系サ
ービスの支払いは、ウガンダ環境保護トラスト、コミュニティ環境保護基金、IUCNによるグロ
ーバル利益のための樹木イニシアチブの下での農業景観におけるアグロフォレストリーの実践と
湿地管理に使用される14。 

•• 英国：国家統計局は、環境・食料・農村地域省（Defra）と協力して、定期的に更新される自然
資本勘定を提供している。2019年の更新では、自然資本の部分的な資産価値が2016年に1兆ポ
ンドに近づくと推定されたという主要なポイントが含まれていた。植生による大気汚染の除去は、
2017年に13億ポンドの医療費の節約に相当し、都市の樹木と水域の冷却効果は、生産性を維持し、
空調コストを削減して、2017年に2億4800万ポンドを節約し、緑地または水域から500メート
ル以内に住むことにより、2016年に都市の不動産価格は平均2,800ポンド上昇すると推定され 
た。15
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カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
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国別目標に向けた進捗状況について 国別目標に向けた進捗状況について 

要性に対する認識が高いことが示されている。こ
れは、先進国でのプロセスと比較して、発展途上
国でのNSBAPの策定に幅広いステークホルダーが
関与していることが一因かも知れない。17

NBSAPの大部分（84％）には、愛知目標2に関
連するターゲットが含まれている。国別目標に向
けた進捗状況を評価した締約国のうち、3分の1以
上が達成に向かい（35％）または超過（2％）に
向けて順調に進んでいると報告している。半分以
上（55％）は、目標に向かって進捗したが、目標
を達成できる速度ではない。目標に向かって進展
がない（6％）、または目標に逆行している（2％）
と報告している締約国はほとんどない。しかし、
愛知目標に定められた範囲と野心のレベルに一致
する（7％）または超える（1％）国別目標はほと
んどない。設定された国別目標は、主に生物多様
性の価値を国の開発戦略と貧困削減戦略に統合す

ることに焦点を合わせている。目標の多くは、一
般的に政策の一貫性の問題や意思決定への生物多
様性の統合に関連している。国及び地方の計画プ
ロセス、国家勘定または報告プロセスへ生物多様
性の価値を組み込むものは比較的少ない。進捗状
況を評価した締約国のうち、愛知目標2と同様の国
別目標を掲げており、かつ達成に向けて順調に進
んでいるのはわずか6％である（棒グラフ参照）。



地球規模生物多様性概況第5版46

遅くとも2020年までに、条約その他の国際的義務に整合し調和するかたちで、国内の
社会経済状況を考慮しつつ、負の影響を最小化又は回避するために、補助金を含む生物
多様性に有害な奨励措置が廃止され、あるいは段階的に廃止され、又は改革され、また、
生物多様性の保全及び持続可能な利用のための正の奨励措置が策定され、適用される。

目標達成のまとめ
全体として、生物多様性にとって有害となる可能性のある補助金や他の奨励措置の廃止や段階的な廃
止または改革、生物多様性の保全及び持続可能な利用に資する正の奨励措置の策定については過去10
年間ほとんど進捗がなかった。生物多様性にとって有害な奨励措置を特定するための措置を講じた国自体、
比較的まれであるほか、漁業や森林減少の管理といった分野では有害な補助金が正の奨励措置をはる
かに上回る。本目標は未達成（信頼性：中）1 

締約国は、国別報告書の中で、狩猟、漁業、伐
採など、ライセンス供与プロセスを改訂する取組、
農薬や化石燃料への補助金の段階的廃止、潜在的
に有害な補助金の特定について多く記述しているが、
有害な補助金の撤廃に関連する行動に言及した締
約国はわずか約20％だった。一部の締約国はまた、
生物多様性に有害な特定の種類の行動または活動
に対する政府の支援を拒否するための措置を講じ
ていると報告した。この目標を達成するために報
告された課題には、限られた能力、資金調達と立
法措置、現在の奨励措置のスキームを維持するこ
とへの既得権益、パイロットプロジェクト拡大の
難しさがある。

全体として、過去10年間、生物多様性に有害な
可能性のある奨励措置の排除、段階的廃止、また
は改革についてはほとんど進展がなかった。比較
的少数の政府しか、この目標達成のための重要な
出発点であるこのような奨励措置の特定さえして
いない。情報が入手できる範囲で見ると、生物多
様性に有害または潜在的に有害な補助金の額は、
生物多様性の保全と持続可能な利用を促進するた
めに割り当てられた資金を大幅に上回っている。2   

より具体的には、生物多様性のための総資金（公的、
民間、国内及び国際金融を含めて）は年間約800
億から900億ドルと見積もられているが、環境に
有害な可能性のある政府の支援は約5,000億ドルと
見積もられている。3 森林減少に関連する商品の生
産に対する補助金を見ると、ブラジルとインドネシ
アだけで2015年に森林減少に対処するための対策
に費やされた金額の100倍を超えると推定される。4

環境に最も有害である可能性のある農業に対す
る政府の支援の要素は、1990年代と今世紀の最初
の10年間で金額が大幅に低下したが、過去10年間
に進展の証拠はなく、この支援はいまだに1,000億
ドルをはるかに上回っている（図3.1）。5

また、この10年間、世界の漁業補助金の削減に
ついてはほとんど進展がない。過去数十年間に起
きた補助金総額の増加は2009年以降止まってい
るように見えるが、すべての漁業補助金に占める
有害な奨励措置の金額は、実際には2009年から
2018年の間に増加した。2018年に漁業補助金と
して提供された350億ドル以上のうち、持続可能
な漁業を促進したのはわずか100億ドルであり、

目標 3

奨励措置の改革
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漁船の能力拡大による乱獲に関連する補助金には
約220億ドルが費やされていた。6 世界銀行は、漁
業の管理ミスにより失われた収入は2012年に830
億ドルに上ったと推定している。7

クリーンエネルギーへの補助金が増えているに
もかかわらず、化石燃料への支援は依然として高く、
2019年には4,780億ドルに上る。8 これらの推定値
には、新型コロナウイルスのパンデミックに対応
する経済刺激策の一部として提供された産業界へ
の国家援助は含まれていない。9 環境コストやその
他の外部性及び失われた税収を含めると、化石燃
料への補助金の合計は約5兆ドルになると考えられ
る。10

多くの国や地域ブロックは、例えば農業者が農
地の生物多様性を支援する農業技術を実施するこ
とにより支払いを受け取ることができる農業環境
スキームを通じて、生物多様性の保全と持続可能
な利用を奨励する積極的なインセンティブを導入
している（Box 3.1）。

各国の報告書においては、締約国は、再生可能

エネルギーに対する減税、生態系サービスとオフ
セットスキームへの支払いの促進、持続可能なエ
コツーリズムや景観保全、またより効率的な技術
の採用などの活動を奨励するための認証と補償ス
キームの確立に言及している。一部の締約国はまた、
地方の土地管理を奨励するための取組、有害な活
動の削減に対する補償の提供、先住民及び地方民
の土地使用権を認めるための行動について報告した。

多くの国が、生物多様性に関連する税金、手数料、
料金、取引可能な許可証を導入している。これら
の手段は、経済協力開発機構（OECD）の環境政
策手段（PINE）に関するデータベースを通じて追
跡されており、現在110か国以上がデータを提供
している。2020年の時点で、206種類の生物多様
性関連税が59か国で施行されている。179の生物
多様性関連の料金や課金が現在48か国で施行され
ている。さらに、現在、26か国で38の生物多様性
関連の取引可能な許可証制度が施行されている（図
3.2）。生物多様性に関連する税金には、天然資源
の使用または汚染物質によって生成される負の環
境外部性を反映するために、農薬、肥料、林産物、
木材の収穫に適用される税金が含まれる。これら

1 2目標の要素
1. 有害な奨励措置が廃止、改革される
2. 正の奨励措置が策定、実施される

最も有害 最も無害 その他

10
0万
ド
ル

図3.1　OECD諸国における農業への政府支援での潜在的に環境に有害な要素の傾向11

進捗状況
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関連するSDGsターゲット
ターゲット14.6　2020年までに、過剰漁獲能力
や過剰漁獲につながる漁業補助金を禁止し、違法・
無報告・無規制(IUU)漁業につながる補助金を撤
廃し、同様の新たな補助金の導入を抑制する・・・。

図3. 2　生物多様性に関連する経済的手段を備えた国の数12

税金 環境のための補助金 料金や課金 取引可能な許可システム

国
の
数

Box 3.1　各国の経験と進捗の例

 • デンマーク：2013年にデンマークの農薬税が改革され、その後、同国は、農薬の負荷を売上の
測定ベースで40％削減するという目標を達成することに成功した。新税の導入後、農薬の備蓄
は大幅に減少した。農薬税からの収入は100％が、環境スキームと農業者への補償に充てられて
いる（2016年は7,810万ドル）。13

 • グアテマラ：2015年に開始されたPROBOSQUEプログラムは、従前の林業奨励プログラムを拡
張し、再植林と自然林管理活動を行った土地所有者と小規模所有者に報酬を与えた。新しいプロ
グラムには、より多くの種類の森林が含まれ、在来種の森林を回復するための奨励措置が提供さ
れている。このプログラムを通じて、35万ヘクタール以上の自然林が持続可能な管理下に置か
れた。14

 • イタリア：2016年に可決された法律の下で、イタリア環境省は、野心的で効率的な環境及び経
済政策を設計する取組の一環として、環境に配慮した補助金と有害な補助金を初めてカタログ化
して公開した。イタリアは、農村地域の太陽電池が地元の農産食品の伝統、生物多様性、文化遺
産、景観を保護する方法で設置されることを保証するために、太陽エネルギーへの補助金に制限
を設けている。2018年のイタリアの予算法では、都市環境で大きなグリーンカバーを持つ不動
産に税控除を提供する「グリーンボーナス」が導入された。15
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国別目標に向けた進捗状況について 国別目標に向けた進捗状況について 

すべての奨励措置の使用は拡大できる可能性がある。
生物多様性に関連して発生する税収は年間約74億
ドルであり、OECD諸国のすべての環境に関連す
る税金から生み出される総収入の1パーセント強で
ある。

半分強（59％）のNBSAPだけが、愛知目標3に
関連する目標を定めている。国別目標に向けた進
捗状況を評価した締約国のうち、約3分の1だけが
達成に向かい（31％）または超過（1％）に向けて
順調に進んでいると報告している。残りの半分（54
％）は、目標に向かって進捗したが、目標を達成

できる速度ではない。いくつかの締約国（13％）は、
目標に向かって進展がなく、少数（1％）が目標に
到達することから遠ざかっていると報告している。
さらに、愛知目標の範囲と野心のレベルに近い（20
％）か、超えている（1％）国別目標は約5分の1し
かない。NBSAPの目標の多くは、一般的な性質の
ものであり、有害な奨励措置の削除や前向きな奨
励措置の開発を明示せずに、奨励措置と補助金を
広く扱っている。進捗状況を評価した締約国のうち、
愛知目標3と同様の国別目標を掲げており、かつ達
成に向けて順調に進んでいる国はわずか（7％）で
ある（棒グラフ参照）。
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遅くとも2020年までに、政府、ビジネス及びあらゆるレベルの関係者が、持続可能な
生産及び消費のための計画を達成するための行動を行い、又はそのための計画を実施し
ており、また自然資源の利用の影響を生態学的限界の十分安全な範囲内に抑える。

目標達成のまとめ
持続可能な生産及び消費のための計画を策定している政府及びビジネスは増えているが、人間による
持続不可能な活動が生物多様性に及ぼす負の影響を取り除く規模では行われていない。自然資源はよ
り効率的に利用されるようになっているが、資源の総需要は増加し続けているため、自然資源の利用
による影響は安全な生態学的限度をはるかに上回ったままである。本目標は未達成（信頼性：高）1

国別報告書によると、締約国は通常、農業、林
業、漁業、エネルギー、鉱業などの特定の分野で
の取組に言及している。報告されている行動には、
セクター固有の持続可能性計画と規制措置の策定、
グリーン製品へのラベル付けの促進、企業の社会
的責任実践とその報告、認証措置の促進が含まれ
ている。一部の締約国はまた、有機農業実践の拡
大と支援、公共調達における生物多様性に配慮し
た基準の開発、廃棄物に対処するための戦略の推
進に関連する行動に言及した。国別報告書はまた、
政策決定に情報を提供する手段としての生態学的
限界を評価する能力の開発に関連する行動、なら
びに持続可能な開発のための中小企業への支援を
提供することに言及している（Box 4.1）。この目
標の達成に当たって多く報告された課題は、活動
を拡大するための資金と能力の不足、及び計画や
プロジェクトへの産業界と環境関係でない省庁の
関与が限られていたことである。

人類による生物資源の使用は、地球の再生能力
を超え続けているが、その早さは過去10年間の内
では安定している。1960年代の終わりにかけて「赤
字」に陥って以来、2010年以前は、エコロジカル・
フットプリントは着実に増加していた。2011年か
ら2016年の間、エコロジカル・フットプリントは

バイオキャパシティの約1.7倍のレベルにとどまっ
ていた。言い換えると、私たちの社会が使用する
生物資源を再生するには「1.7個の地球」が必要で
ある。エコロジカル・フットプリントは2020年現
在、地球約1.6個分と推定される。減少は、より持
続可能な生産と消費への移行ではなく、新型コロ
ナウイルスのパンデミックに起因する世界経済の
減速によって引き起こされている（図4.1）。2,3

2010年以降、絶滅のおそれのある野生動植物の
種の国際取引に関する条約（CITES）の要件を満
たす国内法を制定している国の数が大幅に増加し、
2019年には101か国（CITES締約国の55％）に達
した。過去10年間で20か国の増加である。これは
進歩を表しているものの、ほぼ半数の国々がこの
ような貿易を管理するために必要な法律や規制を
まだ施行していないことも示している。4

情報は限られているものの、サプライチェーン、
報告プロセス、活動において生物多様性を考慮に
入れる企業の数は増加しているようである（Box 
4.2）。例えば、化粧品会社や食品会社の企業レポー
トやウェブサイトを分析したところ、生物多様性へ
の言及はこの10年間で大幅に増加していることが
わかった。調査した企業の中で、生物多様性に言及 

目標 4

持続可能な生産と消費
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した美容業界の企業数は、2009年の13％から2019
年には49％に増加した。食品及び飲料会社の場合、
対応する数値は2012年に53％、2019年に76％だ
った。この傾向は前向きではあるが、提供される
情報の深さと質は限られており、主にパーム油、森
林減少、持続可能な包装に関連したものである。5

10x20x30食品廃棄物削減イニシアチブを通じて、
世界の大手食品小売提供業者10社は、2030年ま
でに食品廃棄物を半減させることを目指している。6

その他の民間部門のイニシアチブには、2011年に
CBD事務局によって開始され、現在62か国と数千
の企業7が参加し、21の国レベル及び地域レベルの
イニシアチブで構成されるビジネスと生物多様性
グローバルパートナーシップ(Global Partnership 
on Business and Biodiversity)、及び持続可能な
開発のための世界経済人会議が主導するビジネス・
フォー・ネイチャー（Business for Nature）8があ
る。後者は生物多様性へのコミットメントを含め、
企業を関わらせるために取り組んでいる。 

レッドリスト指数（国際取引される種）は、とり
わけ通常、ケージに入れられてペットにされる鳥
への需要に応じて国際取引される鳥種の絶滅リス

クが継続的に増加していることを示している。9 さ
らに、レッドリスト指数（利用の影響）は、平均
して、人々による利用が、鳥類、哺乳類、両生類
の種が絶滅の危機に陥る度合いを高めていること
を示している。10

生物圏の減少は、1992年から2014年の間に、
生産資本が2倍になり、人的資本が13％増加した
のと比べて、世界の自然資本のストックが1人あた
り40％近く減少したことを示す最近の分析によっ
てさらに示されている。11 生物多様性の経済学に関
する独立したレビューの中間報告では、効率だけ
では自然資本資産の持続可能な利用につなげるこ
とはできず、長期的な持続可能性には、何をどの
ように消費するか、廃棄物をどのように管理するか、
家族計画とリプロダクティブ・ヘルスの役割など
の難しい問題に直面せざるを得ないとされている。
また、これには富と人間の幸福を最大化するために、
国内総生産（GDP）などの従来の指標を超えて検
討することも含まれる。12

NBSAPの4分の3強（77％）が、愛知目標4に関
連するターゲットを定めている。国別目標に向け

目標の要素
1. 持続可能な生産と消費
2. 安全な範囲内での利用

1 2
地
球
の
数

図4.1　エコロジカル・フットプリントの傾向

2017年から2020年までのデータは、予備情報に基づく予想である。

進捗状況
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関連するSDGsターゲット

Box 4.1　各国の経験と進捗の例

•• チリ：2016年には、持続可能な消費と生産のための全国プログラムが実施された。このプログ
ラムは、成長と開発を環境悪化から切り離し、より持続可能な消費と生産パターンに移行するこ
とを目指している。このプログラムには12の行動方針があり、国と民間のイニシアチブを調和さ
せるするための行動計画（2017-2020）が含まれている。13 

•• 欧州連合：2015年、欧州委員会は循環経済パッケージを採用した。これには、ヨーロッパが循
環経済へ移行するよう刺激し、世界的な競争力を高め、持続可能な経済成長を促進し、新しい雇
用を生み出すための措置が含まれている。このパッケージには、生産、消費、廃棄物管理、及び
二次原材料の市場への対処に関連する行動計画が含まれる。循環経済パッケージは、プラスチッ
クに関するヨーロッパ全体の戦略をはじめ、さまざまな政策手段、及び消費者の選択を助ける明
確で信頼できる関連情報の提供と、実施を監視する手段によって補完されている。14

•• フランス：2018年に、循環経済への移行を加速するための循環経済ロードマップが作成された。
このロードマップは、50の具体的な行動を通じて、すべての関係者がよりよく生産、消費、廃
棄物を管理し、関連するすべての関係者を動員できるようにする一連の措置を示している。この
ロードマップは、また、持続可能な開発目標の下でのいくつかの目標の達成にも貢献する。15

•• メキシコ：生物多様性を農業、林業、漁業、観光の各セクターに主流化するため、数多くのイニ
シアチブがとられてきた。この中には、関係者のエコロジカル・フットプリントを評価するシス
テムの作成、生産の多様化と天然資源の持続可能な利用を支援する経済的奨励措置の提供、廃
棄物の削減を促進し、消費、生産、サプライチェーンの持続可能性を促進するキャンペーンの実
施が含まれている。その他のイニシアチブには、監視及び情報システムの運用の強化、生態系ビ
ジョンによる包括的な研究の促進、生物多様性に関連する各セクターの主要な情報ギャップ分析
の展開、不足している情報を生成するための作業及び研究ガイドラインの確立、リスクにさらさ
れている種の保全基準のセクター全体での統合が含まれる。このような活動は、セクター全体で
2013年から2017年の間にグリーンジョブを年間1.19％成長させることに貢献した16。

•• 韓国：環境省が、「Biz N生物多様性プラットフォーム」（BNBP）を設立し、運営している。
BNBPは、生物多様性を考慮した生産プロセスの優良事例の特定に関連するプロジェクトを担当し、
名古屋議定書の実施に関するトレーニングや情報共有など、民間セクターの生物多様性に関する
ガイドラインを確立する。 BNBPには、現在44の企業が参加している17。

ターゲット12.2　2030年までに天然資源の
持続可能な管理及び効率的な利用を達成する。

ターゲット8.4　2030年までに、世界の消
費と生産における資源効率を漸進的に改善
させ、経済成長と環境悪化の分断を図る・・・。
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た進捗状況を評価した締約国のうち、3分の1強が
達成に向かい（34％）または超過（2％）に向け
て順調に進んでいると報告している。残りの半分

（51％）は目標に向かって進展したが、一部（11
％）は進展がないと報告し、少数（2％）は目標の
達成から遠ざかっている。国別目標の5分の1未満

（16％）しか愛知目標の範囲と野心に相当しないこ

とは注意する必要がある。天然資源の使用の影響
を安全な生態学的限界内に維持することや、特に
持続可能な生産と消費に取り組むことについて言
及する国はほとんどない。進捗状況を評価した締
約国のうち、愛知目標4と同様の国別目標を掲げて、
かつ達成に向けて順調に進んでいるのはわずか10
分の1である（棒グラフ参照）。

Johny Goerend / Unsplash

Box 4.2　民間セクターのイニシアチブと関与の例

 • ダノン：パリに本拠を置くヨーロッパの多国籍食品会社は、WeActForWaterイニシアチブを設
立して、健康的で安全な飲料水を不足している人々に提供している。これを行うために、同社は
責任あるパッケージング、気候中立性、及び流域の保全に取り組んでいる。具体的な目標には以
下が含まれる。パッケージに使用する非再生プラスチックの量を半減。2025年までにヨーロッ
パでカーボンニュートラルを達成。世界中の河川流域と湿地の保全を強化。2030年までに開発
途上国の5,000万人が安全な飲料水にアクセスできるよう支援する基金を創設。2022年までに
世界中で同社の水ブランドにB Corp認証を取得。18

 • ユニリーバ：2020年6月、英国とオランダの多国籍消費財メーカーである同社は、さまざまな行
動に取り組んだ。例えば、2039年までにすべての製品の二酸化炭素実質排出量ゼロ。2023年ま
でに森林破壊のないサプライチェーン。すべてのサプライヤー向けの新しい再生農業コードを使
用して、農家や小規模農家が環境を保護及び再生できるようにする。2030年までに水ストレス地
域の100か所で水管理プログラムを実施。気候と自然の基金に10年間で10億ユーロを投資。19
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目標 5

2020年までに、森林を含む自然生息地の損失の速度が少なくとも半減し、また可能な
場合にはゼロに近づき、また、それらの生息地の劣化と分断が顕著に減少する。

目標達成のまとめ
最近の森林減少のスピードは過去10年間より減速しているものの、その減速率は3分の１程度にすぎな
いほか、一部の地域では森林減少が再加速している可能性がある。特に熱帯地域の最も生物多様性に
富む生態系では、森林や他の生物圏における生息地の損失、劣化及び分断は依然として高い状態にある。
原生地域及び世界各地の湿地は減少し続けている。河川の分断も淡水域の生物多様性にとって重大な
脅威となっているままである。本目標は未達成（信頼性：高）1

締約国は、愛知目標5に関連する国家目標を達成
するためにさまざまな行動をとっていると報告し
ている。一部の締約国は森林減少への取組に重点
を置き、他の締約国は再植林、回復、砂漠化への
対処に重点を置いていた。一般的に報告された行
動は、保護地域の設立、樹木やその他の植生の植栽、
保護の優先地域の特定である。締約国はまた、持
続可能な資源と生息地の管理を促進するための行動、
土地保有条件をよりよく認識し、持続可能な管理
を奨励するための行動、及び生態系の価値の理解
を高めるための取組に言及していた。一部の締約
国は、統合された土地利用計画の使用、例えば火
災管理戦略と再生に関連する問題に関するガイド
ラインの作成、生息地管理への農業環境アプロー
チの促進、及び部門間及び機関間の協力の促進に
言及した。締約国はまた、保護地域への緩衝地帯
の確立、再生の実施、緑の回廊の開発、生態系の
連結の促進など、劣化と断片化に対処するために
取っている行動について報告した（Box 5.1）。

国連食糧農業機関（FAO）の2020年世界森林資
源評価によると、2015年から2020年までに世界
の森林は年間約1,000万ヘクタールの割合で減少し
た。これは、2000年以降の10年間で年間1,500万
ヘクタール、2010年から2015年まで年間1,200

万ヘクタールの森林減少に匹敵する。このように、
愛知目標の設定後5年間で森林減少速度は低下し

（20％）、10年間の後半に減少率は鈍化したものの
（17％）低下した。10年間の全体的な速さはそれ
以前よりも約27％遅くなっているが、最新の速度
は前の10年間より33％低くなっている。したがっ
て、森林減少は続いているが、減少の速度は鈍化
してきている。ブラジルのアマゾン流域など、一
部の地域では逆転の兆候も見られる。

2010年から2020年の純森林損失（森林減少と
森林拡大を合わせたもの）の速度は、前の10年間
よりも約10％低く（2000年から2010年の年間
520万ヘクタールに対して年間470万ヘクタール）、
1990年代の年間平均780万ヘクタール以来、純森
林損失の速度は約40％減少した（図5.1）。この10
年間の変化が比較的小さいのは、森林減少は減速
し続けているにもかかわらず、2010年以降の森林
拡大が鈍っているためである。 

世界のさまざまな国や地域で大きく異なる傾向
があり、アジア、オセアニア、ヨーロッパでの純
森林増加は、アフリカや南アメリカでの継続的な
純森林損失とは対照的である。過去10年間で、ア
フリカは南アメリカに取って代わり、純森林損失

生息地損失の半減又は減少
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目標の要素
1. 森林損失が少なくとも半減する
2. その他の生息地の損失が少なくとも半減する
3. 劣化と分断が減少する

2

1 3

図5.1　世界の森林拡大と森林損失の年間速度2
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各棒グラフ内の黒い線は、森林の拡大と森林破壊の差（純森林損失/増加）を示している。

図5.2　熱帯原生林からの樹木被覆の喪失3
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速度が最も高い大陸になった。1990年以降30年
のうちの10年間それぞれで、アフリカの純森林損
失速度は増加したが、2010年以降、南アメリカの
純森林損失速度は約半分になった。5

 世界森林ウォッチイニシアチブによる衛星デー
タの分析からは、多少異なる状況が浮かび上がる。
こちらは、樹木被覆の平均年間損失が、今世紀の
最初の10年間の年間約1,700万ヘクタールから、
2011年から2019年の期間中の年間2,100万ヘク
タール以上に世界的に増加したことを示していた。6  
この不一致は、測定対象に関する定義と方法論が
異なることが一因となっている。7 熱帯原生林にお
ける樹木被覆の喪失は、この10年の後半に特に大
きくなっている（図5.2）。しかし、一部の国では
原生林の喪失速度が低下している。

2016年に開発されたマングローブの森林被覆
のグローバルデータベースによると、2000年から
2012年の間に、マングローブの森林減少速度は
世界レベルで大幅に減少したが、全マングローブ
の半分が位置する東南アジアでは高いままだった。
この目標の対象となるほとんどの期間におけるマ
ングローブの損失速度を評価するための数値はま
だ公開されていない。8

自然湿地が占める面積は減少を続けており、湿
地面積変化指数（WET）は1970年から2015年の
間に世界中で平均35％減少した。損失は、内陸地
域よりも沿岸地域で比較的大きかった。湿地の損
失は、ラテンアメリカとカリブ海諸国で最も多か
った。同じ時期に、人工湿地で覆われた面積は2倍
以上になった。2011年以降、湿地の損失速度はそ
の前の期間と比較してほぼ一定だった（図5.4）。13 

関連するSDGsターゲット
ターゲット15.1　2020年までに、国際協
定の下での義務に則って、森林、湿地、山
地及び乾燥地をはじめとする陸域生態系と
内陸淡水生態系及びそれらのサービスの保
全、回復及び持続可能な利用を確保する。

ターゲット15.2　2020年までに、あらゆ
る種類の森林の持続可能な経営の実施を
促進し、森林減少を阻止し、劣化した森林
を回復し、世界全体で新規植林及び再植
林を大幅に増加させる。

ターゲット15.5　自然生息地の劣化を抑
制し、生物多様性の損失を阻止し、2020
年までに絶滅危惧種を保護し、また絶滅防
止するための緊急かつ意味のある対策を講
じる。

図5.4　1970年と比較した湿地範囲傾向（WET）指数は、6つの地域及び世界全体の自然湿地の範囲について、
2000年から2015年までの変化を示している。4

アフリカ アジア ヨーロッパ ラテンアメリカ及びカリブ海 北米 オセアニア 地球全体

目盛りは、1970年の値を1としている。1970年から2000年の間の時系列が省略されていることに注意。
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Box 5.1　各国の経験と進捗の例

 • ブラジル：アマゾン・バイオームのブラジル部分の森林減少は、1990年代以降一貫して、ブラ
ジル国立宇宙研究所（INPE）の高解像度衛星画像を使用してモニタリングされてきた。ブラジル
のアマゾン地域の森林減少防止及び管理のための行動計画のおかげで、森林減少の速度は最高値
だった2004年から最低値の2012年には84％減少した（図5.3）。この10年間で、全体としての
森林減少の速度はその前の10年間の半分未満である。 しかし、近年、この進展は持続しておら
ず、衛星画像からの最新の数字は、森林破壊が増加傾向にあることを示している。2019年のブ
ラジルのアマゾンの森林減少は2008年以来の最高レベルを示し、100万ヘクタールを超えた。9

2020年初頭のリアルタイム森林減少アラートに基づく予備データは、2019年と比較してさらに
大幅な増加を示した。

図5.3　ブラジルのアマゾンの年間森林減少面積10

 • コートジボワール及びガーナ：2018年から2019年にかけて、森林の損失は両国で半減した。カ
カオと森林イニシアチブをはじめ、いくつかの政策と行動がこの成功に貢献している。このイニ
シアチブは、両国と世界カカオ財団、持続可能な貿易イニシアチブ、英皇太子による国際持続可
能性ユニット、及び民間のカカオ企業との間のパートナーシップで、カカオセクターが森林の保
全と両国の経済にプラスになるよう貢献できる環境を作り上げている。このイニシアチブは、持
続可能な生産と農業者の生計、森林の保全と回復、コミュニティの関与と社会的包摂に焦点を当
てた、カカオ生産における森林破壊への全体的なアプローチを採用している。11

 • インドネシア：2016年以降、原生林の損失速度は減少しており、2019年には2018年よりも5
％低くなっている。この低下は、原生林の使用許可の一時停止を含むさまざまな政策によって支
えられてきている。この一時停止の結果、6,640万ヘクタールの森林での生産またはその他の使
用に対して、権利が付与されないないこととなる。12
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カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 

1984年から2015年の間に約900万ヘクタールの
地域から恒久的な地表水が失われた。これは、ス
ペリオル湖にほぼ相当する。この損失の70％は中
東と中央アジアにおけるもので、干ばつと川のせ
き止めや迂回、無規制の取水など人間の行動に関
連している。同じ期間に、他の場所には1,800万ヘ
クタール以上をカバーする新しい恒久的な水域が、
主に貯水池への湛水によって形成された。14

面積の損失に加えて、生息地は重大で継続的な
分断化やその他の形態による劣化を受けている。3
大陸における1億3000万か所を超える熱帯林の分
断化に関する最近の研究では、森林の分断化は臨
界点に近く、これを超えると分断地の数が大幅に
増加し、サイズが縮小することが判明したが、こ
れらの結果は再植林と森林保護によって部分的に
軽減される可能性がある。15

 河川はますます分断化され、淡水の生物多様性
がさらに脅かされている。2019年に世界で1,200
万キロメートルの河川の連結性を評価したところ、
1,000キロメートルを超える河川の37％だけが全
長にわたって自由に流れ続け、23％だけが妨げら
れずに海まで流れていた。16

全体として、1990年代初頭以来、推定330万平
方キロメートルの原野が失われていた。これは当
時残っていた原野全体のほぼ10分の1である。こ
の文脈では、原野とは、ほぼ手つかずで、人間の
介入が比較的少ない景観を指すが、その多くには
先住民や地域社会の人々が住み、彼らには不可欠
な地域である。原野は、絶滅の危機に瀕している
生物多様性、炭素の貯蔵と隔離、地域の気候の調節、
そして世界で最も疎外されているコミュニティの
多くを支える重要な拠点を提供する。原野の最大

の損失は南アメリカ（29.6％減少）とアフリカ（14
％減少）で起きていた。2015年までに、地球の陸
面積のうち原野として残っていると推定されたの
は4分の1未満（23.2％）だった。17

特定の生息地に特化した種のレッドリスト指数は、
生息地の喪失と劣化による生物多様性への継続的
な影響をさらに示している。森林固有種の指数は、
生息地を森林に依存している鳥類、哺乳類、両生類、
ソテツ類の種が平均して絶滅に近づいていること
を示している（愛知目標12も参照）。18

NBSAPの4分の3強（79％）が、愛知目標5に関
連するターゲットを含んでいる。進捗状況を評価
した締約国のうち、3分の1未満が到達（28％）ま
たは超過（1％）に向かっている。さらに56％の
締約国が目標に向かって進展したが、13％は進展
がないと報告しており、少数（2％）は目標から遠
ざかっている。国別目標の10分の1未満（8％）が、
愛知目標と同等の範囲と野心のレベルを持ってい
る。特定の生息地を参照するターゲットは、森林
を参照するものが最も一般的である。マングローブ、
サンゴ礁、川、放牧地、海洋環境についても言及
されているが、その数ははるかに少ない。生息地
損失の速度を減らす割合を指定している国別目標
はほとんどなく、生息地の劣化や分断化に明示的
に言及しているものもほとんどない。進捗状況を
評価した締約国のうち、愛知目標5と同様の範囲と
野心を持つ国別目標を掲げており、かつ達成に向
けて順調に進んでいるのはわずか4％である（棒グ
ラフ参照）。
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目標 6

2020年までに、すべての魚類と無脊椎動物の資源及び水生植物が持続的かつ法律に沿
ってかつ生態系を基盤とするアプローチを適用して管理、収穫され、それによって過剰
漁獲を避け、枯渇したすべての種に対して回復計画や対策が実施され、絶滅危惧種や脆
弱な生態系に対する漁業の深刻な影響をなくし、資源、種、生態系への漁業の影響が生
態学的に安全な範囲内に抑えられる。

目標達成のまとめ
一部の国や地域で顕著な進捗があったものの、過剰に漁獲されている海洋漁業資源の割合は3分の1に
達しており、10年前より高くなっている。多くの漁業は未だに持続可能でない水準で非対象種の混獲
を引き起こしているほか、海洋の生息地に損害を与えている。本目標は未達成（信頼性：高）1

国別報告書に記載されているこの目標を達成す
るための行動は、一般的に以下に焦点を当てている。
漁業資源のより正確な評価。違法・無報告・無規
制な操業、漁業慣行及び漁具に関連する問題を含
めた、規制措置の策定。漁船と混獲のより正確な
監視。漁業資源の健全性の確保に関連する行動には、
魚の大きさ、季節的または定期的な禁漁、海洋保
護区の設置、魚の生息地の再生に関する規制が含
まれる。一部の国別報告書は、コミュニティによ
る所有と漁業の管理について、その促進と支援に
関連する行動にも言及している（Box 6.1）。

各国が講じた措置に関する追加情報は、責任あ
る漁業のための行動規範（CCRF）の実施に関して
FAOに提供された回答に含まれており、2016年
以降、愛知目標6及び関連するSDGsターゲットに
向けた進捗状況の報告にも使用されている。回答
は、漁業管理計画の策定と利用の割合、及び漁業
への生態系アプローチの利用の増加を示しているが、
これらは内水面漁業では海洋漁業ほど策定されて
はいない。報告した国の約95％は、絶滅危惧種の
保護を可能にし、海洋漁業における破壊的な漁法
と慣行を禁止する措置を講じていると示唆している。
ただし、これらの措置の影響に関する情報は不完

全である。2 2006年から2017年にかけて、複数の
地域漁業管理機関は、生物多様性に関連する考慮
事項を含めるため、ガバナンス措置と管理の範囲
を徐々に拡大してきた。これらは、漁業における
生物多様性の主流化への注目が高まっている例で
ある。3

生物学的に持続可能なレベルでの漁獲と評価さ
れた海洋水産資源の割合は、この10年間減少し続
け、1974年の90％から、2010年の71％、そして
2017年の65.8％に減少した（ただし、後者は水揚
げ重量では78.7％に相当する）。したがって、世界
の海洋水産資源の約3分の1が乱獲されている（図
6.1）。4 しかし、この割合は地域間や資源（種）間
で大きなばらつきがある。持続不可能な漁獲量の
割合が最も高い地域は、地中海と黒海（62.5％）
であり、次に南東太平洋（54.5％）と南西大西洋

（53.3％）が続く。対照的に、太平洋の東部中央部、
北東部、北西部、西部中央部では、持続可能な漁
獲量の割合が最も高かった（78％から87％の間）

（図6.2）。1950年以来最も多く水揚げされた10種
のうち、チリマアジ、タイセイヨウダラ、マイワシ
の3種は乱獲された資源の割合が平均より高かった。
マグロは資源全体としての状況はわずかに改善し

水生生物資源の持続可能な管理



61戦略目標B：目標 6 − 水生生物資源の持続可能な管理

ているが、資源の33％はいまだ乱獲されている。5

世界全体としてマイナスの傾向であるにもかかわ
らず、科学的な資源評価の対象となっている漁業で
は全体として進歩の重要な兆候が見られる。科学
的な資源評価の対象となる漁業は増加しており、現
在、世界の海洋漁獲量の約半分を占めている。こ
うした漁業では、魚の資源量が増加しており、平均
して、最大持続生産量（MSY）を達成する資源量
の水準を超えている（図6.3）。これらの漁業には、
漁獲努力を減らすことによって資源を回復させ、再
建されたものも多い。6 このような進展は、資源評価、
漁獲制限、取締りなどの漁業管理の指標と高い相
関関係がある。そして、漁業資源の回復と漁獲努力
を増加させる補助金の間には非常に強い負の関連が
ある。7

目標の要素
1.	すべての生物群が持続可能な方法で管理されている
2.	資源枯渇したすべての種に対して回復計画や対策が実施されている
3.	漁業が深刻な悪影響を及ぼしていない 
4.	漁業の影響が生態学的に安全な範囲内にある 

2 3

1 4

図6.2　安全な生物学的限界内での、時間経過と海域別の海水魚資源の割合。マグロは、主に回遊性であり、統計海
域にまたがっているため、別項としている。9

地中海及び黒海
太平洋、南東部
大西洋、南西部
大西洋、北西部

大西洋、東部中央部
大西洋、西部中央部
太平洋、北西部

マグロ
大西洋、南東部
インド洋、西部
インド洋、東部

太平洋、西部中央部
大西洋、北東部
太平洋、北東部
太平洋、南西部

太平洋、東部中央部

持続可能 持続不可能

図6.1　持続可能な漁獲量の割合の世界的な傾向8

生物学的に持続可能 生物学的に持続不可能

乱獲

持続可能な最大限まで漁獲

余裕あり

進捗状況
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関連するSDGsターゲット
ターゲット14.2　2020年までに、海洋及び沿
岸の生態系に関する重大な悪影響を回避するため、
強靱性(レジリエンス)の強化などによる持続的
な管理と保護を行い、健全で生産的な海洋を実
現するため、海洋及び沿岸の生態系の回復のた
めの取組を行う。

ターゲット14.4　水産資源を、実現可能な最短期間で少なくとも各資
源の生物学的特性によって定められる最大持続生産量のレベルまで回
復させるため、2020年までに、漁獲を効果的に規制し、過剰漁業や
違法・無報告・無規制(IUU)漁業及び破壊的な漁業慣行を終了し、科
学的な管理計画を実施する。

科学的な資源評価の対象となっていない世界の
漁業の残り半分については、資源の状態が悪いこ
とを示唆する証拠があり、これには、南アジア、
東南アジア、東アフリカの大部分の地域が含まれ 
る。10 しかし、最近、違法・無報告・無規制な漁
業に対処することにより、乱獲が減少したいくつ
かの注目すべき成功例があった。船舶監視システ
ムの開発と、問題のある船舶のリスト作成により、
漁業の追跡が改善され、2016年に発効した寄港国
措置協定の枠組の中でさらなる措置が取られる見
込みがある。11

河川、湖沼、湿地などの内陸水域は非常に生物
多様性に富んでおり、これらの生態系から得られ
た（内水漁業）水産資源は数十億人に食料を、数
百万人に生計の手段を提供して、世界中の人々に
利益をもたらす。内水面の生態系は、複数の相乗
的な圧力にさらされており、その効果的な管理は、
淡水の生物多様性の保全に不可欠である。しかし、
内水面漁業の現状と持続可能性に関する世界レベ

ルの情報はほとんどない。12

市場ベースの機関である海洋管理協議会（MSC）
の認証を受けた漁獲量は、2010年以来2倍以上に
増加している。2019年には、世界中で消費された
野生の魚介類の16％、年間1,190万トンが、より
持続可能な慣行に向けた検証可能な取組に基づいて、
MSCに認証された船舶によって水揚げされた（図
6.4）。しかし、これには地域によって大きなばら
つきがあり、認証を取得した漁業の割合は、熱帯
よりも温帯の海域ではるかに高くなっている。13

レッドリスト指数（漁業の影響）は、混獲、漁
具による死亡、漁業活動による擾乱などの漁業の
負の影響と持続的に漁業を管理する措置による正
の影響によって引き起こされる哺乳類、鳥類、両
生類の状態の傾向を追跡するものである。この指
数は、平均して、漁業の影響を受ける種の集団の
絶滅リスクが時間の経過とともに増加しているこ
とを示している。これらの状況の変化の要因を分

図6.3　正式な資源評価の対象となる漁業における相対的なバイオマス、漁獲努力量及び漁獲量の傾向14

漁獲量漁獲努力量（MSYの漁獲努力量に対して）バイオマス（MSYのバイオマスに対して）
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Box 6.1　各国の経験と進捗の例

•• ベリーズ：2016年、ベリーズは、乱獲を減らし、海洋生物多様性の状況を改善すると同時に、
漁場の使用を従来の利用者に制限することにより、漁業者の生活を改善する、権利に基づくアプ
ローチである管理アクセスプログラムを設立した。このプログラムでは、11,000平方キロメー
トル以上、つまりベリーズの海域の60％をカバーする9つの管理エリアが設置された。漁業者が
その地域で漁業を行うには免許が必要で、航海日誌に情報を記録する必要がある。漁獲した魚種
の数量と重量、使用した漁具、漁場までの距離を含むこの情報は、漁業の管理に関する決定をす
る際の参考として利用される。15

•• カンボジア：漁業管理を支援し、貧困削減に貢献するために、農林水産省は、権利を委任した漁
業者に自分たちの漁場を適切に管理させる、コミュニティ漁業の設立を推進した。2017年まで
に、内陸で475か所、海洋で41か所のコミュニティ漁業が設立され、33万人以上が参加していて、
その35％が女性である。16

•• チリ：予防原則に関連するいくつかの法律が漁業慣行を規制している。例えば、ある法律は、脆
弱な海洋生態系に影響を与える底引き網を禁止している一方、別の法律は乱獲や過剰な漁業の
回避または廃絶、廃棄物や混獲の削減、生態系アプローチに従った漁業資源の管理に関する考
慮事項を定めている。2017年に、責任ある消費と持続可能な漁業プログラム（Programa de 
Consumo Responsable y Pesca Sustentable（Sello Azul））が設立され、海洋資源の責任
ある採取と消費を促進する個人と企業を認証、評価、表彰し、同時に違法漁業と戦っている。
2019年現在、66店のレストランと7か所の販売施設がこの認証を取得している。17

•• インドネシア：漁業をより持続可能なものにするために、違法・無報告・無規制な（IUU）漁業
を減らすことに主眼を置いて、多くの政策と法律が制定された。2017年には、163件のIUU漁
業が法的手続きの対象となり、違法操業で拿捕された漁船は300隻以上あったが、その大部分が
他国からのもので、沈没処分された。国が設置している違法漁業撲滅タスクフォースは、諸外国、
インターポール、国連薬物犯罪事務所と協力して、インドネシア海域に入る外国船に関する情報
を収集している。これらの取組は漁業への全体的な圧力を減少させ、一方で地元の、大部分が小
規模の漁民による漁獲量の増加を可能にした。18

•• 南アフリカ：生態系アプローチの枠組の中で、深海底魚トロール漁業の業界に、海底への被害を
減らし、混獲を減らすため、漁具の使用法、漁獲量、漁業慣行、特定の漁業管理地域及び海洋保
護区での制限などの規制が導入された。生態系アプローチの適用は、とりわけ、トリライン（鳥
を脅す仕掛けをつけたロープ）の展開や魚屠投棄の管理等を必要条件とすることを通じて、海鳥
の死亡率を減らすのにも役立った。19 2008年前後には、毎年約18,000羽の海鳥が漁具に巻き込
まれて死んでいた。バードライフ・インターナショナルのアホウドリ・タスクフォースとMSC認
証の協力漁業との協力により、南アフリカのトロール漁業による海鳥の混獲は2014年までに90
％減少し、アホウドリの死亡は99％減少した。20
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国別目標に向けた進捗状況について 国別目標に向けた進捗状況について 

析すると、全体として、漁業が差し引きでは悪影
響を及ぼしており、状況の悪化している種が改善
している種を上回っていることが示されている。21

例えば、サンゴ礁に生息するサメは漁業の影響を
受けており、現在、いくつかの国ではサンゴ礁か
ら完全にいなくなっている。しかし、サメ保護区、
閉鎖区域、漁獲制限、刺網やはえ縄の使用禁止な
どの漁業への措置は、サンゴ礁のサメが比較的多
く生息することにつながっている。22

脆弱な生態系に関しては、公海に脆弱な海洋生
態系（VME）の区域を指定し、保護することによ
って、いくらかの進歩が見られた。23 さまざまな地
域の漁業管理組織が管理地域にVMEを指定してお
り、VMEアプローチは現在、国家管轄権外の海域
における深海漁業の管理にしっかりと組み込まれ
ている。

生物多様性条約の下で、生態学的、生物学的に
重要な海洋（EBSA）の記載に関する重要な進展が
見られた。320か所以上のEBSAが、15の地域ワー
クショップを含む包括的で分野横断的なプロセス
を経て記載され、海洋の75％以上をカバーしてい
る。24 EBSAの特定とマッピングでは、VMEに関す
る情報など、漁業管理システムからの情報を使用
することがよくある。EBSAは管理手段ではないた
め、特定の種類の管理措置を規定するものではなく、
生態学的・生物学的特徴のみに焦点を当てているが、
EBSAの記載内容から得られる情報は、漁業管理の
改善やセクター間の調整をするために利用するこ
とができる。

目標11の分析で述べたように、この10年間で、
海洋保護区のネットワークの開発に大きな進歩が
あった。 政府と当局は、「その他の効果的な地域を
ベースとする保全手段」（OECM）の特定と報告の

可能性のために、漁業分野内での地域ベースの管
理ツールを検討している（第三部の漁業と海洋へ
の移行を参照）。

NBSAPの約3分の2（63％）には、愛知目標6
に関連するターゲットが含まれている。国別目標
に向けた進捗状況を評価した締約国のうち、3分の
1以上が達成に向かい（35％）または超過（2％）
に向けて順調に進んでいると報告している。半数
近く（47％）が目標に向かって進展したが、一部

（15％）は進展がないと報告し、少数（2％）は目
標から遠ざかっている。国別目標のわずか約13％
が愛知目標の範囲と野心に相当していることは注
意する必要がある。存続が脅かされている、もし
くは脆弱な生態系への悪影響を回避、または、漁
業による影響を生態学的に安全な範囲内に抑制す
ることで減少した種の回復計画に取りくんでいる
国はほとんどない。進捗状況を報告した締約国の
うち、愛知目標6と同様の範囲と野心を持つ国別目
標を掲げ、かつ達成に向けて順調に進んでいるの
はわずか7％である（棒グラフ参照）。

図6.4　海洋管理協議会によって認証された漁業で管理
されている世界の漁獲量の増加25 

ト
ン

MSC認証漁業による漁獲

Tadeu JNR / Unsplash
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目標 7

2020年までに、農業 、養殖業、林業が行われる地域が、生物多様性の保全を確保する
よう持続的に管理される。

目標達成のまとめ
近年の農業従事者主導によるアグロエコロジーのアプローチ等により、持続可能な農業、林業及び水
産養殖業を推進するための努力は大きく拡大。高い水準ではあるが、肥料及び農薬の使用は世界的に
安定している。こうした進捗にもかかわらず、食料や木材の生産景観における生物多様性は低下し続
けており、食料及び農業生産は引き続き世界的な生物多様性損失の主要な要因となっている。本目標
は未達成（信頼性：高）1

締約国は、農業をより持続可能なものにするた
めに採用したさまざまな行動を報告している。こ
れには、持続可能な土壌管理の促進、劣化した生
息地の修復と回復、作物効率と回復力に関する研
究の促進、有機農業とアグロフォレストリーの支
援と促進、農業の多様化の奨励、流域管理の改
善が含まれる。一部の国別報告書は、気候に強い
作物の使用を促進及び助成するための行動、最新
の慣行を農業システムに組み込む奨励措置、改良
された灌漑技術の促進、肥料の使用量の削減、生
息域外保全とジーンバンクの改善に言及している

（Box 7.1）。食料・農業のための生物多様性白書の
ために各国が食糧農業機関（FAO）へ提出した報
告も、生物多様性に配慮した慣行が増加している
ことを述べている。2 

2018年の調査では、1億6300万か所の農場（全
世界の29％）が4億5300万ヘクタールの農地（世
界全体の9％）で何らかの形で持続可能な強化を実
践していると推定された。これは、次に挙げる7種
類の持続的集約化のうちの1つ以上の採用に基づい
ている。総合的病害虫管理、 保全農業、統合され
た作物と生物多様性、牧草地と飼料、農場の樹木、
灌漑管理、小規模システムまたはパッチシステム

（持続可能な農業への移行を参照）。3

国連の世界食料安全保障委員会（CFS）は最近、
農業生態学的及びその他の革新的なアプローチに
関する政策提言を作成した。4 低外部投入農業シス
テムへの多くの移行は、小規模農業の運動によっ
て主導されてきた。例えば、「ゼロ予算自然農法」
がインドで大規模に展開されている（Box 7.1）。
自然と共生するために世界中の地域の知識と実践
を結集するSATOYAMAイニシアチィブは、社会
生態学的な生産ランドスケープ及びシースケープ
を促進するもう1つのアプローチである。5

有機農業システムは、一般的に従来の農業と比
較して収量が低くなるが、より収益性が高く、環
境にやさしく、同等またはそれ以上に栄養価の高
い食品を提供しうる。有機農業はまた、より大き
な生態系サービスと社会的利益をもたらす可能性
がある。6 2010年から2018年にかけて、有機農業
が行われている土地の面積と有機生産者の数は両
方とも倍増した（2010年には140万人の生産者で
3,500万ヘクタール、2018年には280万人の生産
者で7,200万ヘクタール）。7

農薬と窒素肥料の（単位面積あたり）の使用率
はこの10年間で安定しているものの、世界的にも、
また大部分の地域においても、その割合は前の10

持続可能な農業、養殖業、林業
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年間よりもそれぞれ約14％と12％高くなっている
（愛知目標8参照）。9 耕作地の面積は過去10年間と
比較して約5％増加し、現在は総陸地面積の12％
を占めているが、この増加は永年牧草地や放牧地
の減少によって打ち消されてしまう。合計すると、
農業は今や総陸地面積の約37％を占めている。10 農
業からの温室効果ガスの総排出量は、以前の10年
間と比較して約7％増加している。11

全体として、外部投入財の大きい持続不可能な
モノカルチャー・ベースの農業は、生物多様性の
損失を引き起こし続けている。農業の拡大には、
森林破壊と生息地の喪失に加えて、土壌の劣化と
侵食、土壌の生物多様性の貧困化、遺伝的多様性
の喪失、養分と水の枯渇、土壌と水の汚染、新し
い害虫や病気の出現といった影響がある。12

農業の集約化は、ヨーロッパにおける生物多様
性の損失と生態系の劣化の主な原因の1つであり13、

これに対処するための共通農業政策の下での取組は、
その減少を十分に減らせていない。14 例えば、パン・
ヨーロッパ共通鳥類モニタリング計画（PECBMS）
の野鳥指標は、農地のハビタットに特化した鳥類
の種がここ数年で平均して減少している一方で、
鳥類の種の個体数は全体的にほぼ安定しており、
森林に特化した種は 回復の兆候さえ示している（図
7.1）。15 欧州連合は最近、生物多様性と食料システ
ムについて、新しい戦略を発表した。16

2019年にFAOが発表した食料・農業のための
生物多様性白書は、遺伝、種、生態系レベルでの
食料と農業における生物多様性の多くの重要な要
素が衰退していると結論付けている（愛知目標13
も参照）。農業、林業、水産養殖の12の生産システ
ムにわたる微生物、無脊椎動物、脊椎動物、植物
の傾向に関する各国の報告に基づくと、33％が減
少傾向、15％が安定傾向、19％が増加傾向を示し、
残りは情報が欠如している（図7.2）。17

2

1 3

目標の要素
1.	農業が持続可能である
2.	養殖業が持続可能である
3.	林業が持続可能である

図7.1　ヨーロッパ野鳥指標

農地に一般的な鳥類（n = 39種）森林に一般的な鳥類（n = 34種）すべての一般的な鳥類（n = 168種）

個
体
数
指
数
（
20
00
 =
 1
00
）

2000年から2017年にかけて、すべての一般的な鳥類だけでなく、森林や農地の生息地に特化した一般的な鳥類の増
減傾向を示す、パン・ヨーロッパ共通鳥類モニタリング計画のヨーロッパ野鳥指標。指標は2000年をベンチマーク
として設定されている。8

進捗状況
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農業の生物多様性の低下は、場合によっては、
農業生産を損なう可能性がある。例えば、花粉を
媒介する種の個体数と多様性の低下は、花粉媒介
者に依存する作物の収量の低下につながる（愛知
目標14も参照）。18 害虫の天敵である種の減少は、
生産量の低下とコストの増加につながる可能性が
ある。19

森林の持続可能な管理に関して、第6回国別報告
書に記載されている行動には、森林管理の分散化、
森林ガバナンスの枠組と能力開発の改善、回復の
促進、森林認証の奨励、林業ライセンスの更新と
見直しが含まれる。いくつかの報告はまた、森林
を伐採しないように土地所有者に補償または奨励
を与え、貧困緩和にも役立つ造林方法を促進する
行動に言及している。各国は、FAOの森林資源評
価の一環として、森林の状況に関する包括的な情

報を提供している（愛知目標5も参照）。20

世界全体で、約11.5億ヘクタールの森林が、主
に木材及び非木材林産物の生産のために管理され
ており、1990年以降比較的安定している地域と言
える。さらに、現在約7億5,000万ヘクタールが、
複数の用途に指定されているが、これは減少し続
けている。長期管理計画に基づく森林面積は大幅
に増加して、2020年には推定20.5億ヘクタールと
なり、これは森林面積の54％に相当し、2010年か
ら約10％増加している。21

森林管理協議会（FSC）または森林認証プログラ
ム（PEFC）スキームの下で認証された森林地の面
積は、過去10年間で大幅に増加した（2010年から
2019年の間に28.5％増加）。これは、生物多様性
の保全、ならびに社会的、経済的、文化的、倫理的

Alex Antoniadis / Unsplash



図7.2　食料・農業のための生物多様性白書（2019）のために作成された91か国の報告書に基づいた、さまざまな
生産システムに関連する生物多様性の状況22 

天水作物

混合

灌漑作物（その他）

灌漑作物（米）

非土地ベースの家畜

給餌養殖

養殖漁業

self-recruting捕獲漁業

草地ベースの家畜

自然に再生された森林

無給餌養殖

植林による森林

脊椎動物 無脊椎動物 植物 微生物

減少不明・無報告安定増加
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関連するSDGsターゲット

側面に関して責任ある森林管理の第三者による検証
が行われている木材生産の割合が増加していること
を示している。23

こうした進展にもかかわらず、全体として、森林
の生物多様性は低下し続けている。24

第6回国別報告書は、一般的に、林業や農業に関
連する問題ほど水産養殖にあまり注意を払っていな
い。一部の国は、技術革新と近代化を通じて養殖の
管理を改善するための行動に言及している。認証制
度と環境基準の推進に言及している国々もある。

水産養殖は世界の食料生産の中で最も急速に成長
している分野である。世界の養殖生産は今世紀の最
初の10年間での非常に急速な成長率により鈍化し
たものの、生産量は2018年には生重量で史上最高
の1億1,450万トンに達した。25

水産養殖には、伝統的及び非伝統的合わせて多様
な生産方法がある。これには、魚類の他、多種多様
な水生植物、海藻、藻類、貝類、甲殻類、棘皮動物
の生産が含まれ、生産は内陸、沿岸、海洋の環境で
行われている。持続可能性への課題は、とりわけ、
生産された種が給餌されているかどうか、そして他
の農業活動との統合の程度に応じて、大きく異なる。
例えば、中国などの国々では伝統的な稲田養殖が引
き続き重要で（Box 7.1）、拡大している。全体と
して、世界の総生産量の約3分の2を占める多くの
内陸水産養殖は、持続可能だと考えられる。26

一方、多くの沿岸地域への水産養殖の拡大は、沿
岸湿地（特にマングローブ）の大規模な損失と破
壊、及び土壌と水の汚染を引き起こした。27 多くの
海洋養殖は、飼料を捕獲漁業に大きく依存し、飼料
要求率が比較的低い。しかし、近年、捕獲漁業から

の飼料の割合は減少しており、このうち混獲からの
飼料が増えている。もう1つの前向きな慣行は、餌
を与えられる魚類と組み合わせて養殖されることが
ある懸濁物食性海洋二枚貝使用の増加である。これ
は栄養負荷を減らし、水質汚染を減らすのに役立っ
ている。28 持続可能であると考えられ、ますます注
目を集めている他の慣行には、魚の餌、人の栄養補
助食品、他の用途に使う海藻や微細藻類の養殖があ 
る。29

水産養殖の拡大ペースは一般的に規制の枠組の策
定を上回っているが、法的枠組があるとFAOに報
告する国が増えており、2011年には38か国だった
ものが2018年には91か国に増加した。FAOの漁
業委員会は、食料安全保障と栄養のための持続可能
な水産養殖の重要性が増していることを指摘し、責
任ある漁業のための行動規範を補完する持続可能な
水産養殖ガイドラインの策定を推奨した。30

NBSAPの大部分（81％）には、愛知目標7に関
連するターゲットが含まれている。愛知目標7に関
連する国別目標に向けた進捗状況を評価した締約国
のうち、3分の1以上が達成（36％）または超過（1
％）に向けて順調に進んでいると報告している。残
りの55％は目標に向かって進展し、少数（6％）は
進展がない、または目標の達成から遠ざかっている

（2％）と報告している。しかし、NBSAPを策定し
た締約国のうち、愛知目標の範囲と野心に類似する
国別目標を定めているのはわずか13％である。目
標の多くは一般的な持続可能な管理に関連しており、
農業や林業を特定していない。水産養殖に関連する
問題に対応する国別目標はほとんどない。進捗状況
を報告した締約国のうち、愛知目標7と同様の範囲
と野心を持つ国別目標を掲げており、かつ達成に向
けて順調に進んでいるのはわずか8％である（棒グ
ラフ参照）。

ターゲット2.4　2030年までに、
生産性を向上させ、生産量を増や
し、生態系を維持するような、持
続可能な食料生産システムを確保
し、強靭（レジリエント）な農業
を実践する・・・。

ターゲット14.7　2030年までに、
漁業、水産養殖及び観光の持続可
能な管理などを通じ、・・・海洋
資源の持続的な利用による経済的
便益を増大させる。

タ ー ゲ ッ ト15.2　
2020年までに、あ
らゆる種類の森林の
持続可能な経営の実
施を促進する・・・。
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国別目標に向けた進捗状況について 

0% 10%  20%  30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

Box 7.1　各国の経験と進捗の例

 • 中国：米と魚の複合養殖は、中国南部の浙江省で1200年以上にわたって維持されており、「世界
的重要農業遺産システム」に指定されている。31 米の生産と収量の安定性はイネの単作と同様だが、
複合養殖では農薬が68％少なく、化学肥料が24％少なくて済む。米と魚の複合養殖は、化学物
質の投入量が比較的少なく、主食とタンパク質の両方、及び微量栄養素を生産し、生物多様性を
保全することにより、乏しい土地と水資源のメリットを最大化するため、持続可能な農業形態と
見なされる。このシステムの安定性は、米と魚の間の積極的な相互作用に関連している。一方では、
魚は米の生物的防除剤となり、害虫、病気、雑草、特にウンカ、紋枯病、及びさまざまな雑草を
減らすことができる。反対に、米は暑い季節に日陰を作り、水温を下げることで魚に利益をもた
らす。32

 • キューバ：統合ツリーファーム・プログラムは、63,000ヘクタール以上の面積をカバーする
1,342のツリーファームを設立した。このプログラムは、特に流域と集水域での森林被覆の増加、
土壌生産性の向上、食料安全保障の改善、及び農村地域での雇用の創出に役立っている。33

 • ガンビア：ガンビアは、31,000ヘクタール以上をカバーする458か所のコミュニティにより管
理された森林を育成してきた。地域社会には、土地と樹木の両方について、より大きな管理権限
と所有権が与えられている。この改革により、森林の分散管理が可能になり、森林から得られる
製品とサービスの持続可能な利用が促進された。34

 • ガイアナ：まだ初期段階だが、水産養殖は経済に300万ドル以上貢献し、成長し続ける可能性を有
している。持続可能な成長を確保するための措置には、侵略的外来種を導入するリスクを減らすた
めに水産養殖において地元の魚種の使用を促進する、水産物加工の副産物を水産養殖の飼料として
使用することを促進する、水産養殖管理に関するトレーニングを提供することが含まれる。35

 • インド：ゼロ予算自然農法（ZBNF）は、草の根運動によって開始されたアプローチであり、現
在、多くのインドの州に拡大されている。「自然農法」とは、農場での作物処理と、微生物また
は菌根に依存して土壌の肥沃度を高め、微生物感染を減らすために、システムのさまざまな部分
の相乗効果を利用できるように、作物と動物の共同生産の重要性を強調する農業アプローチを指
す。「ゼロ予算」とは、多くの貧しい農業者が改良された種子や製造された農薬にアクセスでき
ないことを克服し、高い生産コスト、高い金利、不安定な市場価格による借金のサイクルを回避
する方法としての財政的投入を指す。ZBNFは現在、世界最大の農業生態学の「実験」の1つで
ある。2002年にこれが発足したカルナタカ州では、10万を超える農家がZBNF方式を採用して
いる。隣接するアンドラプラデシュ州では、2019年8月までに、3,015の村の20万4千ヘクター
ルで52万3千人の農民がZBNFに転向した。これは、この州の面積のうち生産的農業が行われて
いる部分の13％に相当する（複数の作物が作付けされた面積で定義）。アンドラプラデシュ州政
府の長期的な目標は、2024年までに州内の600万人の農民全員にZBNFを展開することである。
このプログラムは現在、全国的に拡大されている。36
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目標 8

2020年までに、過剰栄養などによる汚染が、生態系機能と生物多様性に有害とならな
い水準まで抑えられる。

目標達成のまとめ
過剰栄養、農薬、プラスチック及び他の廃棄物等による汚染は、引き続き生物多様性損失の主要な要
因となっている。肥料の利用を改善するための努力の増加にもかかわらず、栄養レベルは生態系の機
能と生物多様性にとって有害な状況が続いている。プラスチック汚染は海洋に蓄積しており、海洋生
態系に深刻な影響をもたらしているほか、他の生態系にも蓄積し、その影響はほとんど未知である。
多くの国によるプラスチック廃棄物を最小限に留めるための行動は、この汚染源の削減には不十分で
あった。本目標は未達成（信頼性：中）1

締約国は、第6回国別報告書で、汚染に関連する
問題に対処するためにさまざまな行動を取っている
ことを報告している。これには、規制アプローチ、
監視システムと基準の設定、廃棄物管理を改善する
ためのインフラの開発と改善の促進が含まれる。栄
養に関して、一般的に報告されている政策は、肥料
使用の規制、農業排水の監視、及び窒素使用の上限
設定である（国別報告書の約30％がこうしたタイ
プの行動に言及している）。プラスチック汚染に関
して、一般的に報告された行動は、特定の種類のプ
ラスチックの利用禁止または制限（国別報告書の約
20％がこうしたタイプの行動に言及している）、意
識向上キャンペーン、及び地域の清掃イベントだっ
た。一部の報告書では、リサイクルに関連する取組
の増加についても言及されている（Box 8.1）。

過剰なレベルの栄養、特に反応性窒素とリンは、
地球規模の変化を推進している主な要因の1つと考
えられており、2 生物多様性、生態系機能、人間の
福利に連鎖的な影響を与えており、陸域、淡水域、
沿岸の生態系の種構成に影響をもたらしている。3 
農業用肥料は、窒素とリンの両方の汚染の主な原因
である。肥料の使用効率を高め、廃棄物や汚染を
減らすために、さまざまなレベルで努力が払われて
きた。4 過去の増加の後、1ヘクタールあたりの窒素
及びリン酸肥料の使用量は、この10年間、大部分

の地域で横ばいとなっているようである（図8.1）。5 
しかし、1950年代から急速に増加した反応性窒素
の全体的な排出量は増加し続けている。6

1ヘクタールあたりに使用される農薬の平均量は、
以前の20年間で大幅に増加した後、2010年から
2017年までは安定している。にもかかわらず、農
薬使用による汚染は、生物多様性に有害な影響を与
えるレベルが維持されている。7 農薬の使用レベル
は地域によって大きく異なり、アジアと南北アメリ
カの1ヘクタールあたりの量は、アフリカでの使用
量を10倍以上上回っている（図8.2）。8

プラスチック汚染は、陸上、淡水、海洋の生態系
全体に蓄積されており、マイクロプラスチックが食
物連鎖に入り、大気中を循環している。9 最近の推
定によると、現在、毎年1,000万トン以上のプラス
チック廃棄物が海洋に流入している。10 また、115
万トンから241万トンが河川によって運ばれている
と推定されている。11 ある研究の推定によれば、世
界の海には5兆2,500億個以上のプラスチック粒子
が存在し、その重さは26万トンを超え、12 魚、海鳥、
その他の生物を危険にさらしている。13 2018年の
調査によると、プラスチックの破片が蓄積すると、
サンゴ礁が病気に罹りやすくなり、生態系の健康と
人間の生活が脅かされる可能性が大幅に高まる（愛

汚染の減少
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知目標10も参照）。プラスチックの破片は毒素を放
出する可能性があり、陸上の微生物病原体のサンゴ
への伝染を促進し、光と酸素の欠乏によってストレ
スに対する抵抗力を弱める。プラスチック汚染に対
する人々の関心は多くの国で急激に高まっており、
これにより、ポリ袋、ストロー、カップなどの製品
に含まれるシングルユースプラスチックを削減また
は禁止するためのさまざまな政策やキャンペーンが
生まれている。最近のレビューによると、禁止や課
税をはじめとした、シングルユースポリ袋を減らす

ための対策は、袋の使用削減が33％から96％に渡
りさまざまに異なる効果があった。14 別の研究は、
これまでのすべての取組を完全に実施しても、環境
に流入するプラスチック廃棄物を約7％しか削減で
きないと推定している。15

放棄、紛失、またはその他廃棄された漁具（「ゴ
ーストギア」）は、多くの絶滅危惧種に影響を与え
る特に致命的な形態の海洋廃棄物である。絶滅危
惧種についてのIUCNレッドリストに掲載されてい

目標の要素
1. 汚染を有害でない水準に抑えられる
2. 栄養流出を有害でない水準に抑えられる

1 2

図8.1　地域及び世界レベルでの耕作地における単位面積あたりの平均窒素使用量16

Kg
/h
a

アフリカ 南北アメリカ アジア ヨーロッパ オセアニア 全世界

図8.2　地域及び世界レベルでの耕作地における単位面積あたりの平均農薬使用量17
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進捗状況
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関連するSDGsターゲット
ターゲット6.3　2030年までに、汚染の減少、
投棄廃絶と有害な化学物質や物質の放出の最小
化、未処理の排水の割合半減及び再生利用と安
全な再利用の世界的規模での大幅な増加させる
ことにより、水質を改善する。

ターゲット14.1　2025年までに、海洋ごみや
富栄養化を含む、特に陸上活動による汚染など、
あらゆる種類の海洋汚染を防止し、大幅に削減
する。

る種の46％は、絡まりや摂取などで影響を受けて
いる。また、サンゴ礁などの脆弱な海洋環境にも
影響を及ぼす。18 FAOの漁業委員会は、2019年に
この問題に対処するための自主的なガイドライン
を承認した。19

電子廃棄物は、電気機器や電子機器の消費量の
上昇、ライフサイクルの短さ、修理オプションの
少なさによって急増しているもう1つの汚染源であ
る。2019年、世界は5,360万トンの電子廃棄物を
出した。2014年よりも20％多い量である。電子廃
棄物には、いくつかの有毒な添加物や有害物質が
含まれている。この廃棄物のうちリサイクルされ
ると分かっているのは約17％のみで、リサイクル
の増加は廃棄物の増加に遅れをとっている。20

レッドリスト指数（汚染の影響）によると、汚
染の影響はいくつもの種を絶滅へと駆り立て続け
ている。21 この指数は2010年から2016年まで下降
を続けた。汚染レベルがこのグループの絶滅リス
クを高めて、生物多様性に有害であり続けていた
ことを示している。

有害廃棄物、農薬、残留性有機汚染物質をそれ
ぞれ対象とするバーゼル条約、ロッテルダム条約、
ストックホルム条約など、多くの国際条約が特定

の汚染源を削減するための行動を推進している。22 
2017年8月、水銀に関する水俣条約が発効した。
水銀とその化合物の多くは毒性があり、種、生態系、
人間の健康にさまざまな影響を与える可能性がある。
この新しい合意には、新しい水銀鉱山の禁止と既
存の水銀鉱山の段階的廃止に関する規定が含まれ
ている。23

NBSAPの70％には、愛知目標8に関連するター
ゲットが含まれている。国別目標に向けた進捗状
況を評価した締約国のうち、5分の1以上が達成に
向かい（21％）または超過（1％）に向けて順調に
進んでいると報告している。さらに、半数を大き
く超える（62％）締約国は目標に向かって進展し
たが、一部（14％）は進展がないと報告し、少数

（3％）は目標の達成から遠ざかっている。しかし、
愛知目標の範囲と野心のレベルに近い国別目標は
約5分の1（19％）しかない。国別目標は確かに汚
染の削減に言及しているが、具体的に過剰栄養の
削減を扱っているのは少数にとどまる。進捗状況
を報告した締約国のうち、愛知目標8と同様の範囲
と野心を持つ国別目標を掲げており、かつ達成に
向けて順調に進んでいるのはわずか3％である（棒
グラフ参照）。

Julia Joppien / Unsplash
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国別目標に向けた進捗状況について 

Box 8.1　各国の経験と進捗の例

 • 中国：中国は、小規模農家に対して、強化された管理実践を適用するよう働きかけるプログラム
を実施した。452県の2,000万人以上の農民がこのプログラムに参加した。農業者は、農業技術
者と現地指導員によって、高収量、高効率、低汚染の農業の実践を実施するように奨励され、支
援された。この結果、窒素肥料の使用量は14.7％から18.1％減少し、120万トンの窒素肥料の
使用量が節約された。同時に、トウモロコシ、米、小麦の平均収量は10.8％から11.5％増加し、
純生産量が3,300万トン増加した。24

 • エジプト：すべての汚染源からの汚染に効果的に対処するために、エジプトはセクター別にいく
つかの計画を実施し、対象を特定のものに絞った活動を実施した。水と大気の汚染を監視するた
めの全国システムが確立されている。下水を管理し、土壌汚染を減らすために湿地が作られてい
る。25

 • パナマ：ここ数十年、グナヤラ地方では廃棄物、特にプラスチック廃棄物が蓄積されている。グ
ナの人々は、それに対処する簡単で、迅速で、低コストの手段を見つけるという仕事を自らに課
した。グナの最高政治行政当局であるグナ議会は、この問題に関して多くの行動をとっている。
最も重要なのは、リサイクル可能な材料の収集と販売のためのセンターと、リサイクル不可能な
廃棄物の処分のための埋め立て地を作るプロジェクト、「ごみゼロ：グナヤラ・リサイクルルート」
である。26

 • 英連邦クリーン・オーシャン・アライアンス：2018年、英国とバヌアツは英連邦クリーン・オ
ーシャン・アライアンスを提唱し、54の英連邦諸国にプラスチック廃棄物を削減するための行動
を約束するよう呼びかけている。この提携の一環として、英国は研究とイノベーションを推進す
るために最大6,640万ポンドを提供することを約束した。これには、科学的、技術的、社会的視
点から海洋プラスチックに取り組む研究者を支援する英連邦海洋プラスチック研究・イノベーシ
ョン・チャレンジ基金への2,500万ポンドが含まれる。 英国とカナダはまた、このアライアンス
の目標を達成し、さらに企業、政府、組織を結集してプラスチック問題に取り組む国の行動計画
策定を助けるために、グローバル・プラスチック・アクション・パートナーシップ（GPAP）を
立ち上げた。このパートナーシップは、コカコーラ、ペプシコ・ファウンデーション、ダウケミ
カルからも支援とマッチング・ファンドを受け取っている。27
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目標 9

2020年までに、侵略的外来種及びその定着経路が特定され、優先順位付けられ、優先
度の高い種が制御又は根絶される。また、侵略的外来種の導入又は定着を防止するために、
定着経路を管理するための対策が講じられる。

目標達成のまとめ
侵略的外来種の特定、また外来種がもたらすリスク及び管理の実現可能性を鑑み外来種を優先順位付
けするという点において過去10年間で良い進捗が見られた。特に島嶼での侵略的な哺乳類をはじめと
する侵略的外来種の根絶事業の成功は在来種に恩恵をもたらした。ただし、こうした成功がすべての
侵略種の発生事例に占める割合は小さい。外来種の新規の侵入の件数が減少していることを示す証拠
はない。本目標は部分的に達成（信頼性：中）1 

締約国は、第6回国別報告書を通じて、愛知目標
9に向けてさまざまな行動をとったことを報告して
いる。これには、侵略的外来種を監視、管理、及
び根絶するための法律または規制の作成及び実施
が含まれ、その内容は、輸出入の要件、バラスト
水を制御及び管理するための措置、侵略的外来種
の制御及び管理のための国内ガイドラインの確立、
及び国内の入国地点での植物検疫及び動物検疫の
チェックポイントの確立を含む。締約国はまた、
一般的に、バイオセキュリティ（国境管理、検査、
検疫、早期警報システム、迅速な対応システムを
含む）、意識向上（情報ポータル及びウェブサイ
トの開発、トレーニングプログラム、コミュニテ
ィ・イベントを含む）、及び地域間協力の戦略に関
連する戦略の策定と実施に取り組んでいる。しか
し、一部の国は、限られた資源、知識、能力、認識、
及び必要な法的枠組の欠如のために、これらのタ
イプの行動をとる際に困難を経験しているとも述
べている。

侵略的外来種の出現と分布に関する情報とデー
タはますます入手やアクセスが容易になり、複数
の組織が協力して以前はつながっていなかったデ
ータソース間をリンクしている。これには、市民

科学者の役割が含まれ、現場での観測を研究者や
意思決定者がリアルタイムで利用できるようにな
った。2 そのような情報は、侵略的外来種が提示す
るリスクの観点から、またそれを管理する可能性
の観点から、侵略的外来種の優先順位付けの進展
を可能にした。3

外来種によってもたらされる脅威に関する包括
的なデータの入手可能性は、島嶼における根絶プ
ログラムの優先順位付けを助ける上で特に価値が
あった。4 島嶼での外来哺乳類の800以上の根絶が
成功しており、181の島で推定236の在来陸生種
にプラスの利益があった（図9.1）。 こうした根絶
事例のうち、200件近くは2010年以降のことで
ある。このような根絶は、例えばシマハイイロギ
ツネ（Urocyon littoralis）やセシェルシキチョウ

（Copsychus sechellarum）など、絶滅の恐れの
高い100種以上の鳥類、哺乳類、爬虫類に恩恵を
もたらしている。5

最近の分析では、侵略的な哺乳類の根絶を近々
開始できそうな107の優先的島嶼が特定され、ま
た80種の絶滅危惧の脊椎動物の生存見通しが改善
されており、世界的な絶滅との戦いに大きく貢献

侵略的な外来種の防止と制御
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目標の要素
1.	侵略的外来種が特定され優先順位づけされる
2.	定着経路が特定され優先順位づけされる
3.	優先度の高い種が制御または根絶される
4.	侵入や定着を防止するために定着経路が管理される 

2 3

1 4

している。恩恵を受ける可能性のある種の例には、
メキシコのソコロ島のオオセグロミズナギドリ

（Puffinus auricularis）や、チリのファンフェルナ
ンデス諸島のアレハンドロセルカーク島のマサフエ
ラハリオカマドドリ（Aphrastura masafuerae）
がある。7 

大陸の生態系における侵略的外来種を根絶する
取組が成功した例ははるかに少ない。8 1つの例外は、
アカオタテガモ（Oxyura jamaicensis）で、ヨー
ロッパでの生息数が、数か国での根絶プログラム
によって2000年から2013年の間に90％以上減少
し、交雑によって絶滅危惧種となった在来種であ
るカオジロオタテガモ（Oxyura leucocephala）
にもたらされる脅威を減少させた。9 2020年までに、
英国ではこの50年間で初めて、アカオタテガモが
繁殖した痕跡が確認されなかった。10

まず外来種の侵入を防ぐことが、定着して在来
種に影響を与え始めている外来種を根絶しようと
するよりも、はるかに費用対効果が優れている可

能性が高い。第6回国別報告書では、締約国の約
4分の1が、侵入経路を特定して優先順位を付ける
ための措置を講じていると報告している。国別報
告書で一般的に指摘されている侵入経路は、海運、
園芸、貿易、水産養殖、輸送、林業、都市化である。

国際海事機関の下で開発された「船舶のバラス
ト水及び沈殿物の規制及び管理のための国際条約」
は、2017年に発効した。この条約は、国際的な航
運業にバラスト水と沈殿物の管理において特定の
基準を満たすことを必要とすることにより、外来
種導入の重要な経路を管理する手助けとなる。11 さ
らに、国際植物防疫条約の下で、更新された植物
検疫に関する国際標準に関する国際基準が採択さ 
れ、12 また生物多様性条約の下で、生物の取引に関
連する補足的な自主的ガイダンスが歓迎された。13

IUCNの導入種と侵入種の国際登録制度は、侵
略的外来種の累積数が2000年から2010年にかけ
て約100種増加し、それ以降さらに30種増加した
ことを示している（図9.2）。しかし、2010年以

図9.1　全島嶼で2000年以降の年ごとに成功した外来哺乳類根絶プロジェクトの累積数6
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進捗状況
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関連するSDGsターゲット 
ターゲット15.8　2020年までに、外来種の
侵入を防止するとともに、これらの種によ
る陸域・海洋生態系への影響を大幅に減少
させるための対策を導入し、さらに優先種
の駆除または根絶を行う。

降のペースが明らかに遅いのは、種が導入されて
から国または島に個体群が確立したと報告される
までの速度が遅くなった結果である可能性が高い。
2017年の包括的な調査では、少なくとも旅行や貿
易に関連する意図しない導入については、侵入率
が低下した証拠は見つからなかった。14 種の侵入と
戦うための取組は、グローバリゼーションの拡大、
特に大幅に増加した貿易の影響（例えば、2000年
以降、輸出入がおよそ3倍になっている15）に追い
つくのに十分な効果を発揮しておらず、種を未知
の環境に持ち込む機会をさらに提供しているよう
である。

現在の指標はまた、比較すれば、生物学的侵入
者の根絶または制御のおかげでより良い生存の可
能性を与えられた在来種よりも、侵略的外来種か
らの圧力の増加により絶滅に近づいている種の方
が多いことを示唆している。これは、レッドリスト
指数（侵略的外来種の影響）のマイナスへの傾向
に示され、評価された鳥類、哺乳類、両生類が侵
略的外来種の圧力によって絶滅に向かってますま

す駆り立てられていることを示している。16

NBSAPの大部分（84％）には、愛知目標9に関
連するターゲットが含まれている。進捗状況を評
価した締約国のうち、到達（24％）または超過（2
％）に向かっているが、半分以上（55％）が進捗
しているもののその速度は達成に不十分だと報告
している。締約国の5分の1未満（18％）は、目標
に向かって進展がないか、または目標に到達する
ことから遠ざかっている（1％）と報告している。
約4分の1の国別目標は、愛知目標の範囲と野心の
レベルに近い（26％）か、超えている（1％）。こ
の愛知目標は、国別目標と愛知目標の整合性が最
も高いものの1つである。しかし、目標の多くは
広範であり、一般的にしか侵略的外来種の管理に
言及していない。侵略的外来種の侵入の経路特定
と優先順位付けに取り組むとした国別目標は比較
的少数である。進捗状況を報告した締約国のうち、
愛知目標9と同様の範囲と野心を持つ国別目標を掲
げており、かつ達成に向けて順調に進んでいるの
は10％のみである（棒グラフ参照）。

図9.2　侵略的外来種の累積数の世界的傾向
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このグラフは、IUCNの導入種と侵入種の国際登録制度（GRIIS）データベースの記録に基づき、侵略的外来種がその
本来の生息範囲外に確立した個体群を持っていると初めて記録された年に基づいている。17
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国別目標に向けた進捗状況について 

Box 9.1　各国の経験と進捗の例

 • アンティグア・バーブーダ：1930年代にヤギとクマネズミがレドンダ島に侵入した。これらの外
来種は、生態系、及び鳥類や爬虫類のいくつかの種に重大な悪影響を及ぼし、それらが結果とし
て絶滅危惧種にリストされている。レドンダ回復プログラムは、島からヤギとネズミを駆除するこ
とで問題に対処した。その結果、木や草が成長して、島の土壌が安定し、以前は周囲のサンゴの
生態系に損害を与えていた土砂の流出が減少した。レドンダのトカゲの個体数は、ヤギとネズミ
の根絶後に3倍になった。レドンダを保護地域と宣言させるための取組が進行中である。18

 • ベルギー：TrIASプロジェクトは、外来種の進行を追跡し、出現種を特定し、現在及び将来の
リスクを評価し、動的かつタイムリーに政策に情報を提供するシステムの構築を目指している。
TrIASは、オープン・サイエンスとオープン・データ・インフラストラクチャ、及び国際的な生
物多様性基準を使用して、侵略的外来種データの相互運用性、再利用性、持続可能性を確保して
いる。TrIASはオープン・サイエンス・プロジェクトであるため、関連するすべてのソフトウェア、
データ、及びドキュメントは自由に共有され、プロジェクトの終了後には再利用できる。19

 • コンゴ共和国：ホテイアオイ、ボタンウキクサ、オオサンショウモなどの侵略的水生植物は、固
有種との間で空間、光、栄養素について競合して駆逐したり、置き換わったりすることで、水系
にさまざまな悪影響を及ぼす。また、酸素レベルを低下させ、水の流れに影響を与える可能性
がある。これらの侵略的な水生植物を駆除するために、3種のゾウムシが生物的防除剤として使
用されている。こうした努力の結果、クイルー地方とリクアラ地方の水路がいくつか修復され
た。20

 • ニュージーランド：2050年までに捕食動物のいないニュージーランドを作るというビジョンが
2016年に打ち出された。このビジョンを達成するために、全国からオポッサム、ネズミ、オコ
ジョを根絶するという目標が設定されている。この2050年ビジョンを達成するために、コミュ
ニティグループ、科学者、さまざまなレベルやセクターの政府の積極的な関与が促進されている。
さらに2018年、優先的な生態系における在来及び固有の生物多様性を捕食する外来種を抑制し、
沖合の島々の生物多様性を保護及び増加させ、より効果的かつ効率的な捕食動物の管理方法を開
発するため、政府は4年間で8,128万ニュージーランドドルを計上した。21

 • 太平洋地域：この地域のいくつかの国は、太平洋地域環境計画事務局（SPREP）と地球環境ファ
シリティの支援を受け、先住民や地域社会と協力して、侵略的外来種と戦うための太平洋全体の
戦略を策定した。この戦略には、学習、報告、教育、及び島々にまたがって侵略的外来種の管理
をサポートするためのリソースが含まれている。22
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目標 10

2015年までに、気候変動又は海洋酸性化により影響を受けるサンゴ礁その他の脆弱な
生態系について、その生態系を悪化させる複合的な人為的圧力が最小化され、その健全
性と機能が維持される。

目標達成のまとめ
気候変動及び海洋酸性化の影響を受けるサンゴ礁及び他の脆弱な生態系は、複数の脅威を受け続けている。
魚の乱獲、富栄養化及び沿岸域での開発行為が相まって、サンゴの白化現象を悪化させる要因となっ
ている。サンゴは評価されたすべての分類群の中で最も急速に絶滅リスクが高まっていることが示された。
ハードコーラルの被覆面積は一部の地域で大きく減少したほか、サンゴ礁の多様な生息環境を支える
能力が低い種への遷移も見られている。他の生態系は、特に山岳地域や極圏において、他の圧力も含
め気候変動の大きな影響を受けている。本目標は2015年の達成期限に間に合わなかったほか、2020
年までにも達成できなかった（信頼性：高）1

締約国が報告した、愛知目標10に関連する国
別目標を達成するための行動には、サンゴ礁生態
系の健全性とそれが提供するサービスの持続可能
な利用に焦点を当てた国家政策手段の採用、プラ
スチックや過剰な栄養素を含む汚染を減らすため
の行動、国の政策や計画における脆弱な生態系の
回復と保全の促進、研究と能力開発の支援がある

（Box 10.1）。この目標の達成にあたって一般的に
報告された課題は、能力と資金の不足、及びパイ
ロットプロジェクトを全国レベルに拡大すること
の難しさだった。

複数の圧力がサンゴ礁を脅かし続けており、気
候変動や海洋酸性化による影響が加速し、他の脅
威と相互作用している。海水温が高くなると、海
洋酸性化の影響が加わり、サンゴの白化現象が増
加する。2 81か国の3,351か所からの情報に基づい
た、過去20年間のサンゴの白化に関する最近の分
析では、サンゴの白化の可能性が時間とともに増
加していることがわかった（図10.1）。3

世界のサンゴ礁の60％以上が差し迫った直接の

脅威に直面しており、乱獲と破壊的な漁業が最も
差し迫った広範囲にわたる要因となっている。そ
の他の主要な当面の脅威には、海洋及び陸上両方
からの汚染、沿岸開発による物理的破壊、及び堆
積物や栄養素の蓄積を含む農業排水の影響が含ま
れる。プラスチック廃棄物も最近、サンゴ礁への
ストレスのもう1つの原因と特定された（愛知目標
8参照）。サンゴは、レッドリスト指数で評価され
たすべての分類学的グループの状況で最も急激な
低下を示している（愛知目標12参照）。

世界中の700か所近くのサンゴ礁からの長期デ
ータ傾向を2020年に予備分析したところでは、サ
ンゴの被覆度とサンゴ礁の健康に関する過去の研
究に基づくと、予想よりも低いものの、ハードコー
ラルの被覆度のレベルの低下が示されている。こ
れは、1990年代以前からの利用可能なデータセッ
トの数が少ないこと、地域のばらつきが大きいこと、
監視プログラムを開始する際に比較的健全なサン
ゴ礁を選択する傾向など、多くの要因によるもの
と思われる。4

気候変動に脆弱な生態系
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目標の要素
1.	サンゴ礁への圧力が最小化される
2.	脆弱な生態系への圧力が最小化される

1 2

Box 10.1　各国の経験と進捗の例

•• カンボジア：沿岸開発、海洋汚染、堆積、乱獲と破壊的な漁業は、カンボジアのサンゴ礁に影響
を与える主要な圧力である。これらに対処するために、コーロン海洋国立公園が、5年間の基礎的
な社会的及び生物物理学的研究と、政府機関、NGO、地方自治体、観光事業者、地域漁業との集
中的な協議及び共同作業の末、2016年に設立された。5

•• ジブチ：気候変動が沿岸の生息地と海洋生態系に与える影響を評価し、水質の維持を含め、海洋
と沿岸地域の強靱性を支援するプロジェクトを開始した。具体的な行動には、沿岸域の共同管理
システムの確立や、気候変動の影響を受けた沿岸の生息地を回復するための参加型計画が含まれ
ている。これらは、女性団体などを通じて、復興に関連する雇用を通じて地域社会と関わり、利益
をもたらす。6

•• ガボン：この国で気候変動の影響に対して最も脆弱な生態系は沿岸の生態系である。ガボンは、
沿岸環境の特徴、その人口、人間の活動、及びこれらの地域に大きな影響を及ぼすさまざまなプ
ロセスを記述及び分析する国家沿岸適応計画を採用した。これはまた、長期的な土地利用と都市
計画戦略を確立するための基礎を提供する。7

•• ガーナ：沿岸持続可能ランドスケープ・プロジェクトを通じて、気候変動の影響を減らすために、
農業者は植林とアグロフォレストリーの実践に従事することが奨励されている。このプロジェクト
を通じて、気候変動への適応と緩和戦略として植栽するのに適した樹種が沿岸のコミュニティに
伝えられた。このプロジェクトは、マングローブの生態系を回復し、森林減少を減らす助けとなっ
た。8

•• モルディブ：この国は、サンゴ礁によって造られた一連の環礁で構成されている。これらの環礁には、
豊かな生物多様性をサポートする多様な生態系タイプがある。この国にとってサンゴ礁が重要で
あることを考え、サンゴ礁への圧力を最小限に抑えるために多くの行動が取られてきた。これには、
61か所の海洋保護区の設置、計画を容易にするための特に脆弱な地域の特定、サンゴ礁データを
収集及び管理するためのサンゴ礁監視枠組の作成、無規制の投棄を管理するための廃棄物管理計
画の作成、 破壊的な漁業と絶滅危惧種及び準絶滅危惧種の保護などが含まれる。さらに、観光活動は、
それが行われる地域の保護と保全を支援するために、「ワン・アイランド・ワン・リゾート」の概
念が手引きとなっている。9

進捗状況
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関連するSDGsターゲット
ターゲット14.2　2020年までに、海洋及び沿岸の
生態系に関する重大な悪影響を回避するため、強靱
性(レジリエンス)の強化などによる持続的な管理と
保護を行い、健全で生産的な海洋を実現するため、
海洋及び沿岸の生態系の回復のための取組を行う。

ターゲット14.3　あらゆるレベルでの科学的
協力の促進などを通じて、海洋酸性化の影響
を最小限化し対処する。

サンゴ礁被覆度減少の最大レベルはカリブ海で、
西インド洋のサンゴ礁は中程度の減少を示している。
サンゴ礁の非常に多い地域では全体的なサンゴ礁
被覆度は比較的安定している。しかし、この傾向は、
多くの場所でサンゴ礁コミュニティの構成が大き
く変化していることを覆い隠している。サンゴ礁
に生息する種の複雑な生息地を作り出す、成長の
速い種が減って、高温に対してより耐性があるが
他の種のニッチとなる空間の少ない、成長の遅い
サンゴに代わってきている。多くのサンゴ礁シス
テムの藻類被覆が著しく増加していて、特に西イ
ンド洋でそれが顕著である。10 

現在、2つのサンゴ礁地域が、生態系崩壊のリス
クを測定するIUCNの生態系レッドリストに含まれ
ている。カリブ海のサンゴ礁は絶滅危惧に分類され、
西インド洋のサンゴ礁は脆弱と見なされている。11

海洋保護区やその他の地域ベースの手段による
サンゴ礁の保全は、保護の有効性に影響を与える

複雑な要因の数々と、これまでの大部分の保護体
制が気候の脅威に対処するように設計されていな
いため、さまざまな結果を示している。 

気候変動は、以前は氷で覆われていた土地の出現、
積雪の変化、永久凍土の融解を通じて、高山や極
地の陸生及び淡水種や生態系に影響を与えてきた。
これらの変化は、種の季節的活動に変化を引き起
こし、生態学的、文化的、経済的に重要な動植物
種の豊富さと分布を変えた。気候変動により、標
高の低い場所に生息する種が標高の高い場所に移
動したため、高山などの一部の生息地では種の数
が局所的に増加している。しかし、寒さや雪に適
応した種は数が減少しており、特に山頂付近で絶
滅のリスクが高まっている。その他の気候に関連
する生物多様性への悪影響には、極地の海氷の変
化によって氷とともに生きる海洋哺乳類や海鳥の
生息地の縮小、野火の増加、永久凍土の急速な融
解などがある。気候変動に関連する種の相互作用
の変化の連鎖的な影響は、生態系の構造と機能に

図10.1　時間の経過に伴うサンゴの白化の割合と確率

白
化
率（
％
）

白
化
の
確
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）

各棒の黒い横線は平均白化率で、棒の上下の両端は四分位範囲（25％と75％）に対応する。傾斜線は、右軸に示す
白化の確率である。12 
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カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 

影響して、ひいては食料安全保障を始めとした人
間の福利の要素を脅かす。13

NBSAPの半分以上（56％）には、愛知目標10
に関連するターゲットが含まれている。締約国の
うち、3分の1未満が国別目標に到達（26％）また
は超過（3％）に向かっている。半分以上（56％）
は、目標に向かって進捗したが、目標を達成でき
る速度ではない。いくつかの締約国（13％）は、
目標に向かって進展がなく、少数（2％）が目標
に到達することから遠ざかっていると報告してい

る。ただし、愛知目標の範囲と野心のレベルに近
い（26％）か、超えている（1％）国別目標は約4
分の1しかない。この愛知目標は、同等の目標を含
むNBSAPの数が最も少ないものの1つである。設
定されている国別目標は、ほとんどの場合、一般
的であり、気候変動に対して脆弱なサンゴ礁また
は他の特定の生態系に明示的に言及しているもの
はほとんどない。進捗状況を報告した締約国のうち、
愛知目標10と同様の範囲と野心を持つ国別目標を
掲げており、達成に向けて順調に進んでいるのは5
％のみである（棒グラフ参照）。 

Hiroko Yoshii / Unsplash
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2020年までに、少なくとも陸域及び内陸水域の17％、また沿岸域及び海域の10％、特
に、生物多様性と生態系サービスに特別に重要な地域が、効果的、衡平に管理され、か
つ生態学的に代表的な良く連結された保護地域システムやその他の効果的な地域をベー
スとする手段を通じて保全され、また、より広域の陸上景観や海洋景観に統合される。

目標達成のまとめ
保護地域として指定された地球の陸域及び海域の割合は2020年までの目標を達成する可能性が高いほか、
その他の効果的な地域をベースとする保全手段（OECM）や今後の各国によるコミットメントを考慮す
ると目標値を超える可能性がある。しかし、保護地域が生物多様性にとって最も重要な地域を保護すること、
生態学的に代表性があること、相互にまたはより広域の景観とつながること、衡平かつ効果的に管理さ
れていること、の確保についての進捗はもっと緩慢である。本目標は部分的に達成（信頼性：高）1

この目標を達成するために一般的に報告されて
いる国内の行動には、保護地域の創設または拡大、
緩衝地帯の設定、私有保護地域の公的な保護区へ
の転換、コミュニティベースの保護地域への支援
の提供、先住民及び地域社会による保護地域の正
式な承認が含まれる（Box 11.1）。この目標達成に
あたって報告された課題には、複雑な土地所有シ
ステム、土地所有権の不確実さ、保護地域に生態
学的な代表性を求めたり、生物多様性にとって重
要な地域をカバーすることよりもむしろ、遠隔地
に保護地域を設置しようとするバイアス、海域よ
りも陸域に重点を置くこと、保護地域管理におけ
る生態系アプローチへの限られた認識、管理効率
の限界、管理効率評価システムの欠如、国家機関
間の調整の限界、保護地域の管理計画と開発計画
の欠如、モニタリングとモニタリングシステムの
不足、及び財源と人的資源の欠如が含まれる。

世界の保護地域ネットワークは拡大を続けてお
り、2020年までに陸域及び海洋環境をカバーする
数値目標を超える可能性がある。2020年8月まで
に、世界自然保護区データベースは、世界の陸域
及び淡水環境の約15％が保護地域によってカバー

され、海域の約7.5％がカバーされていることを示
した（国家管轄権内の海域の17.2％、及び国家管
轄権外の海域の1.2％を含む）。2 新規または拡張さ
れた保護地域に対して国が行った具体的なコミッ
トメントは、陸上で410万平方キロメートル以上、
海上で1,250万平方キロメートル以上にのぼる。こ
れらのコミットメントが履行された場合、2020年
末までに、世界の海の10％、陸と内陸水域の17％
以上がカバーされることになる（図11.1）。3

世界の保護地域ネットワークの最近の増加は、
海洋環境の一部で非常に大きく、海洋保護区の総
範囲は、2020年には2000年のほぼ10倍になる。
この増加はとりわけ、非常に大きな海洋保護区
が太平洋に設立されたことによるもので、例えば
2017年に設置されたクック諸島のマラエ・モアナ
海洋公園（197万平方キロメートル）や、2016年
に拡張されたハワイ諸島のパパハナウモクアケア
海洋国定公園（150万平方キロメートル）がある。4

「その他の効果的な地域をベースとする保全手段」
を扱うこの目標の構成要素は、正式には保護地域
として定義されていないが、生物多様性保全のた

目標 11

保護地域
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1 6

2 5
3 4

目標の要素
1.	陸域及び内陸水域の17%が保全される
2.	沿岸域及び海域の10%が保全される
3.	特に重要な地域が保全される
4.	保護地域が効果的、衡平に管理される
5.	保護地域が生態学的に代表的である
6.	保護地域が十分に連結され、統合される

めの前向きで持続的な結果を達成する方法で統
治または管理されている地理的地域に関連してい 
る。5 そのような区域が完全に考慮されると、カバ
ーされる陸と海の領域の割合に関連するターゲッ
トの要素は明らかに大きくなる。6

 保護地域をより生態学的に代表的なものにし、
生物多様性にとって重要な地域を網羅することに
向けて、中程度の進歩が見られた。世界823か所
の陸域エコリージョンの42.4％は、その面積の少
なくとも17％が保護地域でカバーされており、さ
らに15.3％は少なくとも10％カバーされ、また
232か所の海洋エコリージョンの46.1％は、その
面積の少なくとも10％がカバーされ、さらに9.1％
は少なくとも5％カバーされている。7 全体として、
世界の森林面積の18％は、法的に確立された保護
地域に含まれている。しかし、これらの地域はま
だ森林生態系の多様性を完全に代表しているわけ
ではない。熱帯雨林、亜熱帯乾燥林、温帯海洋性
森林の30％以上が保護地域内にあるが、亜熱帯湿
潤林、温帯草原、北方針葉樹林は10％未満しかカ
バーされていない。8 保護地域による種の分布のカ
バー範囲も限定的なままであり、今日までに分布
が保護地域によって適切にカバーされていると評価
されたのは25,380種の半分未満（43％）である。9

15,000か所を超える生物多様性重要地域（KBA、
「生物多様性の世界的な持続に大きく貢献している
場所」）について、保護地域がカバーする世界の平
均面積割合は、2000年の29％から2019年には
43％に増加した。淡水、海洋、陸域、山岳の生態
系の保護地域による生物多様性重要地域の範囲は、
同様の傾向を示している（図11.2）。したがって、
生物多様性にとって最も重要な場所のかなりの割
合が、公的には保護下にない状況のままである。10

両生類、鳥類、陸生哺乳類の約27％のみが、全
体的な分布を保護地域によって適切に表されてい
ると推定される。さらに、種が気候変動やその他
の環境変化に適応する必要性を考慮すると、現在
の保護地域は、これらの生物群の気候ニッチを約
10％しかカバーできない。11

管理の有効性について保護地域の半分以上を
評価した国は9.4％にすぎない。12 保護地域管理
効果グローバルデータベース（GD-PAME）は、
21,000か所を超える保護地域の評価をまとめ
たものである。これはすべての保護地域の12分
の1未満だが、世界の陸域の約5％（保護された
陸域全体の3分の1）、及び沿岸及び海域の約1％

（保護海域全体の7分の1）をカバーしている。13  
2019年、すべての陸域保護地域がカバーする地域
の23％に相当する2,000か所以上の保護地域から
の管理レポートを分析した結果では、人員と予算
の両方の観点から十分なリソースを持っているの
は4分の1未満であることが判明した。14

発表された研究171本による165か所の保護地域
のメタ分析では、地元の人々が保護地域の共同管
理に利害関係者として明示的に関与した場合、保
全と社会経済的結果の両方が改善されていた。15 し
かし、衡平に管理されている保護地域の割合を評
価するために利用できる包括的なグローバル指標
は存在しない。

保護地域間、ランドスケープやシースケープ間、
そして淡水盆地を通じて、自然のつながりを維持
または創出することは、生態的連結性と呼ばれ、
効果的な保全の重要な要素である。16 連結性につい
ての特定の目標や包括的な指標はまだないが、最
近の評価では、保護されている陸域の半分強（全
土地面積の7.7％）が2018年に適切に連結され、 

進捗状況
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関連するSDGsターゲット

2010年に「保護され、連結され」ていた地域の
6.5％から増加したことが示された。これは、全体
としての陸域保護地域カバーの増加よりも比較的
大きな増加であり、保護地域システムの設計が改
善されたことを示している。ただし、世界中で適
切な連結性を実現するには、さらにかなりの行動
が必要とされる。17 より広いランドスケープにおけ
る一次植生の寄与も含めて、保護地域の連結性を
測定するもう1つの指標は、2005年から2019年の
間にごくわずかな改善しか示していない。18

圧倒的多数のNBSAP（90％）は、愛知目標11
に関連するターゲットが含まれている。 国別目標
に向けた進捗状況を評価した締約国のうち、半数
以上が達成に向かい（43％）または超過（9％）

に向けて順調に進んでいると報告している。残り
の大部分（41％）は、目標に向かって進捗したが、
目標を達成できる速度ではない。少数の締約国（6
％）は、目標に向かって進展がないか、目標に到
達することから遠ざかっている（1％）と報告して
いる。しかし、大部分の国別目標（85％）は、目
標11の範囲と野心を下回っている。国別目標の最
大の重点は、陸域保護区の土地拡張にあり、海洋
保護区の創設には若干考慮が少ない。代表性、管
理の有効性、重要な地域の保護、連結性などの要
素を扱う国別目標はさらに少ない。進捗状況を報
告した締約国のうち、愛知目標11と同様の範囲と
野心を持つ国別目標を掲げており、達成に向けて
順調に進んでいるのは12％のみである（棒グラフ
参照）。

図11.1　世界の保護地域の範囲と将来のコミットメント。19 点線は、コミットメントが満たされた場合の各カテゴリ
の保護地域のカバー範囲のレベルを示している。
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図11.2　全体、及び陸域、海洋、沿岸、淡水、山岳の各生態系について、保護地域によってカバーされている生物
多様性重要地域の平均的な割合20

カ
バ
ー
さ
れ
て
い
る

KB
Aの
平
均
％

淡水
海洋および沿岸

陸域
山岳

全体

縦軸が一部省略されていることに注意。

ターゲット11.4　
世界の文化遺産
及び自然遺産の保
護・保全の努力を
強化する。

ターゲット14.5　2020年ま
でに、国内法及び国際法に則
り、最大限入手可能な科学情
報に基づいて、少なくとも沿
岸域及び海域の10パーセン
トを保全する。

ターゲット15.1　2020年までに、国際
協定の下での義務に則って、森林、湿地、
山地及び乾燥地をはじめとする陸域生態
系と内陸淡水生態系及びそれらのサービ
スの保全、回復及び持続可能な利用を
確保する。
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カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 

Box 11.1　各国の経験と進捗の例

 • ベリーズ：2015年に採択された国家保護地域システム法は、すべての保護地域の管理に統一さ
れた法規制を作成している。全国保護地域諮問委員会が、保護地域の効果的な管理を保証する。
この法律はまた、定められた期間、ランドスケープ・シースケープを保護地域と宣言することを
可能にする。その間に人為的圧力がない状態で自然の生態系が再生し、生態的連結性を維持する
ための生物学的回廊を確立することが可能になる。民間保護区の宣言に関する規定もある。21

 • カナダ：多くの海洋保護区及びその他の効果的な地域をベースとする保全手段が確立されている。
これには、イヌヴィアルイトと協力して、2016年にノースウェスト準州に設立されたアングニ
アクヴィア・ニキゲウム海洋保護区、2017年にノバスコシア沖に設立されたウェスタン・エメ
ラルド・バンクス保護区が含まれる。また、やはり2017年には、キキクタニ・イヌイット協会
との協力でヌナブト準州のランカスター海峡にあるタルルティアップ・イマンガ国立海洋保護区
の暫定的な保護が発表された。さらに、ブリティッシュ・コロンビア州沖にスコットアイランズ
国立海洋野生生物地域が2018年に発表された。合計すると、これらのエリアは13万平方キロメ
ートル以上をカバーする。22

 • 中国：2011年以降、生態保護レッドライン・イニシアチブは、重要な生態学的領域地域とシス
テムを特定して保護している。これらの地域は、生物多様性、不可欠な生態系サービス（受粉
や土壌保全など）の重要性、自然災害に対する回復力に基づいて特定されている。特定される
と、厳格な境界線を引いて、これらの地域を工業化や都市化から保護する。長江デルタ周辺の
28,000平方キロメートル以上の土地が保護のために確保されており、環渤海経済縁地域のレッ
ドラインで区切られた地域は海域の約37％、海岸線と内陸の31％を占めている。レッドライン・
イニシアチブはすでに15の省で展開されており、さらに多くの計画が追加される予定である。23

 • コスタリカ：カボブランコ海洋管理区域が、ウミガメの産卵地、サンゴ礁、数種の商業的に重要
な魚類の繁殖地、クジラとイルカの集合場所を保護するために2017年に設立された。8万ヘク
タール以上の管理区域が、地域社会や生産セクター及び観光セクターとの6年間の協議の末に設
立された。この管理区域は、汚染、乱獲、漁業やトロール網による海洋及び沿岸の生態系への圧
力を軽減する助けとなる。24

 • セネガル：セネガルのカザマンス地方にあるマンガギュラクの農村コミュニティは、ほぼジョラ
族のみが居住している比較的遠隔地である。沿岸環境の悪化に対応して、コミュニティの漁民は
協会の設立を決定し、先住民及びコミュニティ保護地域（ICCA）コンソーシアムと地球環境フ
ァシリティ少額助成プログラムの支援を受けてICCAを設立した。確立されたICCAは、約1万ヘ
クタールの土地と水域をカバーしている。25
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2020年までに、既知の絶滅危惧種の絶滅が防止され、また、それらのうち、特に最も減
少している種に対する保全状況の改善が達成、維持される。

目標達成のまとめ
平均すると、種は絶滅に近づき続けている。しかし、過去10年間にわたる保全の行動が無ければ、鳥
類及び哺乳類の絶滅数は少なくとも2倍から4倍になっていた。生物多様性の損失要因が劇的に低減さ
れなければ、十分に評価された分類群については約4分の1近く（23.7%）の種が、全体では100万と
推定される種が絶滅の危機にさらされる。脊椎動物の個体数は、平均して1970年以来3分の2以上、
2010年以降は3分の1近く減少している。本目標は未達成（信頼性：高）1

ほとんどの締約国は、絶滅危惧種の状況を記録
及びモニタリングするための措置を講じており、
モニタリングシステムをさらに拡大する努力を行
っていると報告している。一部の締約国はまた、
典型的にはキーストーン種または文化的に重要な
種に関して、その種固有の回復プログラムの策定
と実施を通じてこの目標を達成するための行動を
取っていると述べている。他の締約国は、生態系
の回復、コミュニティベースの保全、繁殖プログ
ラムに関連する取組に言及している（Box 12.1）。
絶滅のおそれのある野生動植物の種の国際取引に
関する条約（CITES）への関与について言及してい
る締約国もある。この目標の達成に当たって締約
国が指摘した課題の中には、資金の不足、限られ
た資源と能力、水生動植物種への注意の不足がある。

定量化は困難だが、保全活動は多くの種の絶滅
のリスクを減らすことに成功し、1993年（CBD
の発効）以来、鳥類と哺乳類の28種から48種の絶
滅を防いだと推定されている。そのうち11種から
25種は2010年以降である。1993年以降、15種の
鳥類と哺乳類が絶滅を確定、または絶滅が強く疑
われていることを考えると、保全活動がなければ、
過去30年間で絶滅率は2.9倍から4.2倍高かったと
思われる。1993年から2009年までの種の絶滅率

がこの10年間続いていた場合、2010年以降の絶
滅の数は、保護がなければ2.3倍から4倍になった
と思われる。2 さらに、最近の調査によると、世界
的な保護活動により、鳥類が絶滅危惧のカテゴリ
ーから絶滅に至る率（即ち、実効絶滅率）が少な
くとも40％減少した。ただし、これは主に、リス
クの低い種がリスクの高いカテゴリーに移動する
のを防ぐよりはむしろ、深刻な危機の種が絶滅に
至るのを防ぐことで達成されている。これは、種
が最も危険なレベルに達する前に種への脅威を減
らすための保全努力が拡大されない限り、将来的
に絶滅の波を引き起こす「絶滅の負債」の蓄積を
示唆している。3

この10年間に記録された絶滅の例には、オース
トラリアのブランブルケイメロミス（Melomys 
rubicola）（2016年に絶滅宣言）、カメルーンの西
アフリカクロサイ（Diceros bicornis longipes）

（2011年に絶滅宣言）、ガラパゴス諸島のピンタ
ゾウガメ（Chelonoidis abingdonii）（2012年）、
ブラジルのアラゴアスマユカマドドリ（Philydor 
novaesi）（2011年）がある。4 絶滅自体を検出す
ることは非常に困難だが、レッドリスト指数は、
全体として、種が絶滅に向かって急速に向かい続
けており、ソテツ、両生類、特にサンゴが最も急

絶滅リスクの減少
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目標の要素
1. 絶滅が防止される
2. 絶滅危惧種の保全状況が改善される

速に減少していることを示している。地球全体で、
2000年から2020年の間に、レッドリスト指数は
ほぼ9％減少した。すべての地域で減少が見られ、
その範囲は北米とヨーロッパの3.3％から中央アジ
アと南アジアの10.5％まであった（図12.1）。5

絶滅の危機に瀕している種の割合は、包括的に
評価された分類群全体で平均23.7％であり、硬骨
魚の選択された科の7.5％から、鳥類の14％、哺乳
類の26％、サメとエイの30％、造礁サンゴの33
％、針葉樹の34％、双子葉植物の選択された科（モ
クレン科とサボテン科）の36％、両生類の41％、
ソテツ類の63％までの範囲である。（図12.2）。6 全
部合わせると、IUCNレッドリストで評価された
120,372種のうち、合計32,441種（27％）が絶
滅の危機に瀕しているとして記載されている。し
かし、評価されているのは記載されている種の約5

％のみである。

  生きている地球指数（LPI）は、4,300種を超え
る脊椎動物の約21,000の調査対象集団の種の個体
数を追跡した傾向の変化を示す感受性指標である。
全体として、この指数は1970年から2016年の間
に平均68％の低下を示した。95％の信頼度で減少
が62％から73％の間だったことになる。7 これは、
平均して（幾何平均を使用）、世界中の脊椎動物の
個体数が1970年の約3分の1弱であることを意味
する。淡水種については、この指数が1970年のレ
ベルの5分の1未満である。地域レベルでは、1970
年のレベルと比較してLPIが最も低下したのはラテ
ンアメリカとカリブ海地域（1970年以降94％）で、
爬虫類、両生類、魚類で大きく低下した傾向に牽
引されている。8 その他の地域における1970年以降
の減少は次の通り。北米33％、ヨーロッパと中央

1 2

図12.1　世界全体及び地域レベルでのレッドリスト指数の傾向

世界全体 北米及びヨーロッパ 西アジア及び北アフリカ オセアニア

ラテンアメリカ及びカリブ海 サハラ以南のアフリカ 東アジア及び東南アジア 中央アジア及び南アジア

種
の
生
存
の
レ
ッ
ド
リ
ス
ト
指
数

レッドリスト指数の値が1とは、ある集団内のすべての種が低懸念に該当する（即ち、近い将来絶滅するとは予想さ
れていない）。指数値0は、すべての種が絶滅したことを意味する。2020年は予想値である。地域指数は、対象地域
内の範囲の割合によってそれぞれの種に重みを付け、したがって、世界的な保全への潜在的な貢献度と比較して、地
域内で種が保全されている程度を示す。10

進捗状況
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関連するSDGsターゲット
ターゲット15.5　自然生息地の劣化を抑制
し、生物多様性の損失を阻止し、2020年ま
でに絶滅危惧種を保護し、また絶滅防止す
るための緊急かつ意味のある対策を講じる。

ターゲット15.7　保護の対象となっている
動植物種の密猟及び違法取引を撲滅するた
めの緊急対策を講じるとともに、違法な野
生生物製品の需要と供給の両面に対処する。

図12.2　さまざまな分類学的グループにわたるIUCNレッドリストのさまざまな絶滅危惧カテゴリの種の割合

ソテツ

両生類
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双子葉植物

選択された爬虫類

針葉樹

造礁サンゴ

サメ、エイ、
ギンザメ

選択された甲殻類

哺乳類

鳥類

選択された硬骨魚

選択された腹足類

頭足類

野生絶滅 深刻な危機 危機 危急 データ不足 準絶滅危惧 低懸念

評価された現存種の総数

現存種の割合

赤線は、絶滅危惧種の合計割合を示す（データが欠如している種は、適切なデータがある種と同程度に絶滅の危機に
瀕していると仮定）。11

図12.3　生きている地球指数（LPI）は、すべての生態系（世界全体）と、海洋、陸域、及び淡水の各生態系につい
て2000年から2016年の個別の傾向を示している。

世界全体 陸域 淡水 海洋

指
数
値（
20
00
 =
 1
）

この指数は2000年のレベルを基準にして計算されている。12
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アジア24％、アフリカ65％、アジア太平洋45％。9

2000年以降の最近の傾向を見ると、生きている
地球指数は全体の3分の1弱（32％）低下しており、
淡水種の個体数が最も減少し続けていて（44％）、
陸生種の個体数（39％）と、海洋種の個体数（8
％）がそれに続く。最近の傾向は、1970年以降に
観察されたものと同様の全体的な減少を示しており、
最近の陸域の減少率は長期平均よりも速く、最近

の海洋の減少はやや遅いが、不確実性が高い（図
12.3）。

保護された種の密猟と不正取引を終わらせる行
動を（SDG 15.7で求められているように）起こす
ために、この10年間に多大な努力が払われてきた。
象とサイの密猟は、双方とも2011年以降一貫して
減少していて、象牙と犀角の価格も低下している。
しかし、押収されたセンザンコウの鱗の量はわず

Box 12.1　各国の経験と進捗の例

•• 日本：絶滅危惧種のトキは元々の生息域のほとんどから姿を消していた。種の保全を支援する
ために、佐渡島では飼育下繁殖個体が放鳥され、生息地の改善が促進されている。その結果、
2018年3月までに野生の生息数は286羽に増加し、ヒナが野生で生まれている。13

•• マラウイ：ムランジェ杉は、木材に芳香があり、シロアリや真菌性疾患への耐性を有することか
ら非常に珍重される種である。多くの農村コミュニティの生計にとって重要だが、深刻な絶滅の
危機に瀕している。ムランジェ杉生態系回復プロジェクトは、数千ヘクタールの土地にこの種を
植え直すコミュニティベースのイニシアチブである。このプロジェクトはまた、適切な保全と回
復の行動を調整し、杉の個体数を維持し、その持続可能な使用を確保するためのコンセンサスベ
ースの管理計画を策定する。プロジェクトの一環として、ムランジェ山保全トラストは、杉の回
復に関する知識を提供し、栽培方法を改善してきた。14

•• パキスタン：ユキヒョウ及び生態系保全プログラムは、ヒマラヤの生態系の管理と状態を改善す
ることにより、ユキヒョウの保全状況改善を目的としている。このプロジェクトは、とりわけ、
生物多様性重要地域の保全を確保し、緩衝地帯と回廊を形成し、資源の持続可能な利用を支援し、
地域社会の生計を改善するランドスケープアプローチを採用している。このプロジェクトはまた、
高山草原と森林の持続可能な管理を促進する。このプロジェクトの恩恵を受ける可能性が高い種
には、他にヒマラヤのオオヤマネコ、ヒグマ、インドオオカミがある。15

•• パラグアイ：ジャガーは生息地の喪失と人間と野生生物の軋轢による圧力にさらされている。ジ
ャガー保護戦略は、モニタリングを通じてジャガー個体群の行動、生態、生息地のパターンをよ
りよく理解し、人間と野生生物の軋轢の発生を減らすことを目的としている。モニタリングを改
善するためにカメラトラップが設置され、モバイルLEDライトや電気柵の設置、牛の首に鈴を吊
り下げるなど、多くの低コストの緩和技術が特定され、衝突を減らすのに効果的であることが判
明した。16
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か5年間で10倍に増加し、またオナガサイチョウの
「赤い象牙」と呼ばれるカスクの取引が近年増加し
ている。統制の強化を受けて、ヨーロッパのガラス
ウナギの密売など、さらに新しい市場が出現した。17

NBSAPの大部分（86％）には、愛知目標12に
関連するターゲットが含まれている。しかし、愛
知目標の範囲と野心のレベルに近い国別目標は約
5分の1（21％）しかない。国別目標に向けた進捗
状況を評価した締約国のうち、3分の1以上が達成

に向かい（36％）または超過（2％）に向けて順
調に進んでいると報告している。残りの半分（52％）
は、目標に向かって進捗したが、目標を達成でき
る速度ではない。少数の締約国（10％）は、目標
に向かって進展がないか、目標に到達することか
ら遠ざかっている（1％）と報告している。進捗状
況を報告した締約国のうち、愛知目標12と同様の
範囲と野心を持つ国別目標を掲げており、かつ達
成に向けて順調に進んでいるのは7％のみである（棒
グラフ参照）。

Wan Punkaunkhao / Shutterstock
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2020年までに、社会経済的、文化的に貴重な種を含む作物 、家畜及びその野生近縁種
の遺伝子の多様性が維持され、また、その遺伝資源の浸食を最小化し、遺伝子の多様性
を保護するための戦略が策定され、実施される。

目標達成のまとめ
作物、家畜、及び野生近縁種の遺伝子の多様性の浸食が継続している。重要な食用作物の野生近縁種
については、その保全を担保する手助けとなり、将来の食料安全保障にとって重要となる生息域外の
シードバンクには十分収蔵されていない。危機にあるか絶滅した家畜品種の割合は増加しているが、こ
れまでよりも増加の速度は低下しており、伝統的な品種の減少防止において幾分の進捗があったこと
を示している。家畜化された鳥類及び哺乳類の野生近縁種は絶滅に近づいている。本目標は未達成（信
頼性：中）1

この目標に関連する第6回国別報告書で一般的
に報告されている行動は、ジーンバンク、植物園、
遺伝資源調査区、繁殖施設、研究大学の創設とさ
らなる開発である。一部の締約国はまた、繁殖施設、
国家遺産認定による保護、及び地域の品種を維持
するよう農業者に奨励することを通じて動物の品
種を保護するための行動を報告している。締約国
はまた、医薬品に使用されるものを含む貴重な作
物種を保護し、放置された作物を再導入し、商業化、
開発、及び食料安全保障に関連する問題について
農業者に訓練を提供する行動を起こしていると述
べている（Box 13.1）。この目標を達成するために
注目されている課題には、植物と作物の種が保全
プログラムの焦点であるという先入観と、保全の
取組を実行するための財政的及び人的資源の不足
がある。

経済的、社会的、文化的理由により有用な野
生植物は、世界中で保全状態が悪い状態にある。
7,000近くの有用な野生植物種の保全状況を評価
するために最近開発された指標は、保護地域（生
息域内）またはシードバンクや植物園（生息域外）
のいずれかで十分に保全されているのは3％未満で
あることを示した。これらの植物は、他の目的に

加えて、（野生近縁種からの）植物育種、医薬品、
材料、食品、日陰や砂防などの環境サービスに使
用される。野生の生息域全体での保全の欠如は、
人間社会が依存している植物の遺伝資源の侵食を
示唆している（図13.1）。2

飼育されている家畜の品種では、危惧または絶
滅に分類される割合が増加しており、家畜の多様
性の低下を示しているが、その増加率は鈍化して
いて、各国が家畜の保護にある程度の進展を遂げ
ている可能性が示唆されている（図13.2）。7,155
のローカル品種（即ち、1か国のみに発生する品種）
のうち、1,940が絶滅の危機に瀕していると考えら
れている。しかし、そのうち4,668件については、
データの不足や最新データ欠如のため、リスクの
状況は不明のままである。地域によって結果は異
なる。ヨーロッパでは、リスク状況がわかってい
る品種の中で84％がリスクがあると見なされるが、
この割合は南米で44％、南アフリカで71％であ
る。入手できる情報が不足しているため、他の地
域の結果は状況を表してはいないと見なされてい
る。より広く使用されている多数の品種（越境品種）
もリスクにさらされているが、その数は安定して
おり、リスクにさらされている相対的な割合はロ

目標 13

遺伝的多様性の保護
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2 4

1 5

3

目標の要素
1. 栽培植物の遺伝子多様性が維持される
2. 家畜の遺伝子多様性が維持される
3. 野生近縁種の遺伝子の多様性が維持される 
4. 貴重な種の遺伝子の多様性が維持される  
5. 遺伝資源の浸食を最小化する戦略が実施される

図13.1　野生植物の保全状況

生息域外で保全されている植物

低優先度、十分に保全されている 中優先度 高優先度

生息域内で保全されている植物

動物性食品

蜜源植物

環境に資する植物

食品添加物

燃料

遺伝資源

人間の食料

材料

薬品

農薬

社会的に意味のある植物

11の使用カテゴリ別に、生息域内及び生息域外の両方で、さらなる保全作業の優先度が低、中、高の有用な野生植物
種の割合。3

図13.2　リスクカテゴリー別ローカル品種の状況の傾向

品
種
の
数

絶滅 リスク リスクなし 不明

図に示されているように、評価された品種の総数は時間の経過とともに増加している。4

進捗状況
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関連するSDGsターゲット

ーカル品種の場合よりもはるかに低くなっている。5

家畜化され、飼育される鳥類や哺乳類の野生近
縁種の絶滅リスクが高まっている。食料源である
30種の家畜化された哺乳類と鳥類に関連する55種
の野生哺乳類と449種の野鳥種類をカバーするレ
ッドリスト指数は、1988年から2016年にかけて
2％の減少を示し、これらの種が平均して絶滅に近
づいていることを示唆している。現在、野生近縁
種のうち15種（哺乳類7種、鳥類8種）が深刻な危
機になっており、衰退を逆転させるための行動が
取られない限り、飼育動物の野生近縁種の状態が
急速に悪化する可能性があることを示唆している。6

野生種の遺伝的多様性の傾向一般に関する研究
はほとんどない。7 しかし、最近のある研究では、
世界中の動物の遺伝的多様性に対する人間の一貫
した影響、及び1980年から2016年までの一貫し
た時間的傾向の証拠は見つからなかった。8

NBSAPの約4分の3（74％）には、愛知目標13

に関連するターゲットが含まれている。国別目標
に向けた進捗状況を評価した締約国のうち、3分の
1以上が達成に向かい（30％）または超過（5％）
に向けて順調に進んでいると報告している。残り
の半分（49％）は、目標に向かって進捗したが、
目標を達成できる速度ではない。締約国の5分の1
未満（17％）は、目標に向かって進展がないと報
告している。さらに、愛知目標の範囲と野心のレ
ベルに近い（18％）か、超えている（1％）国別目
標は5分の1以下である。国別目標の大部分は、一
般的に遺伝的多様性の保全に言及している。目標
の具体的な要素に言及しているターゲットはほと
んどない。特に、野生近縁種や社会経済的、文化
的に価値のある種の遺伝的多様性を保全する問題、
及び遺伝的侵食を最小限に抑える戦略の策定は、
一般に締約国が設定した目標には反映されていな
い。進捗状況を報告した締約国のうち、愛知目標
13と同様の範囲と野心を持つ国別目標を掲げており、
達成に向けて順調に進んでいるのは8％のみである

（棒グラフ参照）。

ターゲット2.5　2020年までに、・・・種子、栽培植物、
飼育・家畜化された動物及びこれらの近縁野生種の遺伝
的多様性を維持し、・・・遺伝資源及びこれに関連する伝
統的な知識へのアクセス及びその利用から生じる利益の
公正かつ衡平な配分を促進する。

Marcos Castillo / Shutterstock
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Box 13.1　各国の進捗の例

 • オーストラリア：オーストラリア・シードバンク・パートナーシップは、カカドゥ国立公園で種
子保護技術に関するトレーニングを提供した。オーストラリア穀物ジーンバンク、オーストラリ
ア国立植物園、ジョージ・ブラウン・ダーウィン植物園の専門家がカカドゥ国立公園レンジャー
に加わり、カカドゥの伝統的な所有者やパプアニューギニアとインドネシアの科学者にトレーニ
ングを提供した。プロジェクトチームは、ソルガム、キマメ、ササゲなどの野生近縁種から種子
を収集し、植物の識別と種子の収集、及び種子の洗浄、乾燥、保管に関するトレーニングを実地
で提供した。カカドゥ国立公園は、オーストラリア政府と伝統的所有者によって共同で管理され
ている。9

 • ボスニア・ヘルツェゴビナ：いくつかの在来種、血統、変種を認めた家畜の繁殖に関する法律の
採択など、牛の品種の遺伝的多様性を保護するさまざまな措置が講じられている。さらに、ボス
ニアン・マウンテン・ホースやリピッツァナーなどを生産するホース・ブリーダーは、奨励措置
を受ける権利がある。10

 • グアテマラ：植物育種に関する参加型中米共同プログラム（Programa colaborativo de 
Fitomejoramiento Participativo en Mesoamérica）とブエナミルパ・プロジェクトは、農家
が使用するさまざまな地元のトウモロコシ品種を評価、収集、文書化するための重要なツールで
あるトウモロコシ記述用語を開発した。さらに、このプログラムを通じて、トウモロコシ、豆、
ジャガイモ、ウリ科に400の系統（accession）が作られ、1,500人以上の農民が植物育種の訓
練を受けた。11

 • スウェーデン：栄養繁殖性植物のための国立ジーンバンクが2016年に設立された。種子は、北
欧遺伝資源センターに参加している北欧諸国と協力して保存される。自国の国立ジーンバンクと
北欧諸国の両方のジーンバンクからの植物が、グリーン文化遺産のラベルの下で市場に再導入さ
れた。12

 • 英国：遺伝的多様性は、気候変動や新しい病害虫など、新しい環境条件に適応する可能性を樹木
に提供する。2013年、キュー王立植物園は、英国の森林遺伝資源の遺伝的多様性を保護するた
めに、英国国立樹木種子プロジェクトを立ち上げた。このプロジェクトは最初の5年間で、在来
種の高木や低木60種の7,623近くの母系個体から1,000万個以上の種子を保存した。これは、英
国原生の高木と低木の約4分の3に相当する。このプロジェクトを通じて、英国全土の674本のト
ネリコの木から採取した種子で構成される60個のトネリコのコレクションが作成された。1本1
本の木は地理的に参照され、個々の木からの種子はミレニアム・シードバンクに別々に保管される。
その結果は、この種の英国における遺伝的多様性の90％以上がこのプロジェクトによって保存
されたことを示唆している。13
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2020年までに、生態系が水に関連するものを含む不可欠なサービスを提供し、人の健康、
生活、福利に貢献する生態系が、回復及び保護され、その際には女性、先住民、地域社会、
貧困層及び弱者のニーズが考慮される。

目標達成のまとめ
社会が依存する不可欠なサービスをもたらす生態系の能力が低下し続けている結果、多くの生態系サー
ビス（自然の寄与（NCP））が衰えている。一般に、貧しく脆弱なコミュニティや女性はNCPの衰えに
よる影響を不釣り合いに大きく受ける。平均的には、花粉媒介に役割のある哺乳類及び鳥類の種や、食
料及び医薬品のために利用される種は絶滅に近づいている。本目標は未達成（信頼性：中）1

この目標に関連して、多くの締約国は、国別報告
書で、生物多様性政策の策定にジェンダーの視点
を取り入れ（愛知目標17参照）、生態系サービスの
重要性に対する意識を高める（愛知目標1参照）と
述べている。いくつかの国別報告書は、経済評価
に関連する問題（愛知目標2参照）や能力開発ワー
クショップの開催など、研究プロジェクトへの支援
にも言及している。この目標達成に当たって報告さ
れた課題は、研究、プログラム、及びグリーン・
インフラ・プロジェクトへの資金不足だった（Box 
14.1）。多くの締約国は、生態系管理において女性
のニーズをどのように考慮に入れることができるか
についての知識やデータの欠如に言及している。

生態系の劣化（愛知目標5参照）は、自然の寄与
を脅かし続けている。生物多様性と生態系サービス
に関するIPBES地球規模評価報告書で分析された18
個の自然の寄与のカテゴリーのうち、14個は過去
50年間で減少傾向を示している（図14.1）。増加傾
向を示している寄与カテゴリーは、食料、木材、繊
維、エネルギーの提供などの物質的利益に関連する
もののみである。環境プロセスの調節に関連するほ
とんどすべてのカテゴリーが衰退しており、人々へ
の寄与を維持する生態系の能力が損なわれているこ
とを示唆している。例えば、食料、飼料、繊維、バ
イオエネルギーの生産拡大は、大気と水質の調節、
気候の調節、受粉、病害虫の調節、生息地の提供を

犠牲にして起きている。さらに、食品、飼料、繊維、
バイオエネルギーの継続的な供給も、調節機能とい
う寄与の低下によって損なわれる可能性がある。貧
しい集団は、自然の寄与の減少の影響を被る可能性
が最も高く、食糧生産などの寄与の増加から利益を
得る可能性は最も低い。2

森林と在来植物の喪失は、収穫量、受粉、水の
供給、そして食料、薬、薪として使用される動植物
へのアクセスだけでなく、アイデンティティ、自律
性、伝統的なライフスタイルや知識などの人間の福
利の側面を低下させることにより、小規模農家の自
給自足システムに影響を与えている。森林減少と土
地の劣化は、淡水の質と量に悪影響を及ぼしてきた。
世界の人口の約半分は、2050年までに、特にアジ
アで、住んでいる地域が水不足に陥ると予想されて
いる。在来植生の喪失は、洪水関連の災害や土壌侵
食の増加にもつながっている。3

生態系サービスの提供と必要性の空間分析は、例
えば水質調節、沿岸リスクの低減、作物の受粉への
自然の寄与が世界中に均等に分散されていないこと
を示している。人間のニーズも場所によって異なる。
この2つが一致する場合、自然の寄与が最も高くな
る。しかし、一部の地域では、人々のニーズが十分
に満たされていない（図14.2）。4

目標 14

生態系サービス
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保護地域、及びその他の効果的な地域をベース
とする保全手段は、不可欠なサービスを提供する
生態系を保護するための重要なメカニズムであり、
したがって、目標14を達成する上で重要な役割を
果たす可能性がある。保護地域は、大陸から流出
する水量の世界全体の20％を供給し、下流に住む
世界人口のほぼ3分の2に新鮮な水を供給してい
る。5 地域社会が関与する保護地域の共同管理は、
国家のみの管理よりも地域に大きな利益を提供する
傾向がある。6

野生種による受粉は、作物や自然の生態系にとっ
て不可欠である。動物による受粉は、現在の世界の
農業生産量の5％から8％に直接関わっている。し
かし、野生の花粉媒介者は、北西ヨーロッパと北米
では局所的にも広域的にも分布と多様性（場合によ
っては個体数）が低下している。他の地域は適切な
データを持っていないが、局所的な衰退は他の場所

でも記録されている。7 IUCNレッドリストによると、
脊椎動物の花粉媒介者の16.5％が世界的な絶滅の
危機に瀕している一方で、脊椎動物の花粉媒介者の
レッドリスト指数は減少しており、絶滅のリスクが
高まっていることを示している。8 国別のレッドリス
ト評価が公表されている場合、そこにはしばしばハ
チの種の40％以上が絶滅の危機に瀕している可能
性があることが示されている。9

食料や医薬品に使用される野生種は、持続不可能
な使用と、持続不可能な農業、伐採、商業的開発及
び住宅開発による生息地の喪失など、他の圧力の組
み合わせにより、ますます絶滅の危機に瀕している。
世界の鳥類の約14％は、食物や医薬を目的として使
用されていると考えられており、それらの鳥類の23
％は絶滅の危機に瀕している（それに比べて全鳥種
では13％）。同様に、食品や医薬品に使用される哺
乳類の種（すべての既知の哺乳類の種の22％）は、

目標の要素
1. 不可欠なサービスを提供する生態系が回復、保護される
2. 女性、先住民、地域社会、貧困層及び弱者のニーズを考慮した

行動をとる

1 2

図14.1　18のカテゴリーの生態系サービスまたは自然の寄与を維持する生態系の能力における50年以上にわたる世
界的な傾向10 

方向性の傾向

自然の寄与 減少 変化なし 増加 地域ごとの傾向
  生息地の創出と維持  一定
  花粉媒介と種子の散布  一定
  大気質の調節  変化
  気候の調節  変化
  海洋酸性化の調節  変化
  淡水の量の調節  変化
  淡水の水質の調節  一定
  土壌の調節  変化
  災害と極端現象の調節  変化
  生物の調節    一定
  エネルギー   変化
  食料と飼料     変化
  物資と支援
薬用、生物化学、遺伝資源

身体的、心理的経験

  変化
     一定
  学習と発想（インスピレーション）  一定
   一定
  アイデンティティの拠り所  一定
  選択肢の維持  一定

過去50年の世界の傾向

進捗状況
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関連するSDGsターゲット

この用途に使用されていないものよりも平均して脅
威にさらされている。12

各国から食糧農業機関（FAO）に提供された情
報のレビューによると、69か国で2,822の異なる野
生種が4,323件の事例で野生食物として使用されて
いることが判明した。事例全体のうち、野生食物と
されている種で個体数が減少しているのは24％、安
定していたのは8％、増加しているのは7％だった。 
60％の事例では傾向が不明だった。各国によって特
定された野生の食物種に対する主な脅威は、乱獲（愛
知目標12参照）、生息地の改変または喪失（愛知目
標5を参照）、汚染（愛知目標8参照）及び土地利用
の変化である。13

世界的な情報は限定的だが、生態系サービスの低
下が女性と女児に与える不釣り合いな影響の例は数
多くある。例えば、女性は、薪、手工芸品の材料、水、
生薬に湿地を利用しているため、男性よりも湿地の
劣化の影響を強く受けている。14 逆に、生物多様性
管理においてジェンダーの側面を考慮することは、
生物多様性とジェンダー平等に前向きな結果をもた
らす可能性がある。女性の土地に対する権利を強化

する法律制定においては重要な進歩を遂げたにもか
かわらず、各国や地域の間には大きなギャップが残
っている。現在までに、164か国が、男性と同等の
条件で土地を所有、使用、決定し、担保として使用
する女性の権利を明確に認めている。しかし、法律
と実務の両方でこれらの権利を保証しているのは52
か国のみである。15

NBSAPの半分以上（66％）には、愛知目標14に
関連するターゲットが含まれている。国別目標に向
けた進捗状況を評価した締約国のうち、3分の1以下
が達成に向かい（27％）または超過（3％）に向け
て順調に進んでいると報告している。61％は目標に
向かって進捗したが、目標を達成できる速度ではなく、
進捗がない（7％）、または目標から遠ざかっている

（3％）と報告した国もある。しかし、愛知目標の範
囲と野心のレベルに近い国別目標は約4分の1（24％）
しかない。女性、先住民、地域社会、貧困層及び弱
者のニーズへの考慮を明確に言及しているものは比
較的少ない。進捗状況を報告した締約国のうち、愛
知目標14と同様の範囲と野心を持つ国別目標を掲げ
ており、達成に向けて順調に進んでいるのは7％の
みである（棒グラフ参照）。

ターゲット6.6　2020年までに、山地、森
林、湿地、河川、帯水層、湖沼などの水に
関連する生態系の保護・回復を行う。 

ターゲット15.4　2030年までに持続可能な
開発に不可欠な便益をもたらす山地生態系
の能力を強化するため、生物多様性を含む
山地生態系の保全を確実に行う。

図14.2　人間への自然の寄与（NCP）の1つである水質調整を、地球規模でマッピングしたもの

自然の寄与（NCP）の1つである水質調整を2つに分けて表示、1）自然の寄与（緑色）、窒素が植生によって保持され、
河川への流出が回避されている（Kg /年）、及び2）人間が潜在的に恩恵を受けている（ピンク色）、植生を示す各ピ
クセルの下流の人間の数。それぞれの値が低い場合は半透明で表示している。即ち、緑は自然が寄与している場所で、
ほとんどの人が恩恵を受けていないことを示し、ピンクは多くの人が恩恵を受けているが自然が寄与していない場所
を示している。両方の値が高い場所は黒で表示され、自然が最も多くの人々に最大の貢献をしていることを示す。11
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0% 10%  20%  30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 

Box 14.1　各国の進捗の例

 • コスタリカ：生態系サービスへの支払いプログラムの支払いを通じて、生態系サービスを提供す
る森林を持つ不動産所有者に経済的インセンティブが提供される。2014年から2018年の間に、
契約された面積は年間平均24万5,000ヘクタールに及ぶ。対象地域の多くは、生物学的回廊、先
住民の土地、保護地域にあった。このプログラムの恩恵を受けている女性の数は、2016年の25
％から2017年には29％に増加した。16

 • パキスタン：カイバル・パクトゥンクワでの10億本植林プロジェクトを通じて、10億本の苗木
が植えられ、35万ヘクタールの森林と荒廃した土地の回復に貢献している。これにより、泉へ
の涵養が促進され、地域社会の飲料水の入手可能性が高まった。このプロジェクトはまた、農村
部の貧困層に数千のグリーン雇用を創出し、薪の入手可能性を高めた。このプロジェクトは、飼
料や薪の収集を担当し、泉や井戸から水を運ぶ女性にプラスの影響を与えるだろう。17

 • サモア：ヴァイロアの村は、アピア・タウンシップの西端に隣接するヴァイウス湾地域の大きな
マングローブ生態系の一部である。マングローブ生態系は、都市開発と人口の圧力により、ひど
く劣化し、縮小されてきた。マングローブの劣化は、生産的な沿岸漁業と沿岸水域への流出防止
のためのろ過システムの大幅な損失につながった。ヴァイロア村議会と女性委員会は、マングロ
ーブのさらなる劣化を防ぐため、村の規則を制定した。国連開発計画と地球環境ファシリティは、
生物多様性のベースライン監査、マングローブ管理計画、及び再生の取組を支援した。女性委員
会が主導したこのプロジェクトにより、現在サモアで3番目に大きいマングローブ保護区が設立
されている。マングローブの再生により、魚、ノコギリガザミ、甲殻類の個体数が元に戻り、地
域社会に収入がもたらされた。18

 • インドとネパール：インドとネパールでは、女性の割合が高い森林管理グループが、森林の健康
状態を大幅に改善し、主に女性の責任とされる生態系の供給サービスである薪をより持続的なレ
ベルに引き上げたことを記録している。19 インドとネパールにおける他の研究では、資源管理に
女性を含めることで、ガバナンスと保全の成果（生態系サービスの規制と支援）が改善されるこ
とがわかっている。20

 • 南アフリカ：この国は、下流の重要な経済圏と都市中心部に大量の年間平均流水量を供給している、
22か所の戦略的水源地域を特定した。これらの地域は、面積では国土の8％に過ぎないが、流水
量の50％を提供し、人口の少なくとも51％と経済の64％を支えている。これら地域の13％は公
的に保護されている。2018年9月の時点で、5か所の主要な農村戦略的水源地域で47回の統合
的介入があった。これらの介入には、ダーバンとピーターマリッツバーグにサービスを提供する
ウムンゲニ集水池の水安全保障を向上するための環境インフラとインフラ構造物の統合を促進す
るパートナーシップ、ウムジンヴブ川水系を保護するプログラム、ケープタウンと周辺の町や農
業地域にサービスを提供するベルク川集水池の改善計画が含まれる。21
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2020年までに、劣化した生態系の少なくとも15％以上の回復を含む生態系の保全と回
復を通じ、生態系の回復能力及び二酸化炭素の貯蔵に対する生物多様性の貢献が強化さ
れ、それが気候変動の緩和と適応及び砂漠化対処に貢献する。

目標達成のまとめ
2020年までに劣化した生態系の15％を回復するという目標に向けた進捗は限定的。しかしながら、多
くの地域で野心的な回復計画が進行中又は提案されており、生態系の回復能力及び二酸化炭素の貯蔵
を大きく増強させる可能性がある。本目標は未達成（信頼性：中）1

IPBES土地劣化と再生に関する評価報告書2や気候
変動と土地3及び海洋と雪氷圏に関するIPCC特別報
告書4を含むいくつかの最近の大規模な評価は、生
態系の継続的かつ進行中の劣化とこれが人間の福
利に与える影響を示している。しかし、それらはま
た、生態系を回復するために世界中で取られている
さまざまなアプローチと、これが生態系、気候変動
の緩和と適応、そして一般的な人間の福利にもた
らすことができるさまざまな利点を示している。実
際、森林、草地、泥炭地、マングローブ、サンゴ礁
など、ほとんどの生態系タイプについて、回復に成
功したアプローチの例は数多くある。5 大規模な擾
乱後の生態系の回復を記録した400件の研究の分析
では、すべてのケースでプラスの回復率が見られた
が、生態系が完全には回復していないことも判明し
た。6 2016年には、生態系回復のための行動計画が
条約の下で採択された。7

この目標を達成するに当たって締約国によって報
告された行動には、森林再生、自然再生、生息地の
連結性の向上、ひどく劣化した場所の修復、都市の
グリーン・インフラの促進が含まれる。締約国は、
研究の実施、回復の優先分野の特定とマッピング、
国の気候適応戦略を含む他の戦略と計画における回
復を反映する回復のための法的枠組の整備、市民参
加と生態系サービスへの支払いスキームの促進に言

及した。締約国はまた、保護地域の設立、侵略的外
来種の管理、生息域外保全及び種の再導入プログラ
ムについても言及した（Box 15.1）。回復力への言
及はほとんどなかった。この目標を達成するに当た
って報告された課題には、生態系の健全性と質に関
する情報とデータの不足、及び監視システムの欠如
が含まれる。 

条約の下では、締約国の約50％が愛知目標15に
向けて国別目標を設定し、それらをNBSAPに含め
ている。そのうち、約17％が15％の復元レベルに
到達または超過した。パリ協定に基づく自国が決定
する貢献（NDC）の多くは、愛知目標15にも貢献
している。NDCの75％パーセントには、修復活動
を含む森林関連の目標が含まれている。8 砂漠化対
処条約（UNCCD）の下で、101か国が土地の劣化
の中立性（LDN）を達成するための自主目標を既に
設定し、さらに22か国が設定を約束した。9

各国による生態系回復のための主要な取組は、こ
れまでに合計で約3億ヘクタールと推定されてい 
る。10 これらには、ボン・チャレンジと森林に関す
るニューヨーク宣言（NYDF）に基づく1億7,300
万ヘクタールの保証、及び上記のリオ３条約下で
の貢献の一部を含む追加の国内スキームに基づく
誓約が含まれる。行われた修復の取組のうち、約3

目標 15

生態系の回復と回復力 
 （レジリエンス）
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1 2目標の要素
1.	生態系の回復能力及び二酸化炭素の貯蔵が強化される
2.	劣化した生態系の15%が回復する 

Gustavo Frazao / Shutterstock

Box 15.1　各国の経験と進捗の例

•• ブラジル：大西洋岸森林回復協定は、2050年までに1,500万ヘクタールの荒廃した土地や森林
が伐採された土地を回復するための、ボトムアップの複数のステークホルダーによる運動である。
この協定を通じて、100万ヘクタールがボン・チャレンジへの貢献として同じく取り決められた。
大西洋岸森林では、2011年から2015年にかけて673,510から740,555ヘクタールの原生林が
回復していると推定されており、2020年までに合計135万から148万ヘクタールが回復すると
予想されている。 協定の成功は、複数のステークホルダーを関与させ、結びつける努力、リモ
ートセンシングとフィールドデータを組み合わせた効果的な監視システムの確立、及び公共政策
と行動に情報を提供するためのビジョンと戦略の推進に起因している。大西洋岸森林法は、とり
わけ大西洋岸森林の二次林の伐採を禁止しており、重要な実現可能な環境を提供した。11

•• ナイジェリア：グレート・グリーンウォール・プロジェクトの一環として、ナイジェリアは北部
の9つの州で幅15kmの保安林の復元に取り組んでいる。12 グレート・グリーンウォール・プロジ
ェクトは、サヘル・サハラ地域の砂漠化を防ぎ、貧困に取り組む手段として、サハラ砂漠の南端
に長さ8,000kmの森林地帯を成長させることを目的としたアフリカ連合のイニシアチブである13。 
チャド14、モーリタニア15、セネガル16も、国別報告書で、このプロジェクトに関連して行動を起
こしていることを報告している。

•• エストニア：アルヴァル草原は、石灰岩の岩盤上に石灰が豊富な薄い土壌を持つ半自然草原である。
ヨーロッパのアルヴァル草原全体の3分の1はエストニア国内にある。LIFE to Alvarsプロジェク
トを通じて、2,500ヘクタールのアルヴァル草原が復元された。復元に当たっては、木質バイオ
マスの除去と放牧の再導入が行われた。25か所のプロジェクトエリアで約600人の土地所有者
が復元活動とその後の管理に参加した。17

•• ポーランド：山の集水域の保水力を高め、流出を遅らせるために、3,500を超える池、貯水池、
湿地、氾濫原が作られた。プロジェクトの一環として、さらなる水路と湿地が修復された。これ
らの行動により、洪水による被害が軽減され、干ばつからの保護が強化された。18

進捗状況
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分の1（34％）だけが自然林の再生、計画された地
域の45％がプランテーション、そして21％がアグ
ロフォレストリーで構成されている。19 まとめると、
UNCCDの目標は、保全/保護地域から持続可能な
土地管理/農業生態学的実践及び生態系の修復/回復
に至るまで、3億8,500万ヘクタールの土地を修復
措置の下に置くことになる。20 これらの取組と上記
で報告された取組との重複の程度は分析されていな
い。

ボン・チャレンジとNYDFは、2020年までに1
億5,000万ヘクタールの森林減少と劣化した土地を
修復し、2030年までには3億5,000万ヘクタール
を回復することを目標としている。しかし、2019
年4月の時点で、これらのイニシアチブに基づくコ
ミットメントのうち約2,670万ヘクタールしか実施
されておらず、これは修復に適していると推定され
る12億ヘクタールの土地のわずか約2％相当である。
さらに、このうち、2011年以降に報告されている
のはわずか310万ヘクタールである。21 全体として

入手可能な情報から見ると、復旧活動はプロジェク
トに焦点を当てる傾向があり、15％の目標を達成
するには、復旧の取組を大幅に拡大する必要がある
ことが示唆されている。しかし、特に湿性熱帯林バ
イオームでは、自然再生の大きな可能性がある。ブ
ラジル国立宇宙研究所（INPE）のデータによると、
アマゾンの熱帯林二次植生は2004年から2014年
の間に1,000万ヘクタールから1,700万ヘクタール
以上に増加し、ブラジルの歴史を通してアマゾンで
開墾された総面積のほぼ4分の1で熱帯林再生が進
行中だったことを示している。

「再野生化」という概念は、地域や国の選択に応
じて生態系の特定の特徴や機能を回復する手段とし
て、一部の地域でますます注目を集めている。「野生」
の側面のいくつかは、その再生に必ずしも人気があ
るとは限らない。例えば、家畜を脅かす肉食動物、
自然の火事や洪水の状況によって引き起こされる混
乱、強い文化的関連性を持つ伝統的に管理された景
観の消失などである。一方、再野生化に成功すると、

ターゲット15.1　2020年までに、国際協定の下での義務に則って、森
林、湿地、山地及び乾燥地をはじめとする陸域生態系と内陸淡水生態
系及びそれらのサービスの保全、回復及び持続可能な利用を確保する。
ターゲット15.3　2030年までに、砂漠化に対処し、砂漠化、干ばつ
及び洪水の影響を受けた土地などの劣化した土地と土壌を回復し、土
地劣化に荷担しない世界の達成に尽力する。

ターゲット14.2　2020年までに、海洋及び
沿岸の生態系に関する重大な悪影響を回避す
るため、強靱性(レジリエンス)の強化などによ
る持続的な管理と保護を行い、健全で生産的
な海洋を実現するため、海洋及び沿岸の生態
系の回復のための取組を行う。

CPL1980 / Shutterstock
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カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 

主要な生態系サービスの再生に関連するさまざまな
経済的、社会的、健康上の利益をもたらす可能性が
ある。最近、参加型プロセスを通じて再野生化のメ
リットを促進するための枠組が提案された。22

近年、ダムの撤去など、河川の流れを回復させ
る取組が進んでいる。1950年から2016年の間に、
3,869か所のダムが撤去され、その約3分の1が南
北アメリカのものだった。 過去20年間で、ダム
の撤去は急激に増加し、現在世界中で行われてい
る。23 しかし、こうした努力にもかかわらず、世界
中には6,374か所に大規模なダムがあり、さらに
3,377か所で計画または提案されていると推定され
ている（愛知目標5参照）。24

過去20年間で、マングローブ、海草藻場、コン
ブ類海中林、サンゴ礁やカキ礁など、沿岸の大都市
に近い沿岸の生態系を復元するプロジェクトが急増
している（図15.1）。25 これらの取組は、カキ礁の
回復後に水質が改善するなどのメリットをもたらし、

また「ブルーカーボン」戦略として、気候変動の緩
和と沿岸保護の改善に貢献している。26 しかし、復
元されたのはそのような生息地のごく一部に過ぎな
い。修復の可能性があるマングローブは80万ヘク
タール以上あると推定されている。27

国別目標に向けた進捗状況を評価した締約国のう
ち、3分の1以上が達成に向かい（33％）または超
過（3％）に向けて順調に進んでいると報告してい
る。 55％は目標に向かって進捗していると報告し、
9％は目標に向かって進捗していないと報告してい
る。愛知目標の範囲と野心のレベルに近い（18％）
か、超えている（3％）国別目標は約5分の1しかな
い。国別目標は、生態系の回復力と炭素貯蔵に焦点
を当てた要素よりも、愛知目標の回復要素に重点を
置く傾向があった。進捗状況を報告した締約国のう
ち、愛知目標15と同様の範囲と野心を持つ国別目
標を掲げており、達成に向けて順調に進んでいるの
は6％のみである（棒グラフ参照）。

図15.1　2000年から2020年までに報告された海洋修復プロジェクトの累積数。カキ礁修復プロジェクトの数は、
右軸のスケールによる。28
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2015年までに、遺伝資源の取得の機会（アクセス）及びその利用から生ずる利益の公
正かつ衡平な配分に関する名古屋議定書が国内法制度に従って施行され、国内法制度に
従って運用される。

目標達成のまとめ
遺伝資源へのアクセス及び利用から生ずる利益の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議定書は2014年
10月12日に発効。2020年7月時点で、生物多様性条約の締約国のうち126カ国が批准しているほか、
87カ国がアクセス及び利益配分に関する国内措置を講じており、さらに然るべき国内当局を設置している。
議定書は運用されていると考えられる。本目標は部分的に達成（信頼性：高）1

遺伝資源の利用から生じる利益の公正かつ衡平
な配分は、生物多様性条約の3つの目的の1つであ
る。2010年に採択された名古屋議定書は、この目
的を効果的に実施するための透明性のある法的枠
組を提供している。この議定書は、アクセス、利
益配分（ABS）、及びコンプライアンスに関連する
措置を講じる締約国の主要な義務を設定すること
により、遺伝資源及び関連する伝統的知識、なら
びにそれらの利用から生じる利益を対象としている。
ABSに関連するその他の国際措置は、Box 16.1に
記載されている。

第6回国別報告書は、関連する法律を修正または
策定する取組を含め、名古屋議定書を全国レベル
で実施するための行動が進行中であると一般的に
述べている（Box 16.2）。多くの報告書はまた、名
古屋議定書に関連する能力と意識を構築するため
のワークショップの実施に言及している。報告さ
れたいくつかの課題には、議定書を運用するため
のリソースが限られていることと必要な法律が不
足していることが含まれている。 

2020年7月の時点で、126か国の条約締約国
（64％）が議定書を批准しており、さらに55か国
（29％）が批准を計画していることが知られている。 
国際レベルでは、名古屋議定書のABSクリアリン

グハウス及び遵守委員会が運営されている。国家
レベルでは、ABS措置の実施（96の締約国と24の
非締約国）2、1つ以上の権限のある国内当局の設立

（80の締約国と7つの非締約国）3、及び関連情報の
受領と収集のための1つ以上のチェックポイントの
指定（80の締約国と7つの非締約国）において大
きな進歩が見られた。4 さらに、いくつかの締約国

（23か国）及び非締約国（23か国）は、ABSのた
めの措置を策定中であるか、または策定を計画し
ていると述べている（図16.1）。

議定書を締結した32か国は、ABSに関連する許
可証を発行し、そのうち21の締約国は、ABSクリ
アリングハウスで国際的に認められた遵守証明書
としてこの情報を公開している（合計1,211通の証
明書が公開されている）5。遺伝資源にアクセスする
ために提供国の同意（prior informed consent）
を必要としない一部の締約国は、議定書を実施す
るために必要なすべての措置と取り決めを実施し、
現在、遵守措置を実施している（18締約国）。した
がって、議定書は、87か国で運用され国際的にも
運用されていると見なしてよいだろう。

名古屋議定書の実施により得られる金銭的及び非
金銭的利益に関する情報は限定されている。 しかし、
27の締約国は、遺伝資源やそれらの利用に当たっ

目標 16

遺伝資源へのアクセスと 
遺伝資源から生じる利益の配分

遺伝資源へのアクセスと遺伝資源から生じる利益の配分
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目標の要素
1.	名古屋議定書が施行されている
2.	名古屋議定書が運用されている

1 2

遺伝資源へのアクセスと遺伝資源から生じる利益の配分

Box 16.1　その他の関連するABS国際協定及びイニシアチブの進捗状況

名古屋議定書の範囲を超えて、遺伝資源へのアクセスとそれらの利用からの利益の公正かつ衡平な
共有を拡大するためのいくつかの国際機関とイニシアチブの下で、2010年以来進歩が見られた。

•• 食料及び農業のための植物遺伝資源に関する国際条約は、農業者や植物育種家が植物遺伝資源に
アクセスできるようにし、作物の新しい品種を開発し、変化する環境に農業生産を適応させる助
けとなる。2020年2月の時点で、550万を超えるサンプルが、定型の素材移転契約（SMTA）と
呼ばれる76,000件を超える契約を通じて、世界中に配布されている。6

•• 2015年、食糧農業機関（FAO）の食料・農業遺伝資源委員会は、「食料及び農業のための遺伝
資源のさまざまなサブセクターのアクセスと利益配分の国内実施を促進するための要素（ABS要
素）」を策定した。7

•• 2017年、国連海洋法条約に基づく国際的な法的拘束力のある文書を作成するために、国家管轄
外区域における海洋生物多様性（BBNJ）の保全と持続可能な利用に関する政府間会議が開催さ
れた。交渉文書は、海洋遺伝資源へのアクセスと利益配分、及び海洋遺伝資源に関連する先住民
と地域社会の伝統的な知識を取り上げている。8

•• 2011年には、インフルエンザ・ウイルスの共有とワクチン及びその他の利益へのアクセスのた
めのパンデミック・インフルエンザ事前対策枠組（PIPフレームワーク）が世界保健機関（WHO）
の下で採択された。WHOは、「世界インフルエンザ監視・対応システム」（GISRS）と呼ばれる
公衆衛生研究機関間の国際ネットワークを通じてインフルエンザ・ウイルスの共有を調整している。
GISRSに属する研究機関は、定型の素材移転契約、利益配分の条件と義務を定めた拘束力のある
契約を使用してウイルスを交換する。

•• 全インフルエンザデータの共有に関するグローバル・イニシアチブ（GISAID）は、インフルエ
ンザ・ウイルスデータの迅速な共有を促進及び奨励するメカニズムであり、本人確認を行い、寄
稿者の生得権尊重に同意するすべての人に無料でオープン・アクセスを許可している。GISAID
は、利用者が出版物に出所と寄稿者を明記し、彼らと協力するために最善を尽くすことを要求する。
これにより、データ共有は提出者にとって有益になる。2020年、GISAIDは、新型コロナウイル
スのパンデミックの原因となるウイルスを解明するための世界的な研究活動に参加した。2020
年5月26日の時点で、3万2千以上のSARS-CoV-2配列がGISAIDデータベースに追加されており、
それによってウイルスの突然変異を検出し、地球全体のウイルスの動きを追跡するのに役立って
いる9。

進捗状況
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て関連する伝統的知識へのアクセスを許可すること
から利益を受けたと報告しており、それらの利益の
うち生物多様性の保全と持続可能な利用に貢献して
いるものもある。さらに、化粧品及び食品会社の企
業レポート及びウェブサイトの分析によると、化粧
品会社の17％（2009年の2％から増加）及び食品
及び飲料会社の5％（2012年の2％から増加）など、
ABSへの言及がますます注目を集めているようであ
る。10

名古屋議定書実施の進捗状況に関する最初の評価
とレビューによって、議定書の締約国と非締約国は
さまざまな実施レベルにあり、さらなる作業が必要
な分野がいくつかあることが明らかになった11。こ
れには、ABS措置を策定する必要性、チェックポイ
ントの指定を含む遺伝資源利用についての遵守と利
用の監視に関する規定の実施を強化する必要性、な
らびに議定書の実施における先住民と地域社会の完
全かつ効果的な参加を支援し、関連するステークホ

ルダーの意識を高め、その実施への参加を奨励する
ための規定が含まれる。

NBSAPの4分の3未満（69％）に愛知目標16に
関連する目標が含まれており、そのうち約4分の1

（28％）が愛知目標に定められた全体的な範囲と野
心のレベルに類似している。設定された目標の多く
は一般的であり、アクセスと利益の配分に広く言及
していて、名古屋議定書に明示的に言及していない
ものもある。条約の締約国のほぼ半数は、第6回国
別報告書で、国別目標の達成（38％）または超過（8
％）に向けて順調に進んでいることを表明している。
残りの大部分（44％）は目標に向かって進捗したが、
目標を達成できる速度ではなかった。目標に向かっ
て進んでいない（9％）、または目標から離れている

（1％）と報告している締約国はほとんどない。締約
国の7分の1（15％）は、愛知目標16と同様の国別
目標を掲げており、かつ達成に向けて順調に進んで
いる（棒グラフ参照）。 

ターゲット15.6　国際合意に基づき、遺伝
資源の利用から生ずる利益の公正かつ衡平
な配分を推進するとともに、遺伝資源への
適切なアクセスを推進する。

図16.1　名古屋議定書の批准とABS措置策定の進捗状況
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総
数

1か月あたりの批准数
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ABS措置のある締約国（49％）

措置のある
非締約国（12％）

措置が進行中または策定開発を
計画している非締約国（12％）

措置が進行中または
策定を計画している
締約国（12％）

情報なし（15％）

ABS措置策定の進捗状況

1か
月
あ
た
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円グラフは、名古屋議定書締約国と、2020年7月の時点でABS措置を策定、進行中、または実施する予定の非締約国
の割合を示している。トレンドラインは、名古屋議定書の批准総数を示している。棒グラフは、1か月あたりの批准
数である。  
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Lina Loos / Unsplash
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国別目標に向けた進捗状況について 

Box 16.2　各国の経験と進捗の例

 • インド：2020年5月の時点で、インドは合計928の国際的に認められたコンプライアンス証明書
をABSクリアリングハウスで公開している12。

 • ブータン：国のABSフレームワークは、ABS協定に、国の能力への支援、持続可能な栽培と収集
方法使用の採用、コミュニティのプレミアム価格の確保を含めることを奨励している。また、受
け取った金銭的利益の一部が、保全活動を支援するために設立されたブータンABS基金に送られ
ることを確実にする。ABS協定は、植物分析ための実験技法、天然産物製品開発、伝統的知識の
文書化に関する能力開発を支援した13。

 • エチオピア：ABS協定の初期段階の一部であったバリューチェーンは、地域社会の若者857人に
雇用機会を生み出した。14

 • フィンランド：サーミ議会は、研究開発を目的とした遺伝資源に関連するサーミ人の伝統的な知
識の記録を可能にするデータベースを管理している。データベース内の知識にアクセスするため
の申請書を、所管官庁に提出すると、そこからサーミ議会に通知される。サーミ議会と利用者の
間で相互に合意された条件は、所管官庁によって承認される必要がある。15

 • マダガスカル：遺伝資源の利用者は、研究機関、修士課程の学生、固有種の新しい樹木園の設置
に資金を提供している。16

 • 南アフリカ：ABSの意識を高め、ABSと名古屋議定書が国内でどのように実施されているか意識
を高めるため多くの活動を実施した。これらの活動には、ムティ商人や伝統的なヒーラーとの生
物多様性啓発ワークショップ、先住民知識システムの生物資源探査及び製品開発プラットフォー
ムの開発、生物資源探査フォーラム、及びステークホルダー関与のためのワークショップが含ま
れる。17
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2015年までに、各締約国が、効果的で、参加型の改定生物多様性国家戦略及び行動計
画を策定し、政策手段として採用し、実施している。

目標達成のまとめ
本目標の達成期限である2015年12月までに、69の締約国が策定もしくは改定、または戦略計画採択
後に更新した生物多様性国家戦略及び行動計画（NBSAP）を提出した。その後さらに101の締約国が
NBSAPを提出し、2020年7月までに170の締約国が現行戦略計画に沿った生物多様性国家戦略及び行
動計画（NBSAP）を策定していることになる。これは条約の締約国の85％を占める。しかし、これら
のNBSAPがどの程度、政策手段として採用されているか、効果的かつ参加的な形で実施されているか
には差がある。本目標は部分的に達成（信頼性：高）1

生物多様性国家戦略及び行動計画（NBSAP）
は、国家レベルで条約を実施するための主要な手
段である。締約国の大多数は、NBSAPを戦略計画
2011-2020に合わせるプロセスを終えている。こ
れは、戦略計画を国内の状況に適用し、条約の実
施を支援するために締約国が払った大きな努力を

表している。しかし、多くの締約国にとって、戦
略計画の採択と改定したNBSAPの策定との間のタ
イムラグは、愛知目標達成のための行動を遅らせ
た可能性がある（図17.1）。締約国がNBSAPを改
定し、戦略計画との調整を支援するために、生物
多様性日本基金の支援を受けて、一連の地域ワー

図17.1　生物多様性国家戦略及び行動計画の提出範囲とタイミング2
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生物多様性戦略計画2011-2020の
採択後にNBSAPを策定、改定、
または更新（87％）
生物多様性戦略計画2011-2020の
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円グラフは、戦略計画2011-2020採択の前後にNBSAPを策定、改定、または更新した締約国の割合を示している。 
トレンドラインは、戦略計画2011-2020の採択後に作成、改定、または更新されたNBSAPの累積数を示している。
棒グラフは、その月に提出されたNBSAPの数を示している。 

目標 17

生物多様性戦略と行動計画



戦略目標E：目標 17 − 生物多様性戦略と行動計画 111

目標の要素
1.	2015年までに生物多様性国家戦略を提出
2.	効果的な政策手段
3.	生物多様性国家戦略が実施されている

クショップや準地域ワークショップが開催された。
この基金やその他の資金源を通じて、その後の能
力開発活動がNBSAPの実施を支援した。4 

国別報告書で頻繁に報告されるこの目標を達成
するための行動には、ワークショップ、省庁間の
協力、他の部門の戦略や行動計画に関する作業の
調整など、NBSAPの実施を支援するための主流化
活動の実施が含まれる（Box 17.1）。一部の締約国
はまた、NBSAPをより効果的に地域の行動に変換
するために、地域レベルや地方レベルの生物多様
性計画を開始することに言及した（Box 17.2）。こ
の目標の達成に当たって一般的に報告された課題は、
政策手段としてのNBSAPの使用を監視するための
指標の欠如、NBSAPを実施するためのリソースの
不足、及び多くのNBSAPが新しく採択されたばか

りであるという事実だった。

NBSAPの策定、改定、または更新に関するいく
つかの課題がさらに残っている。政策手段として
NBSAPを採用している締約国の数は限られている。
政府全体の手段として採用されたNBSAPは69件の
みであり、８件は環境分野に適用する手段として
採用された。改定されたNBSAPの中に、資源動員
戦略（25締約国）、コミュニケーション及び国民
意識啓発戦略（38締約国）、能力開発戦略（97締
約国）、またはジェンダーへの配慮を反映したもの

（76締約国）が含まれているものはほとんどない
（Box 17.3）。さらに、生物多様性を分野横断的な
計画や政策、貧困撲滅政策、または持続可能な開
発計画に主流化することに取り組んでいるNBSAP
はほとんどない。ただし、大多数の締約国は、さ

2

1 3

Box 17.1　各国の経験と進捗の例3

•• ミクロネシア連邦：国、州、地方自治体レベルの代表者、国連開発計画、非政府組織、コミュニ
ティベースの組織、女性グループ、及び科学と教育のコミュニティを含む、高度な協議のプログ
ラムを使用して、NBSAPを策定した。NBSAPで特定されたテーマは、関連する愛知目標と持続
可能な開発目標にマッピングされている。気候変動とジェンダーが、NBSAP全体を支える特定
のテーマとして認識されている。

•• パナマ：この国のNBSAPは、関連する政策や戦略において生物多様性を主流化するための手段
として使用される。この国の2050年ビジョンは、「Un Panamá Verde」（「一つのグリーンなパ
ナマ」）を達成し、すべてのパナマ人の福利を高めることにある。このビジョンは、持続可能な
開発の3つの側面（社会、経済、環境）を組み合わせた開発モデルへのパラダイムシフトによっ
て支えられている。

•• 南スーダン：この国のNBSAPの原則の1つは、生物多様性管理が意図的に貧困削減と経済発展
への貢献を目的としていることである。NBSAPには、国の開発計画や予算の枠組に関する文書、
州や郡の開発計画における生物多様性の価値の主流化に関連する特定の目標がある。さらに、
NBSAPとの相乗効果を最大化するために、関連する法律、政策、及びプログラムを検討するよ
うに国及び州政府に求める目標が別にある。

進捗状況
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関連するSDGsターゲット

まざまな政府省庁がNBSAPの策定に関与している
ことも報告している。最も一般的に関与した政府
省庁は、農業、漁業、林業、開発または計画、観光、
教育、金融、貿易、産業、インフラ及び輸送の担
当省庁だった。多くの締約国はまた、先住民と地
域社会（40締約国）、非政府組織と市民社会（100
締約国）、民間部門（51締約国）、学界（70締約国）
がNBSAPの作成に関与していることを示唆してい
る。6

愛知目標を国を挙げての取り組みに結びつけるた
めに多大な努力が払われており、NBSAPの大多数
は地球規模の目標に関連する目標を組み込んでい
る。愛知目標1、9、16、17、19、20は、ほぼ同
様の国別目標またはコミットメントを持つNBSAP
に最も広く反映されているが、目標3、6、10、14
は最も反映されていない。全体として、NBSAPに
含まれる国別目標は、対応する愛知目標よりも野
心的でないか、範囲が狭い傾向がある。したがって、
国別目標は、全体として、戦略計画2011-2020に

定められた野心のレベルに見合ったものにはなっ
ていない7。

NBSAPの半数以上（54％）には、愛知目標17
に関連する目標が含まれており、そのうち約3分
の1（36％）は、愛知目標17に定められた野心の
範囲とレベルに類似している。進捗状況を評価し
た締約国のうち半数以上が、愛知目標に関連する
国別目標に到達（42％）または超過（13％）に向
かっているが、他の多く（36％）が進捗している
もののその速度は達成に不十分だと報告している。
目標に向かって進展がないと報告している締約国

（9％）はほとんどない。締約国の3分の1以下（28
％）は、愛知目標17と同様の国別目標を掲げてお
り、かつ達成に向けて順調に進んでいる（棒グラ
フ参照）。8

ターゲット15.9　2020年までに、生態系と
生物多様性の価値を、国や地方の計画策定、
開発プロセス及び貧困削減のための戦略及
び会計に組み込む。

Box 17.2　地方における計画プロセスの例

NBSAPは国の手段だが、多くの締約国は5、州、郡、市などの地方自治体も生物多様性戦略を策定
していると報告している。次のような例がある。

•• カナダ：オンタリオ州、ニューブランズウィック州、ケベック州、ノースウェスト準州、エドモ
ントン市とモントリオール市、及びブリティッシュ・コロンビア州のフレイザーバレー地域はす
べて、生物多様性戦略及び行動計画を策定した。

•• 中国：2016年5月までに、18の省が生物多様性保全戦略及び行動計画策定を完了し、発表した。

•• 韓国：9つの地方政府が地域の生物多様性戦略を確立し、8つが保全または野生生物保護のため
の行動計画を作成した。

•• メキシコ：17の州、並びにメキシコシティが生物多様性戦略を策定した。
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国別目標に向けた進捗状況について 国別目標に向けた進捗状況について 

Box 17.3　ジェンダーとNBSAP

NBSAPにおけるジェンダーの主流化は、条約の2015－2020ジェンダー行動計画の目的であり、多
くの締約国は、NBSAPにジェンダーに関する具体的な活動を盛り込んでいる。例えば、エリトリア
は、自然資源管理と持続可能な開発に関連するプログラムやプロジェクトで地域コミュニティを動
員した実績に基づいて、生物多様性の計画と実施に参加する女性を動員する責任先としてエリトリ
ア女性全国連合を特定した。リベリアは、NBSAPの予算で女性のエンパワーメントを支援するために、
マイクロ・クレジット・プロジェクトに50万ドルを割り当てた。9 しかし、そのような前向きな例に
もかかわらず、レビューによると、ジェンダーと女性への言及を含んでいるNBSAPは約半分に過ぎ
ない。これは、ジェンダーを生物多様性政策に統合する機会を逃したことを表している。10 NBSAP
でジェンダーをより適切に反映するために推奨される行動には、次のものがある。ジェンダーで分
類されたデータの収集と適用、衡平な参加の確保、女性の行為主体性とリーダーシップの強化、生
物資源への平等なアクセス、管理、及び生物資源からの利益の確保、意識と能力の構築、ジェンダ
ーに対応した生物多様性イニシアチブのための適切なリソースの確保。
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2020年までに、生物多様性の保全及び持続可能な利用に関連する先住民の社会及び地
域社会の伝統的な知識、工夫、慣行及びこれらの社会の生物資源の利用慣行が、国内法
制度及び関連する国際的義務に従って尊重され、これらの社会の完全かつ効果的な参加
のもとに、あらゆる関連するレベルにおいて、条約の実施に完全に組み入れられ、反映
される。

目標達成のまとめ
国際的な政策の場や科学コミュニティの双方において、伝統的知識や持続可能な利用慣行の価値につ
いての認識は増加した。一部の国で進捗があったものの、条約の実施に関連する国内法令が伝統的知
識及び持続可能な利用慣行を広く尊重したり反映していること、又は先住民と地域社会がどの程度関
連プロセスに効果的に参加しているかを示す情報は限定的である。本目標は未達成（信頼性：低）1

第5回国別報告書と比較して、第6回国別報告書
は、愛知目標18の実施に関する情報の大幅な増加、
及び他の目標の達成に対する先住民と地域社会の
伝統的知識と集団的行動（例えば慣習的に持続可
能な使用と伝統的な農業を通じて）の貢献を示し
ている。締約国が目標を達成するに当たって国別
報告書で一般的に報告した行動には、伝統的知識
をよりよく文書化するための取組、伝統的知識を
保護し、先住民と地域社会が彼らの知識の使用に
対して公正に補償されることを保証するための取組、
及び伝統的な知識に焦点を当てた能力構築プログ
ラムが含まれている。一部の国別報告書は、先住
民や地域社会の権利の法的承認を改善するための
行動にも言及している。報告書に記述された一般
的な課題は、保全に関連する課題に関する伝統的
な知識や慣習的で持続可能な使用を取り入れ、反
映するための能力やリソースの不足である2。

国内での進歩に前向きな例が増えているにもか
かわらず（Box 18.1）、生物多様性の保全と持続的
な利用における伝統的知識と先住民及び地域社会
の役割は、一般的に国内のプロセスではあまり認
識されていない。例えば、締約国のうち、先住民

と地域社会が生物多様性国家戦略及び行動計画の
改定プロセスに関与していると報告したのは、40
か国だけだった3。

伝統的な知識と利用慣行が条約の実施にどの程
度統合されているかについて、世界レベルの情報
は限られている。保全と持続可能な利用に対する
伝統的知識の潜在的価値に関する文書が増えてい
るにもかかわらず、先住民及び地域社会と科学コ
ミュニティの間のコミュニケーションが不足して
いることが多く、4 生物多様性の評価では地域及び
伝統的知識が考慮されていないことがよくある5。

多くの例が、伝統的な知識と科学を結びつける
ことが、さまざまな課題に対する建設的な解決策
につながり6、現場の現実により合わせた政策の策
定につながる方法を示している11。この点での進歩
の1つの兆候は、生物多様性及び生態系サービスに
関する政府間科学－政策プラットフォーム（IPBES）
の概念枠組みで、これは先住民及び地域の知識を
含む多様な科学分野、ステークホルダー、及び知
識システムを明確に考慮している。12 先住民の知識
保有者もIPBES地球規模評価報告書に大きく貢献し

目標 18

伝統的知識
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2

1 3

目標の要素
1.	伝統的な知識、工夫、慣行が尊重される
2.	伝統的な知識、工夫、慣行が組み込まれる
3.	先住民族や地域社会が効果的に参加している

Box 18.1　各国の経験と進捗の例

•• オーストラリア：環境保護と生物多様性保全法により、先住民諮問委員会（IAC）が設立され、
環境大臣とオーストラリア政府に、先住民の土地と海の管理に関連する政策と実施事項について、
特にこの法律の実施に関連して助言を提供している。IACは、先住民の伝統的知識の移転と、国
の生物多様性政策、プログラム、規制決定プロセスとの統合を確実に認識し、支援するためのア
ドバイスを提供してきた。絶滅危惧種科学委員会は、オーストラリア先住民に関する決定が現場
に与える影響についての先住民の関与と理解を向上させるために、メンバーの専門知識を活用し
ている。7

•• エスワティニ：伝統的な医薬や儀式で一般的に使用される植物種を特定するために、伝統的なヒ
ーラーと協議を持ちながら、民族植物学的調査が実施される。これらの調査は、持続可能な使用
に関する意思決定に情報を与える助けとなる8。

•• カナダ：一部の先住民社会は、先住民ガーディアン・プログラムを通じて土地と海洋資源を保護
及び管理している。こうしたプログラムは数十年前から存在しているが、大多数が単独で活動し
てきた。2017年、カナダは既存の先住民ガーディアン・プログラムの全国ネットワークを確立
するパイロット・イニシアチブの支援に5年間で2500万カナダドルを投資した。このイニシアチ
ブの目的は、先住民に彼らの伝統的な土地と水路を管理するより大きな責任と資源を与えること
である。先住民コミュニティとのパートナーシップを促進し、既存の先住民プログラムに追加の
資金を提供して、生態系の健康の監視、文化遺産の維持、影響を受けやすい地域や種の保護に関
連する活動を支援する。さらに、カナダはヌナブト準州のアークティック・ベイでのパイロット・
ガーディアン・プログラムの実施を支援している。この資金は、キキクタニ・イヌイット協会を
支援して、イヌイットがカナダで最新かつ最大の海洋保護区であるタルルティウプ・イマンガ国
立海洋保護区の管理にどのように関与できるかを探る9。

•• コスタリカ：2018年に、先住民との協議のためのメカニズムが確立された。このメカニズムの
目的は、行政措置や法案が先住民に影響を与える可能性がある場合はいつでも、適切な手続きと
先住民を代表する機関を通じて先住民との協議を確保することである。このメカニズムの運用を
支援するために、コスタリカ政府と22の先住民族の代表者は、措置またはプロジェクトが彼ら
の集団的権利に影響を与える可能性がある場合に彼らと協議する義務を遵守する方法を政府機関
に示すガイドを作成した10。

進捗状況
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た。先住民や地域社会に関連する問題を国際レベ
ルでの意思決定プロセスに持ち込む試みのもう1つ
の例は、地域生物多様性概況である（Box 18.2）。

過去10年間に伝統的知識の尊重を促進する行動
を導くために、条約の下で多くのツールが開発さ
れてきた。これらには、伝統的知識、工夫革新、
慣行の使用に関する事前のインフォームドコンセ
ントに関するMo’otz Kuxtal任意ガイドライン、及
び伝統的知識の還元のためのRutzolijirisaxik任意
ガイドラインが含まれる。13

NBSAPの3分の2強（67％）が、愛知目標18に
関連する国別目標を含んでいる。締約国のうち、3
分の1以上が国別目標に到達（35％）または超過（5
％）に向かっている。半分以上（52％）の締約国
は、目標に向かって進捗したが、目標を達成でき
る速度ではない。目標に向かって進展がないと報
告している締約国（8％）は少数である。しかし、

愛知目標の範囲と野心のレベルに近い国別目標は
約5分の1（21％）しかない。目標の多くは、伝統
的な知識、工夫、慣行、及び条約の実施における
それらの統合を尊重することに焦点を当てているが、
先住民や地域社会の完全かつ効果的な参加を確保
することに焦点を当てているものはほとんどない。
進捗状況を評価した締約国のうち、愛知目標18と
同様の国別目標を掲げており、かつ達成に向けて
順調に進んでいる国は10分の1弱（9％）である（棒
グラフ参照）。14 

関連するSDGsターゲット
ターゲット1.4　2030年までに、貧困層及び脆弱層をはじ
め、すべての男性及び女性が、基礎的サービスへのアクセ
ス、土地及びその他の形態の財産に対する所有権と管理権限、
相続財産、天然資源、適切な新技術、マイクロファイナン
スを含む金融サービスに加え、経済的資源についても平等
な権利を持つことができるように確保する。

ターゲット16.7　あらゆるレ
ベルにおいて、対応的、包摂
的、参加型及び代表的な意思
決定を確保する。
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TOM...foto / Shutterstock

0% 10%  20%  30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 国別目標に向けた進捗状況について 

Box 18.2　地域生物多様性概況第2版からの重要なメッセージ

地域生物多様性概況第2版は、先住民と地域社会及び生物多様性に関連する4つの高レベルで分野横
断的なメッセージを特定した。

1. 先住民と地域社会は、生物多様性の保全と持続可能な利用に重要な貢献をしている。生物多様性
国家戦略及び行動計画においてその認識が限られていることを含め、これらの貢献を無視するこ
とは、機会を逸していることになる。これらの行動に対するより良い認識と支援は、自然と文化
の両方の未来の確保に役立つ。

2. 慣習的な土地所有権と知識と資源に対する権利を確保することは、コミュニティの福利を実現し、
生物多様性、持続可能な開発、気候変動に関する目標を達成する際の基本である。

3. 科学と先住民や地域の知識システムとの間の持続的な相互作用、協力、及びパートナーシップは、
問題解決を豊かにし、より効果的で全体的な意思決定と互恵性をもたらす。先住民の知識獲得方
法やと生き方は、自然との共生についての新しい物語やビジョンを呼び起こし、刺激を与えるこ
とができる。

4. 先住民や地域社会の価値観、生き方、知識、資源ガバナンスと管理システム、経済と技術は、誰
も取り残さないグローバルシステムを再考する上で多くを提供する。



地球規模生物多様性概況第5版118

2020年までに、生物多様性、その価値や機能、その現状や傾向、その損失の結果に関
連する知識、科学的基盤及び技術が向上し、広く共有され、移転され、適用される。

目標達成のまとめ
生物圏についての理解を向上するための新しい機会を切り開くビッグデータの集約、モデリング及び
人工知能の進展に伴い、生物多様性に関する知識及びデータの生成、共有及び評価は、2010年以降著
しく進捗した。しかしながら、研究とモニタリングの対象地や注目される分類群が大きく偏る状況は
継続している。生物多様性の損失が人々にもたらす悪影響についての情報が不足しているほか、意思
決定における生物多様性関連知識の適用も限られている。本目標は部分的に達成（信頼性：中）1

多くの締約国は国別報告書で、生物多様性に関
する教育と訓練プログラムの促進、科学研究プロ
グラムの開発と促進、種の目録作成、生物多様性
重要地域の特定、そして生物多様性情報の量と質
の一般的な向上に言及している（Box 19.1）。一
部の報告書は、国の生物多様性データベース開発、
クリアリングハウスのメカニズム、出版物の準備、
コミュニティベースモニタリングの促進について
も言及している（Box 19.2）。全体として、行動の
大部分は、特に陸域生態系における生物多様性に
関する文書化と知識の生成に関連しているようで
ある。それにひきかえ、海洋及び内陸水環境の生
物多様性関連情報の生成、及び情報の共有と意思
決定への適用に関連する活動は少ないように見える。

生物多様性条約のクリアリングハウスメカニズ
ム（CHM）は、情報、専門知識、ツール、及び
技術の交換を促進することにより、技術的科学
的協力を促進するのに役立つ。 これは、各国の
CHMとパートナーのグローバル・ネットワークと、
CBD事務局がホストする中央プラットフォームか
ら構成される。 各国のCHMウェブサイトの数は、
2010年の89から2020年には101に増え、サイト
の構築や中央CHMへのリンクを行う過程にある国
が増えている。2 締約国はまた、国内CHMの設置ま

たは改善を支援するために、事務局によって開発
されたCHMの即時稼働を可能にするBiolandTool3

を利用している。

2013年に生物多様性及び生態系サービスに関す
る政府間科学－政策プラットフォーム（IPBES）が
設立され、生物多様性及び生態系サービスに関す
る地球規模評価報告書を含むさまざまなアセスメ
ントが作成されたことは、生物多様性に関する政
策及び決定を支援するために利用できる情報につ
いて大きな進歩を表している。4

生物多様性に関する変化をさまざまな空間的及
び時間的スケールで監視するために利用可能で、
生物多様性指標パートナーシップ（BIP）の下でま
とめられた指標の数が増えている。5 さらに、平均
して、第5回国別報告書で使用された指標の数は
49個だったが、第6回国別報告書では84個だった6。

 
地球観測政府間会合生物多様性観測ネットワー

ク（GEO－BON）を通じた必須生物多様性変数
（EBV）の開発は、その適用に関わるプロセスとツ
ールとともに、生物多様性の変化を研究、報告、
管理するために監視及び測定しなければならない
生物多様性の要素を定義する際の助けとなった。

目標 19

情報と知識の共有
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1 2目標の要素
1. 生物多様性に関する知識、科学、技術が改善される
2. 生物多様性に関する知識、科学、技術が共有される

図19.1　IUCNレッドリストを通じて評価された種の数の増加7
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変数は6つのクラスにグループ化され、遺伝的構
成、種の個体数、種の特性、群集構成、生態系機能、
生態系構造を測定する。8 生物多様性観測ネットワ
ークは、アジア太平洋地域、北極圏、ヨーロッパ、
及び南北アメリカで設置されており、海洋、淡水、
土壌の生物多様性に関するテーマ別ネットワーク
も設置されている。

生物多様性に関するデータと情報の利用可能性
の増加は、いくつかの指標によって示されている。
例えば、IUCNレッドリストで絶滅リスクが評価さ
れた種の数は過去10年間で倍増し、2020年には
12万種を超えた。それにもかかわらず、レッドリ
ストの評価は、既知の種の6％しかカバーしていな
い（図19.1）。

地球規模生物多様性情報機構（GBIF）を通じて
自由にアクセスできる種のオカレンスレコードの
数は、2018年に10億を超え、2020年5月までに
14億を超え、10年間で7倍に増加した（図19.2）。
このようなデータは、保全、気候変動の影響、侵
略的外来種、食料安全保障、人間の健康、その他

の政策関連分野に関する研究で広く使用されてい
る。9 それにもかかわらず、このデータは依然とし
て動物種、特に鳥類や高等植物に大きく偏っており、
特に熱帯地方で最も多様な生態系の多くは依然と
して記録が大幅に少ない。10 海洋生物多様性に関す
る研究と政策を支援するためのデータ提供を専門
とする海洋生物多様性情報システム（OBIS）は、
2010年の2,200万件の記録と比較して、2020年
には131,000種以上に関連する約6,000万件のオ
カレンスレコードへのアクセスを提供した。11

新しいテクノロジーは、生物多様性の探求と理
解能力を大幅に強化している。環境DNA（eDNA）
とメタゲノム・サンプリングを使用すると、個々
の生物を観察したり収集したりすることなく、生
物多様性をモニタリングできる。バーコード・オ
ブ・ライフ・データシステム（BOLD）は、50万
を超える公開「バーコード・インデックス番号」
のライブラリを確立し、遺伝子配列を既知の種に
対応するユニットにクラスター化して、さまざま
な研究や政策への適用をサポートするための識別
を支援している。13 人工知能はすでにiNaturalistな

進捗状況
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関連するSDGsターゲット

どの市民科学プラットフォームを通じて種の認識
をサポートしており、カメラ・トラップによってキ
ャプチャされた画像を通じて野生生物のほぼリア
ルタイムのモニタリングをサポートするために適
用されている。14 生物音響モニタリングと衛星ベー
スの動物追跡は、生物多様性の知識をサポートす
るために利用可能なデータの迅速な拡張を可能に
するまた別のさまざまな技術適用の1つである。

                                                
生物多様性の知識の構築に関連する現在の課題は、

ジェンダー固有のデータを含む、生物多様性に関
連する社会経済データの欠如である。このような
ギャップは、誤解を招く情報につながり、効果的
な管理を損なう可能性がある。例えば、小規模漁
業のレビューでは、女性漁業者の漁獲量に関する
定量的データがないため、総漁獲量、及び漁業者
のターゲットとなっている動物や生息地の多様性
が過小評価されていることがわかった。15

NBSAPの大部分（84％）には、愛知目標19に
関連するターゲットが含まれている。国別目標に
向けた進捗状況を評価した締約国のうち、半数近
くが達成に向かい（47％）または超過（1％）に
向けて順調に進んでいると報告している。その他
の大部分（46％）は目標に向かってある程度進捗
しており、7％だけが進捗がないと報告している。
しかし、愛知目標の範囲と野心のレベルに近い（28
％）か、超えている（1％）国別目標は3分の1以
下である。生物多様性の情報と技術の共有、また
はその応用に対処するターゲットはほとんどない。
進捗状況を報告した締約国のうち、愛知目標と同
様の範囲と野心を持つ国別目標を掲げており、か
つ達成に向けて順調に進んでいるのは5分の1に満
たない（15％）（棒グラフ参照）。16

ターゲット17.18　2020年までに、・・・開
発途上国に対する能力構築支援を強化し、・・・
質が高くタイムリーかつ信頼性のある・・・
データの入手可能性を向上させる。

図19.2　GBIFを通じた種のオカレンスレコードの増加12
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地球規模生物多様性情報機構（GBIF）を通じたオープンアクセスデータの提供。折れ線は、時間の経過に伴う種のオ
カレンスレコードの数と、オカレンスレコードを持つ種の数を示している。
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0% 10%  20%  30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 国別目標に向けた進捗状況について 

Box 19.1　各国の経験と進捗の例

 • カンボジア：生物多様性情報のアクセシビリティと共有性を改善するため、2018年にリオ3条約
に関連する情報をまとめたウェブポータルが作成された。このポータルの情報は、主要な指標に
基づいている。ポータルを通じて収集されたデータは、国のクリアリングハウスのデータ入力に
使われ、リオ条約の担当者の作業をサポートするだけでなく、生物多様性、その価値、及びその
状況と傾向に対する一般的な認識を高めることを助ける。17

 • カナダ：NatureWatchプログラムは、カエル、氷、植物、蠕虫、トウワタ、北極圏の野生生物
に関連するプログラムなど、市民ベースのモニタリングプログラムをいくつもまとめている。こ
のプログラムは当初2000年に開始されたが、2014年以降、ナショナル・ホッケーリーグ、エコ
ツーリズム企業、イヌイットのユースグループ、小学校教師、スカウト・カナダ、カナダ科学技
術博物館などとのパートナーシップをはじめ、新しいパートナーとの提携やコラボレーションを
通じて大幅に拡大している。18

 • マラウイ：生物多様性プライオリティ・マッピング・プロジェクトを通じて、マラウイは空間的
な生物多様性評価を実施し、36の異なるセクターにおけるトレードオフと政策への影響に関連
する証拠を特定及び開発するためにステークホルダーを関与させている。生物多様性日本基金を
通じて支援されているプロジェクトの一環として、マラウイはマッピングによる成果物を作成し、
関連するセクターとの主流化の機会を得ている。19

Box 19.2　コミュニティベースの生物多様性モニタリング

生物多様性の状況、傾向、脅威を監視する上での先住民と地域コミュニティの役割はますます認識
されるようになっている。以下にその例を挙げる。

 • グアテマラ：先住民のコミュニティは、森林の健康状態や絶滅危惧種の鳥類、哺乳類、植物につ
いてコミュニティの森林を監視している。彼らは、絶滅危惧種に関連する状況、傾向、文化的価
値と慣行を追跡し、森林管理を支援するための情報を提供するコミュニティベースの監視及び情
報システム（CBMIS）を維持している。20

 • ロシア連邦：ビキン国立公園は、ユーラシアの亜寒帯で保護されている最大の自然林である。こ
の公園は、生物多様性の保全と回復、そしてこの地域の先住民であるウデヘとナナイの森林文化
の保護を共同の目的として設立された。公園で働く114人のうち、70人は先住民族である。先住
民の公園職員は、最新のテクノロジーや情報システムとともに、伝統的な知識、慣習、儀式を利
用したコミュニティベースの監視など、さまざまな業務を遂行している。21
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遅くとも2020年までに、戦略計画2011-2020の効果的な実施に向けて、あらゆる資金
源からの、また資源動員戦略において統合、合意されたプロセスに基づく資金動員が、
現在のレベルから顕著に増加すべきである。この目標は、締約国によって策定、報告さ
れる資源のニーズアセスメントによって変更される可能性がある。1

目標達成のまとめ
一部の国において生物多様性のための国内資源の増加があったが、その他の国の資源は過去10年間ほ
ぼ一定であった。国際的なフローや政府開発援助を通した生物多様性のために利用可能な資金はほぼ
倍増した。しかし、生物多様性関連資金のすべての財源を考慮した場合、調達資金の増加は需要に比
して十分ではなかったと考えられる。さらに、生物多様性にとって有害な活動に対する支援がこれらの
資源をはるかに上回った（愛知目標3参照）。資金のニーズ、ギャップ及び優先事項の特定や国の財政
計画の策定、及び生物多様性の価値評価に関する進捗があったのは相対的に少数の国に限られている（愛
知目標2参照）。本目標は部分的に達成（信頼性：高）2

データのギャップとさまざまな方法論の違いに
より、生物多様性への世界的な資金の流れの変化
を経時的に評価することは困難だが、入手可能な
データによると、世界の生物多様性の資金は年間
780億から910億ドル（2015年から2017年の平
均）の規模である3。各国政府は、生物多様性に有
害な可能性のある支援にかなり多くを費やしてい
る4。生物多様性資金のニーズの見積もりはそれぞ
れ大きく異なっているが、控えめに見積もっても
数千億米ドルとみられる。5 大部分の生物多様性資
金は国内からのもので、2015年から2017年まで
の期間においては、年間約678億ドルである。6

多くの締約国は、第6回国別報告書で、国内の生
物多様性資金調達を増やす取組に言及し、生物多
様性資金イニシアチブ（BIOFIN）を含むパートナ
ーシップとプログラムの重要性に触れている。7 外
国からの資金は通常プロジェクトベースで提供さ
れるが、一部の締約国は、より持続的な資金提供
を行うためにパートナーシップや資金調達メカニ
ズムを整備している（Box 20.1）。一部の締約国は、

保護地域の運営に資金を提供するための観光税など、
生物多様性プロジェクトに資金を提供するための
税制改革の実施と奨励措置の導入に言及している。
行動が実行されてはいても、リソースの入手可能
性は、実施の課題として認識されることが多い。
一部の締約国は、資金の分断化と包括的な資金戦
略の欠如も課題だと指摘している。

愛知目標20に関連する財務報告フレームワーク
を通じて提供された情報によると、28の締約国は
国内の生物多様性資源が増加傾向にあり、24の締
約国は変化がなく、13の締約国は減少傾向だった。
13の締約国については、傾向を検出できなかった
か、もしくはどちらとも言えなかった8。同じ情報
源は、国の優先事項と開発計画に生物多様性を含
めることに関して、締約国にいくらか進展があっ
たことを示している。53か国（報告したうちの60
％、ただし全体では27％のみ）は全般的に含めら
れていると報告し、残りの25か国はある程度の進
展を報告した。前述のように、78の締約国（締約
国全体の40％）が支出について報告しているが、

目標 20

資源動員
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目標の要素
1.	国際的な資金フローが倍増する
2.	生物多様性を国家計画に含める
3.	支出、需要、ギャップ、優先順位が報告される
4.	財務計画と評価が策定される
5.	国内の資金源が動員される

資金調達の必要性、ギャップ、優先順位について
報告しているものは少ない。国の財政計画の策定
と生物多様性の価値の評価はあまり進展しておらず、
財政計画の要素を作成したのは23の締約国だけで
ある（そして報告したうちの3分の2は実行に資源
が不十分なことを示している）。ただし、83％が何
らかの評価を行っていた。

政府開発援助（ODA）と非譲許的融資フロー（二
国間及び多国間の両方）を含む国際的な公的生物
多様性資金について、生物多様性を主な焦点とす
る資金が、2015年から2017年の間に年間約39億
ドルあると推定された。生物多様性に関連する要
素を多分に備えた他の資金も含めると、年間93億

ドルになる。これは、こうした資金が10年間で約
2倍になったことを反映している。11 2006―2010
年と2015―2018年の平均を比較すると、二国間
ODAだけでも、主に生物多様性に関連する資金に
ついてはほぼ76％増加し、すべての資金を考慮す
ると100％以上増加している（図20.1）。2つのカ
テゴリ（第一の目的とするものに100％、重要と
するものに40％）に重み付けを行うと、同じ2つ
の期間でほぼ100％の増加が見られる。

OECD開発援助委員会（DAC）のメンバーであ
る締約国は、2006年から2010年と、2015年の間
に国際的な公的生物多様性資金への支援を合わせ
て130％増やした12。これは、愛知目標20に関連

表20.1　生物多様性の重点分野及びその他の関連投資を通じて提供された資金

GEF-4
(2006-2010)

GEF-5
(2010-2014)

GEF-6
(2014-2018)

GEF-7
(2018-2022)

生物多様性の重点分野 880,380,000 1,080,000,000 1,101,000,000 1,291,981,305

その他の生物多様性
関連GEF投資 326,110,000 830,000,000 1,041,000,000 901,025,165

合計 1,206,490,000 1,910,000,000 2,142,000,000 2,193,006,470

Box 20.1　各国の経験と進捗の例

•• ギニアビサウ：生物多様性保全活動のための持続可能な資金調達メカニズムであるBioGuinea財
団が、政府、市民社会、民間セクター、及びGEF、世界銀行、IUCN、マヴァ自然財団、欧州連
合などの国内及び国際的な支援と協力によって設立された。この財団は非政治的な公益事業であり、
資源の利用をより効率的、効果的、かつ透明にするために設立された。9

•• パナマ：地球環境ファシリティ(GEF)からの着手資金150万ドルで、環境省とパナマ国立銀行と
のパートナーシップを通じて信託が設立された。この信託は、国際協力だけでなく、公的セクタ
ーと民間セクターによって行われる環境イニシアチブのための恒久的な資金源を提供する。10

進捗状況
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関連するSDGsターゲット
ターゲット10.b　・・・ニーズが最も大き
い国々への、政府開発援助（ODA）及び海
外直接投資を含む資金の流入を促進する。

ターゲット17.3　複数の財源から、開発途
上国のための追加的資金源を動員する。

する財務報告フレームワークを通じて締約国から
提供された情報と一致しており、2015年までに10
の締約国が生物多様性に対する国際援助フローを
少なくとも倍増させたことを示している。

DAC加盟国を通じて政府開発援助として利用可

能になった資金は、2018年に推定2億ドルから5億
1000万ドルの民間の生物多様性資金を生み出した。
しかし、ほとんどの国際的な公的生物多様性資金は、
陸域及び淡水域の生物多様性に焦点を合わせており、
海洋生物多様性に取り組むものは二国間生物多様
性関連ODAの約4％に過ぎない15。 

図20.1　生物多様性に関連する二国間政府開発援助の傾向13

第一の目的

百
万
ド
ル
、
現
在
の
価
格

重要な目的

2006-2010平均（合計）

2015-2018平均（合計）

2015-2018平均（第一の目的）

2006-2010平均（第一の目的）

棒グラフは、二国間政府開発援助について、生物多様性を第一の目的とするものと生物多様性を重要な目的とする
ものを示している。点線は、主な目的とするODAと重要な目的とするODAの2006―2010年の平均及び2015―
2018年の平均を示している。

Box 20.2　緑の気候基金14

気候変動に関する国際連合枠組条約の下で2010年に設立された緑の気候基金（GCF）は、開発途
上国が気候変動への野心を高め、パリ協定の目標に向けて各国による国が決定する貢献（NDC）の
実現を支援する上で重要な役割を果たす。この基金は、開発途上国による、気候変動の緩和と、そ
の影響に適応するためのプロジェクトを支援している。2014年には、最初の資源動員の一環として、
合計103億ドルの拠出誓約が行われ、そのうち72億ドルをGCFが受け取った。 2019年には、さら
に一連の拠出誓約が行われ、多くの国が2020年から2023年のプログラム期間当初の拠出額から倍
増させ、総額は98億ドルになった。 GCFはまた、公共投資を利用して、気候変動対策行動のため
の民間セクターの資金調達を促進している。2020年6月の時点で、GCFのポートフォリオの総額は
190億ドルで、世界各地の128のプロジェクトとプログラムで構成され、またプロジェクト・パー
トナーからの協調融資も含まれている。この合計のうち約29億ドルは、生態系を基盤とする緩和及
び適応活動に関連する41のプロジェクトをサポートするために投資されている（プロジェクト数で
GCFポートフォリオの32％、金銭的価値で15.2％）。これらのプロジェクトのうち、生態系と生態
系サービスのサポートと復元に直接向けられた投資は7億ドルに達する。



125戦略目標E：目標 20 − 資源動員
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カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 

地球環境ファシリティ（GEF）は、生物多様性
条約の財政的メカニズムである。2006―2010年
と2018―2022年の間に、GEFを通じて提供され
る生物多様性に直接関連する資金16は30％以上増
加し、約13億ドルに達した（表20.1）17。 さらに、
他の生物多様性関連の投資額もこの期間に増加し
た18。GEFを通じて提供された資金は、2015年か
ら2017年の間に年間3億2,300万ドルの民間協調
融資を追加で引き出した。19

気候変動への対処など、他の国際的な目的を支
援するための資金は、しばしば直接的または間接
的に生物多様性の目的も支援する（Box 20.2）。こ
れらの潜在的な相乗効果をさらに活用することは、
生物多様性のための活動の資源の量を増やす1つの
方法である。

2015年から2017年の間に、控えめな見積もり
に基づいても、民間セクターは生物多様性に年間
66億から136億ドルを費やした。この支出は、生
物多様性オフセット、持続可能な商品、森林炭素

金融、生態系サービスへの支払い、水質取引とオ
フセット、慈善活動による支出、保全を目的とす
る非政府組織への民間拠出、二国間及び多国間公
的開発資金によって活用される民間金融など、さ
まざまな形をとっている。20

締約国の4分の3が愛知目標20に向けて国別目標
を設定し、それらをNBSAPに含めている。締約国
のうち、3分の1未満が国別目標に到達（30％）ま
たは超過（3％）に向かっている。締約国の約半数

（50％）が目標に向かって進捗したが、達成はでき
ない。締約国のうち、5分の1未満（17％）が進捗
がないと報告している。 しかし、愛知目標の範囲
と野心のレベルに近い（26％）か、超えている（1
％）国別目標は約4分の1強である。大多数は一般
的であり、資源を大幅に増やす必要があることを
明記していない、またはすべての資金源について
言及していない。報告した中で、愛知目標20と同
様の国別目標を掲げて、かつ達成に向けて順調に
進んでいる締約国は少数（7％）である（棒グラフ
参照）。21

Aljoscha Laschgari / Unsplash

国別目標に向けた進捗状況について 
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2002年に締約国会議で最初に採択された世界植物保全戦略（GSPC）は1、2010年
までに、成果志向で測定可能な一連の16個の目標達成を目的としていた。2010年の
COP102ではGSPCの実施は生物多様性戦略計画2011-2020のより広範な枠組の一部
として追求されるべきであるという決定とともに、2020年に向けて改訂された一連の
目標が合意された。

GSPCは、近年、植物保全のための取組を結集す
ることに役立っている。 GSPCの実施は協力と相
乗効果を刺激し、多くの機関や非政府組織に生物
多様性戦略計画2011-2020及び生物多様性条約へ
のより一般的な実施への入り口を提供した。GSPC
はまた、2004年に設立された植物保全のためのグ
ローバル・パートナーシップ（GPPC）を通じて相
互に関連づけられた目標に特化したサポート・グ
ループや推進派の設立を促した。表21.1に、GSPC
の目標達成に向けた進捗状況の概要を示す。さら
に詳細は、植物保全報告書2020に記載されてい 
る。3 

国レベルでは、世界で最も生物多様性に富む国
の多くを含め、多くの国がGSPCへの対応を策定
している。これらの国々の領土内にあわせて世界
の植物種の50％以上が含まれている。それ以外の
国々は、各国の生物多様性国家戦略（NBSAP）を
通じてGSPCを実施している。GSPCの目標に向け
た進捗状況の報告は任意だが、61か国が2020年5
月までにCBDに提出した第6回国別報告書のなかで、
GSPCに向けた国内の進捗状況を報告した。大多数
の国は、すべての目標に向けて少なくともある程
度の進捗を報告しており、GSPC目標1（e-flora）、
2（レッドリスト）、及び14（植物の多様性に対す
る一般の認識）は、国レベルで達成される可能性
が最も高い（Box 21.1）。

これらの成功はあるものの、多くの課題も特定
されている。

•• GSPCと愛知目標の整合性が悪いケースでは、
植物保護活動がより高いレベルの目標への貢献
ではなく追加の負担と見なされ、得られた結果
がNBSAPの報告書に十分に反映されていないこ
とを意味する。

•• グローバル・データセットからの情報が国のプ
ログラムにフィードバックされることを保証す
るメカニズムが十分に開発されていない。

•• セクター間（例えば、農業と環境の間、政府と
非政府組織の間）での調整と情報共有の欠如は、
効率的な実施と進捗状況の正確な報告の両方を
制約してきた。

•• 国の植物保全戦略の開発を通じて植物保全の目
標を達成するという政府の取組は、比較的少数
の国でしか示されていない。

世界植物保全戦略
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Box 21.1　各国の経験と進捗の例

•• 中国：植物の多様性の重要性を認識し、中国の植物保護戦略が、中国科学院、国家林業局（現
在の国家林業草原局）及び国家環境保護総局（現在の生態環境部）の共同イニシアチブとして
2008年に採択された。2018年に進捗状況のレビューが行われ、GSPCの目標のうち5つが中国
で達成され（目標1、2、4、5、及び7）、さらにその他の5つに向けて大幅な進展が見られた（目
標3、8、 9、14、及び16）。さらに2019年、中国はGSPCの国際フォーラムで、更新された中国
の植物保護戦略2021-2030を発表した。4

•• メキシコ：2020年以降まで及ぶ期間で6つの戦略目標と33の目標が含まれている国家植物保全
戦略が策定された。戦略の実施を支援するために調整委員会が設立され、6つの目的のそれぞれ
に責任を持つコーディネーターが置かれている。5

•• 南アフリカ：2006年のGSPC目標に向けた進捗状況のレビューに続いて、ギャップ領域に集中
するために国固有の戦略が開発された。南アフリカ植物学会と南アフリカ国立生物多様性研究所
とのパートナーシップが、2016年に環境省によって承認された戦略を作成するための基盤を提
供した。南アフリカの戦略は、GSPCと同じ16の目標のセットを維持しているが、国の状況に合
わせていくつかの目標が変更されている。植物保全目標とNBSAP目標の間の調整も実施された。
戦略の開発を通じて、保全機関、非政府組織、学術機関を含む植物学者の強力なネットワークが
形成された。6

Roger Gantner / Shutterstock
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表21.1　世界及び国別レベルでのGSPC目標の達成における進捗状況の概要

背景色は、世界レベルでの目標への進捗レベルを示す。緑色は、目標が達成されたことを示す。黄色は、
ある程度の進捗はあったが、目標が達成されたと結論付けるのに十分なレベルではないことを示す。円グ
ラフは、第6回国別報告書で報告された内容に従って、目標の達成に向かって順調に進んでいる（緑）、進
捗しているが目標を達成するには不十分である（黄色）、または目標に向かって進捗していない（赤）と
報告した国の割合を示している。

GSPC目標と 
世界的な進捗 国別の進捗 進捗の概要

1.	 既知の全植物のオン
ライン上の植物誌 

世界レベルでは、検索可能なウェブサイトである世界植物
種データベースで、目標は達成されたと見なせる。7 このデ
ータベースには現在、1,325,205の名前、350,510の承認
されている種、55,272の画像、129,400の記載、31,683
の分布、及び1,154,754の参照が含まれている。いくつか
の巨大な多様性を持つ国々を含め、多くの国において国レ
ベルでこの目標を達成するために順調に進んでいる。

2.	 保全活動の指針にな
る、可能な限りすべ
ての既知の植物種保
全状況のアセスメン
トが行われる

IUCNによって作成された世界的な保全評価は、既知の植物
種のわずか10％強が利用可能であり、そのうち41％が絶滅
の危機に瀕している。植物園自然保護国際機構とパートナ
ーによって開発されたThreatSearchデータベースには、世
界、地域、国の評価をカバーする18万以上の分類群（既知
の植物種の35％）を記述する34万以上の評価が含まれてい
る。これまでの結果では、評価された種の3分の1が何らか
のレベルで絶滅の危機に瀕していることが示されている。8 
2020年までに世界の6万樹種すべての保全評価を行うこと
を目的とした世界樹木評価は、2020年7月までにこの目標
の61％まで達成した。9

3.	 戦略の実施に必要な
情報、研究、関連す
る成果、および方法
が策定および共有さ
れる

オンラインのGSPCツールキットが開発され、６つの国連
公用語で利用できる。これは、情報、方法論、及びリソー
スを共有するためのプラットフォームを提供する。10 国別
のレベルでは、さらなるツールとリソースが必要とされる
多くの分野が特定されている。
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GSPC目標と 
世界的な進捗 国別の進捗 進捗の概要

4.	 各エコリージョンま 
たは植生区分の少な
くとも15%が、効果
的管理及び／または
再生によって保全さ
れる

植物保全のためのグローバル・パートナーシップのメンバ
ーは、アフリカの森林景観回復イニシアチブやアフリカの
サヘルを横切るグレート・グリーンウォールなど、大規模
な生態系再生の取組に科学的に貢献している。生態系再生
のための植物園アライアンスの設立は、再生における在来
種の使用に焦点を合わせ、パートナーを集めた。11

5.	 植物多様性にとって
最も重要な各エコリ
ージョンの少なくと 
も75%が、植物及び
その遺伝的多様性保
全に関する適正な効
果的管理によって保
護される

植物に関する重要地域（IPA）の特定をサポートするガイド
ラインが作成され、IPAの場所やプロジェクトのオンライン・
データベースが利用可能である。現在IPAは、ヨーロッパ、
アフリカ、中東の大部分で特定されており、これまでに27
か国で1,994か所のIPAが特定され、記録されている。一部
の国では、IPAのネットワークが国の保全計画及び監視スキ
ームに統合されている。12 さらに、1,500か所を超える生物
多様性重要地域が植物について特定されている。これらのう
ち、わずか16％だけが保護地域により完全にカバーされて
おり、ほぼ半分（47％）が完全に保護地域の外にある。平
均して、植物について特定された各KBAの37％が保護地域
によってカバーされている。

6.	 各部門の生産地の少
なくとも75%が、持
続的に、植物多様性
の保全にふさわしい
方法で管理される

持続可能な生産と管理の実践が農業と林業にますます適用
されている。しかし、植物保全の詳細がそのような計画に
どの程度組み込まれているかについては疑問があり、より
分野を超えた協力が必要である。

7.	 絶滅のおそれのある
状態の既知の植物種
のうち、少なくとも
75%が、それらの生
育地で保全される

世界の絶滅危惧植物の数は、GSPC目標2の達成を通じて決
定される必要がある。これまでの評価では、植物種の30％
が絶滅の危機に瀕していることが示唆されている。13 しかし、
目標2での世界樹木評価の急速な進捗により、世界60,000
種の樹木に関連する大量のデータが収集された。分析された
48,486樹種のうち、11,003種が国内または世界で絶滅の危
機に瀕しており、そのうち71％が少なくとも1か所の保護地
域で見られる。国のレベルでは、この目標に向けた進展は、
GSPC目標2の進展と密接に関連している。
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GSPC目標と 
世界的な進捗 国別の進捗 進捗の概要

8.	 生育場所以外で採取
された絶滅のおそれ
のある状態の既知の
植物種のうちできれ
ば少なくとも75%が
その原産国内へ戻し、
及び少なくとも20%
が、回復と復元プロ
グラムで利用を可能
にする

世界中の植物園を合わせた生体植物コレクションには、す
べての既知の植物の約30％と、既知の絶滅危惧植物種の41
％が含まれている。ただし、これらの種の93％は北半球に
生息しており、生体コレクションに存在しない種の推定76
％は熱帯起源である。さらに、固有の絶滅危惧種の半数以
上が原産国の生息場所以外では保管されていないが、これ
は生態系または種の回復への入手可能性が低下しているこ
とを意味する。国レベルでは、生息場所以外で多数の植物
種を維持または保管する能力が不足しているため、多くの
国がこの目標を困難だとしている。

9.	 先住民と地域の知識
を尊重し、保護し、 
維持しながら、野生 
の関連類、及び他の 
社会経済的に貴重な
植物種を含む、穀物 
の遺伝的多様性の70 
%が保全される

最新の報告によると、世界各地の1,750か所のジーンバン
クに、約740万件の食料及び農業植物遺伝資源が保管され
ている。しかし、これらの作物のジーンバンクに保持され
ている試料は、圧倒的に栽培起源であり、野生種は著しく
過小評価されている。国レベルでの主要な課題の1つは、社
会経済的に重要な何千もの種を特定し、これらの種に関連
する先住民の知識を管理することである。

10.	新たな生物学的侵入
を防ぎ、侵入された
植物多様性にとって
重要な地域の管理の
ための効果的な管理
計画が立てられる

世界貿易の増加と侵入可能な複数の経路は、新たな生物学
的侵入を防ぐに当たって主要な課題を提示している。多く
の国がとった行動には、侵略的植物種の目録の作成や、侵
略的外来種に関する国家戦略の策定がある。
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GSPC目標と 
世界的な進捗 国別の進捗 進捗の概要

11.	国際貿易によって絶
滅の危機に瀕してい
る野生植物の種が存
在しないこと

この目標の実施、監視、及びレビューは、絶滅のおそれの
ある野生動植物の種の国際取引に関する条約（CITES）及び、
その下の植物委員会との連携を通じて行われる。合計で3万
を超える植物種がCITES附属書に記載されているが、これら
の種の取引を世界的に監視することは、「類似」種という主張、
取引される植物の不十分な記録、及び国境の抜け穴などに
よりCITES規制回避が横行しているため、困難である。国レ
ベルでは、この目標について報告している国の約3分の1が、
2020年までに目標を達成するのに十分な進捗を報告してい
る。 

12.	全ての野生から収穫
された植物製品が、
持続可能な方法で調
達される

薬用または芳香剤用として取引されている植物種の最大90
％が野生で収集されている。その7％が評価されたところ、
そのうち、5種に1種が絶滅の危機に瀕している。持続可能
な収穫認証スキームFairWildは、2010年から運用されてい
る。これまでに、25種が10を超える生産国から認証されて
いる。認定制度は、倫理的バイオトレード連合からも提供
されている。国レベルでは、各国は、既存の収穫レベルに
関する情報が入手できず、「安全な」収穫レベルに関する科
学的データが限られていることから、この目標に向けた進
捗状況を監視することが困難だと報告している。

13.	植物資源と関連付け
られた先住民及び地
域の知識・工夫及び
慣行の革新と慣行が、
必要に応じて、日常
的利用、持続可能な
生活様式、地域の食
糧の確保、及び健康
管理を支えるために、
維持され増進される

伝統的知識の価値は、日常生活の中でそれに依存している
人々だけでなく、現代の産業や農業にもますます認識され
ている。名古屋議定書（愛知目標16）の採択により、伝統
的知識の文書化と記録の必要性がさらに高まっているが、
ベースラインが定量化されていないため、この目標に向け
た進捗状況を測定することは困難である。伝統的な知識を
収集し保存するために、国及び地方レベルで幅広いイニシ
アチブが構築されてきた。
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GSPC目標と 
世界的な進捗 国別の進捗 進捗の概要

14.	植物多様性の重要性
及び保全の必要性が、
コミュニケーション、
教育、普及啓発

（CEPA）に関するプ
ログラムに組込まれ
る

新しく革新的な方法で一般市民を巻き込むことは、植物保
全問題への意識を高めるための鍵である。植物モニタリン
グに焦点を当てた市民科学プロジェクトの人気が高まって
いる。さらに、植物識別アプリは世界中で膨大な数のユー
ザーを魅了している。 国別報告書は、多くの国でこの目標
に向けて大きな進捗があることを示している。

15.	この戦略の目標を達
成するために、国の
ニーズに応じて適切
な施設で働く訓練を
受けた人々の数が十
分であること

入手可能な情報は、植物保全に関する能力開発の機会が一
部の地域や国で減少していることを示唆している。もしそ
の通りなら、締約国が生物多様性保全へのコミットメント
を果たす能力に大きな影響を及ぼす。多くの国が、GSPCの
目標を達成するために必要な能力を測定するための国内評
価が実施されていないことに言及している。

16.戦略目標を達成する
ために、植物保全の
ための施設、ネット 
ワーク、パートナー 
シップが国家、地域、
国際レベルで確立、
または強化される

世界レベルでは、植物保全のためのグローバル・パートナ
ーシップにより、植物保全コミュニティが結集し、現在、
約58のパートナーが参加している。14 しかし、他のセクタ
ーを関与させるには、さらに大きな努力が必要である。国
のレベルでは、セクター間のネットワークが不足しており、
制度の統合が限られており、植物保全の主流化が不足して
いる。しかし、GSPCに対する国での対応が展開されている
場合、これらがステークホルダー間のネットワーキングに
焦点を当てることに役立った。
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生物多様性戦略計画 2011-2020  
実施の進捗状況確認

世界レベルでの進捗状況の評価
各愛知目標の世界レベルでの総合評価では、20

の目標の内、6つの目標（目標9、11、16、17、
19、20）が部分的に達成されたが、完全に達成さ
れた目標は無い。世界レベルの評価では、20の目
標の60の要素の進捗状況を調べている。このうち、
達成されたのは7個の要素のみだが、38個は進捗
を示している。13個の要素は進捗がないか、また
は目標から離れる動きを示している。2個の要素の
進捗は不明である。

図21.1は、GBO-4用に作成された分析を更新し
て、すべての目標にわたるグローバル指標の分析
を示している。生物多様性を支援する政策や行動
に関連する指標（対応）は圧倒的にポジティブな
傾向を示しているが（34個の指標のうち22個は
大幅な増加）、生物多様性の損失の要因に関連する
指標は増加しており（13個のうち9個は大幅な悪
化傾向）、自然の現在の状態自体の指標も負の傾向
を示している（16個の指標のうち12個が著しく悪 
化）。1

この分析の明確な結果の中には、戦略計画の目
標B（直接圧力の低減）内の目標の指標がほとんど
負の方向にあり、関連するすべての目標（愛知目
標5-10）が未達成となっていることがある。唯一
の例外は目標9で、優先的な侵略的外来種の特定が
進んだために部分的に達成された。これは、生物
多様性の保全、持続可能な利用、利益配分を支援
するためにこれまでに講じられたすべての措置に
もかかわらず、世界の生態系が現在直面している
圧力に基づいて、生物多様性の継続的な減少が予
想されることを示唆している。また、現在の傾向
を改善するには、変化の根本的な要因に対処する
アプローチの抜本的な変更が必要であるという結
論を支持する。2

CBDへの第6回国別報告書で 
各国が報告した進捗状況

戦略計画2011-2020の実施に関するもうひとつ
の見解は、締約国が第6回国別報告書で報告した国
家目標に向けた進捗状況から提供されている。図
2.2は、各愛知目標について、国別目標に向けて報
告された進捗状況をまとめた棒グラフを編集した

生物多様性戦略計画 2011-2020 実施の進捗状況確認

Maciej Czekajewski / Shutterstoc
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ものである。各国の国別報告書を見渡すと、ある
程度の進捗が示されているが、やはり全般的に愛
知目標の達成には不十分なレベルである。

平均して、各国は国別目標の3分の1以上が達成
（34%、緑色の部分）又は超過（3%、青色の部分）
する見込みである、と報告している。残りの半分
の国別目標（51%、黄色の部分）は進捗している
が目標を達成できる速度ではないとしている。大
きな進展がないと報告している国はわずか11％（赤
色の部分）で、反対方向に進んでいると報告して
いる国はわずか1％（紫色の部分）である。進捗に
ついては、愛知目標1、11、16、17、19に関する
国別目標が最も進んでいると報告されている。進
捗については、愛知目標5、8、9、10、13、14、
20に関する国別目標には遙かに少ない進捗が報告
されている。

しかし、目標評価で指摘されているように、国
別目標は全般的に、対象範囲と野心度の点で、愛
知目標にはほとんど及んでいない。国別目標の4分
の1以下（23%）が愛知目標と十分一致しているに
過ぎず（グラフの中で色の濃い部分）、全国別目標
の約10分の1のみが愛知目標と類似し、かつ達成
される見込みである。国別目標は、他の目標よりも、
愛知目標1、9、16、17、19、20とよりよく一致
していた。しかし、これらの目標についても、目
標と整合性の高い目標をもつ国のうち約5分の1だ
けが、目標の達成に向かって順調に進んでいると
報告している。

国別目標に向けた進捗レベルと、愛知目標との
整合性の両方を考慮すると、国ベースの評価は、
世界レベルの評価と概ね一致している。

成功例
地球規模の愛知目標の達成は限定的であるものの、

本概況には生物多様性戦略計画2011-2020の目的
及び目標を支える活動によって成功を収めた重要
な事例が記載されている。

特に、最近の保全活動は、絶滅の数を減少させた。

このような行動がなければ、鳥類や哺乳類の種の
絶滅は過去10年間で実際のレベルの2倍から4倍に
なったと推定されている（愛知目標12参照）。これ
らの成功は、保護地域、狩猟規制、侵略的外来種
の制御、生息域外保全や再導入を含む、一連の措
置によって達成された。2011年から2020年の間
に絶滅から救われたと思われる種の例としては、オ
オマルケサスヒタキ（Pomarea whitneyi）、クロ
セイタカシギ（Himantopus novaezelandiae）、
ジャワサイ（Rhinoceros sondaicus）、クロアシ
イタチ（Mustela nigripes）などがある。これら
の種はすべて危機（Endangered）または深刻な
危機（Critically Endangered）のままである。し
たがって、過去10年間の絶滅防止の成功は、継続
的な追加の保護努力によってのみ維持される。3

保護地域は大きく拡大し、2000-2020年の期間
に陸域で約10%から少なくとも15%に、海域で3%
から少なくとも7%まで増加した。（愛知目標11参
照）また、同期間に生物多様性にとって特に重要
な地域（生物多様性重要地域）の保護も29%から
43%に増加した。

生物多様性の損失の直接的な要因に対処する上
での進歩のいくつかの注目すべき例がある。

•• 土地利用の変化　直前の10年間に比して、世界
的な森林減少の速度が約3分の1に減少した（愛
知目標5）。

•• 乱獲　資源評価、漁獲制限、及び法の執行を含
む、良好な漁業管理政策が導入された場所では、
漁獲資源が維持または回復した（愛知目標6）。

•• 汚染　欧州連合や中国などで、過剰な窒素ベー
スの肥料による汚染を減らした例がある（愛知
目標8）。

•• 侵略的外来種　 島嶼からの侵略的外来種の根絶
に関する成功事例が増加し、また今後の外来種
の侵入を回避するために、国際協定を含む、優
先度の高い種と侵入経路のターゲットが絞りこ
まれた（愛知目標9）。
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他に目標達成の分析で特定された進捗状況の例
は次のとおり。

•• 生物多様性への意識の明白な高まり（愛知目標
1）。

•• 国家勘定に生物多様性の価値を組み込む国の増
加（愛知目標2）。

•• 多くの国で劣化した生態系の再生プログラムが
成功した（愛知目標15）。

•• 遺伝資源へのアクセス及び利用から生ずる利益
の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議定書の
発効（愛知目標16）。

•• CBDの締約国の85％による国家の生物多様性
国家戦略及び行動計画（NBSAP）の策定（愛知
目標17）。

•• 多くの国における、伝統的な知識の価値と生物

多様性の慣習的で持続可能な利用に対する認識
の高まり（愛知目標18）。

•• 市民科学の取組等により、市民、研究者及び政
策立案者が利用できる生物多様性に関するデー
タや情報の大幅な増加（愛知目標19）。

•• 国際的なフローや政府開発援助を通じて生物多
様性に利用可能な財源が倍増（愛知目標20）。

これらの例、及び目標の評価で文書化された他
の例は、生物多様性の保全と持続可能な利用への
投資を維持及び強化するための強力な正当化、な
らびに生物多様性損失の間接的及び直接的な要因
の両方に対処するための措置を提供する。また、
後述するように、いくつかの重要な教訓を提供する。 

Tanya Puntti / Shutterstock
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図21.1　2014年の評価と、2018年のIPBES地球規模評価報告書に見られる、すべての愛知目標にわた
る要因、自然の状態、自然の寄与、及び対応（制度とガバナンスの方針と行動）の指標の傾向8
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2014年の評価では55個の指標が使用され、2018年の評価では68個が使用されたが、その多くは時系列を更新した。
指標は違っているが、それにも関わらず両方の評価は同様のパターンと傾向を示している。ただし、2018年の評価では、
生物多様性の損失の要因の増加とそれに対する対応は、生物多様性の状態の低下と同様に明確である。
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生物多様性戦略計画2011-2020の 
実施から学んだ教訓

戦略計画2011-2020の実施経験から得られたい
くつかの包括的な教訓は、ポスト2020生物多様性
枠組の策定に情報を提供する助けとなる。これら
の教訓は、ポスト2020生物多様性枠組のデザイ
ンと実施を改善するためには単一の解決策はなく、
さまざまな変更が必要になる可能性があることを
示唆している。4

•• 生物多様性損失の直接的及び間接的要因に対処
するための取組の増加――生物多様性損失の割
合を減らし、最終的にそれを停止するには、生
物多様性損失の要因に対処する必要があり、生
物多様性を担当する省庁と他のセクターに関連
する問題に取り組む省庁との間の相互連携の拡
大が、社会全体でのより大きな関与と共に必要
となる。最も成功する計画には、法的または政
策的枠組、社会経済的奨励措置、公的及びステ
ークホルダーの関与、監視及び執行など、一連
の行動が含まれる。条約の下で取り組まれてい
る問題の多くは相互に関連しており、したがっ
て、それらは計画と実施への統合された全体的
アプローチを必要とする。

•• ジェンダーの統合、先住民と地域社会の役割、
及びステークホルダー関与の強化――分析によ
ると、戦略計画2011-2020を支援する効果的
な行動の機会は、NBSAPの設計と実施への女
性、先住民、地域社会、及び幅広い利害関係者
の関与が不十分なために失われた（特に愛知目
標14、17、18を参照）。新しい世界的な枠組は、
これらすべての考慮事項を基本的な前提条件と
して含め、生物多様性に対する将来の行動に対
してより強力な要件を設定することができる。

•• 生物多様性国家戦略及び行動計画並びに関連す
る計画プロセスの強化――生物多様性国家戦略
及び行動計画は、生物多様性の損失の直接的な
要因を超えて、生物多様性ガバナンスへの全体
的なアプローチに向けた問題を含むように進化

してきた。しかし、NBSAPを政府全体の政策手
段として採用している国はほとんどなく、それ
が他のセクターへの取組における効果を制限し、
実施レベルを弱めている（愛知目標17参照）。

•• 適切に設計された「SMART」なゴールとター
ゲット――明確で曖昧さのない単純な言語で、
定量的な要素を使用し（つまり、「SMART」基
準に従って）5策定された愛知目標は、一般に、
より大きなレベルの進歩を遂げている。6 同時に、
特定の結果（アウトカム）を定義せず、プロセ
スに焦点を当てた目標について、より多くの進
捗があったように見える。意図した結果に焦点
を当てた目標は重要だが、必要とされる時間枠
内の進捗状況を監視し、目標を達成する責任を
明確に示すことは難しい場合がある。したがっ
て、プロセス目標と結果（アウトカム）目標の
進捗状況の効果的なモニタリングを可能にする
指標によってサポートされた組み合わせが役立
つことが考えられる。また、意図しない結果を
もたらさないように目標を策定することも重要
である。7

•• 国のコミットメントの野心を高める――戦略計
画2011-2020は、世界全体の愛知目標を支援
するために、生物多様性のための国別目標の設
定を定めた。しかし、国別目標の大多数は、愛
知目標よりも範囲と野心のレベルが低かった。
グローバルな枠組の目的と整合し、その目的と
目標に沿った将来の国家的コミットメントを促
進する必要がある。

•• 計画のタイムラグを減らし、実施のタイムラグ
を考慮する必要性――愛知目標への進捗は、さ
まざまなタイムラグによって妨げられた。ほと
んどの場合、更新された生物多様性国家戦略及
び行動計画は、戦略計画が採択されてからかな
り後になるまで策定されず、計画を実施するた
めの行動が遅れた（図17.1）。世界レベルでは、
指標が特定されるまでに何年も経過した。さら
に、自然体系のダイナミクスを考えると、積極
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的な行動が取られた場合、生物多様性への影響
は数年または数十年の間、目に見えない可能性
がある。

•• 効果的なレビューと各国への持続的かつ的を絞
った支援の必要性――国の専門家による定期的
なレビューの対象であり、また能力開発活動及
び地域及び準地域レベルでの支援ネットワーク
を通じて持続的かつ継続的な支援が提供されて
いる目標の達成には、より多くの進捗が見られ
た。十分な資金を確保する必要もある。

•• 学習と適応的管理の必要性――経験から学び、
政策措置の有効性や無駄の理由を理解するため
に、各国間の技術的及び科学的協力を促進する、
より大きな努力が必要である。条約の下で開発
されたものを含め、利用可能な政策支援ツール
と方法論を利用し、それらを国の状況に適応さ
せる機会もある。

•• 実施への関心の必要性――戦略計画2011-2020
には、理論的根拠、ビジョン、使命、ゴールと
ターゲット（愛知目標）のほか、実施、モニタ
リング、レビュー、評価、及び サポート・メカ
ニズムの規定が含まれている。愛知目標は最も
注目を浴びているが、実際には他のいくつかの
要素は、同様に重要でありながら、あまり注目
されていない。これはおそらく、目標の達成レ
ベルの低さに貢献している。

結論

GBO-5の評価の全体的なメッセージは、GBO-4
の中間評価のメッセージと同じままである。また、
IPBES地球規模評価報告書の最近の分析によっても
それが強化されている。要約すると、大部分の愛知
目標に向けて大きな進展があったものの、完全に達
成されたものはない。

全体として、生物多様性の保全と持続可能な利用
のための実質的な努力が継続中にもかかわらず、生

Ondrej Prosicky / Shutterstock
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物多様性の損失は続いている。現在の保全と管理の
行動はプラスの影響を及ぼしているが、その効果は
生物多様性への圧力の高まりに圧倒されており、そ
れが今度は食料、エネルギー、物資の消費レベルの
増加とインフラの発展に関係している。

その結果、世界は、生物多様性、土地の劣化、気
候変動、その他の持続可能な開発目標について、現
在世界的に合意されている目標のほとんどを達成す

るための軌道に乗っていない。しかし、この評価は、
適切に実施さえすれば、保全活動とより広範な政策
措置が効果的であるというさらなる証拠を提供する。
生物多様性の損失の直接的及び間接的な要因に取り
組み、生物多様性の保全と人々のための持続可能な
利用のメリットを実現するために、成功例から学び、
進歩を積み重ねる緊急の必要性がある。「自然との
共生」という目標に向かう可能性のある道筋は、こ
の概況の第三部で探求している。 

図21.2　国別目標に向けた進捗状況の評価と、これらと愛知目標の整合性
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生物多様性に関する
2050年ビジョンへの道筋

第三部
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生物多様性戦略計画2011-2020は、「自然との
共生」というタイトルのもとで、合意された長期
的な2050年生物多様性ビジョンを説明することに
より、短期及び中期の行動の背景を設定した。 具
体的には、このビジョンは「2050年までに生物多
様性が評価され、保全され、回復され、そして賢
明に利用され、そのことによって生態系サービス
が保持され、健全な地球が維持され、すべての人々
に不可欠な恩恵が与えられる」世界を目指すもの
だった。

過去10年間のために設定されたゴールとターゲ
ットに向けた進展は限られているが、2050年生物
多様性ビジョンは、今後の生物多様性に関する世
界的な行動を導くベンチマークであり続ける。本
概況の最終セクションでは、ビジョンを実現する
ために必要な行動の組み合わせと、それらが意味
する社会変革と移行について説明する。

「今までどおり（business as 
usual）」からの脱却

この概況の第二部に示されている目標のレビュ
ーは、戦略計画の目標に向けた現在の傾向と進捗
状況に基づいて、「今までどおり」を継続すると、
生物多様性ビジョンが手の届かないものになり、
生物多様性の将来だけでなく、持続可能な開発目
標と気候変動を制限するためのターゲットのすべ
てに深刻な影響を及ぼすことを明らかにしている。

現在の「今までどおり」の軌跡の下では、生物
多様性の損失を推進する主な圧力、及び自然の寄
与の枯渇は、引き続き強まるだろう。1 以下はその
例である。

•• 土地利用の変化と生息地の転換　「道半ば」の
シナリオでは、21世紀半ばまでに、森林やその
他の自然の地域の面積が世界的に大幅に減少し
続ける。このようなシナリオでは、集約化と収
穫量の増加が継続しているにもかかわらず、人

口の増加と富裕層の需要と現在の食生活の傾向
に対応するために、2015年から2050年の間に、
全世界で約2億ヘクタールの耕作地増加を見込
んでいる。都市の拡大やその他の変化とともに、
これは同期間に約3億ヘクタールの森林やその
他の自然生態系の損失につながると考えられ 
る。2

•• 気候変動　現在、世界の気温は、パリ協定に基
づいて各国による現在の公約が実施された場合、
今世紀末までに産業革命前のレベルを約3℃以
上上回る方向に向かっている。もし実施が不十
分な場合はさらに高いレベルに上昇する。3 この
ような変化は、生物多様性に非常に深刻な結果
をもたらし、絶滅率を高め、サンゴ礁などの一
部の生態系の事実上な消失につながる。4 

•• 乱獲　世界中の漁業の「今までどおり」のシナ
リオは、魚種資源の継続的な枯渇を引き起こし、
2050年までに漁獲量の減少と不採算につなが
る（図22.4及び持続可能な漁業と海洋への移
行）。5

•• 侵略的外来種　世界の海運交通量の増加予測に
よれば、2050年までに外来種の侵入のリスク
が現在のレベルの3倍から20倍へと増加する可
能性がある。リスクの増加は、中所得国、特に
北東アジアで特に高いと予測されている。海運
の増加は、気候に起因する環境変化よりも、海
洋環境での侵入にはるかに大きな影響を与える
と予想されている。6

•• 汚染　プラスチック汚染が水界生態系に侵入す
る割合は、「今までどおり」のシナリオの下では、
2040年までに2016年のレベルの2.6倍に増加
すると予測されている。同じ期間に、陸域環境
に存在するプラスチック汚染の割合は2.8倍に
増加する。プラスチック汚染を削減するという
現在の取組が完全に実施されたとしても、汚染
率の削減はこれらのレベルを6.6％下回るだけ
である。7 最新の入手可能な傾向に基づくと、大
気からの窒素の沈降は、今世紀の残りの期間、
一部の地域で大幅に増加すると予測されており、
生物多様性に重大な悪影響を及ぼす。2030年
までに、窒素沈降率はアジア、アフリカ、中南

第三部：生物多様性に関する2050年ビジョンへの道筋
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米で増加すると予測されているが、北米、ヨー
ロッパ、中東では減少すると予測されている。
2100年までに、南アジアでは特に大幅な増加
が予測されており、2100年のレベルは2000年
の2倍以上になる。8

明らかに「今までどおり」の軌道は、2050年ま
でに人間社会が自然と共生して生きていると解釈
できる将来とは矛盾している。これまでの例、及
びIPBES地球規模評価報告書によって検証された世
界的なシナリオは、遺伝的多様性からバイオーム
まで、すべてのレベルで生物多様性に重大な悪影
響を予測している。野生種のかなりの部分は、気
候変動、土地利用、天然資源の採掘、及びその他
の直接的な要因の影響により、21世紀中に絶滅の
危機に瀕すると予測されている。これら潜在的な
影響は、陸域、陸水、及び海洋の生態系に及ぶこ
とが示されている。

次に、これらの圧力は、自然の寄与を大幅に低

下させる結果を招く。水質の調整、沿岸域のリス
クの低減、作物の受粉といった自然の役割は、特
にそのような寄与の必要性が最も高い地域で、「今
までどおり」のシナリオの下では2050年までに大
幅に損なわれるであろう。特にアフリカと南アジ
アでは、将来に関する土地利用と気候変動のシナ
リオの下では、最大50億人が水質汚染の悪化と不
十分な受粉による栄養失調に直面する。アフリカ、
ユーラシア、南北アメリカで何億人もの人々が、
沿岸域のリスクの高まりに直面する。9

「今までどおり」からの損失は、経済的な観点
からも表現できる。例えば、グローバル・フュー
チャーズ・イニシアチブの最初の結果は、そのよ
うなシナリオに起因する生態系サービスの損失が、
控えめに見積もって、2050年までに世界経済に約
10兆ドルのコストとなるとしている。貧しい国々
がコストの大部分を負担し、東アフリカと西アフ
リカ、中央アジア、及び南アメリカの一部でGDP
の最大4％の損失が発生することになる。10

Leena Robinson / Shutterstock
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2050年へのシナリオと道筋
地球規模生物多様性概況第4版（GBO-4）は、

生物多様性の衰退を遅らせ、止めるために必要な
行動を示すシナリオを提示した。11 最近では、研究
者が、現在の傾向を逆転させて、自然と共生する
という2050年ビジョンに向けた動きと真に一致 
し12、持続可能な開発のための2030アジェンダの
下で設定されたとパリ協定の下で設定された目標
やターゲットと一致するような生物多様性の回復
を実現する可能性を探求した。13

IPBES地球規模評価報告書とその後のモデリング
研究（Box 22.1及び22.2）は、少なくとも一部の
生物多様性指標について、生物多様性損失の「流
れを変える」ことは確かに可能であるかもしれな
いものの、そのためには人間が地球を管理する方
法において大きな社会変革をもたらす必要がある
ことを示している。14

複数の種類の証拠が示しているのは、2050年ビ
ジョンの実現は、以下の分野において、それぞれ
が必要でありながら単独では不十分な行動の組み
合わせに依存していることである：

•• 現地の状況に沿ったアプローチを用いて、生物
多様性を保全・回復するための取組の規模をあ
らゆるレベルで拡大する必要がある。これらの
取組においては、良好に連結している保護地域
及びOECMの面積及び有効性の大幅な向上、劣
化した生息地の大規模な再生、及び、農業景観
や都市景観並びに陸水域、沿岸域、外洋にまた
がる自然の状態の改善を組み合わせる必要がある；

•• 生物多様性を支えるその他すべての取組が気候
変動によって損なわれることを防ぐため、気候
変動を産業革命以前の水準からの上昇を2度を
大きく下回る1.5度近くにまで抑制するための
取組が必要である。この点で生態系の保全と再
生が大きな役割を果たすことが可能である。そ
のような「自然を基盤とする解決策」は気候変
動への適応において重要な要素となり得る；

•• 侵略的外来種、汚染及び特に海洋や陸水生態系
における生物多様性の持続不可能な利用といっ
た、生物多様性の損失をもたらすその他すべて
の圧力に対処するための効果的な措置を講じる
必要がある；

•• 変革は財とサービス、特に食料の生産において
達成される必要がある。これには環境への影響
をさらに低減しつつ増加する世界の需要を満た
すことができる農法を採用すること、土地を生
産用に転換しようとする圧力を低減することが
含まれる； 

•• 変革はより健康的な食事を取り入れるとともに
食品廃棄を削減することによって食料増産への
需要を抑えるため、また、林業、エネルギー及
び新鮮な水の供給といった生物多様性に影響を
与える他の有形財やサービスの消費を抑えるた
めにも必要である。

これら行動の各分野は、社会のあらゆる規模で
セクター横断的な形で幅広い主体を巻き込んで、
それぞれ非常に本質的な変化や革新に依存してい
る（後述する「移行」を参照）。ただし、他の分野
と合わせて取り組まない限り、どれだけ集中的に
個別の分野に取り組んだとしても生物多様性の損
失の「流れを変える」ことはできず、食料安全保
障に関する世界的な目標は達成できない。例えば、
大胆な保全と再生の取組を伴うシナリオは、2050
年生物多様性ビジョンの達成に必須となる要素を
実現する将来への道筋を可能にするが、それは現
在の食料システムを変革する対策を、食料需要を
満たすため生息地を転換させることの根本要因に
同時に対処した場合に限られる（Box 22.1）。

前述のすべての分野での行動に取り組むことは、
生物多様性の損失の「流れを変える」という全体
的な目的を達成するために必要なだけでなく、各
カテゴリでの行動を容易にする。 ある分野での行
動は、別の分野での変化を妨げる障壁を取り除く。
単独の部分に介入を集中させるよりも、活動の全
範囲にわたり複数の介入を行うことが実際にはよ
り適切である。例えば、食料需要を制限する行動
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Box 22.1　生物多様性損失の流れを変える

政策決定者が直面する重要な問題は、世界の生物多様性の損失が止まり、自然が21世紀半ばまでに
は回復に向かうように、歴史的傾向と予測される傾向の「流れを変える」ことが可能かどうか、そして、
食料安全保障の確保など、他の世界的な目標も確実に達成しながら、これを実現するには、どのよ
うな行動の組み合わせが必要かということである。農業生産を増やすために生息地を転換する主な
要因に焦点を当て、複数のモデルを使用した最近の研究は15、他の介入と組み合わせた大胆かつ即
時の保全対策の組み合わせから生じる陸生生物多様性の傾向に関して予想される結果を評価した。
モデルからは、効果的な保全管理下にある土地を陸域の40％に増やし、1億ヘクタール近くの荒廃
した土地を再生し、景観レベルの保全アプローチを広く採用することを組み合わせれば、生物多様
性のすべてのモデル化された指標についてではないものの、2050年までに生物多様性の損失を減ら
し、止めることができることを示している。（図22.1の「保全活動のみ」を参照）。このような行動は、

「今までどおり」と比較して、予測される生物多様性の損失の半分強しか防げず、食料価格を上昇させ、
食料安全保障を脅かす可能性がある。一方、大胆な保全と組み合わせた農業生産の持続可能な集約化、
農産物の貿易の増加、より持続可能で健康的な人間の食習慣（特に肉の消費量の削減）、食品廃棄物
の削減は、手頃な価格の食糧供給との矛盾を回避しながら、予測される生物多様性の損失の3分の2
以上を防ぐことができる。図22.1の「統合された行動」の傾向に示されているように、この一連の
対策は、今世紀の半ばまでにすべての主要な生物多様性指標の負の傾向を逆転させる可能性がある。
ただし、この分析では、気候変動や生物の侵入など、生物多様性に対する他の脅威は考慮されていない。
生物多様性の低下を真に逆転させるためには、これらの脅威にも対処する必要がある。それにもか
かわらず、この分析は、大胆な保全対策と食料システムの変革の統合された組み合わせが、2050年
生物多様性ビジョンを達成するための中心であることを示唆している。

図22.1　選定された4つの陸域生物多様性指標の過去及びモデル化された将来の傾向。「今までどおり」のアプ
ローチ、大胆な保全と修復対策のパッケージ（「保全活動のみ」）、及びそのような保全と再生の行動と、そのよう
な保全と再生行動に食料生産のための生息地転換に対する供給側と需要側の両方の圧力に対処するための措置
を組み合わせた追加の統合措置（統合行動）に基づく。16

生息適地の規模

過去の傾向 今までどおり 保全活動のみ 統合された行動
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Box 22.2　生物多様性の低下を減らし、逆転させる対照的なアプローチ

自然保護に対する野心の急激な高まりは、2050年生物多様性ビジョンを達成するための前提条件だが、
各国は生物多様性の損失に対処するため17にさまざまなアプローチを採用する可能性がある。PBLオ
ランダ環境評価庁による調査では、2つの対照的で野心的な地球保全戦略を設計し、陸域と淡水の生
物多様性を回復し、気候変動を緩和し、食料安全保障を確保しながら生態系サービスを提供するそ
れぞれの能力を評価した。「地球の半分（Half Earth）」と題された1つ目の戦略は、保護地域、再生、
及び残った原野を保護するための他の地域ベースの保全対策に焦点を当て、自然をそのままで保護す
ることを優先し、これ以上生息地にかかる農地転換への圧力を軽減するよう、農業の持続可能な集約
化と組み合わせる。「地球の共有（Sharing the Planet）」と題された2番目の戦略は、生態系サービ
スの提供と自然の寄与をサポート及び強化する保全対策を優先し、自然の生息地と農地がモザイク状
になった景観を支持する。これらのアプローチがそれぞれ、「今までどおり」に相当する基準シナリ
オと比較された。どちらのアプローチも2050年までに生物多様性と生態系サービスの損失を減らす
ことができるが、生物多様性と生態系サービスを回復させ、気候と食料安全保障の目標を達成するには、
気候変動を制限し、動物製品の全体的な消費を減らすための追加の対策が必要だった。保全のみの戦
略では、食料安全保障との大きなトレードオフが見られる。「地球の半分」シナリオは、気候変動の
強力な緩和と追加の持続可能性対策と組み合わせることで、現在も自然状態にある地域の生物多様性
の保護に最も成功し、地球規模生物多様性指標が最も大きく改善する（図22.2）。一方、「地球の共有」
シナリオは、やはり気候変動の強力な緩和と追加の持続可能性対策と組み合わせることで、人間の活
動に使用される地域、水生生物多様性、及び害虫駆除、受粉、浸食防止などの生態系サービスの提供
において、生物多様性の大幅な改善をもたらす。これらのシナリオは、最大の保全効果を達成するた
めの単一の「理想的な」アプローチを提案するものではないが、地球規模、地域、国、及び地方の優
先順位に基づいて生物多様性に関する決定に情報を与える考慮事項を示すのに役立つ。

図22.2　気候変動の緩和と持続可能な消費のための追加措置を含む、「今までどおり」、「地球の半分」、「地球の共有」
のシナリオにおける、2015年から2050年の間に予測される生物多様性と生態系サービスの変化18
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は、農業生産の改革をより実現可能にするだろうし、
この両方を組み合わせることで、必要な保全対策
を実施する際の障壁が取り除かれるだろう。一方、
調整された行動は、トレードオフを考慮して最小
限に抑えることも意味する。こうした領域全体で
考えられるすべての行動が「ウィン・ウィン」の
解決策であるとは限らない。19

過去のゴールとターゲットの野心を大幅に高め
るような方法で、自然のために陸地、陸水の生態
系と海洋の保護、及び劣化した生態系の再生を強
化するためのさまざまな提案が出されている（土
地と森林、及び持続可能な漁業と海洋への移行を

参照）。20 そのような解決策を適用する際に、自然
のために保護または再生された地域が食料生産に
利用できる土地にさらなる圧力を加え、それによ
って価格を押し上げ、潜在的に重大な食料不足に
つながる場合、食料安全保障への潜在的な悪影響
を考慮する必要がある。21

保全への代替的で野心的なアプローチは、生物
多様性と自然の寄与の両方に非常に異なる結果を
もたらす可能性がある。例えば、手つかずの生態
系の保護に重点を置けば、陸域の生物多様性に最
大の利益をもたらすことができるが、農地などの

「共有された」景観における生物多様性の改善に重

NOAA / Unsplash
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点を置くと、害虫駆除、砂防、受粉などのサービ
スだけでなく、水生生物多様性にも大きな利益が
もたらされる（Box 22.2）。22

自然との共生への移行
前のセクションで概説した2050年生物多様性ビ

ジョンを満たすための幅広い要件は、人間の活動
の特定の範囲と領域で必要とされる移行の種類を
調べることによってさらに明確にすることができ
る。GBO-5のこのセクションでは、人と自然の間
のインターフェースの8つの異なる、しかし密接に
相互に関連する側面に焦点を当てる。土地、森林、
その他の生態系の利用；淡水生態系の管理；海洋
漁業及びその他の海洋の利用；ランドスケープか
らの農産物の生産；食生活、需要、サプライチェ
ーン、廃棄物を含む食料システム；都市とインフ
ラのフットプリントと要求；生態系と気候変動の
間の相互作用；自然と人間の健康の間の多面的な
つながり（図22.3）。これらの移行領域の選択は、
主にIPBES地球規模評価報告書で概説されている

「ネクサス」アプローチに基づいており23、新型コ
ロナウイルスのパンデミックで強調された自然と
健康の間のつながりのグローバルな関連性を考慮
して、生物多様性を含んだワン・ヘルスに向けた
移行が追加されている24。

これらの各分野での移行は、人々の自然との関
係の再編と持続可能性への移行の土台となる。以
降のセクションでは、各分野での多数の要素を要
約する。これらは共に、現在の持続不可能な道か
らの移行を表しており、広く適用されれば、人間
の活動とそれらが依存する自然資本との間に新し
いレベルの調和を可能にする。各分野の移行に共
通するのは、人間の活動と福利がこれらすべての
側面において生物多様性に依存していること、そ
して現在の経済行動やその他の行動モデルが生
物多様性に悪影響を与えるという認識である。図
22.3に示すように、各分野の持続可能性への移行
の間には複数のつながりがある。これらの依存関
係と貢献については、次の各セクションでより詳
しく説明する。

Herman Veenendaal / Shutterstock
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図22.3　本概況で調べた、人間の活動と、人間の福利と、自然の間のインターフェースの8つの側面における移行。こ
れらの間の関連性の一部を示している。貢献と依存の両方のつながりについては、以下の各移行のセクションで説明する。
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関する移行

持続可能な
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Figure by Yuka Otsuki Estrada
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土地と森林に関する移行

移行の概要
手つかずの生態系を保全し、生態系を再生し、劣化に対処して改善するとともに、土地利用の変化を
回避・低減・緩和するよう景観レベルで空間計画を行うこと。この移行は、生物多様性の維持と人間
に恩恵をもたらす生態系サービスの供給にとっての、良好に保全された生息地のきわめて重要な価値と、
食料安全保障の維持と向上において森林や他の生態系の大規模な転換を伴わない状況に移行する必要
性を認識したもの。

理論的根拠と利点
土地利用の変化は、陸域の生物多様性損失の最

大の直接的な要因である。1 森林やその他の自然生
態系の減少と劣化は、地球規模で、特に熱帯地域
で続いている（愛知目標5参照）。森林減少の主な
原因は農業の拡大だが（例えば、主に南アメリカ
の商業農業や中央アフリカの小規模農業による）、2

都市化3とインフラ開発4がますます重要になってい
る（都市とインフラに関する移行を参照）。土地利
用変化のシナリオは、世界的、各国内、地域的に
行われる決定に応じて、さまざまな未来が可能で
あることを示している（Box 22.2）。5 前のセクシ
ョン（「2050年ビジョンへの道筋」を参照）で述
べたように、そうした変化の達成は、生物多様性
の損失を減らし、逆転させるために不可欠である。

森林や他の自然生態系への土地の圧力を減らす
ことは、生息地のさらなる喪失を回避し、より多
くの生息地が回復するための条件を作り出すこと
によって、多くの種の絶滅のリスクを減らすはず
である。それは、生きている森林生態系に依存し
ている人々の収入と栄養の源を保存し、強化する。
森林の種や景観との多くの文化的つながりが保護
され、健康と福利への利益ももたらされる。地方、
地域、世界規模での社会へのより広範な利益は、
花粉媒介者を住まわせ、大気と水質を支え、炭素
の回収と貯蔵により気候変動を緩和する自然生態
系の役割の維持からもたらされる。

移行の主要な要素
土地利用と土地利用の変化への統合的アプロー

チを採用する。これには以下が伴う。農業や林業、
また農村、都市、インフラストラクチャの開発に
関する一貫したポリシー、及び包括的な空間計画、
生態系アプローチまたはランドスケープアプロー
チの適用、6 強力なコミュニティの関与や土地所有、
データ、監視によるサポート；農業、牧畜、林業
システムの生産性、持続可能性、統合を改善する
ための研究や開発への投資；7 必要に応じて、森林
伐採または土地利用の変化の制限、在来植物が生
育する最小面積の要件、または生物多様性の純損
失ゼロ（ノーネットロス）または純増（ネットゲ
イン）の要件を含む、土地の利用、土地利用の変化、
及び空間計画に関する、法律または政策の枠組の
策定及び実施；8 国内及びサプライチェーンを通じ
た法的要件の監視と施行の強化。9

保護地域やその他の効果的な地域をベースとす
る措置を通じて10、生物多様性を保全する。これに
より、最も健全な生態系と、生物多様性と生態系
サービスにとって最も重要な場所の保護を確保し、
先住民と地域社会の完全な関与を確保する（Box 
22.3）。

生態系を再生及び修復する11。そのため、転換さ
せられたり劣化した自然や半自然の生態系も含め
て、生物多様性の保全への貢献を優先し、生態系

土地と森林に関する移行
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サービスの提供を強化し、気候変動の影響を緩和し、
またそれに適応し、連結性を回復し、生態系のレ
ジリエンス（回復力）を改善し、砂漠化と土地の
劣化に対処し、キーストーン種の再導入や適切な
場所では生態系の再野生化を含めて、人間の福利
を改善する（Box 22.4）。12 再生活動の策定と実
施に先住民と地域コミュニティを十分に関与させ 
る。13

景観を管理して、生物多様性の保全と回復、食
料、木材、その他必需品の生産、生態系サービス
の提供と都市や農村の開発ニーズのバランスを図り、
生態系の連結性を促進し、農業と都市景観におけ
る生物多様性の向上といったニーズのバランスを
図る。14（農業、淡水、都市とインフラ、気候変動
対策行動の各移行を参照） 

移行に向けた進捗状況
いくつかの国で、食料安全保障が改善され、森

林被覆は増加または安定している。 国連食糧農業

機関（FAO）は、1990年以降にこのような状況が
みられる22か国を特定した。そのうち、チリ、コ
スタリカ、ガンビア、ジョージア、ガーナ、チュ
ニジア、ベトナムを含めた12か国は、10％以上の
森林被覆の増加を示した。これらの国々に共通の
要因には、農業部門の生産性向上、資金と技術支
援の提供、土地所有権の確保、森林と農業政策に
関するステークホルダーの関与と改革、社会に対
する森林の価値の認識、政策の一貫性の促進など
がある。15 他にもいくつかの国が、森林損失の大幅
な削減を示し（愛知目標5を参照）、多くの国が保
護地域（愛知目標11を参照）と生態系の回復（愛
知目標15を参照）に取り組んでいる。

各国は、空間計画のためにさまざまなアプロー
チとツールを採用している。ドイツ16や南アフリカ17

を始めとする数か国は、生物多様性を統合する包
括的な国家計画の枠組を策定した。ブラジル、カ
メルーン、ギニア、マダガスカル、メキシコ、モン
ゴルなど、多くの国で生物多様性を相殺（オフセ 

Maksym Diachenko / Unsplash
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ット）し「純損失なし（ノーネットロス）」とする
政策とプログラムが実施されている。このような
政策に関する最近の評価では、37か国で1,500万
ヘクタール以上をカバーする1万2,000以上のオフ
セット・プロジェクトを特定した。18 中国は一連の

「レッドライン」を開発し、保護（セーフガード）

する領域を区切っている（Box 11.1）。35 メキシコ
が新しく作った持続可能な森林経営法は、農地の
開拓に制限を設けた。36 ブラジルの森林法（在来植
物の保護に関する法律）は、1960年代以降、アマ
ゾンの森林バイオームでの80％、他のバイオーム
での20％までの範囲で、川岸や急な斜面など環境

Box 22.3　保護地域

保護地域及びその他の効果的な地域をベースとする保全手段は、適切に配置及び設計され、効果的
かつ衡平に管理されれば、生物多様性を保全するための不可欠な対策であり続ける。19 保全の目的は、
生物多様性が高く、代替不可能な地域、生態系の完全性が高い手つかずの景観、特に、人間の圧力
による大きな脅威にさらされている非常に脆弱な地域を優先する場合がある。20 すべてが重要だが、
それぞれ異なるアプローチ、または補完的なアプローチが必要とされる。

地域ベースの保全に関する推奨パーセンテージの目標の推定値は、分析された分類群と景観に応じて、
10％から100％の範囲である。21 例えば、植物種の85％は、地球の陸域の約3分の1が保護されれば
網羅されるが、22 すべての陸生哺乳類に適切な範囲を提供するには、南極以外の陸域の約60％が必
要になる。23 現在特定されている絶滅ゼロ同盟（Alliance for Zero Extinction）のサイト24やその
他の生物多様性重要地域（KBA）、25 範囲が希少なホットスポット、及びIUCNレッドリストの絶滅
危惧種が密集しているその他の地域をカバーするには、現在の陸域保護地域のカバー範囲に2.4％を
追加するだけで済む。26 しかし、生態学的機能を維持し、自然の寄与（例えば、炭素隔離や淡水の供
給）をサポートするには、はるかに多くの面積が必要になる。27 あるモデリング研究では、生物多様性、
気候変動、森林と土地の劣化に関する現在の国際目標を実施すると、陸域の28％の保護と回復を意
味することが示された。28 最近の多くの提案は、2030年までに陸域の約30％を保護することに集中
しており、その後、より高い目標が設定される可能性を示唆している。29 しかし、生態系の連結性な
どを通じて、空間領域ではなく生物多様性の結果に焦点を当てることの重要性が強調されている。30

残りの原生的な地域は、南極以外の陸域の約23％を占めているが、31 過去20年間で大幅な減少（300
万平方キロメートル以上）が発生している（愛知目標5参照）。32 ただし、原生的な地域または手つ
かずの地域全域で生態学的健全性を維持するのに、公的な保護地域のステータスや能動的な保全活
動は必要ない場合がある。33 また、先住民は、報告されている保護地域以外の場所に、利用権や管理
権を持つ土地を推定3,000万平方キロメートル持っており、これは地球に残っている自然地域のか
なりの部分を占めていることにも注意が必要だろう。34
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に影響を受けやすい地域を含めて、農村部の土地
における在来植物の最小面積の保護を義務付けて
いる。そのような地域を記録するために、農村地
帯にあるすべての地所の全国的な登録簿が設置さ
れた。ブラジルはまた、在来植物の回復のための
国家計画を策定している。37

他の移行とのつながり
農業：耕作地のさらなる拡大の回避によ
る、生態系に対する土地への圧力の削減
によって影響を受ける；農業に不可欠な

生態学的プロセスに貢献する 

都市とインフラ：都市の拡大とインフラ
開発の計画の改善による生態系に対する
土地への圧力の削減によって影響を受け

る；都市人口に不可欠な生態系サービスに貢献す
る

気候変動対策：土地ベースの気候変動緩
和による土地への圧力の削減によって影
響を受ける；高炭素生態系の保全と回復、

及びレジリエンス（回復力）の向上と気候の影響
からの生態系サービスの保護を通じて、炭素隔離
に貢献する 

淡水：大規模な水力発電計画やその他の
水インフラ開発による土地への圧力低減
によって影響を受ける；水の浄化と供給

に貢献する

ワン・ヘルス：健全な生態系を維持する
ことで病気のリスクの軽減に貢献する

Box 22.4　生態系回復の可能性

かつて農地に転換された土地の回復や劣化した生態系の回復を含む広範な生態系の回復は、生物多
様性の保全と地球の気候安定化の中心であり、国連は2021年から2030年を国連生態系回復の10年
と宣言した。

回復の機会に関する新しい分析によると38、複数のバイオームにわたって転換された土地の15％を
再生すると、最大300ギガトン（Gt）のCO2を隔離しながら、絶滅の負債（現在の圧力に基づいて
予測される将来の絶滅）を約60％削減できることが示されている。これらのメリットの大部分は、
作物と家畜の収穫量のギャップを埋めることを通じて、各国の農業生産を維持または増加させなが
ら実現することができる。

合理的なコストで生物多様性と気候変動の目的への結果を最適化するためには、適切な空間計画が
不可欠である。この分析は、最大の環境利益を生み出す場所での復旧を支援するには、国際協力が
重要であることを示している。
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移行の概要
自然と人間が必要とする水の流れを確保し、水質を改善し、重要な生息地を保護し、侵略的な種を防除し、
連続性を守る総合的なアプローチにより、山地から沿岸までの淡水系の回復を可能にする。この移行
は社会と陸・沿岸・海の環境のつながりを含む自然のプロセスを支える淡水生態系の様々な役割を維
持するための生物多様性の重要性を認識したもの。

理論的根拠と利点  
淡水生態系は、非常に多様な生命を養っている。

地球の表面の1％未満しかないこれらの生息域には、
脊椎動物の約3分の1と全生物種の10％1が生息し
ており、何十億もの人々に生態系サービスを提供
している。さらに、淡水系は、陸域の生態系とその
河川流域または集水域を、沿岸や最終的には海洋
の生態系と結びつける。例えば、サンゴ礁は、淡
水系及び地下水系によって媒介される陸上での活
動の影響を受ける。2 農業用水、工業用水、家庭用
水のための淡水資源の利用は、淡水生態系とそれ
らが提供するサービスをほぼ考慮せずに行われて
きた。3 沿岸地域、湿地、及び川筋に近いその他の
地域は、特に転換や開発の対象となっている。 そ
の結果、現在の湿地喪失率は森林喪失の3倍であり4、
1970年以降、自然の淡水生態系の30％が消失し、
1700年以降、内陸湿地の87％が消失していると
推定されている（愛知目標5参照）。5 淡水脊椎動物
の個体数は、陸生脊椎動物または海洋脊椎動物の2
倍以上の割合で減少している6（愛知目標12参照）。
2050年までに推定18億人が地域の水ストレスの
条件下で生活する可能性がある。7 多くの内陸水生
態系と沿岸生態系は、陸域、特に農業地域と劣化
した生態系からの土壌と栄養素の過剰な流出によ
る富栄養化の脅威にさらされている（愛知目標8参
照）。 したがって、淡水生態系とそれらが自然と人
類に提供するサービスを保護することは緊急の課
題である。8

移行の主要な要素9 
環境のための水流10を水管理の政策と実践に統合

する。これには、コミュニケーション、ステークホ
ルダーの参加、意識向上、順応的管理、及び人類
と自然にとって水流にどのような利点があるかの
実証が必要とされる。11 水と栄養素の流れは、生態
系の全体的な健康を維持する上で重要であり、多
くの種は、移動と繁殖を連結性に依存している。12

環境のための水流は、社会経済的及び文化的目的
を考慮しながら、健全な生態系を維持するために
上流と下流の水配分を調整するためのツールを提
供する。環境のための水流を実践、政策、法律に
適用することで、社会は統合的な水資源管理を実
施し、気候変動に適応するために必要な知識、能力、
制度を構築することができる。

汚染と闘い、水質を改善する。これは、公共衛
生と環境を保護し、廃水処理と再利用、汚染産業
の規制、市場ベースの解決策、農業慣行、特に肥
料の使用、家畜の糞尿管理の改善、浸食管理、統
合的な河川流域管理、氾濫原と沿岸湿地の回復、
河岸緩衝地帯などの自然を基盤とする解決策など
を通じて、水の利用可能性を高めるために13、水源
で行う必要がある。14

2016年のローマ宣言に記載されているように15、
生物学的評価の改善、科学に基づく管理、淡水漁
業行動計画の策定を通じて、淡水種の乱獲を防止
する；対象種と混獲の時間的及び空間的差異を特

持続可能な淡水に向けた移行
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定してそれを利用することにより混獲を防止し、
混獲に関する報告を義務付ける。16

淡水生態系における侵略的外来種を防止及び管
理して、在来種への影響を排除する。これは、貿
易やバラスト水の移動などの主要な導入経路を特
定して規制することによって、また既存の侵略的
外来種を除去することによって行うことができる。

重要な生息地を保護し、再生する。これは、保
護地域の確立、土地利用計画、生息地回復プログ
ラムを通じて行うことができるが、17 そのすべてで、
相乗効果を特定し、生物多様性の目標と他の優先
事項の間のトレードオフを解決するためのステー
クホルダーの関与を必要とし、それによって生物
多様性と生態系サービスに対する成果を改善して、
将来の状況に対してより強靱にする；18 そして、
建設にリサイクル材料を使用して需要側の圧力を
軽減し、過剰設計を回避し、サプライチェーン・
プロセスを改善するなど、河川の砂や砂利の採掘

による脅威に対処することによって行うことがで
きる（土地と森林及び都市とインフラに関する移
行を参照）。

移行に向けた進捗状況 
淡水生態系に関連する、より持続可能な政策と

実践の全体的な進展は低いままだが、この方向で
の革新的なアプローチが、世界中のさまざまな状
況と地域で成功裏に実施され、そのような行動の
実現可能性を示し、拡張性と再現性に関するガイ
ダンスを提供している。例えば、南アフリカでは、
環境のための水流が水関連の法律に組み込まれ、
法律で定められた集水域管理機関を通じて実施さ
れている。19 メキシコでも同様の方針が採用されて
おり、貯水プログラムは、環境のための水流を考
慮して何百万人もの人々に十分な水の供給を維持
することを目的としており、189の河川に持続可能
な水配分制限をもたらした。20 ブルガリアは、水環
境と湿地の回復、密猟と侵略的外来種を管理する
ための規定、データと監視と教育の改善、気候変

Romrodphoto / Shutterstock
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動への適応と、汚染、栄養素の流出、富栄養化を
制限するための支援を含む横断的かつ具体的な措
置からなる重要性の高い湿地保全のための国家行
動計画を採択した。21 ドイツでは、連邦のブルーベ
ルト・プログラムを通じて、連邦水域と河岸地帯
が再自然化されており、自然保全、水の保護、洪
水防止と観光、レクリエーション・スポーツとレ
ジャー活動に大きな重点が置かれている。22 ケニア
では、ブルーエコノミーの目標達成に向けた介入
を監督するために大統領タスクフォースが設立され、
それには、湿地、湖、その他の集水域を保護する
地域コミュニティを支援する小流域管理計画の策
定と実施が含まれている。23

他の移行とのつながり
土地と森林：水の浄化と供給を調整する
ために、よく保存された陸域生態系によ
って影響を受ける；大規模な水力発電計

画と水インフラ開発による土地への圧力低減に貢
献する

農業：水の汲み上げと汚染を減らすより
持続可能な農業慣行に影響を受ける

食料：持続可能な方法で捕獲・収穫され
た淡水魚やその他の生物多様性を提供す

ることで、栄養価が高く影響の少ない食習慣に貢
献する

漁業と海洋：栄養素と堆積物の輸送、汚
染の減少、回遊魚種の保全を通じて、沿

岸と海洋の健全な生態系に貢献する；淡水環境で
産卵する魚の持続可能な漁獲によって影響を受け
る

都市とインフラ：都市部での水の消費量
の削減、都市の拡大の制御、グリーンイ
ンフラの使用によって影響を受ける；都

市住民への水の供給と水質に貢献する

気候変動対策：雪や氷の融解や、大きな
ダムによる河川のさらなる断片化を回避
して淡水生態系を維持する持続可能な気

候変動の緩和に影響を受ける；湿地での炭素貯蔵
を通じて、気候変動の緩和に貢献し、また生態系
のレジリエンス（回復力）を通じて適応に貢献す
る

ワン・ヘルス：きれいな水の供給を保護
し、レジャー、文化、精神的な活動に重
要な淡水環境を維持することにより、心

身の健康に貢献する

ることで、栄養価が高く影響の少ない食習慣に貢

岸と海洋の健全な生態系に貢献する；淡水環境で
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移行の概要
海洋及び沿岸の生態系を保護・再生し、漁業を再構築し、水産養殖業や他の海洋利用を管理すること
により、持続可能性を確保するとともに食料安全保障と生計を向上させる。この移行は水産食品の供
給や海洋に由来する他の便益が、健全な生態系に長期的に依存することを認識したもの。

理論的根拠と利点
海洋生態系は、人間の福利と生物多様性の将来

の中心である。海洋漁業は多くの人々に食糧と生
計の安全を提供し、海洋養殖は急速に拡大してい
る。1 海は二酸化炭素と熱を吸収し、それによって
気候変動を減らす。2 海はさらに一層物質、エネル
ギー、遺伝資源の源になってきており、不要な廃
棄物3や過剰な栄養素の投棄場となっている。海は
また、海運を通じて世界の貿易を支えている。人
間の活動は、乱獲、4 海洋酸性化、海水温の上昇、5

生息地の変化と劣化、汚染、騒音、侵略的外来種
の拡散を通じて、海洋の生物多様性に影響を与える。
このような影響は、多くの種を脅かし、生息地と
地球システムの機能を損ない、生態系サービスの
継続的な提供を危うくする。

生物多様性を保護し、人々の生活と新たな「ブ
ルー・エコノミー」を支援するために、漁業を再
建し、漁船の管理を改善し、6 生態系アプローチを
適用して、すべての海洋活動の管理と計画を統合
的に改善する必要があることは明らかである。7 将
来のシナリオでは、政策改革により、多くの海洋
漁業資源が約10年で再建される可能性があるが、
一部の資源は再建に時間がかかることが示されて
いる。そのような措置は、長期的にはより多くの
漁獲と増加した利益を提供するが、短期的には漁
獲量の減少を伴う（図22.4）。8 再建は、対象とな
る種だけでなく、それらの種もその一部である食
物網のすべてのレベルにも利益をもたらす。これ
には、例えば、海洋哺乳類やその他の大型の外洋

の捕食動物、海鳥、回遊魚に依存する陸生または
淡水動物が含まれる。9 サンゴ礁とそれに関連する
生態系、及びその他の脆弱な生態系を復元するには、
特別な注意が必要とされる。10

移行の主要な要素11 
海洋空間計画を促進し、併せて生物多様性を含

めた環境アセスメントを採用しながら、生態系ア
プローチに沿って、12 海洋及び沿岸開発と海洋活動
の統合管理を促進する。13

漁業を持続可能な方法で管理及び再建し、14 堅固
な資源評価、必要に応じて漁獲量、漁具、季節制限
のある漁業管理計画に投資し、効果的な執行を行い、
補助金を量的増加に関するものから変え、15 違法・
無報告・無規制（IUU）漁業に対処し、16 遠洋漁船
の持続可能性を改善し、気候変動を考慮し、17 ジェ
ンダーへの配慮を含め、漁業に最も依存している
人々の生計と栄養のニーズを優先する。18

養殖生産の持続可能性を確保するため、ワン・
ヘルスと生態系アプローチを適用する。19

重要な生息地を保護する。例えば、遺伝資源20

の保護の必要性や気候変動を考慮に入れて、生物
多様性重要地域、脆弱な海洋地域、生態学的及び
生物学的に重要な地域など。21 海洋保護区を設置
し、既存及び新規の海洋保護区の管理効果を高め、
適切な人的能力と予算を確保し、境界を明確にす
る。22 地域ベースの漁業管理措置は、海洋保護区

  持続可能な漁業と海洋への移行

  持続可能な漁業と海洋への移行
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を補完する可能性がある。これらには、禁漁区域、
特定の区域での特定の漁具の禁止、そして最も一
般的には、漁獲努力または区域ごとの漁獲の規制
を含めることができる。利益の減少を最小限に抑
えながら生物多様性への悪影響を軽減するこのよ
うな区域は、おそらく他の効果的な地域をベース
とする保全手段（OECM）と同様だと見なすこと
ができる。23

汚染を減らし、陸と海からの過剰な栄養素とプ
ラスチック廃棄物の発生源に対処する。24

侵略的種の拡大を管理する。バラスト水、船体
の汚れ、水産養殖で使用する種など、侵入を介す
る海洋経路を管理する。

移行に向けた進捗状況
過去10年間に海洋保護区が大幅に拡大し（愛

知目標11参照）、カナダなどの多くの国が海洋領
域で他の効果的な地域をベースとする保全手段

（OECM）を指定している。25 海洋空間計画の策定
も進んでいる。例えば、バーブーダ島、ベルギー、
セーシェルは、管轄下の地域全体の海洋空間計画
をすでに作成済みまたは現在作成中である。26 条約
の下で位置づけられている生態学的、生物学的に
重要な海域（EBSA）は、アンゴラとナミビアの国
家計画を通じて承認されている。27 

世界中で全体的にマイナスの傾向があるにもか
かわらず、漁業管理を改善し、28違法・無報告・無
規制漁業に対処し、29または漁業政策の改革を導入
した海洋漁業において、以前に枯渇した海洋漁業
資源の再建の兆候がある（愛知目標6、特に図6.3
を参照）。30 例えば、インドネシア、ガンビア、リ
ベリアでは、遠方の国からの船団による違法漁業
を取り締まるために大胆な行動が取られており、
その結果、漁獲圧力が低下し、地元の漁民の生活
に利益がもたらされている（Box 6.1）。31 より一般
的には、大部分の排他的経済水域（EEZ）が尊重
されているようであり、EEZのすぐ外側の地域と
比較して、EEZのすぐ内側の地域では無許可の外
国による漁業が80％以上低くなっている。32 中国は
最近、その大規模な遠洋漁船の運用において、透
明性、持続可能性、及び国際規範への準拠を改善
するための措置を導入した。33 船舶監視システムと
問題のある船舶のリストの開発により、漁船操業
の追跡が改善された。違法・無報告・無規制漁業
に対処するための寄港国措置協定、34及び輸送によ
る侵略的外来種の拡散によるリスクの軽減を目指
す船舶バラスト水及び沈殿物の規制及び管理のた
めの国際条約を含む、漁業と海洋に関する多くの
国際協定が最近発効した。35 養殖と深海採鉱に関す
る規制も策定中である。

Shane Myers Photography / Shutte
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他の移行とのつながり
農業：農業排水による汚染の削減により
影響を受ける

食料：十分に機能している海洋生態系か
ら魚の長期的供給を確保することにより、
健康的で持続可能な食の栄養に貢献する

淡水：栄養素と沈殿物の輸送、河川から
の汚染の減少、及び一時期を淡水で過ご
す回遊魚の保護により影響を受ける；淡

水環境で産卵する魚の保護に貢献する 

気候変動対策：海洋の酸性化と上昇した
海水温の影響を減らすための持続可能な
気候変動の緩和により影響を受ける；「ブ

ルーカーボン」の隔離を通じて、また気候変動の
影響に対する海洋生態系と生計の両方のレジリエ
ンス（回復力）によって気候変動の緩和に貢献す
る

ワン・ヘルス：魚ベースのタンパク質と
油の食習慣を持続することで人間の健康
に貢献し、持続可能な養殖生産を通じて

ワン・ヘルス・アプローチに貢献する

図22.4　代替シナリオの下での海洋漁業資源の予測される回復のタイミング
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「今までどおり」（BAU）と比較した漁業改革の2つのシナリオ（RBFM：最大の経済的収量を達成することを目的と
した権利ベースの漁業措置に基づく完全な改革政策と、FMSY：最大持続可能生産量を達成することを目的とした限
定的な改革政策）の予測を、2つの仮定（BAU（すべての資源：すべての資源が増加した漁獲圧力の影響を受ける
と仮定）、BAU（保全の配慮：乱獲及び限界まで漁獲される資源が増加した漁獲圧力の影響を受けると仮定）の下で
示す。 バイオマスの閾値レベルを超える資源の割合を、y軸に示す。丸の大きさは総収穫量に比例する（RBFMシナ
リオの最初の数年が「不漁年」であることに注意）。収益性は、低（赤）から高（青）までの色合いで表示。 （図は、
Christopher Costello et al. (2016) PNAS 113, 5125-5129より複製）。36
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カラーバーは、国別目標に向けて一定レベルの進捗を報告している締約国の割合を示している。青色：目標超過。緑色：順調。黄色：ある程度の進捗。赤色：変化なし。紫色：目標に逆行。
色の濃さは、愛知目標に対する国別目標の整合度を示している。濃い色は、整合が強いことを示す。

国別目標に向けた進捗状況について 

CHOKCHAI POOMICHAIYA / Shutterst
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移行の概要
アグロエコロジーや他の革新的なアプローチを通じて農業システムを設計し直し、生物多様性への悪
影響を最小限にとどめながら生産性を向上させること。この移行は、土地や水などの資源を有効に活
用する、生産性が高くレジリエントな農業にとっての、花粉媒介者、生物的防除に用いる生物、土壌
の生物多様性や遺伝的多様性、景観の多様性等の生物多様性の役割を認識したもの。

理論的根拠と利点
現在、農業の拡大による土地利用の変化は、生

物多様性損失の最大の要因となっている。1 耕作、
肥料の使用、農薬の使用、家畜への抗生物質の乱
用など、多くの農業慣行も生物多様性を低下させ
る傾向がある。2

一方、農業生態系における生物多様性の向上は、
農業の持続可能性と生産性の両方に貢献する。3 例
えば、食糧生産は異なる作物の間、4及び同じ作物
の中5での多様性によって安定化される。花粉媒介
者の多様性と多さは、動物の受粉に依存する作物
の収量と栄養価の向上に関係している。6 作物や家
畜、さらに土壌の生物多様性を含む農業生態系に
おける節足動物や他の種の間の生物多様性は、害
虫や病気の発生率を減らす。7 複数の作物、家畜、魚、
樹木を農場に統合するシステムは、相乗的な相互
作用を通じて生産性と持続可能性をさらに促進す
ることができる。8

農業の生産性と持続可能性を高めることは、生
物多様性の低下を減らし、逆転させるための重要
な要素である（2050年ビジョンへの道筋を参照）。9 

「持続可能な集約化」は、土地利用と水、肥料、農
薬の投入の効率を改善することにより、これらの
目的を達成するためのさまざまな方法を含む。10 こ
れには、作物や家畜の遺伝的改良を通じたもの、
外部投入財の代替、 農業生態学的原則に基づいたシ
ステムの設計または再設計が含まれる。11 さまざま

な代替用語が使用されており、後者のアプローチは、
生態学的集約化または農業生態学と呼ばれること
がある。12 技術的改良に加えて、13これらのアプロー
チには、規制システム、奨励措置や市場における
変化、また、農民、消費者、企業、市民社会、政
府の役割とこれらの間の関係の変化も含まれる場
合がある。14 食料システムが完全に持続可能である
ことを保証するために、これらのアプローチには
需要の変化を伴う必要がある（食料システムへの
移行を参照）。15

農業の生産性と持続可能性を高めることで、森
林やその他の生物多様性が豊かな生態系への圧力
を軽減し、適切な政策措置を講じることで、保全
と回復活動を強化するための空間を確保できる（土
地と森林に関する移行を参照）。16 また、地域的及
び世界的に農業システムのレジリエンス（回復力）
を向上させ、気候変動の緩和と適応に貢献するこ
とができる（気候変動対策行動への移行を参照）。17

より持続可能な農業はまた、生物多様性への生息
地を提供し、18種の孤立を防ぐための連結性を改善し、
よりクリーンでより多様で回復力のある農村環境
を通じて人々の健康と福利をサポートすることが
できる（ワン・ヘルスに向けた移行を参照）。19 

移行の主要な要素20

病害虫の総合的管理を促進する。これには、必
要に応じて生物防除剤（天敵、捕食者、寄生虫の
導入）、農薬を無毒な代替物へ変更、農薬や抗生物

持続可能な農業への移行

持続可能な農業への移行



163持続可能な農業への移行

質の使用の排除または削減を含む、作物及び統合
的な農業生態系の管理が伴う。

土地と水の管理を強化する。そのため、最小限
の耕作によって土壌の生物多様性を促進し、保全
農業や有機農業などを通じて農薬や過剰な肥料を
避け、21肥料の効率的な使用を促進し、22効率的な灌
漑用水管理を促進する。

作物、家畜、魚や樹木の生産システムを統合して、
生産性と生態学的利益を実現する。例えば、作物
と飼料の混合システム、放牧管理の改善、農業シ
ステムに統合された水産養殖など。そして、動物
の健康と福祉を確保する。

農業生態系の生物多様性を維持する。そのため、
農場の作物、家畜、魚、樹木の間の多様性を促進し、
23保全及び繁殖プログラムを通じて、花粉媒介者24

及び害虫の天敵を保護し、土壌の生物多様性を高
める。

農場での学習と研究を促進する。研究と普及サ
ービスへの投資に支えられた、農業者ネットワーク、
農業者フィールドスクール、参加型植物育種と研
究を通じてこれを行う。

農業者と消費者の間のつながりを改善する。地
元の市場、情報、及び認証を含むサプライチェー
ンの透明性を通じてこれを行う。

実現可能な環境を提供する。そのため、農業と
食料システムの環境、健康、外的影響（正と負の
両方）を考慮し、政策を推進し、補助金と奨励措
置を再配分することにより、生物多様性を高める
持続可能な農業慣行を支援する。 

移行に向けた進捗状況
世界的に、農薬や他の農業用化合物の使用の増

加と同時に、農地の面積は増加し続けている。こ
れらの投入物の面積あたりの使用率はほとんどの
地域で安定しているが、その使用率は高いままで

Annie Spratt / Unsplash
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ある（愛知目標8参照）。農地の生物多様性は低下
し続けている（愛知目標7参照）。工業化された農
業モデルに対するいくつかの「ロックイン（固定
化の要素）」が確認されている。25

しかし、農業と生物多様性の間の持続可能な相
互作用を達成することを目指して、農業者、科学者、
企業、政府、政府間組織、及び公益団体が個別にま
たは協同で主導する多くのイニシアチブがある。26

これらは、テクノロジー、管理、実現条件、仲介者、
衡平性の役割をさまざまに強調している。27 例えば、
愛知目標7に向けた進捗状況の概要に記載されてい
るように、2018年の調査では、世界中の全農場の
29％、100か国以上に及ぶ農地の9％が、その一
部を持続可能な集約化と定義できる方法での農業
生産に代替または再設計したと推定されている。28

未だ少数の農業企業と耕地のごく一部が関与して
いるだけだが、一方でこれは、世界全体の農業の
うち最低限必要な範囲の農業が、生物多様性の成
果を大幅に改善し、持続可能な開発のより広い目
標をサポートできる方向にすでに進んでいること
を示唆している。 

他の移行とのつながり
食料システム：より多様で栄養価の高い
食習慣に貢献する；肉の需要が減少し、
廃棄物が回避されるよう、生産ニーズの

削減により影響を受ける

土地と森林：耕作地の拡大を回避するこ
とにより、生態系に対する土地の圧力軽
減に貢献する；農業に不可欠な生態学的

プロセスにより影響を受ける

淡水：水の汲み上げと汚染の削減に貢献
する

気候変動対策：耕作の削減、家畜の糞尿
管理の改善、その他の対策を通じて温室
効果ガス排出量の削減に貢献する

ワン・ヘルス：農薬汚染や家畜への抗生
物質の乱用による健康への悪影響の軽減、
その他の持続不可能な慣行の削減に貢献

する
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国別目標に向けた進捗状況について 

Sunyu Kim / Unsplash
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移行の概要  
植物主体で肉と魚の消費を抑え、食品の多様性をより重視した健康的な食生活と、食品の供給と消費
にともなう廃棄物の大幅な削減を実現すること。この移行は、多様な食品及び食料システムから得ら
れる潜在的な栄養面での便益と、食料安全保障をあらゆる次元で確保しながら需要主導型の圧力を世
界的に低減させる必要性を認識したもの。

理論的根拠と利点
世界の食料システムは、特に土地利用の変化、過

剰な栄養素の影響、温室効果ガスの発生を通じて、
生物多様性の損失の多くの要因と関連している（気
候変動対策行動に向けた移行を参照）。1 同時に、7
億5000万人近く（世界の10人に1人近く）が深刻
なレベルの食糧不安に苦しんでおり、さらに多くの
人々が栄養失調に陥っている。現在の傾向が維持さ
れれば、食料不安と栄養失調、そして肥満のレベル
は増加し続けると予測されている。2 より健康的で
より持続可能な食習慣への移行は3、同時に人間の
健康を改善し、食習慣に関連する早期死亡率を90
％以上削減し、生物多様性の損失の要因を減らし、
逆転させるのに役立つ可能性がある（2050年ビジ
ョンへの道筋を参照）。4

より具体的には、植物ベースの食品（野菜、果物、
豆類、種子、ナッツ、全粒穀物など）が多く、動物
ベースの食品（特に赤身の肉）が少ない食事パター
ンは、より健康的であり（ワン・ヘルスに向けた移
行を参照）、 既存の食習慣と比較して、温室効果ガ
スの排出量と土地利用の変化が減少する（気候変動
対策行動と土地と森林に関する移行を参照）。5 ただ
し、この変化がすべての地域に等しく適用されるわ
けではないことに留意が必要である。例えば、南北
アメリカの多くの国での食肉消費量の削減と、アフ
リカの一部の国での増加は、どちらも健康と栄養の
改善に役立つ可能性がある。6 さらに、食品の種類
ごとに、地理的条件や製造方法に応じて、製造によ

る環境への影響に大きなばらつきがある。7 生物多
様性の損失を減らし、逆転させるには、肉の総生産
量を世界的に制限する必要があるが、一部の生態系
では家畜の生産が持続可能で適切な場合がある（農
業への移行を参照）。8 生物多様性への影響は、生産
の空間分布に大きく影響されるため、空間計画と貿
易パターンは、生産を最適化して悪影響を減らすの
に役立つ可能性がある。9 最後の考慮事項は、すべ
ての健康的な食習慣が持続可能であるとは限らず、
持続可能性のために考えられたすべての食習慣が常
に健康的であるとは限らないということである。10

健康的な食習慣は生物多様性に支えられている。
多様な種、品種、血統、並びに野生の供給源（魚、
植物、ブッシュミート、昆虫、菌類）がさまざまな
栄養素を提供する。11 例えば、主食作物内の品種特
異的差異は、多くの場合、集団及び個人の栄養の充
足状態と欠乏状態の差異となって現れる。12 水生生
態系及び陸生生態系からの野生生物は、10億人以
上の人々にとって、カロリー、タンパク質、及び鉄
や亜鉛などの微量栄養素の重要な供給源である。魚
は30億人以上の人々にタンパク質、ビタミン、ミ
ネラルの重要な供給源となっている。13 さらに、生
物多様性は食料生産システムに不可欠である。14 多
くの果物、野菜、種子、ナッツ、油料作物を含む、
花粉媒介者に依存する食品は、微量栄養素、ビタミ
ン、ミネラルの大部分を供給し、したがって健康的
な人間の食事と栄養に重要な貢献をしている。15

多くの伝統的な食習慣は、健康的で持続可能な

  持続可能な食料システムへの移行
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食事の重要なモデルになる可能性がある。例えば、
地中海式の食事、日本の伝統的な食事、多くの先住
民の伝統的な食事などである。16 しかし、一般的に、
都市化とグローバリゼーションは、不健康で持続不
可能な食事への傾向を推進している。17

現在、生産された食品の約30％は、市場に届
かず腐敗している（途上国のフードロスの主な原
因）か、または食べられずに捨てられているため

（先進国のフードロスの主な原因）消費されていな 
い。18 フードロスと廃棄物を減らすことは、マイナ

スのトレードオフをほとんど伴わずに実質的な利益
をもたらす。

食品サプライチェーンのグローバル化が進んでい
るため、食料システムの影響は、食品が消費される
国から遠く離れた国でしばしば経験される。19 食品
サプライチェーンは、調達、輸送、加工を通じて、
生物多様性、生態系サービス、気候にも大きな影響
を及ぼす。20

健康的な食事は多くの人にとって手ごろな価格で

fiadar / Shutterstock
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はなく、エネルギー需要のみを満たす食事の平均5
倍の費用がかかる。21 同時に、安価な食品には健康、
環境、経済にとり多くの隠れたコストがあり、現在
の食品システムは多くの「ロックイン（固定化の要
素）」または経路依存性を示している。22  

移行の主要な要素
健康的で持続可能な食事と廃棄物の削減は、以

下に要約するように、いくつかの対策を通じて促進
することができる。23 これらの対策は、組み合わせ
ることにより効果的になる可能性がある。24 特に仲
間集団内の社会的規範は、健康や環境上の利益につ
いての知識よりも行動を変える上でより重要である
ことを考えると、社会運動も変化をもたらすために
重要である。25

農業政策と奨励措置のバランスを取り直して、フ
ードロスを減らし、すべての段階で効率を高めるた
めに、食品サプライチェーン全体で、より栄養に敏
感な投資と政策行動に向かう。

健康的で持続可能な食事の利用可能性を促進する。
これには、生産者補助金の再編成と、持続可能で栄
養に敏感で動物福祉を改善する生産慣行に向けた農 
業政策の調整（持続可能な農業への移行を参照）、
持続可能な食品サプライチェーンを促進して、フー
ドロスを減らし、すべての段階における効率の改善、
及び持続可能性を促進するための貿易政策調整を
伴う。

健康的で持続可能な食事へのアクセスを促進する。
そのため、消費者補助金の再調整、価格設定と税制
の調整；最も脆弱な人々に対し健康的な食事の購買
力と手頃な価格を高めるための所得支援と社会的保
護プログラム；特に新鮮な果物や野菜、とりわけ条
件不利地域の食品市場改善；公共調達及び学校給

食プログラム；食料品店で健康的で持続可能な選択
肢を提供するための要件などの方法を使う。

健康的で持続可能な食事の消費を促進する。その 
ため、公的な広報キャンペーンやソーシャルメディ
ア、食品基準、健康と環境への影響に関するラベル
表示要件、広告ガイドラインまたは規則のPR、製
品の配置、公共調達、食品ベースの食生活指針の更
新と推進などを通じて、 持続可能性の基準を考慮し
ながら、最新の健康アドバイスに沿って実施する。

食品廃棄物を削減するための措置を推進する。そ
のため、広報キャンペーン、「賞味期限」日付表示
の変更、企業がフードロスと廃棄物について報告す
るための規制または奨励措置などを利用する。特に
食品の収穫、貯蔵、輸送に関連する技術とインフラ
の改善も、廃棄物の削減に役立つ。

サプライチェーンを通じて持続可能性を促進し、
人間と地球の健康に基づいて製品ポートフォリオを
再設計することを企業に奨励する。

移行に向けた進捗状況
持続不可能な食料需要の悪影響に対する認識が、

多くの国で急速に高まっている。この認識を受け、
肉の含有量を減らした健康的な食品の選択肢、菜食
主義または完全菜食主義（ビーガン）の成分がは
るかに主流になり、消費者が利用できるようになっ
た。食品廃棄物の影響もますます認識されており、
廃棄または腐敗する可能性のある食品の不必要な購
入を防ぐ革新的なソリューションや、見かけが悪い
ために売れ残っている食品の無駄を防ぐキャンペー
ンが行われている。一部の国は、食品廃棄物を削減
するために野心的な政策を採用している。例えばノ
ルウェーでは、5つの省庁と12の食品業界組織が、
2030年までに食品バリューチェーン全体で食品廃
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棄物を半減させるという拘束力のある合意に署名し
た。2010年から2016年の間に、ノルウェーの食
品廃棄物は14％削減された。26

多くの国で開発された食習慣ガイドラインは、健
康的な食事に関する推奨事項を推進しており、その
多くが広く適用されれば、その多くが環境への影響
を減らすことができる。27 例えば、ブラジル、スウ
ェーデン、カタールの公式ガイドラインでは、果物
や野菜を増やし、肉、特に赤身の肉の消費を減らす
ことを推奨している。28 中国が2017年に出したガ
イドラインは、タンパク質源として赤身の肉よりも
魚、鶏肉、卵を選択することを強く推奨し、地元で
栽培される可能性が高い季節の野菜や果物を強調し、

「倹約は中国文化の美徳」として、食品廃棄物削減
を主要な推奨事項の1つとしている。29

他の移行とのつながり
農業：食肉の需要を減らし、廃棄物を回
避することで生産ニーズの削減に貢献し、

したがって間接的に土地と森林、気候行動、淡水の
移行に貢献する；持続可能な農業からのより多様で
栄養価の高い食事により影響を受ける

都市とインフラ：より持続可能なサプラ
イチェーンと食品廃棄物削減対策、市街
地農園や都市農場といったイノベーショ

ンなど、新しい都市化のビジョンにより影響を受
ける

漁業と海洋：健康的な魚介類の食事を提
供するために、持続可能な漁業と健全な
海洋生態系により影響を受ける

淡水：内水域の淡水魚やその他の生物多
様性に由来する栄養を提供するために、
健全な淡水生態系により影響を受ける

ワン・ヘルス：栄養の改善に貢献し、生
物多様性と健康の関係を強化する

HQuality / Shutterstock
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移行の概要
「グリーンインフラ」1を展開し、人工的に構築された景観の中に自然のための場所を創出することにより、
市民の健康と生活の質を向上させるとともに都市及びインフラの環境フットプリントを低減すること。
この移行は、人口の大部分が都市に居住している状況において都市社会が人口を維持するために良好
に機能する生態系に依存していること、都市とその周辺や遠隔地の生態系とのつながり、都市の拡大
や道路などのインフラが生物多様性に及ぼす悪影響を低減させるための空間計画の重要性を認識した
もの。

理論的根拠と利点
人口増加率は1950年以降のどの時期よりも低

いものの、世界の人口は2030年までに約85億人、
2050年までに97億人に増加し2、都市部に居住す
る割合は2018年の55％から、2050年には68％
に増加すると予想される。3 都市環境に住む人々の
ほぼ半数は50万人未満の町や都市に住んでいるが、
現在1,000万人以上の人口を持つ都市（メガシテ
ィ）が33か所ある。2030年までにメガシティの
数は43に達すると予想されており、これらの大部
分は発展途上地域にある。4 都市人口の増加とそれ
に伴うインフラの必要性は、資源に対する需要を
増大させ、土地利用変化の重要な要因を構成する。
生物多様性の状況、及びより一般的に持続可能な
開発のための2030アジェンダを達成する見通しは、
これらの需要がどのように管理されているかに大
きく依存する。5 さらに、都市化への傾向の高まり
は、人々を自然からさらに分離するリスクを伴い、
人間の健康に悪影響を及ぼし、生物多様性、それ
が提供する生態系サービス、及びそれらの重要性
についての理解を低下させる。

 
都市と都市化の持続可能な管理は、人口増加が

生物多様性に与える影響を減らすのに役立つと同
時に、人間の健康を含む他の社会的課題への貢献
にも役立つ（ワン・ヘルスに向けた移行を参照）。
都市部の緑地はメンタルヘルスの改善に役立つ。6

緑地へのアクセスはまた、身体的活動の機会を増
やし、それによっていくつかの非感染性疾患のリ
スクを減らし、また免疫機能を改善する可能性が
ある。7 危機時に強靱性を提供する上での都市の自
然の決定的な重要性は、新型コロナウイルスのパ
ンデミックによって実証されている。このパンデ
ミックでは、人々がソーシャルディスタンスの要
件を遵守している間、緑地へのアクセスが健康と
福利をサポートする重要な要素だった。8

気候変動の緩和と適応に対する「自然を基盤と
する解決策（nature-based solutions）」は、特に
都市において、洪水、熱ストレス、干ばつ、大気と
水の汚染など、都市の複数の課題に同時に対処し、
人々を自然と再び結びつける上で価値がある（持
続可能な気候変動対策行動に向けた移行を参照）。9

都市部と都市周辺部における食料生産の維持と奨
励は、都市人口の強靱性を向上させ、増大する都
市人口を養うために遠方の生態系を耕作地にさら
に転換する圧力を軽減することで生物多様性に利
益をもたらす（食料システム及び土地と森林に関
する移行を参照）。10

都市の範囲を越えたインフラ、特に道路の急速
な発展は、今後数十年間に生物多様性の目標を
達成する上での大きな障害となっている。道路の
本数と範囲は劇的に拡大すると予測されており、
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2050年までに2,500万キロメートルの新しい道路
が見込まれている。2010年以降で道路の全長が
60％増加することになる。道路建設全体の約90
％は、アマゾン、ニューギニア、シベリア、コン
ゴ盆地など、最後の原生的な地域の多くを擁する
途上国で発生すると予想されている。11 新しい道路
は、生息地の分断化、陸上でのコロニー化の機会、
狩猟やその他の形態の乱獲の増加のみならず、侵
略的外来種の導入など、生物多様性の高い地域に
複数の脅威をもたらす。他の多くの影響の中でも、
世界中で赤道アフリカとアジアのみに残っている
類人猿の生息数は、道路や、鉄道、水力発電ダム、
送電線、ガスのパイプライン、鉱業などの他のイ
ンフラの拡大に対して特に脆弱である。12 アジア、
ヨーロッパ、アフリカ全体のインフラ開発の主要
なグローバル要因である中国が6兆ドルをかける一
帯一路イニシアチブは、生物多様性に多くのリス
クをもたらし、これらを軽減するために新しい協
調的なガバナンス形態が必要になる。しかし、現在、
このイニシアチブに資金を提供している機関によ
って適用される貸付要件には、生物多様性に対す
る保護手段がほとんどない。13 したがって、インフ

ラ開発による生物多様性への影響を最小限に抑え
るための追加措置の広範な適用は、2050年生物多
様性ビジョンを達成するために必要な移行の1つで
ある。

移行の主要な要素
地域レベルの都市ガバナンスと学際的計画を促

進し、都市開発に関する決定を下す際に、他の社
会的ニーズと共に生物多様性を考慮し、都市の拡
大が、森林、流域、氾濫原など、人々と生物多様
性が依存する都市の内外の生態系を危険にさらす
ことを防ぐ。

グリーンインフラをさらに活用する。例えば、
緑地や湿地の保全と創出など、都市住民の複数の
ニーズをサポートし、都市の生物多様性を促進する。

離れた場所の生態系における都市のフットプリ
ントを考慮に入れる。そのため、より健康的な食
習慣、建設におけるより持続可能な建材の使用、
及びエネルギー使用の最小化を奨励する。

Haugenzhays Zhang / Unsplash
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インフラ投資の計画と開発に生物多様性の考慮
事項を反映する。生物多様性を含めた環境アセス
メントや大規模なゾーニングなどのプロセスを通
じて、輸送システムやその他の線形インフラの設
計と管理において、生物多様性にとって最も脆弱
な地域を回避させる。そして、例えば、高架橋、
地下道、グリーンインフラなど、生態学的な連結
性を維持するための対策を適用する。 

移行に向けた進捗状況
近年、都市化のより持続可能なモデルへの移行

を促進する、数多くのネットワークとイニシアチ
ブが出現している。世界的なレベルでは、住宅と
持続可能な都市開発に関する国連会議は、2016
年に新都市アジェンダを採択し、その後、これが
国連総会によって承認された。このアジェンダは、
とりわけ、「生態系、水、自然生息地、生物多様性
を保護、保全、回復、促進し、環境への影響を最
小限に抑え、持続可能な消費と生産パターンに変
化させる」都市と人間の居住地を想定している。14

都市計画におけるこのアジェンダの全体的な適用
は限定的だが、その原則をサポートするイニシア
チブの例には、次のようなものがある。2,000万本
の木を植えて緑の回廊と都市の森を作り、在来の
植生を再建し、絶滅危惧種に在来の生息地を提供し、
炭素を隔離し、都市や町の居住性を向上させるこ
とを目的としたオーストラリアのプログラム。15 「瞑
想の森」、学校の森、並木道などの都市の森を開
発することで、グリーンネットワークを構築する、
韓国の取組。16 人口の65％が2050年までに都市に
住むと予想されていることを認識し、新しいテー
マの焦点に都市の生物多様性を含めるフィリピン
の生物多様性国家戦略。17 緑地の保全、回復、形成、
管理を促進する、日本の都市緑地法に基づく特別
緑地保全地区の指定。18

他の移行とのつながり
土地と森林：都市住民に不可欠な、保護
または復元された生態系からのサービス

によって影響を受ける；都市の拡大とインフラ開
発の計画を改善することにより、生態系に対する
土地の圧力を減らすことに貢献する

食料：市街地農園や都市農場などの革新
も含む新しい都市化アジェンダを通じて、
より持続可能な食品サプライチェーンと

食品廃棄物の削減に貢献する

淡水：都市の水供給と水質について、淡
水生態系の持続可能な管理に影響を受け
る；水の消費量削減、都市の拡大の制御、

グリーンインフラの使用を通じて、淡水生態系の
保全と回復に貢献する

気候変動対策：グリーンインフラの使用
を通じて気候変動緩和に貢献し、都市人
口の強靱性を高めることで気候適応に貢

献する

ワン・ヘルス：都市の緑地へのアクセス
を拡大し、汚染を減らすことで、精神的
及び肉体的な健康に貢献する

によって影響を受ける；都市の拡大とインフラ開
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移行の概要
化石燃料利用の段階的かつ速やかな廃止とあわせ、自然を基盤とする解決策を適用することにより、
生物多様性や他のSDGsに明確なメリットをもたらしながら、気候変動の規模と影響を低減すること。
この移行は、炭素の貯蔵・隔離を通じて気候変動を緩和する生物圏の能力を推進し強靱な生態系によ
る適応を可能にすることにおける生物多様性の役割、また、生物多様性への悪影響を避けながら再生
可能エネルギーを推進する必要性を認識したもの。

理論的根拠と利点  
気候変動と生物多様性の損失は人類にとって不

可分の脅威であり、同時に取り組む必要がある。1

気候変動はすでに生物多様性に影響を与えており、
産業革命前の気温より1.5℃高い状態に比べて、2産
業革命前の気温より2℃高くまで温暖化する世界で
は、自然と人間のシステムに対するリスクが大幅
に大きくなり3、ますます大きな影響を与えると予
測されている。気候変動は、今世紀後半に生物多
様性の損失の最大の要因になる可能性がある。4 し
たがって、効果的な気候変動対策は、生物多様性
の損失を遅らせ、逆転させるための前提条件であ
る。5 さらに、気候変動の影響は生態系の回復力を
損ない、したがって気候変動の緩和と適応の両方
に対する生態系の貢献を弱める。6 特定の形態の再
生可能エネルギーの大規模な使用は、場合によっ
ては、これらのリスクをさらに悪化させる可能性
がある。7 この移行の目的は、現在の悪循環から好
循環に移行することである。これにより、生態系
を基盤とするアプローチ（または「自然を基盤と
する解決策（nature-based solutions）」8）が、化
石燃料による温室効果ガス排出量を削減する強力
な行動とともに、気候変動幅を1.5℃近くに維持す
る取組みに貢献し、気候変動の緩和と適応の両方
に対する生態系の長期的な強靱性と持続的な貢献
も保証する。

多くの研究は、そのような「自然を基盤とする
解決策」が、気候変動を1.5℃近くに保つために必

要な総純排出削減努力の約3分の1を提供できるこ
とを示している（図22.5）。適切な保護手段があれ
ば、9 水のろ過、洪水と沿岸の保護、土壌の健康など、
幅広い生態系サービスを強化し、生物多様性の保
全と持続可能な利用に貢献することもできる。

ただし、「自然を基盤とする解決策」の使用には
重要な注意事項が4つある。第一に、これは解決策
の本質的な部分だが、化石燃料の使用を大幅に削
減しなければ気候問題を解決することはできない。10

第二に、分配的影響を考慮し、先住民と地域社会
が土地ベースのアプローチの策定と実施に完全に
関与する必要がある。11 第三に、多くの生態系を基
盤とするアプローチには生物多様性に対するコベ
ネフィットがあるが、これは常に当てはまるわけ
ではなく、相乗効果とトレードオフについての注
意深い評価が必要とされる。12 特に、植林は必ずし
も適切であるとは限らず、特に、単作プランテー
ションの外来種にそれが言える。13 第4に、生態系
の範囲に加えて、種と遺伝的多様性の役割を保全し、
回復することが重要である（Box 22.5）。

化石燃料の段階的廃止には、代替の再生可能エ
ネルギー源の開発と、エネルギー効率の改善が必
要となる。必然的に、再生可能エネルギーといく
つかの適応策は、生物多様性に潜在的な影響を及
ぼす。14 したがって、気候変動対策の移行のもう1
つの重要な部分は、このような悪影響を最小限に
抑えるようこの開発を管理することである。

持続可能な気候変動対策行動に向けた移行 

持続可能な気候変動対策行動に
向けた移行 
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図22.5　土地セクターを変革し、食料システム、農業、林業、湿地、バイオエネルギーに対策を導入することによる、
パリ協定の1.5℃の気温目標の達成を支援するための優先措置

食品廃棄物の削減

農業からの排出量の削減

生態系の喪失と劣化による排出量の削減

健康的で持続可能な食事

生態系の回復

改善された林業とアグロフォレストリー

土壌炭素

炭素の回収と貯留を伴うバイオエネルギー

モデル化された経路の「トップダウン」レビューと、提案された特定の緩和策の「ボトムアップ」評価を組み合わせ
ることで、一連の緩和「ウェッジ」が、二酸化炭素換算（GtCO2e）で年間約150億トンの純削減に無理なく持続的
に貢献できることが示唆される。これは即ち、2050年までに1.5℃の目標を達成するために必要な世界的な緩和策の
約30％ということである。15 これらの対策は、アイコンで示されるように、GBO-5で紹介されている他の移行の下で
の介入に関連している。
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移行の主要な要素
生態系を保全し、回復させる。 生態系、特に老

齢林、泥炭地、湿地、海草、その他の高炭素生態系、
及び生態系を活用した適応策と防災・減災に重要
なマングローブなどの生態系の保全と回復を通じて、
気候変動の緩和と適応に貢献する。これは、保護
地域、その他の効果的な地域をベースとする保全
手段（OECM）、REDD+プログラムを通じて達成
できる。また、自然再生などによる回復を促進す
ることで、土壌炭素にも対処する（土地と森林に
関する移行を参照）。16

農林業からの排出量を削減する。腸内発酵、養
分管理、合成肥料生産、水田の水と残留物の管理、
及び肥料管理からのメタン（CH4）と二酸化窒素

（N2O）の排出を削減する。より大きな根を持つ植
物の使用、被覆作付け、耕作の削減、化学肥料や
農薬の過剰使用の回避、侵食の抑制、劣化した土
壌の回復などを通じて、土壌の炭素隔離を促進する。
農地及び放牧地における林業慣行（伐採周期、影
響の少ない伐採、火災管理）、アグロフォレストリ
ー及び育林牧草システムを強化する（農業への移
行を参照）。

食物消費からの排出を削減する。公衆衛生政策、
消費者キャンペーン、及び新しい食品の開発を通
じて、温室効果ガスを大量に排出する食品の生産
を削減する。消費者キャンペーン、民間セクター
の方針、サプライチェーンの透明性、食品の表示
の改善、例としては食品廃棄物からのバイオガス
生成といったリサイクルなどを通じて、食品廃棄
物を削減する。トレーニング、投資、テクノロジ
ーを通じて取り扱いと保管の慣行を改善すること
により、食品ロスを削減する。森林減少を伴わな
いサプライチェーンを促進する（食料システムへ
の移行を参照）。17

持続可能な再生可能エネルギーを促進する。バ
イオマス作物を適切な規模のみで、適切なゾーニ
ングと保護手段を使用して展開し、直接的及び間
接的な土地利用の変化による生物多様性と温室効
果ガス排出への悪影響を回避または最小限に抑え
る。18 水力発電と風力発電のプロジェクトは、生態
系への影響の最小化、利益の最大化のために配置、
設計、管理されることを確実にする。19 材料のリサ
イクルを促進して、大規模な蓄電池とエネルギー
伝達に必要な金属の採掘を減らし、深海採鉱を含
む採掘作業の悪影響を最小限に抑える。20

「グリーンインフラ」を活用する。 ヒートアイラ
ンド効果と洪水リスクを減らすために都市部の植
生を利用することを含めて、生態系を活用した適
応策、防災・減災をサポートするための「グリー
ンインフラ」を促進する（都市とインフラへの移
行を参照）。21

このようなアプローチは、パリ協定に基づく各
国の自国が決定する貢献（NDC）にさらに統合で
きる可能性がある。例えば、熱帯の国々の半数では、
費用効果の高い生態系を基盤とするアプローチに
より、国の排出量の半分以上を軽減できる可能性
がある。22 そのようなアプローチが持つ雇用創出の
可能性に注目すると、これは社会扶助プログラム23

や国際金融を通じて支援される見込みがある（愛
知目標20、Box 20.2を参照）。

移行に向けた進捗状況
第二部に要約されているように、愛知目標15に

向けた進展は、この移行に関連する。要約に記載
されているように、パリ協定に基づくNDCの多く
は、生物多様性の目的にも貢献している。29 NDC
の75％パーセントには、修復活動を含む森林関連
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の目標が含まれている。しかし、2つの条約の下で
なされたコミットメントの大部分はまだ実施され
ていない。 

一部の国では、雇用創出プログラムや社会扶助
プログラムが関連する活動に貢献している。例え
ば、エチオピアでは、生産的セーフティーネット・
プログラムが森林再生と土地の回復をサポートし
ている。30 インドでは、マハトマ・ガンジー国家農
村雇用保証法が、雇用を創出することによって農
村地域の生活保障を強化する、世界最大の社会保
障制度の1つである。この制度を通じた雇用創出活
動のほとんどは、天然資源の回復、修復、保全に
関連している。31

他の移行とのつながり
土地と森林：炭素隔離を強化し、気候変
動に対する強靱性を高めるために、高炭
素生態系の保全と修復によって影響を受

ける；ある種の土地ベースの気候変動緩和からの

土地利用変化の削減に貢献する

農業：耕作の削減、家畜の糞尿管理の改
善、その他の対策を通じて温室効果ガス
排出量の削減によって影響を受ける

食料：持続可能な農業による気候変動の
緩和への間接的な利益と、森林や他の生
態系への土地の圧力の軽減を通じて、よ

り多様で健康的な食習慣への移行と食品廃棄物の
削減によって影響を受ける

都市とインフラ：グリーンインフラの使
用によって提供される気候変動の緩和、
及びより持続可能な都市環境によって提

供される気候変動に対する強靱性によって影響を
受ける

淡水：湿地での炭素貯蔵による気候変動
の緩和、及び健全な淡水生態系によって
提供される気候の強靱性によって影響を

受ける

Box 22.5　生物多様性及び気候変動の緩和と適応

「自然を基盤とする解決策」は、多くの場合、生態系と生息地の範囲に焦点を当てているが、種と遺
伝的多様性の保全は、緩和と適応にとって重要である。

 • 森林における樹木の多様性など、植物種の多様性は、陸域生態系による生産性と炭素貯蔵を強
化する。24

 • 動物もまた、種子の散布や、森林での植食や捕食などの栄養段階の相互作用を通じて、生態系
の炭素隔離に大きく貢献している。25

 • 海洋では、クジラの増加は植物プランクトンの生産と炭素隔離を支援する上で重要な役割を果た
す。26

 • 植物種と動物種の両方の遺伝的多様性も、生態系のダイナミクスにとって重要である。27

 • 作物、家畜、樹木における遺伝的及び種の多様性の保全と回復は、気候適応戦略に大きく貢献
する可能性がある。28
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移行の概要
統合的なアプローチによって農業生態系や都市生態系を含む生態系や野生生物の利用を管理して、健
全な生態系と人間の健康を推進すること。この移行は、人間の健康 があらゆる側面において生物多様
性と様々な形でつながっていることを認識し、生物多様性の損失と疾病リスクや健康障害に共通する
要因に取り組むもの。 

理論的根拠と背景
生物多様性と人間の健康との関連はさまざまで

あり、様々に異なる空間的及び時間的スケールで
発生する。地球規模では、生態系と生物多様性は、
地球システムの状態を決定し、その物質とエネル
ギーの流れを調整し、急激な変化や段階的な変化
への対応において重要な役割を果たす。1 食料生産
システムを含む生態系は、一次生産者、草食動物、
肉食動物、分解者、花粉媒介者、病原体など、非
常に多様な生物に依存している。生態系が提供す
るサービスには、食料、きれいな空気、淡水の量
と質、医薬品、精神的及び文化的価値、気候調節、
害虫と病気の調節、災害リスクの軽減などがあり、
それぞれが精神的及び肉体的の両方で人間の健康
に根本的な影響を及ぼす。2 より身近なレベルでは、
人間の微生物相（腸、呼吸器、泌尿生殖器、皮膚
に存在する共生微生物群集）が栄養に寄与し、免
疫系の調節と感染の予防に役立つ。3 したがって、
生物多様性は人間の健康の重要な環境決定要因で
あり、生物多様性の保全と持続可能な利用は、生
態系サービスと将来の選択肢を維持することによ
って人間の健康に利益をもたらすことができる。4

新型コロナウイルスのパンデミックは、人と自
然の関係の重要性をさらに強調している。生物多
様性と感染症の関係は複雑だが（Box 22.6）、生
物多様性の損失と劣化は生命の網を弱体化させ、
野生生物から人々への感染症波及のリスクを高め
ることは明らかである。パンデミックへの対応は、
グローバルコミュニティとしての社会変革に類の
ない機会を提供する。5

人獣共通感染症の感染爆発は時とともに増加して
いる。6 将来のパンデミックのリスクは、持続可能
な開発のための2030アジェンダに貢献し、またそ
の恩恵を受けて、人々と地球の健康と強靱性を構築
する、より統合された、分野横断的で包括的なワン・
ヘルス7・アプローチを通じて減らすことができる。

より体系的で包括的かつ協調的な方法によりワ
ン・ヘルス・アプローチを適用するにあたり、生
物多様性と健康の相互リンク8の全範囲を統合する
大きな戦略的機会がある。これは、新型コロナウ
イルスのパンデミック9からの持続可能で健康的で
公正な回復を促進するだけでなく、単に病気がな
いことを超えたより広い健康に関する目的に役立ち、
予防により重点を置き、社会的、生態学的、経済
的システムの強靱性を強化する。このようなアプ
ローチは、生物多様性の損失、気候変動、健康障害、
パンデミックリスク増大の共通する要因に対処する。
最終的に、これらの目的は、政治経済学、説明責任、
及びガバナンスの根本的な変化によって支持され
る必要がある。10

ワン・ヘルス11への生物多様性を含むアプローチ
の基本原則は、次のとおりである。健康と人間の
幸福のすべての側面を考慮する；予防を優先する
ために社会生態学的システムの強靱性を高める；
生態系アプローチを適用する；12 参加型で包括的
である；分野を超え、多国籍で、学際的である；
空間的及び時間的スケールにわたって動作する；
社会正義とジェンダー平等を促進する。

生物多様性を含んだワン・ヘルスに向けた移行

生物多様性を含んだ
ワン・ヘルスに向けた移行
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Box 22.6　生物多様性と新興感染症13

既知のヒト感染症の約3分の2は動物と共有されており、最近の新興感染症の大部分は野生生物に関
連している。節足動物媒介感染症も風土病の大部分を占めている。宿主の多様性（野生哺乳類など）
は病原体（感染症を引き起こす生物）の多様性と相関しているため、生物多様性が高まると新興感染
症の危険性が高まることが予想される。しかし、危険性を病原体の出現のリスクに変換するには何ら
かの事象が必要とされるため、この関係は必ずしも感染症のリスクを予測するものではない。そのよ
うな危険因子には、自然生息地への侵入や野生生物との接触が含まれる。また、逆説的に言えば、宿
主の多様性が増すと、多様な宿主種の間で病原体の有病率が低下するため、人獣共通感染症の病原体
暴露のリスクが実際に減少する可能性がある（しかし、常にそうだとは限らない）。したがって、生
物多様性の損失を最小限に抑えるための取組は、病原体の多様性があり感染症の危険性が高い地域を
維持している場合でも、主に人間と野生生物との接触を減らし、外来種の導入を制限することによっ
て、感染症のリスクを減らすこともできる。14

人間の活動が生態系へ侵入して破壊を行うと、人獣共通感染症の出現と蔓延のリスクが高まる。15 特に、
森林減少、生息地の劣化と断片化、そして持続不可能な農業の拡大は、人間と家畜を野生生物とより
密接に接触させる。16 人間が改変した景観にとどまっている野生生物は、感染症を持っている可能性
が高くなる。17

感染症による健康への負担は、人間や家畜だけではない。生物多様性保全にも脅威をもたらす。病原
体の拡散は、ある野生種から別の野生種へ発生する可能性があり、その種または個体群が病原体の影
響を受けやすい場合、特に人間が誘発した他の圧力によって脆弱化していた場合に、感染爆発を引き
起こす可能性がある。例えば、エボラウイルスは、絶滅危惧種のニシローランドゴリラを含む大型類
人猿の個体数をも大幅に減少させたことが認識されている。18

1つの感染症（キトリド真菌病）は500種以上の両生類（既知の全両生類の6.5％）の減少に寄与し、
そのうち90種は絶滅したと推定されていて、カエルツボカビ（Batrachochytrium dendrobatidis19）
は記録上最も破壊的な侵略的種として、主に両生類の貿易を通じて蔓延している。20 他に重要な野生
生物の病原体として、コウモリの白鼻症候群（Pseudogymnoascus destructans）と鳥のウエスト
ナイルウイルス（Flavivirus sp.）がある。

b-hide the scene / Shutterstock
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移行の主要な要素21

生態系を保全及び回復することにより、感染症
のリスクを軽減する。陸域、淡水域、沿岸及び海
洋の水生生態系の森林減少と劣化を停止または削
減する；乱獲を減らす；自然生息地への侵入を阻
止または削減する；生物多様性と生態系サービス
にとって重要な地域、特に手つかずまたはほぼ手
つかずの地域と感染症の発生の潜在的なホットス
ポットの保護を強化する；主要な開発を統合され
た健康と環境影響評価の対象とする；そのような
地域への影響を回避し、断片化を減少させるため、
都市化と線形インフラを計画する（土地と森林及
び都市とインフラに関する移行を参照）。

野生生物の持続可能で合法かつ安全な使用を促
進する。先住民や地域社会による慣習的な持続可
能な利用を保護しながら、野生生物の捕獲、取引、
利用を全体的に減らす；22 野生生物の違法取引に
対処し、絶滅危惧種の取引を制限する；高リスク
種（霊長類、コウモリ、イタチなど）の取引を段
階的に廃止または禁止する；野生生物農場を規制し、
野生で捕獲した動物を制限し、高リスク種を避け、
動物福祉と獣医学的ケアを改善する；市場を改善し、
食肉処理を含む衛生状態を改善し、種の混合を回
避する（家畜についても同様）；野生生物取引のバ
イオセキュリティを改善し、侵略的外来種のすべ
ての潜在的な侵入経路の制御を改善する；定期的
な感染症の監視を改善する。

作物や家畜の生産や水産養殖など、持続可能で
安全な農業を促進する。家畜生産を改革し、超集
約的な飼育場を減らし、そのバイオセキュリティ
を改善し、家畜と作物の生産を統合する；持続可
能性のための育林牧草システム、農業生態学及び
その他の革新的なアプローチを促進する；水産養
殖を持続可能な方法で管理する；23 遺伝的多様性
を維持し、使用する；遊牧民グループを含む牧畜
民の権利を保護しながら、牧草地の範囲を総体的

に縮小する；動物福祉を改善し、動物の生体取引
を減らし、規制する；抗生物質、農薬、肥料、そ
の他の栄養素の不要な使用をやめる；土壌、植物、
動物の微生物叢を強化する（農業への移行を参照）。

健康的な都市と景観を創出する。統合的な土地
利用計画を推進して、生物多様性保全のための複
数のニーズを満たし、きれいな水や栄養価の高い
食料の提供、災害リスクの軽減など、人間の福利
をサポートする生態系サービスの提供を促進する；
身体的、生理学的、精神的健康を改善するために、
質の高い緑地および親水空間への衡平なアクセス
を提供する；戦略的に統合された健康と環境の評
価を使用して、利益を最大化し、自然との相互作
用のリスクを最小化する；感染症発生リスクが高
いホットスポットを特定する；特に、野生生物に
多様なウイルス株が存在し、人間へ拡散する可能
性が非常に高い場合は、野生生物をリスクの高い
病原体について監視し、野生生物と接触する人々
を監視して、初期の拡散事象を特定する（土地と
森林、都市とインフラに関する移行を参照）。24

持続可能な消費の要素として健康的な食習慣を
促進する。25 多様な作物、家畜、野生の供給源から
得る安全で栄養価の高い食品を推奨する；全体的
な肉の消費量、特に肉の消費量が多い社会での赤
身の肉の消費量の削減、過剰消費の削減、廃棄物
の削減、奢侈な外来野生種消費の削減；天然資源
の過剰消費と浪費を総体的に減らし、意識を高め、
行動の変化を促進して、健康的で持続可能な食習
慣と食品安全対策への移行をサポートする（食料
システムへの移行を参照）。

これらの行動は相互に補完的であり、健康、衡
平、ジェンダー平等の確保に関連する目標を含む、
持続可能な開発のための2030アジェンダを後押し
する。それは、先住民、地域社会、小規模農家の
権利を含む人権の尊重によって支えられている；26 
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必要に応じて、土地と資源の所有権、貧しく疎外
されたコミュニティによる資源への衡平なアクセス、
及び国民皆保険による保護と改革によって支援さ
れている。

効果的であるためには、これらの行動は国によ
って個別に、また共同して実行される必要がある。
分野を超えた調和と調整は、（動物と人間の健康だ
けに焦点を当てることを超えて）あらゆる問題に
わたって相乗効果、トレードオフ、フィードバック
を追求することにより、成功への鍵となる。生態
系の変化に起因する公衆衛生上の脅威を健康シス
テムが予測し、準備して、対応し、感染症の発生
リスクを軽減して対処できるようにする予防的な
評価、監視、調査、早期警告システムを実現する
ための投資が必要である。

生物多様性を含めたワン・ヘルスに向けた移行
を効果的に実施するには多額の資金が必要とされ
るが、新型コロナウイルスのパンデミック単独の
費用と比較すれば、そのごく一部相当である。27 ワ
ン・ヘルス移行のための資金を新型コロナウイル
スの景気対策及び回復プログラムに統合する大き
なチャンスである。

移行に向けた進捗状況
これまで、ワン・ヘルス・アプローチは、主に食

品の安全性、人獣共通感染症の管理、抗生物質耐
性との闘いの問題に対処するために適用されてきた。
そして、これらはすべて依然として重要な問題で
ある。これには、例えば、WHO、OIE、FAOの正
式な協力が含まれ、また世界銀行や多くの国がこ
れらの問題にワン・ヘルス・アプローチを適用し
ている。中国は、食料及びその関連する取引のた
めに野生生物を消費するリスクに対処するための
行動を起こした。28 PREDICTプロジェクトは、将来
の人獣共通感染症が発生する可能性のある場所を
特定することを目的として、人間の感染症の宿主

（レゼルボア）として機能する可能性のある多種多
様な脊椎動物からのサンプルを調べることにより、
将来の人獣共通感染症の発生の可能性のある場所
を特定しようとする1つの取組である。29

また、人間の健康と生物多様性への脅威に統合的
に対処するための意識と行動も高まっている。30 こ
れには、水質、廃棄物管理、汚染、気候変動に関連
する問題が含まれている。さらに、人間の心身の健
康と自然や緑地へのアクセスとの関係は、都市計画
と設計に関連する問題でますます認識され、考慮さ
れている（都市とインフラに関する移行を参照）。
しかし、ワン・ヘルス・アプローチを通じた感染症
の制御を超えた人間の健康のより広い側面への関心
は全体としてかなり小さいものになっている。31

他の移行とのつながり
土地と森林：病気のリスクを減らすために
健全な生態系を維持することによって影響
を受ける
農業：農薬汚染や家畜への抗生物質の乱
用による健康への悪影響の軽減、その他
の持続不可能な慣行の削減によって影響

を受ける
食料システム：健康を改善するために、よ
り栄養価の高い持続可能な食事の選択によ
って影響を受ける
淡水：きれいな水と、レジャー、文化、精
神活動に重要な環境を提供することで、心
身の健康を維持するために、健康で生物多

様性のある淡水生態系によって影響を受ける
都市とインフラ：精神的及び肉体的健康を
改善するための都市緑地へのより容易なア
クセスと、生物多様性の高い地域でのイン

フラ開発による病気のリスクの増加を回避するため
の計画の改善によって影響を受ける
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  社会変革の達成
前のセクションで説明した、行動の個々の領域

での移行を達成するために必要な手順の分析により、
社会変革をもたらすための包括的な取組において
複数の目的を満たす2つのアプローチが明らかにな
っている。それには、「自然を基盤とする解決策」、
または都市、農業、自然のランドスケープやシー
スケープの「グリーンインフラ」を通じて、気候
変動の削減、健康と食料安全保障の改善、生物多
様性自体の回復、持続可能な開発の達成のために
生物多様性を活用することが含まれる。このアプ
ローチは、もう1つのアプローチもサポートする。
総消費量の削減と資源のより効率的な使用を通じ
て生物多様性損失の要因を減らし、それによって
生物多様性が人々と地球に利益を提供し続けるこ
とを可能にする条件を作り出す助けとするのである。
これは、生物多様性は社会経済開発のニーズとバ
ランスを取る必要のある障壁なのではなく、持続
可能な開発の基礎であるというこの概況の第一部

でなされた議論を補強する。

持続可能性に向けた効果的観点からのアプロー
チには、GBO-5で述べた移行をもたらすために不
可欠で、制度、ガバナンス、価値観及び行動にお
ける根本的な変化に影響を及ぼすことができる共
通の要素を理解することが含まれる。IPBES地球規
模評価報告書は、介入すべき8つの優先ポイント、
即ちレバレッジ・ポイントを特定したが、それに
は政府、企業、市民社会、学界のリーダーたちが
より公正で持続可能な世界に向けて社会変革を起
こすために適用できる5つの関連する「レバー（テ
コ）」がある。1 この概況で強調されている個々の行
動分野の移行は、これらのレバレッジ・ポイント

（表22.1）とレバーの適用（表22.2）の関連性を
示している。 これらの手段のほとんどは、条約の
下でのエコシステムアプローチの原則とガイダン
スに反映されていることは明記されるべきである。2

Kletr / Shutterstock
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表22.1　社会変革のためのレバレッジ・ポイントと、移行との関係

レバレッジ・ポイント 移行との関連

豊かな暮らしについての
観念（ビジョン）

豊かな暮らしのビジョンは、社会変革を達成するための取組全体の中心で
ある。自然と人間の関係を含む、質の高い生活の関係概念を重要視するビ
ジョンは、「自然との共生」という2050年ビジョンを部分的に反映し、過
剰な消費と福利の切り離しに寄与する可能性がある。

消費と廃棄の総量 この概況で前述した道筋によって解明されたとおり、消費と廃棄の総量を
削減することは、生物多様性の損失の「流れを変える」という全体的なア
プローチにとって不可欠である。このレバレッジ・ポイントは、また食料
システムの移行を通じて直接対処され、それにはとりわけ過剰消費一般、
特に肉の過剰消費削減と、食品廃棄物の削減が伴う。

価値観と社会規範 価値観を引き起こす。例えば、食料システムへの移行において健康的で持
続可能な食事を促進するための社会的な仲間からの圧力の構築、また漁業
と海洋への移行において海洋生態系へのプラスチック汚染の影響に関する
国民の懸念の動員に用いられている。

不平等 不平等への対処は、例えば、健康的で持続可能な食事を手頃な価格で容易
にアクセスできるよう改善することによって、食料システムへの移行にお
いて用いられている。

正義と包摂性 正義を確保し、人権を尊重し、意思決定に先住民や地域社会を含めることは、
すべての移行にとって、特にランドスケープやシースケープで保全、修復、
生産、開発のために土地や資源への要求が競合し、時には争いが避けられ
ない（土地と森林、淡水、漁業と海洋）場合には不可欠である。

外部性とテレカップリング 隠れた外部性を明らかにして内面化し、空間で分離された場所と行為者間
のテレカップリングを理解することは、移行のすべての領域で持続可能性
を達成するために必要とされる。特に、食料システムと持続可能な農業の
関連において、都市とインフラについては、都市住民による消費が生産地
とそれに伴う廃棄物の発生から必然的に分離されることが多い。

技術、革新、投資 技術、革新、投資は多くの移行の鍵であり、特に持続可能な農業では、例
えば農業者による革新の支援が持続可能性のあらゆる側面の鍵となる。

教育及び知識へのアクセス、形成、共有 形式科学や先住民、伝統的知識を含む知識の教育とアクセス、形成と共有
は、持続可能な農業、気候変動対策行動、淡水、生物多様性を含むワン・
ヘルスなど、多くの分野での移行を進めるために強化する必要がある。

Kletr / Shutterstock
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表22.2　社会変革のためのレバーと、移行との関係。社会変革の5つのレバーは、表22.1に記述した8つのレバレッジ・
ポイントのそれぞれに適用可能であり、すべてではないにしても、大部分の移行領域に関連している。   

レバー 移行との関連

環境責任のための奨励措置と幅広い能力の開発、
ならびに逆効果をもたらす奨励措置の廃止

漁業、農業、水管理を改革し、また回復を達成し、持続可能な気
候行動のための自然を基盤とする解決策を支援するための資源確
保への取組に必要な要素。

部門や管轄を超えた統合を促進するための、部門
ごとに分断された意思決定の見直し

生物多様性を含んだワン・ヘルスに向けた移行の特徴を定義する
こと、また、都市、インフラ、ランドスケープやシースケープ、
水資源を統合した計画と管理を可能にするためにも不可欠である。

自然の劣化を回避、緩和、改善するための規制や
管理の制度と事業における先制的、予防的な行動
と、それらのモニタリング

ワン・ヘルスへの移行の目的の中心だが、また保全活動の論理的
根拠の一部として、特に生物多様性と生態系サービスの急速な損
失を引き起こす閾値または転換点に近づくリスクを考慮すれば、
他のすべての移行領域にも関連している。

不確実性と複雑さに直面した際に、幅広いシナリ
オでしっかりした意思決定を実現できる、回復力
のある社会的及び生態学的システムを管理する

複数の生態系サービスを維持し、生態系と社会に強靱性を構築す
るための戦略として、「グリーンインフラ」と「自然を基盤とす
る解決策」への投資に特に関連している。

環境法と政策とその実施、そしてより一般的な法
の支配の強化

違法・無報告・無規制漁業や違法な野生生物取引に対処する取組、
及びインフラ開発が環境アセスメントとその調査結果に準拠して
いることを確保するための取組という文脈において重要である。

自然との共生への道筋を策定するにあたり、も
う一つの重要な要素は、現在の経済成長という限
られたパラダイムから離れた、地球規模の持続可
能な経済に向けた世界的な金融及び経済システム
の進化である。3

私たちが自然に見出す様々な価値のすべてに対
処する解決策を見つけることは困難を伴うが、実
現した場合の見返りは大きい。各国が新型コロナ

ウイルスのパンデミックからの回復方法について
のオプションを検討している現在、自然との共生
という2050年ビジョンを達成するために必要とさ
れる社会変革に着手するまたとない機会がもたら
されている。そうした行動により、生物多様性が
回復に向けた軌道に乗るほか、将来のパンデミッ
クのリスクが低減され、人間にとってさらに様々
な恩恵がもたらされることになる。 
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注　記

第一部　持続可能な開発のための生物多様性
1. これらには、違法・無報告・無規制漁業を防止、抑止、排除
するための港湾国家措置に関する協定（第二部、愛知目標8参
照）、水俣条約（第二部、愛知目標8参照）、及び船舶のバラス
ト水及び沈殿物の規制及び管理のための国際条約（第二部、愛
知目標9を参照）も含まれる。

2. Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2010) Global 
Biodiversity Outlook 3. Montréal, 94 pages; available at https://www.
cbd.int/gbo3/

3. Convention on Biological Diversity. https://www.cbd.int/sp/
4. Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2014) Global 

Biodiversity Outlook 4. Montréal, 155 pages. Available at https://www.
cbd.int/gbo4/

5. Transforming our world: the 2030 Agenda for Sustainable 
Development. https://sdgs.un.org/2030agenda

6. Convention on Biological Diversity. (2015). CBD/SBSTTA/19/INF/9. 
Links between the Aichi Biodiversity Targets and the 2030 Agenda for 
Sustainable Development. https://www.cbd.int/doc/meetings/sbstta/
sbstta-19/information/sbstta-19-inf-09-en.pdf  は、愛知目標と持
続可能な開発のための2030アジェンダの関連する目標とつな
がりについての分析を提供する。関係を説明し、妥当な場合は
範囲の重複、ギャップ及び違いに関するコメントが提供され
る。Convention on Biological Diversity (2017) CBD/SBSTTA/21/2/
Add.1. Biodiversity and the 2030 Agenda for Sustainable Development. 
https://www.cbd.int/doc/meetings/sbstta/sbstta-21/official/sbstta-
21-02-add1-en.pdf, の表1は、SDGsの下での目標の一部の要素と
対応する愛知目標との間にあるいくつかのギャップと矛盾を示
している。例えば、2030アジェンダでは伝統的知識の役割に
ついて、具体的に言及されていない。この文書には、2020年
を目標とする愛知目標から導き出されたSDGsの目標も記載さ
れている。

7. 読みやすくするため、この図の表現は短縮されている。戦略
計画2011-2020の全文はDecision X/2で閲覧可能である。https://
www.cbd.int/decision/cop/?id=12268 

8. IPBES (2019): Summary for policymakers of the global assessment 
report on biodiversity and ecosystem services of the Intergovernmental 
Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services. S. 
Díaz, J. Settele, E. S. Brondízio E.S., H. T. Ngo, M. Guèze, J. Agard, 
A. Arneth, P. Balvanera, K. A. Brauman, S. H. M. Butchart, K. M. A. 
Chan, L. A. Garibaldi, K. Ichii, J. Liu, S. M. Subramanian, G. F. Midgley, 
P. Miloslavich, Z. Molnár, D. Obura, A. Pfaff, S. Polasky, A. Purvis, 
J. Razzaque, B. Reyers, R. Roy Chowdhury, Y. J. Shin, I. J. Visseren-
Hamakers, K. J. Willis, and C. N. Zayas (eds.). IPBES secretariat, Bonn, 
Germany. 56 pages. https://doi.org/10.5281/zenodo.3553579. IPBES
地球規模評価報告書は、第3章で自然と自然の寄与の傾向が特
定のSDGsを達成する能力にどのように影響するかについての詳
細な評価を提供している。

9. IPBES (2016). The assessment report of the Intergovernmental 
Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services 
on pollinators, pollination and food production. S.G. Potts, V. 
L. Imperatriz-Fonseca, and H. T. Ngo (eds). Secretariat of the 
Intergovernmental Science-Policy Platform on Biodiversity and 
Ecosystem Services, Bonn, Germany. 552 pages. https://ipbes.net/
assessment-reports/pollinators

10. IPBES (2019): Summary for policymakers of the global assessment 
report on biodiversity and ecosystem services of the Intergovernmental 
Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services. S. 
Díaz, J. Settele, E. S. Brondízio E.S., et al (eds.). IPBES secretariat, 
Bonn, Germany. 56 pages. https://doi.org/10.5281/zenodo.3553579. 
IPBES地球規模評価報告書は、第3章で自然と自然の寄与の傾向
が特定のSDGsを達成する能力にどのように影響するかについて
の詳細な評価を提供している。

11. KC, S. and Lutz, W. (2017). The human core of the shared 
socioeconomic pathways: Population scenarios by age, sex and level of 
education for all countries to 2100. Global Environmental Change 42, 

181–192. https://doi.org/10.1016/j.gloenvcha.2014.06.004; Vollset et 
al (2020) Fertility, mortality, migration, and population scenarios for 
195 countries and territories from 2017 to 2100: a forecasting analysis 
for the Global Burden of Disease Study, Lancet Published Online, July 
14, 2020. https://doi.org/10.1016/ S0140-6736(20)30677-2. 

12. Based on Convention on Biological Diversity. (2015). CBD/
SBSTTA/19/INF/9. Links between the Aichi Biodiversity Targets and 
the 2030 Agenda for Sustainable Development. https://www.cbd.int/
doc/meetings/sbstta/sbstta-19/information/sbstta-19-inf-09-en.pdf.

13. IPBES（2019）の第3章の評価に基づき： The Intergovernmental 
Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services. S. 
Díaz, J. Settele, E. S. Brondízio E.S., H. T. Ngo, M. Guèze, J. Agard, 
A. Arneth, P. Balvanera, K. A. Brauman, S. H. M. Butchart, K. M. A. 
Chan, L. A. Garibaldi, K. Ichii, J. Liu, S. M. Subramanian, G. F. Midgley, 
P. Miloslavich, Z. Molnár, D. Obura, A. Pfaff, S. Polasky, A. Purvis, 
J. Razzaque, B. Reyers, R. Roy Chowdhury, Y. J. Shin, I. J. Visseren-
Hamakers, K. J. Willis, and C. N. Zayas (eds.). IPBES secretariat, Bonn, 
Germany. 56 pages. https://doi.org/10.5281/zenodo.3553579. の生 
物多様性と生態系サービスに関する地球規模評価報告書の政策 
決定者向け要約、及びConvention on Biological Diversity (2016). 
CBD/COP/13/10/Add.1, Biodiversity and Sustainable Development: 
Technical note. https://www.cbd.int/doc/meetings/cop/cop-13/
official/cop-13-10-add1-en.pdf; Shultz et al (2017). “The 2030 Agenda 
and Ecosystems – a discussion paper on the links between the Aichi 
Biodiversity Targets and the Sustainable Development Goals”. SwedBio 
at Stockholm Resilience Centre. http://tentera.org/wp/wp-content/
uploads/2017/03/The-2030-Agenda-and-Ecosystems_web.pdf
及びBlicharska, Malgorzata & Smithers, Richard & Mikusiński, 
Grzegorz & Rönnbäck, Patrik & Harrison, Paula & Nilsson, Måns & 
Sutherland, William. (2019). Biodiversity’s contributions to sustainable 
development (Nature Sustainability). 1-11. https://doi.org/10.1038/
s41893-019-0417-9 

14. Based on Convention on Biological Diversity (2017). CBD/
SBSTTA/21/2/Add.1. Biodiversity and the 2030 Agenda for 
Sustainable Development. https://www.cbd.int/doc/meetings/sbstta/
sbstta-21/official/sbstta-21-02-add1-en.pdf and Convention on 
Biological Diversity (2019). CBD/SBSTTA/23/2/Add.2. Informing 
the Scientific and Technical Evidence Base for the Post-2020 
Global Biodiversity Framework. https://www.cbd.int/doc/c/a4f8/
c003/69b60e0a66feb68824cb0485/sbstta-23-02-add2-en.pdf 
は、ICSU, 2017. A Guide to SDG Interactions: from Science to 
Implementation [D.J. Griggs, M. Nilsson, A. Stevance, D. McCollum 
(eds)]. International Council for Science, Paris. https://council.science/
wp-content/uploads/2017/05/SDGs-Guide-to-Interactions.pdf. 内の
分析に基づいている。 See also Griggs et al (2016) Policy: Map the 
interactions between Sustainable Development Goals. Nature. 534, 
320-321. https://doi.org/10.1038/534320a. 

15. UNFCCC (2015). Paris Agreement. https://unfccc.int/files/essential_
background/convention/application/pdf/english_paris_agreement.pdf

16. IPCC, 2018: Summary for Policymakers. In: Global Warming of 1.5˚C. 
An IPCC Special Report on the impacts of global warming of 1.5˚C 
above pre-industrial levels and related global greenhouse gas emission 
pathways, in the context of strengthening the global response to the 
threat of climate change, sustainable development, and efforts to 
eradicate poverty [Masson-Delmotte, V., P. Zhai, H.-O. Pörtner, D. 
Roberts, J. Skea, P.R. Shukla, A. Pirani, W. Moufouma-Okia, C. Péan, 
R. Pidcock, S. Connors, J.B.R. Matthews, Y. Chen, X. Zhou, M.I. Gomis, 
E. Lonnoy, Maycock, M. Tignor, and T. Waterfield (eds.)]. World 
Meteorological Organization, Geneva, Switzerland, 32 pp. https://
www.ipcc.ch/sr15/chapter/spm/b/spm2/

17. これら4つの見出しそれぞれの下にある重要なメッセージ
は、背景情報とともに、評価報告書の政策決定者向け要約
と、評価報告書各章のエグゼクティブサマリーに記載され
ている。これらは次から入手できる：https://www.ipbes.net/
global-assessment-report-biodiversity-ecosystem-services.
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第二部　2020年の生物多様性
1. 愛知目標16と17の期限は2015年だった。
2. 各国の生物多様性戦略及び行動計画はすべて、以下からアクセ
スできる。https://www.cbd.int/nbsap/

3. 第6回国別報告書はすべてhttps://www.cbd.int/reports/からアクセ
スできる。オンラインレポートツールの導入により、CBDのク
リアリングハウスメカニズムを通じて、国際目標に沿った国別
目標に向けた進捗状況の概要を始め、この方法で提出されたレ
ポートのインタラクティブな調査が可能である。

4. Convention on Biological Diversity (1992). Convention on Biological 
Diversity. https://www.cbd.int/doc/legal/cbd-en.pdf

5. Bhatt, R., Gill, M. J., Hamilton, H., Han, X., Linden, H. M., & 
Young, B. E. (2020). Uneven use of biodiversity indicators in 
5th National Reports to the Convention on Biological Diversity. 
Environmental Conservation, 47(1), 15–21. https://doi.org/10.1017/
S0376892919000365; Han, X., Gill, M. J., Hamilton, H., Vergara, S. 
G., & Young, B. E. (2020). Progress on national biodiversity indicator 
reporting and prospects for filling indicator gaps in Southeast Asia. 
Environmental and Sustainability Indicators, 5, 100017. https://
doi.org/10.1016/j.indic.2019.100017; and Convention on Biological 
Diversity (2020). CBD/SBSTTA/24/3/Add.1. Scientific and technical 
information to support the review of the proposed goals, and targets of 
the post-2020 global biodiversity framework.

6. 読みやすさを向上させるため、一部のターゲット要素の表現を
若干変更したことと、目標20のサブターゲットの使用を除く。

7. より具体的な各国の例と事例研究は、入手可能な場合は他の
文献によって補足されている。これは参考文献に記載されて
いる。

8. スペースが限られているため、関連するすべてのSDGs目標が
リストされているわけではない。さらに、SDGs目標の文言の
一部が短縮されている。愛知目標と2030アジェンダ及びそれ
に関連する目標との関連性に関するより詳細な評価は、次の
文書に含まれている。Convention on Biological Diversity. (2015). 
CBD/SBSTTA/19/INF/9. Links between the Aichi Biodiversity Targets 
and the 2030 Agenda for Sustainable Development. https://www.cbd.
int/doc/meetings/sbstta/sbstta-19/information/sbstta-19-inf-09-en.
pdf, Convention on Biological Diversity (2017) CBD/SBSTTA/21/2/
Add.1. Biodiversity and the 2030 Agenda for Sustainable Development. 
https://www.cbd.int/doc/meetings/sbstta/sbstta-21/official/sbstta-
21-02-add1-en.pdf, Convention on Biological Diversity (2016). CBD/
COP/13/10/Add.1, Biodiversity and Sustainable Development: 
Technical note. https://www.cbd.int/doc/meetings/cop/cop-13/
official/cop-13-10-add1-en.pdf; Based on Convention on Biological 
Diversity (2017). CBD/SBSTTA/21/2/Add.1. Biodiversity and the 
2030 Agenda for Sustainable Development. https://www.cbd.int/doc/
meetings/sbstta/sbstta-21/official/sbstta-21-02-add1-en.pdf 及び 
Convention on Biological Diversity (2019). CBD/SBSTTA/23/2/Add.2. 
Informing the Scientific and Technical Evidence Base for the Post-2020 
Global Biodiversity Framework. https://www.cbd.int/doc/c/a4f8/
c003/69b60e0a66feb68824cb0485/sbstta-23-02-add2-en.pdf

9. Forest Peoples Programme, Secretariat of the Convention on Biological 
Diversity, International Indigenous Forum on Biodiversity, Indigenous 
Women’s Biodiversity Network and Centres of Distinction on 
Indigenous and Local Knowledge (2020) Local Biodiversity Outlooks 
2: The contributions of indigenous peoples and local communities to 
the implementation of the Strategic Plan for Biodiversity 2011–2020 
and to renewing nature and cultures. A complement to the fifth edition 
of Global Biodiversity Outlook. Moreton-in-Marsh, England. https://
localbiodiversityoutlooks.net/

10. COP10決定X / 2、生物多様性戦略計画2011-2020を参照。 
https://www.cbd.int/decision/cop/?id=12268 

11. 2010年以降の締約国会議、条約実施補助機関会合及びその前
身である条約実施に関する作業部会の会合。使用された方法
論の詳細については、次の文書に含まれている。Convention 
on Biological Diversity (2020). CBD/SBI/3/2/Add.2. Analysis of the 
contribution of targets established by parties and progress towards 
the Aichi Biodiversity Targets. https://www.cbd.int/doc/c/f1e4/
ab2c/ff85fe53e210872a0ceffd26/sbi-03-02-add2-en.pdf. この分
析は、次に含まれる以前の分析に基づいている。Convention 
on Biological Diversity (2016). UNEP/CBD/COP/13/8/Add.2/Rev.1. 

Updated analysis of the contribution of targets established by Parties 
and progress towards the Aichi Biodiversity Targets. https://www.
cbd.int/doc/meetings/cop/cop-13/official/cop-13-08-add2-rev1-en.
pdf; Convention on Biological Diversity (2018). CBD/SBI/2/2/Add.2. 
Analysis of the contribution of targets established by Parties and 
progress towards the Aichi Biodiversity Targets. https://www.cbd.int/
doc/c/e24a/347c/a8b84521f326b90a198b1601/sbi-02-02-add2-en.
pdf; 及び Convention on Biological Diversity (2018) CBD/COP/14/5/
Add.2. Analysis of the contribution of targets established by Parties 
and progress towards the Aichi Biodiversity Targets. https://www.cbd.
int/doc/c/7c28/274f/338c8e84ad6f03bf9636dcbf/cop-14-05-add2-en.
pdf, これらは、第5回国別報告書を通じて提供された情報に基
づいて作成された。

目標 1
1. この目標達成の評価に与えられた低い信頼性は、以下の事情に
よる：利用可能なメトリックが目標の構成要素に整合不足；利
用可能な調査に基づくデータの空間的ギャップ；インターネッ
トベースの指標を使用して一般の認識や関心を測定すること
の限界。

2. ブラジル、中国、コロンビア、エクアドル、フランス、ドイ
ツ、インド、日本、メキシコ、オランダ、ペルー、韓国、スイ
ス、英国、米国、ベトナム

3. Union for Ethical BioTrade (2018). UEBT Biodiversity Barometer 2018 
- https://static1.squarespace.com/static/577e0feae4fcb502316dc547/
t/5b51dbaaaa4a99f62d26454d/1532091316690/
UEBT+-+Baro+2018+Web.pdf and  Union for Ethical BioTrade (2019). 
UEBT Biodiversity Barometer 2019, Specifical Edition – Asia -  https://
static1.squarespace.com/static/577e0feae4fcb502316dc547/t/5d0b6
1d53df5950001ac0059/1561027031587/UEBT+Biodiversity+Barom
eter+2019+.pdf

4. Federal Ministry for the Environment, Nature Conservation and 
Nuclear Safety (BMU) and Federal Agency for Nature Conservation 
(BfN) (2019), Nature Awareness Study - https://www.bfn.de/en/
activities/social-affairs/nature-awareness.html

5. Cooper, M. W., Di Minin, E., Hausmann, A., Qin, S., Schwartz, A. J., 
& Correia, R. A. (2019). Developing a global indicator for Aichi Target 
1 by merging online data sources to measure biodiversity awareness 
and engagement. Biological Conservation, 230, 29–36. https://doi.
org/10.1016/J.BIOCON.2018.12.004 ; https://www.bipindicators.net/
indicators/global-biodiversity-engagement-indicator

6. SINUS Institute (2019): Societal biodiversity awareness in Brazil, 
China, Colombia, India, Indonesia, Kenya, Mexico, Peru, South 
Africa, and Vietnam. Indicator calculation and socio-demographic 
characteristics. Report for WWF Germany. Heidelberg/Germany.- 
https://resources.connect2earth.org/. この調査は、2009年か
ら2年ごとに実施された自然意識調査のためにドイツ連邦
自然保護庁（BfN）が開発した方法論を使用して、国際気
候イニシアチブ（IKI）が資金提供したプロジェクトの下
で実施された。(https://www.bfn.de/en/activities/social-affairs/
nature-awareness.html) この方法論は、2015年にドイツ科学
評議会によって評価され ( https://www.wissenschaftsrat.de/
download/archiv/4905-15.pdf ) 以下でレビューされている
Trautwein, S., Lindenmeier, J., Schleer, C., Mues, A. W. (2019). Sozial 
erwünschte Antworten bei Befragungen von Anspruchsgruppen 
durch öffentliche Organisationen: Eine Analyse der Effekte der 
öffentlichen Studienträgerschaft, des Befragungsmodus und der 
sozialen Erwünschtheitswahrnehmung. ZögU, 42 (1-2), 100-12; 
Hoppe, A., Chokrai, P. and Fritsche, F. (2019): Eine Reanalyse der 
Naturbewusstseinsstudien 2009 bis 2015 mit Fokus auf dem 
Gesellschaftsindikator biologische Vielfalt und den Leititems 
zum Naturbewusstsein. BfN Skripten 510. Bonn. https://www.
bfn.de/fileadmin/BfN/service/ Dokumente/skripten/Skript510.
pdf. DOI: https://doi.org/10.5771/0344-9777-2019-1-2-100; and 
Kleinhückelkotten, S., Neitzke, H.-P. (2011). Naturbewusstsein in 
Deutschland und Konsequenzen für die Naturschutzkommunikation. 
Natur und Landschaft, 86 (05). DOI: https://doi.
org/10.17433/5.2011.50153096.189-195 

7. Belize’s Sixth National Report - https://chm.cbd.int/database/
record/7E3D234F-E8AD-520C-C92B-490CE2806718
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8. Ecuador’s Sixth National Report - https://chm.cbd.int/database/
record/6120BF7A-BD24-5225-9DEF-4D4BE3AD3799

9. Forest Peoples Programme, Secretariat of the Convention on Biological 
Diversity, International Indigenous Forum on Biodiversity, Indigenous 
Women’s Biodiversity Network and Centres of Distinction on 
Indigenous and Local Knowledge (2020) Local Biodiversity Outlooks 
2: The contributions of indigenous peoples and local communities to 
the implementation of the Strategic Plan for Biodiversity 2011–2020 
and to renewing nature and cultures. A complement to the fifth edition 
of Global Biodiversity Outlook. Moreton-in-Marsh, England. https://
localbiodiversityoutlooks.net/

目標 2
1. Despite the lack of global indicators for this target, information 

from the UN Statistics Division on increased national uptake of the 
System of Environmental-Economic Accounting (SEEA), together with 
information from the Sixth National Reports to the CBD, provide a 
medium level of confidence that Target 2 has not been achieved.

2. United Nations Committee of Experts on Environmental-Economic 
Accounting (2018). Global Assessment of Environmental-Economic 
Accounting and Supporting Statistics 2017. https://unstats.un.org/
unsd/statcom/49th-session/documents/BG-Item3h-2017-Global-
Assessment-of-Environmental-Economic-Accounting-E.pdf

3. System Of Environmental Economic Accounting https://seea.un.org/
content/global-assessment-environmental-economic-accounting

4. Hein, L., Bagstad, K. J., Obst, C., Edens, B., Schenau, S., Castillo, 
G., … Caparrós, A. (2020). Progress in natural capital accounting 
for ecosystems. Science, 367(6477), 514 LP – 515. https://doi.
org/10.1126/science.aaz8901 

5. Vardon, M., Burnett, P., & Dovers, S. (2016, April 1). The accounting 
push and the policy pull: Balancing environment and economic 
decisions. Ecological Economics. Elsevier B.V. https://doi.org/10.1016/j.
ecolecon.2016.01.021 

6. Wealth Accounting and the Valuation of Ecosystem Services -https://
www.wavespartnership.org/en/partners

7. Colombia’s Sixth National Report - https://www.cbd.int/doc/nr/nr-06/
co-nr-06-es.pdf

8. Liberia’s Sixth National Report - https://www.cbd.int/doc/nr/nr-06/
lr-nr-06-en.pdf; and Liberia - Mainstreaming the Value of Ecosystems 
and Biodiversity into coastal and Marine Management Policies - http://
www.teebweb.org/areas-of-work/teeb-country-studies/liberia

9. Guinea’s Sixth National Report - https://www.cbd.int/doc/nr/nr-06/
gn-nr-06-fr.pdf

10. Namibia’s Sixth National Report - https://www.cbd.int/doc/nr/nr-06/
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2. IPBES (2018): The IPBES assessment report on land degradation 
and restoration. Montanarella, L., Scholes, R., and Brainich, A. (eds.). 
Secretariat of the Intergovernmental Science-Policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services, Bonn, Germany. 744 pages. 
https://doi.org/10.5281/zenodo.3237392. 

3. IPCC, 2019: Summary for Policymakers. In: Climate Change and 
Land: an IPCC special report on climate change, desertification, 
land degradation, sustainable land management, food security, 
and greenhouse gas fluxes in terrestrial ecosystems [P.R. Shukla, J. 



地球規模生物多様性概況第5版196

Skea, E. Calvo Buendia, V. Masson-Delmotte, H.- O. Pörtner, D. C. 
Roberts, P. Zhai, R. Slade, S. Connors, R. van Diemen, M. Ferrat, E. 
Haughey, S. Luz, S. Neogi, M. Pathak, J. Petzold, J. Portugal Pereira, 
P. Vyas, E. Huntley, K. Kissick, M. Belkacemi, J. Malley, (eds.)]. In 
press. https://www.ipcc.ch/site/assets/uploads/sites/4/2020/02/
SPM_Updated-Jan20.pdf

4. IPCC, 2019: Summary for Policymakers. In: IPCC Special Report on 
the Ocean and Cryosphere in a Changing Climate [H.-O. Pörtner, D.C. 
Roberts, V. Masson-Delmotte, P. Zhai, M. Tignor, E. Poloczanska, K. 
Mintenbeck, A. Alegría, M. Nicolai,  A. Okem, J. Petzold, B. Rama, N.M. 
Weyer (eds.)]. In press. https://www.ipcc.ch/site/assets/uploads/
sites/3/2019/11/03_SROCC_SPM_FINAL.pdf

5. 例えば次を参照: Lü, R. Y. et al (2017) Biodiversity and Ecosystem 
Functional Enhancement by Forest Restoration: A Meta-analysis 
in China. Land Degradation and Development., 28: 2062–2073. 
doi: 10.1002/ldr.2728; Kimiti, D. W et al (2017), Low-cost grass 
restoration using erosion barriers in a degraded African rangeland. 
Restoration Ecology, 25: 376–384. doi:10.1111/rec.12426; YirdawE., et 
al (2017). Rehabilitation of degraded dryland ecosystems – review. Silva 
Fennica vol. 51 no. 1B article id 1673. 32 p. https://doi.org/10.14214/
sf.1673; Durka, W., et al (2017), Genetic differentiation within multiple 
common grassland plants supports seed transfer zones for ecological 
restoration. J Appl Ecol, 54: 116–126. doi:10.1111/1365-2664.12636; 
Yirdaw, E.et al (2017). Rehabilitation of degraded dryland ecosystems 
– review. Silva Fennica vol. 51 no. 1B article id 1673. 32 p. https://doi.
org/10.14214/sf.1673; Himner, R. A., et al (2017), An overview of 
peatland restoration in North America: where are we after 25 years?. 
Restoration Ecology, 25: 283–292. doi:10.1111/rec.12434; Crouzeilles, 
R et al (2016). A global meta-analysis on the ecological drivers of 
forest restoration success. Nature Communications 7. http://dx.doi.
org/10.1038/ncomms11666; Meli P, et al. (2017) A global review of 
past land use, climate, and active vs. passive restoration effects on 
forest recovery. PLoS ONE 12(2): e0171368. https://doi.org/10.1371/
journal.pone.0171368; Jones, H. P. et al (2018). Restoration and repair 
of Earth’s damaged ecosystems. Proceedings of the Royal Society B. 
285 (1873). DOI: 10.1098/rspb.2017.2577; Griscom, B. W. et al (2017). 
Natural climate solutions. Proceedings of the National Academy of 
Sciences. 114 (44) 11645-11650; Bayraktarov, E., et al (2016). The cost 
and feasibility of marine coastal restoration. Ecological Applications, 
26: 1055–1074

6. Jones, Holly & Jones, Peter & Barbier, Edward & Blackburn, Ryan & 
Benayas, José & Holl, Karen & McCrackin, Michelle & Meli, Paula & 
Montoya, Daniel & Moreno Mateos, David. (2018). Restoration and 
repair of Earth’s damaged ecosystems. Proceedings of the Royal Society 
B: Biological Sciences. 285. 10.1098/rspb.2017.2577.

7.	 https://www.cbd.int/doc/decisions/cop-13/cop-13-dec-05-en.pdf
8. Seddon, N., Sengupta, S., García-Espinosa, M., Hauler, I., Herr, D. & 

Rizvi, A.R. 2019. Nature-based solutions in nationally determined 
contributions – Synthesis and recommendations for enhancing climate 
ambition and action by 2020. Gland, Switzerland and Oxford, UK, 
International Union for Conservation of Nature (IUCN) and University 
of Oxford. https://portals.iucn.org/library/sites/library/files/
documents/2019-030-En.pdf 

9. Global Mechanism of the UNCCD (2019). Land Degradation Neutrality 
Target Setting: Initial findings and lessons learned. Bonn,Germany; 
http://catalogue.unccd.int/1217_UNCCD_GM__Report_18_V2_2019.
pdfhttps://www.unccd.int/actions/ldn-target-setting-programme. 
2020年6月20日現在として報告された進捗状況. 

10. Lewis, S. L., Wheeler, C., Mitchard, E. T. A., & Koch, A. (2019). 
Regenerate natural forests to store carbon. Nature, 568. https://www.
nature.com/articles/d41586-019-01026-8 . Lewisらは、http://www.
bonnchallenge.org/及び、2017年10月にアクセスした https://
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目標 16
1. 部分的達成の評価は、名古屋議定書が2015年の目標日までに発
効したという事実に基づいているが、それを地球規模で完全に
機能させるには、依然としてこの作業が必要とされる。これら
は両方とも、高い信頼性で述べることができる。

2. 57の締約国と7つの非締約国が、ABSクリアリングハウスに関す
るABS措置を発表した。
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3. 64の締約国と5つの非締約国が、ABSクリアリングハウスに関す
る権限のある国内当局を公表した。

4. 29の締約国と3つの非締約国がABSクリアリングハウスのチェッ
クポイントを公表した。

5. 名古屋議定書の実施に関する中間国別報告書を通じて締約国か
ら提供された情報による (https://absch.cbd.int/reports ).
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農業のための遺伝資源のさまざまなサブセクターの特徴及び特
定の慣行を説明する説明文によって補完された。これは次から
アクセス可能である。http://www.fao.org/3/mz618en/mz618en.
pdf.

8. Revised draft text of an agreement under the United Nations 
Convention on the Law of the Sea on the conservation and sustainable 
use of marine biological diversity of areas beyond national jurisdiction 
- Advanced unedited version available from https://www.un.org/bbnj/
sites/www.un.org.bbnj/files/revised_draft_text_a.conf_.232.2020.11_
advance_unedited_version.pdf

9. Global Initiative on Sharing All Influenza Data (GISAID) https://www.
gisaid.org/
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2019, Special Edition – Asia - https://static1.squarespace.com/
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11. 決定NP-3/1
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absNationalReport/ABSCH-NR-BT-238700/1
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the Nagoya Protocol https://absch.cbd.int/pdf/documents/
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absNationalReport/ABSCH-NR-FI-238837/4
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of the Nagoya Protocol https://absch.cbd.int/pdf/documents/
absNationalReport/ABSCH-NR-MG-238714/1

17. South Africa’s Interim National Reports on the Implementation 
of the Nagoya Protocol- https://absch.cbd.int/pdf/documents/
absNationalReport/ABSCH-NR-ZA-238752/2

目標 17
1. 部分的な達成という評価は、締約国の大多数が最新のNBSAPを
提出しているものの、提出は全締約国には及んではおらず、
実施には差があるという事実に基づいている。これらの結論
の双方の証拠は非常に強力であり、したがって評価の信頼性
は高い。

2. Convention on Biological Diversity (2020). Latest NBSAPs - https://
www.cbd.int/nbsap/about/latest/ 

3. Convention on Biological Diversity (2020). Latest NBSAPs - https://
www.cbd.int/nbsap/about/latest/ 

4. 生物多様性日本基金は、名古屋でのCOP10の成果の実施を支
援するために、第10回締約国会議の議長国によって設立され
た。それはCBD事務局によって運営されている。https://www.
cbd.int/jbf/ 

5. Convention on Biological Diversity (2020). Subnational and Local 
Biodiversity Strategies and Action Plans https://www.cbd.int/nbsap/
related-info/sbsap/ 
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SBI/3/2/Add.1 - Update on progress in revising/updating and 

implementing national biodiversity strategies and action plans, 
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ebf9/5e0c96b85bc233a413a433bd/sbi-03-02-add1-en.pdf

7. Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2020). CBD/
SBI/3/2/Add.1 - Update on progress in revising/updating and 
implementing national biodiversity strategies and action plans, 
including national targets https://www.cbd.int/doc/c/d2b9/
ebf9/5e0c96b85bc233a413a433bd/sbi-03-02-add1-en.pdf and 
Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2020). CBD/
SBI/3/2/Add.2 - Analysis of the contribution of targets established by 
Parties and progress towards the Aichi Biodiversity Targets - https://
www.cbd.int/doc/c/f1e4/ab2c/ff85fe53e210872a0ceffd26/sbi-03-02-
add2-en.pdf 

8. Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2020). CBD/
SBI/3/2/Add.2 - Analysis of the contribution of targets established by 
Parties and progress towards the Aichi Biodiversity Targets - https://
www.cbd.int/doc/c/f1e4/ab2c/ff85fe53e210872a0ceffd26/sbi-03-02-
add2-en.pdf
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of women and gender equality considerations in National Biodiversity 
Strategies and Actions Plans (NBSAPs). IUCN Global Gender Office, 
Washington D.C., 49 pages.

10. IUCN (2016) Inclusion and characterization of women and gender 
equality considerations in National Biodiversity Strategies and Action 
Plans (NBSAPs) - https://portals.iucn.org/union/sites/union/files/doc/
egi-fs-nbsaps-web.pdf and Secretariat of the Convention on Biological 
Diversity (2020). CBD/SBI/2/2/Add.3 - Review of implementation of 
the 2015-2020 Gender Plan of Action (https://www.cbd.int/doc/c/
fcc3/ac3d/eba5d8364fbe8d5950fef9bf/sbi-02-02-add3-en.pdf)

目標 18
1. この目標の評価に与えられた低い信頼性は、戦略計画の期間を
カバーするグローバルな指標がないことによる。

2. Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2020). CBD/
SBI/3/2/Add.4 - Progress towards Aichi Biodiversity Target 18 on 
traditional knowledge and customary sustainable use of biodiversity. 
https://www.cbd.int/meetings/SBI-03

3. Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2020). CBD/
SBI/3/2/Add.1 - Update on progress in revising/updating and 
implementing national biodiversity strategies and action plans, 
including national targets. https://www.cbd.int/doc/c/d2b9/
ebf9/5e0c96b85bc233a413a433bd/sbi-03-02-add1-en.pdf

4. Abreu, J. S. et al (2017). Is there dialogue between researchers and 
traditional community members? The importance of integration 
between traditional knowledge and scientific knowledge to coastal 
management, Ocean & Coastal Management,141, 10-19. https://doi.
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C54338B1-F853-7542-B2AD-34985A78BE08
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11. Barua, Prabal. (2017). Indigenous Knowledge Practices for Climate 
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abstract=3159865
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2/4: Conceptual framework for the Intergovernmental Science-Policy 
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Platform on Biodiversity and Ecosystem Services. https://www.ipbes.
net/sites/default/files/downloads/Decision%20IPBES_2_4.pdf 

13. これらは、それぞれ決定XIII / 18及び14/12で採用された。こ
のようなツールの完全なリストは、次で入手できる。https://
www.cbd.int/tk/
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1. この目標のすべての側面をカバーする適切に適合したグローバ
ル指標の欠如、及び目標自体の非定量的な構成により、確実に
目標の達成を評価することは困難である。しかし、生物多様
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3. Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2019). Bioland 
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シュボードhttps://bipdashboard.natureserve.org/を通じて国レベ
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Impact Summary, available from https://www.gbif.org/bid
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12. GBIF (2020) Global data trends, available from https://www.gbif.org/

analytics/global
13. Barcode of Life Data System (2020) - https://www.boldsystems.org/

index.php
14. iNaturalist (2020). https://www.inaturalist.org/; Wildlife Insights 

(2020). https://www.wildlifeinsights.org/home
15. Kleiber, D., Harris, L. M., & Vincent, A. C. J. (2015). Gender and 

small-scale fisheries: a case for counting women and beyond. Fish and 
Fisheries, 16(4), 547–562. https://doi.org/10.1111/faf.12075 

16. Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2020). CBD/
SBI/3/2/Add.2 - Analysis of the contribution of targets established by 
Parties and progress towards the Aichi Biodiversity Targets - https://

www.cbd.int/doc/c/f1e4/ab2c/ff85fe53e210872a0ceffd26/sbi-03-02-
add2-en.pdf 

17. Cambodia’s sixth national report - https://www.cbd.int/doc/nr/nr-06/
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18. Canada’s Sixth national report - https://chm.cbd.int/database/record/
C54338B1-F853-7542-B2AD-34985A78BE08 
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Women’s Biodiversity Network and Centres of Distinction on 
Indigenous and Local Knowledge (2020) Local Biodiversity Outlooks 
2: The contributions of indigenous peoples and local communities to 
the implementation of the Strategic Plan for Biodiversity 2011–2020 
and to renewing nature and cultures. A complement to the fifth edition 
of Global Biodiversity Outlook. Moreton-in-Marsh, England. https://
localbiodiversityoutlooks.net/ 

21. Forest Peoples Programme, Secretariat of the Convention on Biological 
Diversity, International Indigenous Forum on Biodiversity, Indigenous 
Women’s Biodiversity Network and Centres of Distinction on 
Indigenous and Local Knowledge (2020) Local Biodiversity Outlooks 
2: The contributions of indigenous peoples and local communities to 
the implementation of the Strategic Plan for Biodiversity 2011–2020 
and to renewing nature and cultures. A complement to the fifth edition 
of Global Biodiversity Outlook. Moreton-in-Marsh, England. https://
localbiodiversityoutlooks.net/

目標 20
1. 採択の際、「この目標は、締約国によって策定及び報告される
資源ニーズ評価に応じて変更される可能性がある」との注記
があった。その後、CBDの決定XI / 4及びXII / 3を通じて特定の
ターゲットが策定され、次のように要約された。（a）2015年
までに途上国への国際金融フローを2倍にし、2006年から2010
年の平均フローをベースラインとして使用して、少なくとも
2020年までこのレベルを維持する；（b）締約国の少なくとも
75％が、国の優先事項または開発計画に生物多様性を含める；
（c）締約国の少なくとも75％が、2015年までに国内支出、ニ
ーズ、ギャップ、優先事項について報告する；（d）締約国の
少なくとも75％が国の財政計画を作成し、30％が2015年までに
生物多様性の複数の価値を調査・評価する；（e）2020年まで
に資源ギャップを縮小するために国内財源を動員する。全文に
ついては決定XII / 3を参照。

2. 部分的な達成という評価は、政府開発援助が2015年までに2006
年から2010年のベースラインから2倍になり、関連する目標の1
つの要素を満たしているという事実に基づいている。サブター
ゲット（b）から（d）については、進展の証拠はあるものの、
報告している国の数は明らかに75％を下回っている。サブター
ゲット（e）については、情報が不完全であるが、国内資源が増
加している国と減少している国があることは明らかである。民
間部門の投資などの追加コンポーネントに関する情報は限られ
ている。

3. OECD (2020) A Comprehensive Overview of Global Biodiversity 
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要」と表示されたすべてのコミットメントも含まれる。OECD 
(2020) A Comprehensive Overview of Global Biodiversity Finance. 
https://www.oecd.org/environment/resources/biodiversity/report-a-
comprehensive-overview-of-global-biodiversity-finance.pdf
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Finance. https://www.oecd.org/environment/resources/biodiversity/
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16. これは、GEFの生物多様性各国担当窓口に提供される資金を構
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UNEP/CBD/COP/10/6 - Report Of The Global Environment Facility 
https://www.cbd.int/doc/meetings/cop/cop-10/official/cop-10-06-en.
pdf
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SBI/3/6/Add.1 – Preliminary report of the Global Environment Facility; 
Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2020). CBD/
SBI/3/5/Add.1 - Contribution of the expert panel to the resource 
mobilization component of the post-2020 global biodiversity framework.

18. これには、他の重点分野を通じて提供される資金、公海重点分
野、小規模無償プログラム、持続可能な森林管理プログラム、
及び関連する統合アプローチのパイロットプログラムと影響プ
ログラムを含む投資とプログラムが含まれる。

19. OECD (2020) A Comprehensive Overview of Global Biodiversity 
Finance. https://www.oecd.org/environment/resources/biodiversity/
report-a-comprehensive-overview-of-global-biodiversity-finance.pdf

20. OECD (2020) A Comprehensive Overview of Global Biodiversity 
Finance. https://www.oecd.org/environment/resources/biodiversity/
report-a-comprehensive-overview-of-global-biodiversity-finance.pdf

21. Secretariat of the Convention on Biological Diversity (2020). CBD/
SBI/3/2/ADD2 - Analysis of the contribution of targets established 
by Parties and progress towards the Aichi Biodiversity Target. https://
www.cbd.int/doc/c/f1e4/ab2c/ff85fe53e210872a0ceffd26/sbi-03-02-
add2-en.pdf

世界植物保全戦略
1. 世界植物保全戦略、決定VI / 9。https://www.cbd.int/decision/

cop/?id=7183
2. 世界植物保全戦略2011-2020の統合アップデート、決定X / 17。 

https://www.cbd.int/doc/decisions/cop-10/cop-10-dec-17-en.pdf
3. Sharrock, S. 2020. Plant Conservation Report 2020: A review 

of progress in implementation of the Global Strategy for Plant 
Conservation 2011-2020. Secretariat of the Convention on Biological 
Diversity, Montréal, Canada and Botanic Gardens Conservation 
International, Richmond, UK. Technical Series No.95. https://www.
cbd.int/ts

4. Global Strategy for Plant Conservation Consensus. https://mp.weixin.
qq.com/s/H9Xeip3fGrpP6DV_c0otyQ; Ren, H., Qin, H. et al. 
2019. Progress in implementation of the Global Strategy for Plant 
Conservation (2011–2020) in China. Biological Conservation, 230: 
169-178. https://doi.org/10.1016/j.biocon.2018.12.030

5. CONABIO-CONANP-SEMARNAT (2008) Estrategia Mexicana para 

la Conservación Vegetal: Objetivos y Metas. México. https://www.
biodiversidad.gob.mx/pais/emcv/EMCV

6. Sanbi (2020). Plant Conservation Strategy. http://biodiversityadvisor.
sanbi.org/planning-and-assessment/plant-conservation-strategy/

7. World Flora Online. http://worldfloraonline.org/ 
8. ThreatSearch!. https://tools.bgci.org/threat_search.php
9. Global Tree Assessment. https://www.globaltreeassessment.org/
10. Plants 2000. www.plants2020.net
11. Ecological Restoration Alliance of Botanic Gardens - www.erabg.org/. 
12. Plant Life. Important Plan Areas. https://www.plantlife.org.uk/

international/important-plant-areas-international
13. IPBES (2019): Global assessment report on biodiversity and ecosystem 

services of the Intergovernmental Science-Policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services. E. S. Brondizio, J. Settele, S. Díaz, 
and H. T. Ngo (editors). IPBES secretariat, Bonn, Germany. https://
ipbes.net/global-assessment

14. Plants 2020. www.plants2020.net/gppcpartners/

生物多様性戦略計画 2011-2020  
実施の進捗状況確認
1. IPBES (2019): Global assessment report on biodiversity and ecosystem 

services of the Intergovernmental Science-Policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services. E. S. Brondizio, J. Settele, S. Díaz, 
and H. T. Ngo (editors). IPBES secretariat, Bonn, Germany. https://
ipbes.net/global-assessment

2. IPBES (2019): Global assessment report on biodiversity and ecosystem 
services of the Intergovernmental Science-Policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services. E. S. Brondizio, J. Settele, S. Díaz, 
and H. T. Ngo (editors). IPBES secretariat, Bonn, Germany. https://
ipbes.net/global-assessment

3. Bolam, F.C, Mair, L., Angelico, M., Brooks, T.M, Burgman, M., 
McGowan, P. J. K & Hermes, C. et al. (2020). How many bird and 
mammal extinctions has recent conservation action prevented? 
Conservation Letters, e12762. doi: https://doi.org/10.1111/
conl.12762

4. IPBES (2019): Global assessment report on biodiversity and ecosystem 
services of the Intergovernmental Science-Policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services. E. S. Brondizio, J. Settele, S. Díaz, 
and H. T. Ngo (editors). IPBES secretariat, Bonn, Germany. https://
ipbes.net/global-assessment

5. This section builds upon the analysis prepared for SBSTTA 
provided in CBD/SBSTTA/23/2 - https://www.cbd.int/doc/c/62
3e/686d/141e87e564e026d57a5207a4/sbstta-23-02-en.pdf and 
CBD/SBSTTA/23/2/add.2 - https://www.cbd.int/doc/c/a4f8/
c003/69b60e0a66feb68824cb0485/sbstta-23-02-add2-en.pdf 

6. SMART基準リストの1例は、具体的、測定可能、達成可能、結 
果に基づき、期限がある（例えば、ポスト2020生物多様性枠
組に関するワーキンググループの最初の会議の結論（CBD / 
WG2020 / 01/05を参照））。SMART基準が使用されている文献の
リストは次にある。Green, E. J., Buchanan, G. M., Butchart, S. H., 
Chandler, G. M., Burgess, N. D., Hill, S. L. and Gregory, R. D. (2019), 
Relating characteristics of global biodiversity targets to reported 
progress. Conservation Biology https://doi.org/10.1111/cobi.13322 は
「具体的で、測定可能で、野心的で、現実的で、期限があ 
る」。さらに別の文脈では、「戦略的、割り当て可能、行動指
向、かつ関連性がある」という基準も使用されてきた。

7. IPBES (2019) Global Assessment, Chapter 3; Butchart, S. H. M., M. Di 
Marco, and J. E. M. Watson. 2016. Formulating Smart Commitments 
on Biodiversity: Lessons from the Aichi Targets. Conservation 
Letters; Green, E. J., Buchanan, G. M., Butchart, S. H., Chandler, 
G. M., Burgess, N. D., Hill, S. L. and Gregory, R. D. (2019), Relating 
characteristics of global biodiversity targets to reported progress. 
Conservation Biology. See also CBD/SBSTTA/22/INF/35 - https://www.
cbd.int/doc/c/bf53/55a1/41afdeacdff7bba10267f20b/sbstta-22-inf-
35-en.pdf.

8. 次の資料の図3.5より。IPBES (2019): Global assessment report 
on biodiversity and ecosystem services of the Intergovernmental 
Science-Policy Platform on Biodiversity and Ecosystem Services. 
E. S. Brondizio, J. Settele, S. Díaz, and H. T. Ngo (editors). IPBES 
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secretariat, Bonn, Germany. https://ipbes.net/global-assessment. 
2014年のグラフは、GBO4の55の指標の推定から取得。詳細は
以下。Tittensor, D. P. et al. 2014. “A Mid-Term Analysis of Progress 
toward International Biodiversity Targets.” Science 346(241)  - http://
www.sciencemag.org/cgi/doi/10.1126/science.1257484; 2018年のグ
ラフは、IPBES地球規模評価のために実施された68の指標の推
定から得た。詳細は、以下のセクション3.2.2及び補足オンライ
ン資料S3.1.1。

第三部　生物多様性に関する 
2050年ビジョンへの道筋
1. IPBES (2019): Global assessment report on biodiversity and ecosystem 

services of the Intergovernmental Science-Policy Platform on 
Biodiversity and Ecosystem Services. E. S. Brondizio, J. Settele, S. Díaz, 
and H. T. Ngo (editors). IPBES secretariat, Bonn, Germany. https://
ipbes.net/global-assessment. 特に第4章、エグゼクティブサマリ
ー、また、2050年生物多様性ビジョンに関連するシナリオとモ
デルの詳細については、CBD / SBSTTA / 21 /も参照。

2. Fricko, O., Havlik, P.,, Rogelj, J., etal (2016). SSP2: a middle -of -the 
-road scenario for the 21st century. Global Environ. Change https://
dx.doi.org/10.1016/j.gloenvcha.2016.06.004;  Riahi et al. (2017). 
The shared socioeconomic pathways and their energy, land use, 
and greenhouse gas emissions implications: An overview. Global 
Environmental Change, 42 (2017) 153–168. https://doi.org/10.1016/j.
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